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はじめに 

 

今日、携帯電話が国民に広く普及し、航空管制や鉄道、警察、消防等の様々な社

会インフラに電波が活用されており、無線通信ネットワークは、国民の日常生活や我

が国の社会経済活動において重要な基盤となっている。加えて、あらゆる「モノ」がイ

ンターネットに接続され、相互に情報を交換し制御を行う IoT（Internet of Things）が進

展していく中において、医療・農業・交通等様々な分野で多様な形での電波利用が生

まれることが予想されており、新たな電波利用のニーズに応えたビジネスを創出し、

その推進を促す環境を整備することが、我が国経済の成長にとって重要な要素とな

っている。 

また、我が国では、2020 年に世界の注目が集まる東京オリンピック・パラリンピック

競技大会が開催される予定であり、成熟社会における先進的な取組を世界に示す契

機となるこの節目の年に向けて、社会経済に新たなイノベーションを起こす基盤として

電波を更に活用していくことが期待されている。 

このような状況を踏まえ、総務省において、2020年に向けた我が国のワイヤレスサ

ービスの発展・国際競争力強化のための方策や新たな無線システムを導入するため

の制度見直しの方向性、2017 年に見直し時期を迎える電波利用料制度の在り方等

について検討することを目的として、2016年１月から、総務副大臣主催により「電波政

策 2020 懇談会」が開催され、検討を行ってきた。 

検討に際し、我が国におけるワイヤレスサービスの在り方とそれを支える電波に関

する制度を切り分けて専門的に議論する観点から、本懇談会のもとに、「サービスワ

ーキンググループ」及び「制度ワーキンググループ」を設置し、前者においては我が

国の無線インフラ・サービスを国際競争力のある有望ビジネスに育てるための方策等

について、後者においては IoT 時代に相応しい電波利用料制度や電波の監理・監督

に関する制度の在り方について、それぞれ検討を行った。さらに、サービスワーキン

ググループにおいては、議論を促進する観点から、我が国が注力すべきワイヤレス

ビジネス分野における実用化・海外展開方策等を検討する「ワイヤレスビジネスタス

クフォース」と、第５世代移動通信システム（５Ｇ）及び次世代高度道路交通システム

（ITS）の実現に向けて解決すべき課題・解決方法等を検討する「モバイルサービスタ

スクフォース」を設置し、より詳細な検討を行った。 

このように、ワーキンググループ等を設置し、それぞれの議論を連携させることで、

電波利用の高度化に伴う新しいサービスの出現等を促す方策と、それらをバックアッ

プするための制度見直しを車の両輪として検討することが可能となり、2020 年に向け
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た電波政策の在り方について総合的な検討を行ってきた。 

具体的な検討に当たっては、検討課題を示して広く意見を募集し、提出された 625

件の意見に基づき論点を整理するとともに、それぞれのワーキンググループやタスク

フォースにおいて、当該意見に加え、関係者等からのヒアリングを行うことで多様な意

見の聴取に努め、幅広い観点から議論を行ってきたところである。 

本報告書は、これらの議論の結果を最終的に取りまとめたものである。 
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第１章 電波利用の現状 

① 電波利用システムの変遷 

昭和 25 年（1950 年）の電波法制定以降、しばらくの間は、電波の利用は公共分野

における VHF 帯等の低い周波数が中心であったが、昭和 60 年（1985 年）の電気通

信業務の民間開放をきっかけに、移動通信分野における利用が爆発的に普及・発展

し、平成 28 年（2016 年）２月現在で、直近 10 年において約２倍、昭和 25 年（1950 年）

比では約４万倍となる約 1 億 9,774 万局の無線局が免許に基づき開設されている。こ

れらの無線局の約 80％（１億 5,983 万局）を占める携帯電話をはじめ、引き続き免許

に基づき開設される無線局の増加が見込まれるほか、電波利用の多様化により発射

する電波が著しく微弱な無線局や無線 LAN 等の小電力無線局等の免許を必要とし

ない無線局も増加しており、今後も更なる電波利用の拡大が予想される（図１－１参

照）。 

このように、無線局が爆発的に増加する一方、電波は有限希少な資源であること

から、限られた電波を効果的に分配する必要がある。近年の電波利用技術の高度化

や通信の大容量化に伴い、特に UHF 帯の電波がひっ迫していることから、固定系シ

ステムをより高い周波数帯に移行し移動系システムに再配分するほか、高い周波数

への移行を促進する技術の研究開発を行うことにより、電波の有効利用を促進する

ことが必要となっている。 

 

 

図１－１ 電波利用システムと周波数の変遷 
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② 移動通信システムの発展 

第１世代ではアナログ音声通信に限定されていた移動通信システムは、第２世代

においてはデジタル音声通信に加えメールやインターネット接続が可能となり、第３世

代では音楽・ゲーム等のサービスも提供されるなど、急速な技術進展を遂げた。さら

に、平成21年（2009年）７月に広帯域移動無線アクセスシステム（Broadband Wireless 

Access (BWA)）、翌平成 22 年（2010 年）12 月に 3.9 世代移動通信システム（Long 

Term Evolution (LTE)）が開始されたことによりブロードバンド接続が可能となったこと

から、大容量コンテンツの視聴等様々なサービスの提供が移動通信において実現す

ることとなった（図１－２参照）。 

 

 

図１－２ 移動通信システム発展の経緯 

 

携帯電話の契約数は平成 28年（2016年）３月現在で１億 5,648万契約となっており、

そのうち LTE の契約は全体の約 55.8％（8,739 万契約）を占め、契約数は直近１年で

約 1.3 倍となっている（図１－３参照）。 
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図１－３ 携帯電話等契約数の推移 

 

さらに、移動通信システムは、需要の増大やニーズの多様化・高度化とともに進化

を続け、超高速化・大容量化等が進展している。 

 

（ア）第４世代移動通信システム 

平成 26 年（2014 年）12 月には、3.9 世代移動通信システム(LTE)の後継としての第

４世代移動通信システム（LTE-Advanced）導入のための周波数（3.48GHz～3.6GHz）

が40MHzずつ３者（NTTドコモ、KDDIグループ、ソフトバンク）に割り当てられ、各社は

今年度中のサービス開始を目標に整備を進めている。第４世代移動通信システムで

は、周波数の異なる複数の通信波を束ねる技術（キャリアアグリゲーション技術）を用

いることで、光ファイバ並の超高速通信（低速移動時：１Gbps、高速移動時：100Mbps）

を実現することが可能となっている。 

 

（イ）第５世代移動通信システム 

第５世代移動通信システム（５Ｇ）については 2020 年の実現に向けて、研究開発・

実証、標準化活動、国際連携等が推進されているところである。 
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電波政策ビジョン懇談会（平成 26 年（2014 年）12 月最終取りまとめ）においては、

①第５世代モバイル推進フォーラム（5GMF）による活動、②産学官連携による５Ｇ関

連技術の研究開発の推進、③ITU 等における５Ｇ標準化活動の３つを柱にして、2020

年の第５世代移動通信システムの実用化に向けて取り組むこととする「第５世代移動

通信システム推進ロードマップ」が示されたところである（図１－４参照）。 

 

 

図１－４ 第５世代移動通信システム実用化に向けたロードマップ 

 

（ウ）無線 LAN の進化 

無線 LAN は、かつては駅・空港・カフェ等において、ノートパソコン等向けに高速ブ

ロードバンドを提供するインフラとして機能していたが、スマートフォン等の急速な普

及に伴い移動通信トラヒックが急増したことにより、平成 23年（2011年）頃から携帯電

話トラヒックのオフロードを主目的とした携帯キャリア主導の無線 LAN アクセスポイン

ト整備が進展している。更に、地域活性化や教育環境の充実、企業内の環境整備等

の目的から、企業や自治体において無線 LAN が広く利用されている。 

近年のスマートフォンの普及等に伴い多様な通信デバイスを通じたモバイルブロー

ドバンドを利用した各種サービスが増加し、電波を利用した様々なサービスやビジネ

スが成長・普及している。こうした中、今後の無線 LAN は社会の基盤としてあらゆる

用途や地域に利用が拡大することが見込まれる（図１－５参照）。 

他方、利用者の利便性が向上し、ワイヤレスネットワーク市場が成長・発展する一

方で、データ量増加によるトラヒック急増が予想されている。 
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図１－５ Wi-Fi の進化と将来像 

 

③ テレビジョン放送の発展 

平成 24 年（2012 年）の地上放送のデジタル移行により放送は完全にデジタル化さ

れ、我が国のハイビジョンの放送のインフラが整備された。現行のハイビジョン（２Ｋ）

を超える画質（いわゆるスーパーハイビジョン）の映像の規格である４Ｋ・８Ｋは平成

18 年（2006 年）に国際電気通信連合（ITU）において標準化されており、４Ｋは現行ハ

イビジョンの４倍、８Ｋは同じく 16 倍の画素数となり、高精細で立体感・臨場感のある

映像の実現が可能となっている。 

平成 27 年（2015 年）７月に公表された「４Ｋ・８Ｋの推進のためのロードマップ」では、

東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される 2020 年には、競技大会の数

多くの中継が高精細な映像４Ｋ・８Ｋで放送され、全国各地におけるパブリックビュー

イングにより競技大会の感動が会場のみでなく全国で共有されるほか、多くの視聴者

が市販のテレビで４Ｋ・８Ｋ番組を楽しむという姿が目指されている。 

これを実現するため、当該ロードマップでは、平成 28 年度（2016 年度）から BS（右

旋）、平成 29 年度（2017 年度）に 110 度 CS（左旋）における４Ｋ・８Ｋの試験放送が行

われ、平成30年（2018年）にはBS（右旋）・110度CS（左旋）における４Ｋ放送、BS（左

旋）における４Ｋ・８Ｋ放送の実用放送が開始されることが目標となっている。また、既
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に４Ｋの実用放送が開始されているケーブルテレビや IPTV 等においても、８Ｋ実現に

向けた実験的取組が行われることが示されている（図１－６参照）。 

 

 

図１－６ ４Ｋ・８Ｋの推進のためのロードマップ（2015 年７月公表） 

 

④ IoT 時代の到来 

パソコンやスマートフォン等の従来型の ICT 端末だけでなく、様々な「モノ」が無線

通信等を介してインターネットに接続される「モノのインターネット」（IoT: Internet of 

Things）の時代が到来しつつある。2020 年には、ＩoT による接続機器が 500 億台を超

えるとも予想されており、今後、社会の様々な分野において膨大な数の IoT デバイス

の普及が見込まれている。 

IoT 時代においては、自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネッ

トにつながり、そこから得られたビッグデータを AI 等により解析することで、様々な社

会課題の解決や新たな社会価値の創出が期待されている。さらに、IoT の進展に伴

い、付加価値を生み出す従来のサービスやビジネスの産業構造が大きく変革（ゲー

ムチェンジ）しつつある。 

こうした IoT の進展により多様な分野・業種において膨大な数の IoT デバイスが普

及し、それらが無線によりネットワークに接続されることにより、これまで電波利用シ

ステムの運用経験のない新規ユーザが増加し、これまでにない膨大な数の無線接続

が求められるなど、従来にない電波の利用が予想されている。 
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⑤ 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた対応 

2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、世界各

国からアスリートや観客等が開催地である東京に集中することが予想される。 

そのため、政府では、全てのアスリートが最高のパフォーマンスを発揮できるよう、

アスリート、観客等の円滑な輸送等を進めるほか、環境・エネルギー等の科学技術を

世界にアピールし、地方創生・地域活性化、日本の技術力の発信等を図ることとして

いる。 

具体的には、アスリート、観客等の滞在期間中の ICT利用環境を向上するために、

訪日外国人等が快適に利用できる無料公衆無線 LAN 環境整備を促進し、また日本

の高い技術力と新たなイノベーションを世界に発信しつつ訪日外国人等の利便性を

向上するため、５Ｇや次世代 ITS を大会以降の我が国の持続的成長も見据えつつ

2020年までに実現することとしている。この他にも、スマートフォンや交通系ＩＣカード、

クラウド技術等の活用、多言語対応、４Ｋ・８Ｋや属性に応じた情報提供を可能とする

デジタルサイネージの推進や人材育成を通じた世界に先駆けたサイバーセキュリティ

基盤の構築等の施策を 2020 年に向けて検討することとしている。 

また、競技大会への対応として、電波監視の関係で、重要な無線通信に対する電

波妨害の発生に備えるための対策や、円滑な大会実施のための電波監視体制の整

備に向けた検討・調整を行うことが必要となっている。加えて、無線局免許の関係で

は、競技場及び周辺等で携帯電話等の良好な利用環境を確保するために基地局を

高密度に整備する等の対策を円滑に実施していくため、通信事業者や組織委員会、

施設整備を行う大会関係機関との連絡調整を実施してきた。大会運営や映像配信等

に必要な無線システム用周波数確保のため、組織委員会の要求条件の早期具体化

等を促すとともに、所要周波数幅を精査し、他のシステムとの共用や運用制限を含め

た周波数割当てについては検討や調整を引き続き行う必要がある。 
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第２章 2020 年の社会を支えるワイヤレスサービスの推進 

無線通信ネットワークは、国民の日常生活や我が国の社会活動の重要な基盤で

あり、IoT の進展などにより、無線通信の利用は、医療・農業・交通等の様々な分野

にさらに拡大していくと予想されている。これまでも電波を利用したビジネスは、我が

国経済の成長エンジンとしての役割を担ってきたが、今後の更なる電波の利用を促

進し、ワイヤレス分野の新ビジネス、新市場を創出するとともに、我が国のワイヤレ

ス産業を国際競争力ある成長産業として育成することは、我が国における 2020 年

以降の持続的経済成長を達成し、国際競争力を維持していく上で、ますます重要な

要素となると考えられる。 

本懇談会では、世界の注目が集まる東京オリンピック・パラリンピック競技大会が

開催される 2020 年に向け、我が国が強みを持つワイヤレス分野のビジネスの発展

を促進し、我が国の国際競争力を強化していくための方策を検討するため、サービ

スワーキンググループを設置し検討を行ってきた。さらに、サービスワーキンググル

ープでは、より専門的な見地からの議論を促進するため、新ビジネス、新市場を創

出し、ワイヤレスビジネスの成長・海外展開を推進するための方策等を検討する「ワ

イヤレスビジネスタスクフォース」と、５Ｇ及び次世代 ITS など、新たなモバイルサー

ビスの実現に向けて、解決すべき課題・解決方策等を検討する「モバイルサービス

タスクフォース」を設置し、それぞれ検討を行ってきた。 

本章は、これらの議論の結果を取りまとめたものである。 
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１．検討の背景 

本章の検討の背景となっているワイヤレスサービスを取り巻く最近の情勢として、

以下の３点が挙げられる。 

 

（１） 新たなモバイルサービスの実現 

無線通信技術の急速な進展と人々のワイヤレスサービスに対する利用ニーズ

の高度化、多様化に伴い、携帯電話・スマートフォンについては、3.9 世代移動通

信システム（LTE）や第４世代移動通信システム（LTE-Advanced）の導入による通

信速度の高速化と情報量の大容量化が進み、また無線 LAN 等についても、同様

に高速化、大容量化を可能とする国際標準化の策定と、それによるブロードバンド

化が進んでいるところである。携帯電話、無線 LAN 等のモバイルサービスは、今

後も引き続き、コンテンツの大容量化が一層進展していくことが見込まれる。 

一方、上記のような従来のモバイルサービスの高速化、大容量化の方向性に加

えて、本格的な IoT 時代の到来に伴い、自動車、産業機器、スマートメータなど新

たな分野におけるモバイルサービスの利活用が進むことが期待されている。 

2020 年に向けて、５Ｇの本格サービスの実現が期待され、我が国のみならず諸

外国においても実用化推進のための検討が進められている。５Ｇは、図２－１－１

に示すとおり、従来の携帯電話やスマートフォンにおいて進められてきた高速大容

量化の発展の方向性のみならず、多数同時接続性や超低遅延性といった特徴を

有することを踏まえ、様々な分野において利活用されることが期待されている。 

このため、我が国において、５Ｇの導入を新たなサービスやビジネスの創出につ

ながる形で実現するための方策について、どのように考えるかが重要な課題とな

る。 

さらに、ITS 分野においても、電波を活用した自動運転の実用化、普及に向けた

検討が国内外で本格化していることから、我が国において安全で快適な自動運転

社会を実現するための方策について、どのように考えるかが重要な課題となる。 
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図２－１－１ 新たなモバイルサービスの実現 

 

（２） ワイヤレスビジネスの成長への期待 

我が国における電波利用産業の市場規模について、電波政策ビジョン懇談会

報告書（平成 26 年（2014 年）12 月）においては、平成 25 年度（2013 年度）の 12.7

兆円から、平成 32 年度（2020 年度）には 32.6 兆円、平成 42 年度（2030 年度）に

は 49.5 兆円へ拡大することが予測されており、ワイヤレスビジネスは、今後も引き

続き、我が国の成長産業として一層拡大していくことが期待されている（図２－１－

２参照）。 

一方、アジア地域をはじめとする諸外国においても、様々なワイヤレスビジネス

に対する利用ニーズや新たな市場が出現するなど、ワイヤレス関連のグローバル

市場の更なる成長が見込まれているところである。 

このような状況の中、我が国においては、我が国が強みを有する安心・安全分

野の無線システムを国際競争力のある基幹産業として育てることが重要と考えら

れる。その目標を達成するため、具体的にどのような分野のワイヤレスサービス

に注力し重点的に取り組むべきか、また、実用化、普及、海外展開のために必要

となる方策についてどのように考えるかといったことが課題となる。 

 

 



13 
 

 

図２－１－２ 電波関連産業の市場規模予測 

 

（３） 移動通信トラヒックの増大 

近年、スマートフォン利用者数の増加や大容量コンテンツの利用増加等により、

移動通信のデータトラヒックは、年率約1.4倍のペースで増加しており、今後も増加

傾向が継続することが見込まれる。 

また、2020 年以降に想定される５Ｇの実用化と本格的な IoT 時代の到来によっ

て、移動通信サービスは、従来の携帯電話やスマートフォン等に加えて、新たな分

野における様々なシーンで多様なアプリケーションが登場することが予想されるこ

とから、それに伴い、移動通信トラヒックの発生模様が劇的に変化する可能性が

高い（図２－１－３参照）。 

さらに、局所的に発生するトラヒックについても、適切に対処していく必要性が高

まっている状況にある。 

上記に鑑み、電波政策ビジョン懇談会報告書（平成26年（2014年）12月）におい

ては、2020 年までに、移動通信システム用周波数として、6GHz 以下の周波数帯

について 2700MHz 幅程度を確保するとともに、6GHz 以上について、検討対象とな

る周波数帯に関する研究・標準化等を進め、必要周波数帯を確定・確保すること

が必要とされている。 
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以上を踏まえ、今後の移動通信システムに対する周波数需要増に対応するた

めの周波数確保の方策として、具体的な対象周波数、周波数確保の時期、更なる

電波の有効利用を促進するための具体的な方策等について、どのように考えるか

が課題となっている。 

 

 

図２－１－３ 移動通信トラヒックの推移と今後の予測 

 

上記の３点を背景として、2020 年のワイヤレスサービスの推進方策について検

討する上で、以下の２点について考慮しておく必要がある。 

 

① 関連技術の動向 

2020 年のワイヤレスサービスの進展の方向性は、様々な関連技術開発動向と

も密接な関係を有する。具体的には、ミリ波、テラヘルツ波無線通信技術、アンテ

ナ技術、高能率変復調、圧縮技術といった電波関連技術のみならず、ネットワーク

関連技術（ネットワーク仮想化技術、ネットワーク分散制御技術、クラウド技術等）、

AI・ビッグデータ解析技術、センサー技術、半導体技術、ソフトウェア技術といった

ワイヤレス技術の周辺技術が挙げられる。 

このため、2020 年のワイヤレスサービスの推進方策を検討する際には、これら

の最新のワイヤレス関連技術やその周辺技術の技術開発動向や実用化動向に

ついて十分把握し、分析しておく必要がある。 

 
② 現下の社会情勢 

ワイヤレスサービスの発展は、これまでもスマートフォンの普及が人々のライフ

スタイルを大きく変化させてきたことに代表されるように、人々の生活の豊かさの
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向上、企業の生産性の向上、社会の安心・安全の確保など、様々な分野において

貢献してきた。 

しかしながら、2020年以降の本格的な IoT時代においては、ワイヤレスサービス

の利活用があらゆる分野へ拡大することで、我々の生活に深く浸透し、様々な分

野に影響が広く波及すると考えられる。その結果、これまで以上に、人々の生活や

企業のビジネスを含めた社会全体を飛躍的に変革し向上させることで、我が国が

抱える様々な社会的課題の解決に寄与することが期待できる。 

このため、2020 年のワイヤレスサービスの推進方策については、我が国が抱え

る社会的課題の解決への寄与を可能とするような検討が行われる必要がある。 

上記に加えて、2020 年開催の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の確実

な成功と、この機会を捉え、我が国の最先端のワイヤレス技術の実用化の加速に

ついても重要な視点であることから、これらを可能とするための推進方策について

検討しておく必要がある。 
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２．ワイヤレスビジネスの成長・海外展開に向けた検討 

（１） IoT 社会を支えるワイヤレスビジネス 

無線技術の進歩とデバイスの高度化により、社会インフラへの無線システムの

実装が進んでおり、無線ネットワークが全てのヒト・モノ・カネとつながる IoT 社会に

おける中心的なインフラストラクチャとなりつつある。これに伴い、様々な局面にお

いて電波を必要とするワイヤレスビジネスが人々の安心・安全な生活を支える重

要な役割を担うようになった（図２－２－１参照）。 

例えば、天気や気温が売り上げに大きく影響するコンビニエンスストアで翌日の

品揃えを考える上で気象予報は欠かせず、スマートフォン向けにゲリラ豪雨の情

報を提供するなど防災面からも気象レーダーを用いた気象予報ビジネスは将来有

望なビジネスと考えられている。危険な場所や遠隔地で作業をしたり、あるいはそ

こまで自動で物資等を運搬したりするロボットの遠隔制御もビジネスとして成立し

ており、チリやオーストラリアの鉱山では積載量 300 トン近い大型の無人トラックを

衛星測位情報（GPS）等やミリ波レーダーを用いて自動で運行するビジネスが稼働

中である。 

また、電波の強みを活かしたワイヤレスビジネスの活動領域は、陸上のみなら

ず海上や空域、さらには宇宙まで拡大している。例えば、外洋を航行する貨物船

向けには、気象予報だけでなく安全な航路設定や装備の保守点検までを衛星回

線を用いて一括でサービス提供するサービスが検討されており、アジア地域にお

ける災害監視のために低軌道周回衛星によるリモートセンシングビジネスが期待

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－１ 全ての人とモノがつながる時代の到来 
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（２） ワイヤレスビジネスによる国内成長・海外展開政策 

（ア） 基本的な考え方 

政策推進については、ターゲットとなる市場を分類して、例えば既存のマーケ

ットへの参入を図る場合には、事前の市場分析や参入障壁となり得る事項への

対策に注力する一方で、将来新たな市場の創出を見込んでいる場合には、当面

の研究開発に集中するなど、市場環境や我が国の当該分野における技術レベ

ルに即した施策を講じることが必要である。 

また、政策の実施に当たっては、海外では意思決定が迅速に行われることを

踏まえて短期的にはスピード感を持って施策を実施するとともに、10 年以上先を

見越した中長期の将来ビジョンを描いて対応することが適当である。 

 

（イ） 海外展開への足がかりとしての東京オリンピック・パラリンピック競技大会 

安心・安全なワイヤレス社会を早期に実現して、その魅力を世界中の人々に

体験してもらうことを目指し、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催さ

れる 2020 年をマイルストーンに、2020 年代以降も日本が継続的に発展できるよ

う、日本を最新のワイヤレスビジネスのショーケースにすることが適当である（図

２－２－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－２ 我が国の最新のワイヤレスビジネスのショーケース 
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（ウ） 取り組むべき分野の条件 

一般に我が国の企業は、製品・サービスの機能・品質や技術力・研究開発力

について自信を持っている一方、価格競争力や意思決定のスピード、マーケティ

ング戦略等について弱点と考えている傾向がある（図２－２－３参照）。したがっ

て、我が国が強みを有する分野を中心に、まずは2020年までの間に集中的かつ

戦略的に取り組むことが有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－３ 取り組むべき分野の条件 

 

そのため、ワイヤレス社会を支える電波利用産業の中から、 

ⅰ 我が国の安心・安全なワイヤレス技術の市場ポテンシャルが高いこと 

ⅱ 技術革新により新たな市場が出現、又は既存市場が変革しつつあること 

ⅲ 海外展開することで国内経済への直接波及効果が大きいと見込まれること 

の３条件に適合する分野を抽出して重点的に取り組むべき分野として提言をまと

めることとした。 
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（エ） 具体的な重点取組分野 

以上を踏まえ検討した結果、具体的な重点取組分野として、以下の６つ（①レ

ーダー、②リニアセル・センサーネットワーク、③電波監視システム、④ワイヤレ

ス電力伝送（WPT）、⑤小型無人機（ドローン）、⑥航空宇宙ビジネス）を選定して

現状分析を行った（図２－２－４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－４ 具体的な重点取組分野 

 

a）  レーダー 

レーダーとは、電波を対象物に向けて発射し、その反射波を測定することによ

って対象物までの距離や方向を測る装置である。レーダーはもともと軍事目的で

開発されたが、現在は上空の風向き・風速を測るウィンドプロファイラーや雲や霧

の位置・密度を測るミリ波レーダーなどの気象レーダーや船舶・航空機レーダー

をはじめとして様々な分野で活用されている（図２－２－５～図２－２－７参照）。 

近年は ICT の高度化に伴い他の無線機器等に妨害を与える不要発射の低減

が国際的に求められている。我が国では従来のマグネトロン方式と比べて不要

な電波発射を低減しつつ、素子交換なしに長期間（最低でも 15 年程度）の運用

が可能な半導体を使った固体素子レーダーの開発が進められ、船舶・気象レー

ダー分野で技術優位な状況にある。 
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図２－２－５ 具体的な重点取組分野＜① レーダー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－６ 気象レーダーの技術革新と社会的貢献 
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図２－２－７ 大規模災害時の合成開口レーダーの運用例  

 

一方、この分野は真空管を用いた旧式のマグネトロン方式による外国ベンダーと

の競争が激化しているうえ、高度な技術を用いた製品には維持管理にも高度なノ

ウハウが必要となること、国際入札の際等の製品仕様の決定に海外の大手インテ

グレーターが大きな影響力を及ぼしていることなど、技術優位なだけでは市場で有

利な地位に立つのは困難な状況にある。 

現行の船舶用レーダーは日本メーカーが世界市場の６～７割のシェアを保有し

ている。また気象レーダーについては平成 12 年（2000 年）以降世界各国の気象レ

ーダーの設置数が増加しており日本企業の世界シェアは６％である。平成 27 年

（2015 年）に海外で 137 基のレーダー更新、76 基の新設があったが日本企業の最

新技術を用いた機種の参入は不調に終わっている。 

今後の市場見通しとして、例えば気象レーダーについては今後 10 年程度でＣバ

ンドレーダー（5GHz 帯の周波数を使うレーダー）の更新需要が見込めるほか、レー

ダー全体の市場としても、分解能に秀でたＸバンドレーダー（9GHz 帯の周波数を使

うレーダー）の世界市場は平成 27 年（2015 年）の 41 億 2000 万 US ドルから平成

32 年（2020 年）には 50 億 8000 万 US ドルに拡大すると見込まれる。今後はアジア

やアフリカなどの新興国での大きな需要増が期待される（図２－２－８参照）。 
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図２－２－８ 世界の気象レーダーの動向等 

 

b）  リニアセル・センサーネットワーク 

リニアセルとは、光ファイバー技術と90GHzのミリ波という高い周波数帯を使っ

たイメージング技術を組み合わせたシステムである。センサー機能の高度化と社

会への普及が進み、人々の健康や社会の安全確保など様々なアプリケーション

が提供されつつある中、センサーの機能分化（小型化・高度化）を踏まえた適切

なネットワーク環境構築の観点から有線無線融合形態の SoF（センサー・オーバ

ー・ファイバー）が注目されている。 

センサーネットワークについては、通常のセンサーシステムで広く用いられて

いる MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）と呼ばれるセンサーデバイスの

市場が海外メーカーに席捲されている一方、リニアセルは新しい市場を拓くもの

であり、国際競争上も我が国が優位に立てる可能性は小さくない。 

リニアセルに関しては、空港で航空機が滑走路面に落下させた小さな金属片

等の異物を検知するシステムについて測距性能、距離分解能及び夜間の検出

性能等の面で光学の監視カメラより優れており実用化が目前となっている。それ

以外にも既設の光ファイバーネットワークを活用して駅構内や線路内の人の落

下・立ち入り防止といった鉄道分野での実用化や、道路沿いに設置したリニアセ
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ルにより高速道路監視システムや自動駐車システムの開発など幅広い社会イン

フラでの活用が期待されている（図２－２－９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－９ 具体的な重点取組分野＜② リニアセル・センサーネットワーク＞ 

 

現在、欧州の航空関係標準機関が滑走路異物監視システムの標準化を決定

し、国際機関でも議論が開始される予定であり、イスラエルや英国が先行して競

合システムを展開中だが、分解能（検知できる異物の大きさ）３ｃｍや検知時間

（検知する速さ）10 秒といった点や覆域を自由に設定できるという面で日本に技

術優位な状況にある。 

今後の市場見通しとして、次世代航空交通管理システムの市場規模は、混雑

空港約 100 空港向けとして約 1,100 億円と見込まれている。また異物による機材

故障や修理に要する費用は約 1,200 億円、異物を滑走路上から検知・撤去する

ために空港を一時閉鎖することで発生する損失は約 1.2 兆円に上るとの推計が

あり、当該システムが航空産業に与える効果は非常に大きい（図２－２－10 参

照）。 
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図２－２－10 異物検知（FOD: Foreign Object Debris)システムの導入効果と国際動向 

 

c）  電波監視システム 

我が国の電波監視システムは、アンテナを車両内部に秘匿した電波監視車両

や高さまで含めた３次元での位置特定可能な電波発射可視化装置など、国内開

発された高度な設備を面的に整備することによりその監視性能は世界的に高い

評価を得ている（図２－２－11 参照）。 

東南アジアなど多くの開発途上国では携帯電話等の電波利用が急増し、無線

通信インフラの普及が進んでいる一方、電波法や免許制度等の法整備は不十

分な状況にあり、粗悪な無線機器が普及した結果、航空無線等の重要無線通信

への混信・妨害が発生し、当該国の国民生活に大きな影響を与えている。その

ため電波監視の機器やシステム、及びその運用面を含め、開発途上国において

良好な電波利用環境を確保するための電波監視システムに対する潜在需要は

小さくない（図２－２－12 参照）。 
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図２－２－11 具体的な重点取組分野＜③ 電波監視システム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－12 開発途上国における電波監視の重要性の高まり 

 

d）  ワイヤレス電力伝送（WPT） 

無線技術を活用して非接触で電力供給を行うワイヤレス電力伝送（WPT）は

様々な電子機器の充電に使用されており、特に電気自動車（EV）への給電を行

うための検討が進んでいる。WPT システムの普及を進めるためには他の無線機

器との周波数共用検討や人体への影響評価等が課題となっており、国内ではこ

れらの検討を行った上で、WPTシステムの技術的条件に係る情報通信審議会一

部答申（平成 27 年（2015 年）１月及び７月）を受け、国内制度化を平成 28 年

（2016 年）３月に行っている。本制度化により、今後 WPT 搭載車両が販売される

予定である。これにより個人宅・集合住宅や公共駐車場での WPT システムの普
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及が見込まれるほか、車内の電池充電、補機駆動、プリエアコン（充電中のエア

コン利用）など電力を利用するシステム全般への活用が期待される。我が国では

自動車メーカーを中心にこの分野で先導的な役割を果たしている（図２－２－13・

図２－２－14 参照）。 

今後の市場見通しとして、WPT は電気自動車（EV）／プラグインハイブリッド電

気自動車（PHEV）の 10～20％に搭載され、2020 年頃には、WPT 搭載車両は国

内で年間 2.4 万～4.8 万台、全世界で年間 15 万～30 万台が生産されると見込ま

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－13 具体的な重点取組分野＜④ ワイヤレス電力伝送＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－14 想定するアプリケーション 

 

e）  小型無人機（ドローン） 

ドローンにはマルチロータ、シングルロータ、固定翼といった様々な形状の機

体が登場しており、機体性能や制御技術の向上に伴い、画像取得、輸送、デー

タ計測、通信といった用途に利用されている（図２－２－15 参照）。その急速な普

及によってドローンを安心・安全に運用するための環境づくりも注目されており、

我が国では平成 27 年（2015 年）12 月に航空法が改正され、ドローンを飛行させ
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る空域及び飛行方法等の運用条件について制度整備が行われた（図２－２－16

参照）。ルールが明確になったことを受けて、今後ドローンの利用は更に拡大す

ると期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－15 具体的な重点取組分野＜⑤ 小型無人機（ドローン）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－16 我が国の制度の現状 
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ドローンの性能向上とともにその飛行距離が延伸、用途も拡大しており、海外

では Amazon や Google 等が配送用ドローンの実用化を目指しているほか、シン

ガポールポストがドローンによる郵便物の配送実験を行っている。また米国では

ドローンの遠隔運用に向けて NASA を中心にドローン用運行管理システムの検

討が始まっており、欧州では従来の機体サイズや重量に着目した規律から運用

形態や能力など運用リスクを基準とした規律に移行しつつある。 

日本では平成 27年（2015年）11月の未来投資に向けた官民対話の中で、ドロ

ーンは第４次産業革命に向けて安全性と利便性を両立できる有望分野であり、

早ければ３年以内にドローンを使った荷物配送を可能とすること、より遠隔地か

ら操作したりデータをやり取りしたりできるようにするため、平成 28 年（2016 年）

夏までに使用できる周波数帯の拡大や出力アップなど新たな電波利用の制度整

備を行うこととされた。ドローンの運行等についてのルール作りについて我が国

は先行しており、ドローン宅配の実証実験が始まるなど、我が国はドローンを使

ったビジネスの環境整備の面で先行していると言える（図２－２－17 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－17 ドローンを含むロボットの電波利用の高度化 

 

今後の市場見通しとして、産業用無人機の国内市場規模として国内市場は平

成 27 年（2015 年）の 16 億円から平成 32 年（2020 年）には 186 億円、平成 34

年（2022 年）には 406 億円に急増すると見込まれており、米国市場は平成 37 年
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（2025 年）に８兆円、全世界では平成 35 年（2023 年）に 10 兆円に成長するとの

予測がある。 

 

f）  航空宇宙ビジネス 

航空無線部門の高度化が進む中で空港内でのデータ通信や航空機内 Wi-Fi

に対する需要が高まっており、国際機関の国際民間航空機関（ICAO）、米国や

欧州などでは将来の航空システム高度化を目指す長期ビジョンを策定し、我が

国も航空交通に関する長期ビジョンである CARATS（Collaborative Actions for 

Renovation of Air Traffic Systems）の高度化のための改定作業を進めている。 

航空機や人工衛星に搭載される無線機等の電子機器類であるアビオニクス

分野については安全性の厳格な確保を求められ、我が国の参入実績は１％以

下のシェアと限定的である。一方でエンジンなどのメンテナンス技術について我

が国は世界的に高い評価を得ている。 

宇宙に目を向けると、衛星通信分野は高速化が加速しており、従来のＫｕバン

ドでは利用者の高速化ニーズに応えられないことから更に高速大容量通信を可

能とするＫａバンドによる衛星通信サービスの市場が生まれつつある。また超小

型衛星の低コスト化が進み、新興国や開発途上国での導入を後押しすれば急速

に普及する可能性がある。多くの衛星が今後打ち上げられることを踏まえ、これ

ら多数の衛星の管制業務や、スペースデブリの監視・処理業務が新たなビジネ

スとして注目されている（図２－２－18 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－18 具体的な重点取組分野＜⑥ 航空宇宙ビジネス＞ 
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今後の市場見通しとして、世界の旅客機運行機数は、今後 20 年で２倍、座席

数が 100席程度以下のリージョナルジェットは３倍に増加すると見込まれている。

我が国は三菱リージョナルジェット（MRJ）が半世紀ぶりに市場参入を開始したと

ころであるが、日本が強みを有する電子通信技術を端緒として市場に参入すれ

ばその効果は非常に高いと見込まれる（図２－２－19 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－19 航空機関連市場・装備品等市場における我が国のシェア 

 

（３） 今後に向けた提言 

我が国の電波利用産業の国内での市場を拡大するとともに、我が国のワイヤレ

スビジネスの国際競争力を強化し、ひいては、国際協調のとれた安心・安全な電

波利用環境を実現するために、６つの重点取組分野に通底する考え方について

以下のとおり提言する。 

 

① 基本的な方向性 

(ア) 産官学連携によるワイヤレスビジネスの海外展開 

海外市場のニーズを把握し、最新技術を含めた製品やインフラを展開するに

は時間を要し、民間だけの取組では限界がある。産学関係者が集まる国際会議

での発表等による普及啓発や公的機関による現地の人材育成や技術協力等の

支援、さらには産官学の関係者が連携した戦略的な国際標準化活動が有効で

あり、海外の先進国ではトップセールスによる売り込みも活発に行われている。

また電波利用産業を主体とするワイヤレスビジネスの活動やその利用シーンは

情報通信分野に留まらず社会インフラをはじめとする幅広い領域に及ぶもので

あり、総務省単独ではなく社会インフラ活動を担う国土交通省はじめ関係省庁と
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協力して取り組むことが効率的・効果的である。そのため我が国でも省庁間連携

と異業種間連携を前提とした産官学連携によりワイヤレスビジネスの海外展開

を図る必要がある。 

 

(イ) パッケージとしての展開 

公共インフラ分野における海外市場では、優れた製品であっても単独で相手

国に受け入れられることは少ない。通常はサービスの上流からユーザに届く下

流までの一貫したシステムとして納入されており、大手インテグレーターが大きな

市場影響力を有している。また相手国により求められるサービス内容にも差があ

り、売り込み先の国内事情にきめ細かく配慮して機能を調整しなければならない。

そのため海外での多様なニーズに対応できるよう、各製品単独での成長戦略だ

けでなく、あたかも我が国のワイヤレスビジネスが総体として一つのインテグレー

ターであるかのように、複数の分野・サービスの連携による総合的なサービスを

パッケージにして展開を目指す必要がある。 

 

(ウ) イノベーション創発に資する社会基盤の構築 

ワイヤレスビジネスの成長・海外展開に際しては、各々が独善的な利益追求

に拘ることなく、ワイヤレスビジネスが社会インフラであり、様々な新ビジネスがう

まれる孵卵機となり得ることを自覚しなければならない。国がビジョンをもって、

創意工夫による自由なワイヤレスビジネス発展のための環境整備を行い、グロ

ーバルにイノベーションを生み出す土壌の生成に取り組む必要がある。その際

には、インキュベーションオフィスやファブラボなど自由なものづくりの可能性等を

拡げる他の取組との連携にも十分配意すべきである（表２－２－１参照）。 

 

表２－２－１ 基本的な方向性 
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② ワイヤレスビジネスの海外展開戦略 

(ア) 多様なニーズに対応できる総合的な取組 

海外展開対象国によって必要とするワイヤレスビジネスの分野や優先順位は

異なるのは当然のことであり、多様化するニーズを的確に把握してこれに柔軟に

応える提案を相手国に行っていくことが重要である。そのため設備・システムに

加えて人材育成やノウハウ提供も含めた以下のような施策を、総合的にかつメリ

ハリをつけて講じていく必要がある（第３章１．（２）②（キ）参照）。 

a） 電波利用産業に係る海外市場調査 

国際的な周波数の共用可能性及びワイヤレスビジネスの海外展開の可能性

を探る観点から、海外の対象国の市場状況について、市場ニーズの抽出にとど

まらず、具体的な調達・国際入札情報や競合国・企業の応札の動き等に関する

委託調査を行う。 

b） 官民ミッションの派遣 

安心・安全なワイヤレスビジネスに関連する機器類・システムをパッケージに

し、企業関係者と政府要人等からなる代表団を海外に派遣して、我が国のワイ

ヤレスビジネスの売り込みを図る。ただし、ビジネス展開の観点からは、ターゲッ

トとする国や分野を絞って明確にし、また単発で終わることなく繰り返し実施する

ことが重要である。 

c） 海外の政府要人、大学の専門家及び企業代表等の招請 

周波数の国際協調利用の促進及び我が国の優れたワイヤレスビジネスの周

知啓発に資する観点から、海外からワイヤレスビジネスに携わる関係者を日本

に招請して国内施設の視察や公開セミナーを開催する。その際には現地でのビ

ジネス展開をにらんで、招請対象は海外政府要人や大学の専門家だけでなく、

地元企業の経営者等の代表者を加える。 

d） 海外展開先への技術指導など機材・システム運用ノウハウの提供 

我が国の最先端の機器類・システムを海外展開先の技術者等に受け入れや

すくするため、政府開発援助（ODA）の技術協力のスキームや民間連携調査な

どのスキームと連携して海外技術者の国内での研修や日本人技術者の海外派

遣等の中で、ワイヤレス機材・システムの運用ノウハウを提供する。 

e） 電波利用の国際協調を目的とした海外でのモデル実証実験 

日本の先進的なワイヤレス機器を海外で使用することで、国境を越えた電波

干渉が減少するなど電波を国際的に協調して利用することが可能な場合に、当

該機器を用いて相手国で実証実験を行う。 

f） 戦略的な国際標準化 
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国際標準化に関し、海外展開のためにはコスト・価格競争力に関する意識が

重要であって日本国内における製造コストが発展途上国より割高になりがちで

あることも考慮し、また分野によっては、他の先進国の標準化活動における影響

力が強固で、その優位性を覆すことが中長期にも困難な場合があることも踏ま

える必要がある。そこで例えば、技術優位な分野における新技術導入を促進す

る方向での標準化、独自規格では競争上不利な場合における海外規格への積

極的適合、対等な競争分野における多数派形成・一本化調整、新規市場におけ

る率先した国際標準づくり､競争力を有するコア技術ではなく、インターフェース

部分だけに標準化対象を絞る、さらには敢えて国際標準化にはこだわらずに国

際機関の現地活動の際に日本製品採用を働きかけて当地での普及を図る、と

いった方策を各分野の実情を考慮して適宜取捨選択して戦略的に標準化活動

を行う。 

 

(イ) 我が国の強みを活かした海外展開 

開発途上国等における情報通信サービスの急速な普及によって、国境を越え

た電波干渉が近年特に問題になっており、電波監視システムの共同利用などの

国際的な周波数共用の取組が、国内での周波数利用の効率化に直結するよう

になった。 

周波数利用の国際協調は、同時に、ワイヤレスビジネスが日本独自のアイデ

アや強みを効果的に活かして海外展開する絶好の機会である。特に海、空、宇

宙といった国境を越える領域については海外との協力や連携が不可欠であり、

海外展開の余地が大きいと考えられる。 

我が国での効率的な電波利用環境を確保するためにも、我が国で開発された

技術やシステム等の国際標準化を推進することが重要となるが、その際も標準

化すること自体を目的化することなく、 

・国際標準を実効性あるものにするための関係国間での多数派形成 

・複数の方式が国際標準化されるマルチスタンダード時代に対応し、標準化後

の普及に向けた競争への対応 

等の観点から、日本の強みが活かせるよう国際標準化活動と海外展開を有

機的に結合して戦略的に行うことが必要である（図２－２－20 参照）。 

また、日本国内向けにつくられたものを高性能だからといってそのまま海外に

出すのではなく、最初から海外展開をにらんだものづくりを心がけることが重要

である。 
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図２－２－20 ワイヤレスビジネスの海外展開に向けた総合的な取組 

 

(ウ) ODA との有機的な連携強化 

海外展開に際しては、対象国にファイナンス面等での支援を行う政府開発援

助（ODA）との有機的な連携を図ることが有効である。ワイヤレスビジネスに関し

て以下のような取組を独立行政法人国際協力機構（JICA）をはじめとする ODA

実施機関とも連携して行うために総務省、民間、ODA 実施機関の間で戦略を協

議する体制が必要である。なお、その際には、競合各社の競争が阻害されること

のないよう情報提供の公平性に十分配慮しなければならない。 

・ODA 支援先決定前の情報交換 

ODA の支援先国から、ワイヤレスビジネスについてどのような要望があるの

か、逆に企業が海外展開のターゲットとしている国はどこかなど、ODA の支援先

決定の際に総務省が行う市場調査結果を活用する。 

・ODA としての実施の適性についての情報交換 

支援対象のニーズだけでなく、プロジェクトで提供するワイヤレスインフラを適

正に運営維持管理するための先方負担に対し、組織・人材・予算措置の可能性

について検証する。必要に応じてインフラ整備に先んじて、技術協力などによる

人材育成や組織形成を実施することも検討する。 

・ODA 支援終了後のサポートについての調整 

ODA として支援先国に整備されたワイヤレスインフラについて、整備後も現地

政府による継続的な運用を円滑に行うために日本の企業や独立行政法人等の

ノウハウを活用する。 

・ODA 技術協力と海外実証実験との有機的連携 

今後、国際的な周波数共用を可能とする実証実験等を海外で実施する場合、

同時並行でODAの技術協力により現地の専門人材の育成を行うことで、実験で

使用された機材をその後も有効活用する。また、JICA は、情報通信の各分野で
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の利活用を進めようとしており、例えばドローンを橋梁維持管理の技術協力で活

用しようという動きもある。このような技術協力での実証等についても可能性を

協議する。 

・ODA 有償資金協力・無償資金協力終了後の海外実証実験による引継ぎ 

現地での支援活動を長期間継続して行うため、国際的な周波数共用のための

実証実験を ODA で整備された機材を活用して行う。（表２－２－２参照） 

 

表２－２－２ ワイヤレスビジネス成長のための海外展開戦略 

 

③ ワイヤレスビジネス成長の研究開発及び環境整備等 

ワイヤレスビジネスを展開するためには、その土壌となる技術力を確保するた

めの研究開発の推進、自由闊達なビジネス活動ができるとの予見性を高める制

度整備や必要な周波数の確保といった環境整備などについても戦略的に進める

ことが必要である。 

(ア) 研究開発 

我が国の安心・安全なワイヤレスシステムの強さの源泉は高い技術力にあり、

高い商品開発力を維持するためには研究開発は不可欠である。また、今後、ワ

イヤレスビジネスの国内成長・海外展開に向けて分野横断で包括的な取組を進

めるためにも、新たなビジネス領域の可能性を拓く研究開発の推進が重要であ

る。重点取組分野それぞれの技術的課題に応じ、応用分野の研究開発から実
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用化に向けた開発、商用化に向けた実証試験までを適切に選択して重点的に取

り組む必要がある（表２－２－３参照）。 

 

表２－２－３ ワイヤレスビジネス成長のための研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 制度整備や周波数確保その他のビジネス環境の整備 

a）  ビジネス展開を促す制度整備 

ビジネスは利潤を追求する活動であり、事業活動の見通しが立てられないとこ

ろでビジネスが活発化することはない。その意味で、できるだけ民間企業が自由

に事業活動できるよう制度的に保障することが重要である。また事業活動は民

間の創意工夫から生まれるものであり、自由な発想が刺激されるよう、規制は必

要最小限であることが望ましい。 

その観点を踏まえ、新たなワイヤレスビジネスの実用化に向けた制度整備や、

技術基準や検査制度の国際規格への適合など既存の規制の合理化に積極的

に取り組む必要がある。特に無線ネットワークと有線ネットワークの有機的な結

合が進む中で、後述のリニアセルのように信号波形発生装置と増幅器・センサ

ーヘッドの間を光ファイバーネットワークで接続したシステムを一体の無線設備と

して捉えられるようになるなど、制度面でも有線と無線の整合性・合理性が問わ

れるようになっており、新たなビジネスが有線・無線の境を意識せずに自由に展

開できるよう更なる制度整備が必要である。 
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b） ビジネス展開に必要な周波数の利用促進 

海外では、新たな周波数帯を利用した無線システムの研究開発・試験運用の

ために、一時的な無線局免許制度が創設・活用されており、この動きはベンチャ

ー企業だけでなく、軍と民間が共同利用するシステム開発を試みる大手軍需企

業にも広がっている。国内でもベンチャー企業が免許不要で使用される小電力

の無線システムを新事業で活用することを検討するなど、新たなビジネスのため

の周波数利用ニーズが高まっている。 

そこで今後の競争激化が見込まれる航空宇宙ビジネスをはじめ、新たなワイ

ヤレスビジネスで使用する無線システムの実証実験や実用化試験を円滑に進め

るため、一時的に利用可能な周波数に関する情報をあらかじめ提供する特定実

験試験局制度を最大限活用することなどにより、実験試験局の免許交付の迅速

化等に取組、ベンチャー企業等が無線局を使いやすい環境を整備する必要があ

る（表２－２－４・表２－２－５参照）。 

 

表２－２－４ ワイヤレスビジネス成長のための環境整備 
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表２－２－５ ワイヤレスビジネス成長のためのアクションアイテム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④ ６つの重点取組分野の実現目標と課題解決に向けた取組 

６分野については、後述のとおり有機的に連携した総合的な取組が分野横断的

に必要であるが、各分野についても以下のとおり、2020 年までに実現するサービ

スイメージを明確にした上でそのための課題解決に向け、分野別の推進ロードマ

ップに沿って計画的に取り組む必要がある。 

 

（ア） レーダー 

a）  2020 年までに実現すること 

固体素子レーダーやフェーズドアレイレーダーなど我が国で開発された気象、

海上及び航空レーダー等の諸外国での導入を図る（図２－２－21 参照）。 
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図２－２－21 「レーダー」推進ロードマップ 

 

b）  課題解決に向けた取組 

○官民の個別協議のための連絡窓口の設置 

気象レーダーの海外展開については、現在、オープンに議論する場として「気

象ビジネス官民連絡会議」を総務省と国土交通省合同で設置しているが、今後

は民間企業が各社の具体的な戦略を個別に官庁側と協議できることが望まし

い。 

そのため個社の海外展開を担当官庁と相談できるよう、官民双方に連絡窓口

を設置することが適当である。 

○新技術導入促進をにらんだ戦略的な国際標準化 

気象レーダーの分野においては、世界気象機構（WMO）のガイドラインの他に

は国際規格がなく、大手インテグレーターの旧式仕様がデファクトスタンダードの

ままで、結果として粗悪な製品による周囲への電波干渉によるトラブルが発生し

ている。 

そのため官民連携で戦略的な国際標準化を推進することにより、固体素子な

ど新技術への移行を促進することが適当である。ただし、その際、日本独自の仕

様を国際標準化することで、自由な海外ビジネス展開を束縛することのないよう、

敢えて標準化を行わないことも考慮することが有効である。 
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○高機能レーダーの導入促進に向けた環境整備 

海外では高い分解能を得られるＸバンドレーダーの市場拡大が見込まれてい

る一方、我が国での当該帯域を用いた固体素子海上レーダーや合成開口レー

ダー（SAR）等の導入は、我が国特有の電波利用環境が影響し技術基準が未整

備で実用化が進んでいない。 

そのためＸバンドの固体素子海上レーダー及び合成開口レーダーの技術基準

を早急に策定するほか、合成開口レーダーについての更なる高機能化に向けた

開発を進めることが適当である。 

○国際規格への適合 

我が国のレーダーシステムは、独自の発展を遂げた経緯から、規格が国際基

準以上を求めるなど国内外で異なっていることがあり、その結果、例えば、海上

での人命安全対策を定めるSOLAS条約（海上人命安全条約）で求められている

主管庁により承認された型式（型式検定）について、EU の船舶用機器指令

（MED）に基づく型式検定と我が国の型式検定の間に互換性のない部分が生じ、

日本企業は、海外の型式検定と我が国での型式検定の複数の型式検定を取る

こととなり、市場投入の遅れや競争力低下につながっている。 

そのためレーダーシステムの我が国の規格について、帯域外輻射についての

国内許容値を国際基準に合わせるなど、国際規格への適合を図ることとし、船

舶レーダーなど、他国で国際規格に合致した性能基準が認められたものについ

ては、簡易な手続で（日本でも）性能基準に適合していると認めるよう型式検定

制度の適用範囲を拡大することが適当である。 

○海外での調査・実証実験 

VTS レーダー等について、他の政府によるトップセールスが展開されるなど国

際競争入札においては、仕様策定段階でのアピールが重要であることに加え、

メーカーの運用実績だけでは十分なフィールド性能評価結果が提示できない場

合が多く、その結果、アジア地域において日本と異なる帯域の周波数を用いたレ

ーダー製品が採用され、国際的な周波数の協調利用が損なわれかねない状況

になっている。 

そのため周波数の国際協調を目的とした、海外での調査・実証試験を官民連

携により積極的に実施できるようにすることが適当である。 
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○相手国のシステム運用者育成 

海外の電気技術者の中では、電波に精通した人材が不足し、レーダーの運用、

維持管理のための人材確保や運用ノウハウの蓄積が進んでおらず、我が国の

最新の機器を導入し、また、継続的に運用することへの障害となっている。 

そのため ODA の技術協力と連携して、相手国からの技術者を受け入れて研

修するほか、継続的に我が国の専門家を技術指導に派遣することが適当であ

る。 

 

（イ） リニアセル・センサーネットワーク 

a）  2020 年までに実現すること 

・数 cm の異物が検知できるシステムを開発し、国内外の主要空港での実装を図

る。 

・不審ドローンや侵入者検知が可能となる空間（３次元）を対象としたシステムを

開発し、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の際にショーケースと

して重要拠点等への展開を図る（図２－２－22 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－22 「リニアセル・センサーネットワーク」推進ロードマップ 
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b）  課題解決に向けた取組 

○リニアセルの電波法上の位置付けの明確化 

リニアセルのような、信号波形発生装置と複数のセンサーヘッドの間を有線ネ

ットワークで接続するシステムについては、これまで工場など同一構内での実用

例しかなく、屋外で使用されるシステムについての電波法上の位置付けが明確

ではない。 

そのため、リニアセルの屋外での実用化が見込まれる３年を目途に制度整備

を行い、実用化する場合の無線局の種別や有線電気通信法での取扱など電波

法その他制度上の位置付けを明確にすることが適当である。 

○検知能力向上のための研究開発 

センサーネットワークの高機能化を進める観点からは、リニアセルの高性能化

と低コスト化を促進し、高度なインフラ用途から一般向けまで共通のアーキテク

チャ、ハードウェアで提供できるようにすることが必要である。 

そのため当面は、検知性能の向上を目指すこととし、現在の滑走路異物検知

装置では検知できない、ドローンや鳥の群れ等を検知する空間（３次元）検出の

技術開発を進めることが適当である（図２－２－23 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－23 リニアセル・センサーネットワークの検知性能向上のための研究開発 
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○リニアセルの国際標準化 

リニアセルは、我が国独自のものであり、競合の類似システムと使用周波数

等において互換性が図られておらず、今後の海外展開に支障を来すおそれが

ある。 

そのため世界共通の周波数を確保して、海外市場を広げることを考慮した国

際標準化を進めることとし、そのための取組を今後行うことが適当である。 

○更なる発展に向けたロードマップの作成 

リニアセルを含めた SoF については、様々な社会インフラ分野での応用が期

待されている一方、当面の技術的課題の解決に集中するあまり、他分野での実

用化をにらんだ長期ビジョンが描けていない。 

そのためリニアセルの発展を戦略的に推進するためのロードマップを作成し、

道路や一般家庭での実用化の目標年限を設定して、技術的課題の抽出や支援

策の必要性の是非について明らかにするとともに、将来のリニアセルを活用した

宇宙ステーションや軌道エレベーターからのスペースデブリ探索・監視の可能性

について検討を進めることが適当である。 

 

（ウ） 電波監視システム 

a）  2020 年までに実現すること 

・アジア地域を中心とした電波監視ネットワークの構築に向けて、電波監視シス

テムの海外展開を図る。 

・高周波数帯を利用する移動通信システムの普及や、東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会のような、多数の無線通信が行われる電波利用環境に適した電

波監視設備の開発・整備を進める（図２－２－24 参照）。 
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図２－２－24 「電波監視システム」 推進ロードマップ 

b）  課題解決に向けた取組 

○電波監視システム一体での海外展開 

フラットアンテナ搭載の電波監視車両や電波発射源可視化装置など、我が国

独自の機器類は海外からの関心が高い一方、機器単独で海外で採用されるこ

とは難しい。 

そのため宇宙電波監視施設、短波監視設備の共同運用や、設備・業務運用

のノウハウ提供を含めたシステム一体での海外展開を図ることとし、そのための

官民による調査検討を行うことが適当である。 

○高周波数帯に対応した電波監視システムの構築 

携帯電話等の移動通信システムの高速化・大容量化に伴ってより高い周波数

が利用される一方、高周波帯域の無線局には低出力なものが多いことから、既

存の遠隔方位測定機器による電波監視には限界がある。 

そのため高周波数帯に対応する小型センサの高密度配置による電波監視体

制を整備するとともに、地上からの電波監視だけでは対応できない場合に備え、

ドローンを活用した上空からの電波監視に関する調査検討や複雑化・多様化す

る妨害事例への対応を行うことが適当である（図２－２－25 参照）。 
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図２－２－25 小型センサの高密度配置や小型無人機を用いた電波監視の調査・検討 

○多数の端末・機器による無線通信利用環境における電波監視体制の整備 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会等において、多数の大会運営用無

線機器や放送事業者の放送中継機器等による多種多様な無線通信の利用が

行われると見込まれ、大会運営に支障が出ないよう電波利用環境を整える必要

がある。 

そのため競技会場周辺地域で迅速な妨害源の排除を行い、無線通信の円滑

な利用環境の確保のための電波監視体制を強化することが適当である。 

 

（エ） ワイヤレス電力伝送（WPT） 

a）  2020 年までに実現すること 

・安心・安全な電磁環境維持のため、漏えい電波の低減技術や人体安全性の評

価方法の開発等を行う。 

・周波数共用検討等の結果に基づき、電気自動車用ワイヤレス電力伝送（WPT）

システムの利用周波数及び妨害波許容値について国際標準化を推進するとと
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もに、システムの互換性を確保するための規格・仕様の標準化を進め、WPT シ

ステムの普及を図る（図２－２－26 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－26 「ワイヤレス電力伝送（WPT）」 推進ロードマップ 

 

b）  課題解決に向けた取組 

○WPT システムの漏えい電波の低減技術等の開発・標準化 

大電力の伝送を必要とする電気自動車用 WPT システムにおいては、安心・安

全な電磁環境の維持のため、漏えい電波を低減させる技術の開発や WPT シス

テムから発射される電波が人体に有害な影響を与えないよう評価する技術の確

立が必要である。 

そのため、安心・安全な電磁環境維持のための漏えい電波の低減技術や人

体安全性の評価方法等の技術開発や国際標準化を行うことが適当である（図２

－２－27 参照）。 
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図２－２－27 大電力でのワイヤレス電力伝送時の妨害波低減技術の開発 

 

○使用周波数及び妨害波許容値についての国際標準化及びシステムの互換性

確保 

電気自動車用 WPT システムについては、使用する周波数や発生する不要電

波（妨害波）の許容値の決定及びその測定方法の確立が求められている。 

また、有線給電では、現在、複数の国際規格が存在し、互換性がないことが

円滑な普及の妨げとなっていると言われているが、電気自動車用 WPT システム

では、同じ轍を踏まないようにすることが重要である。 

このような背景から、WPT システムの健全な普及に向け、周波数や妨害波許

容値についての国際標準化を推進し、システムの互換性を確保することが必要

である。 

 

（オ） 小型無人機（ドローン） 

a）  2020 年までに実現すること 

・見通し外の空域でもドローンを安心・安全に運行できるような技術開発及び環

境整備を図る（図２－２－28 参照）。 
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図２－２－28 「小型無人機（ドローン）」 推進ロードマップ 

 

b）  課題解決に向けた取組 

○見通し外飛行実現に向けた実証実験 

ドローンは、３年以内に宅配ドローンの実現の期待がある中で、見通し外飛行

実現に向けた検証が進んでいない。 

そのため、離島や山間部等での無人地帯での見通し外飛行を実現するため

の実証実験を行うことが適当である。 

○小型無人機（ドローン）の運行管理システムの開発 

ドローン自身が安全に運行したり、歩行者や器物に危害を与えないような運行

のためにはドローンの運行管理を行う必要がある。ドローンの運行管理を現行

の有人航空システムに取り込むのは無理があるため、ドローン専用のシステム

を、最初はスケジューラーによる事前調整からはじめるなど、普及状況やコスト

面に十分配慮しながら、段階的にフェーズを上げ、最終的にはリアルタイムでの

管理を目指す必要がある。また、見通し外を飛行中のドローンの位置情報を把

握するテレメトリー用の周波数、飛行禁止区域（ジオフェンス）情報を提供する周

波数がその要否も含め未定となっている。 
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そのため、ドローンを安価かつ安全に運行するための運行管理システム実現

に向けた技術的条件や仕様及び使用周波数に関する調査検討を行うことが適

当である。 

○小型無人機（ドローン）向け周波数効率利用の研究開発等 

ドローン利用のための周波数は、今後もひっ迫が想定されることから、同一エ

リアで複数のドローンを運行させる技術等、周波数効率利用のための研究開発

を実施することが適当である（図２－２－29 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－29 小型無人機（ドローン）向け周波数効率利用の研究開発 

○イノベーション促進のための小型無人機（ドローン）利用環境整備 

無人機に係るイノベーションを創発させるため、また ICAO における ICA

（Instructions for Continued Airworthiness：継続的に耐空性に関する審査要領）

の RPAS（Remotely Piloted Aircraft Systems：遠隔操縦航空機システム）に関す

る検討に寄与することを目的として、ICAO バンド（5030-5091MHz）の周波数を特

定実験試験局の対象として期間を限定（５年間）して利用できるようにすることと

し、無人機の遠隔制御・管理のための実験が円滑に実施できるよう、年内に制度

整備を行うことが適当である。 
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（カ） 航空宇宙ビジネス 

a）  2020 年までに実現すること 

・中型ジェット機に搭載可能なアンテナの開発等を通じ、航空機へのメイドインジ

ャパンの無線機器・システムの実装を図る。 

・世界最先端の空港向け情報インフラを開発し、国内主要空港への展開を図る。 

・小型衛星を用いた日本発衛星ベンチャーの海外進出を実現する。（図２－２－

30 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－30 「航空宇宙ビジネス」推進ロードマップ 

 

b）  課題解決に向けた取組 

○滑走路異物検知装置の実証及び研究開発 

将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS）で平成 29 年度

（2017 年度）から導入を開始する滑走路異物検知装置について、海外展開を想

定した実証を実施することが適当である。 

○リージョナルジェットに搭載可能なアンテナ等の技術開発 

航空機内でのブロードバンド接続を上客向けのプレミアサービスとして提供す

るニーズが高まっており、また将来的には Wi-Fi 接続サービスをリーズナブルな

料金で提供することも期待されている。 

そのため今後運行機数の増加が見込まれるリージョナル航空機でも搭載可能

な薄型・スケーラブルな衛星アンテナや周波数狭帯域効率化を図る技術開発を

進めることが適当である（図２－２－31 参照）。 
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図２－２－31 リージョナルジェットに搭載可能なアンテナの開発 

 

○航空機の無線局の定期検査制度の見直し 

航空会社の国境を越えた合従連衡、国際競争の激化を踏まえ、航空ビジネス

の安全かつ着実な事業運営に資する観点から航空機の無線局制度の在り方を

再検討する必要がある。 

そのため航空機局の免許人が、航空機局に係る電波法の技術基準への適合

性を日常の予防的整備や管理で担保する体制を備えていると総務大臣が認め

る場合、当該航空機局の無線局定期検査を省略することを可能とする制度を創

設することについて検討を開始することが適当である。その際、電波法で求める

電波干渉排除のための許容値と航空法やメーカーマニュアルが耐空証明の観

点から求める許容値に一部差異がある点についても、点検項目の合理化を検討

することが有効である（図２－２－32 参照）。 
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図２－２－32 航空機局の定期検査制度見直し 

 

○Ｋａ帯を利用した衛星通信技術の高度化に向けた開発 

衛星通信に関する高速大容量化のニーズが高まる中で、従来のＫｕ帯のシン

グルビームで日本全土をカバーするだけでは今後も増大し続ける高度化ニーズ

に対応しきれない可能性がある。  

そのためＫａ帯のマルチビーム化によって通信の高速大容量化や端末の小型

化を実現するほか、トラヒックに応じて周波数帯域やビームの方向性を柔軟に変

更するような衛星通信システムを実現するためのミッション技術を開発し、技術

試験衛星に搭載することが適当である（図２－２－33 参照）。 
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図２－２－33 Ｋａ帯を用いた衛星通信の高度化に向けた研究開発 

 

○衛星 AIS の導入に向けた制度整備 

平成 27 年（2015 年）の世界無線通信会議（WRC-15）において、海上等を航行

する船舶の位置や進行方向等の情報を送信する AIS（Automatic Identification 

System：自動船舶識別装置）情報チャンネルのほか、気象情報や船舶荷役など

の情報を送信するための新たなチャンネルが設定された。これを人工衛星を活

用して通信する衛星 AIS を実現することにより、多種多様な船舶情報を広範囲に

伝送できるようになり、顧客に情報提供するサービスの発展が見込まれる。 

そのため我が国において衛星 AIS の導入に向けた所要の制度整備を行う（図

２－２－34 参照）。 
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図２－２－34 衛星 AIS の実用化に向けた制度整備 

 

○衛星ベンチャービジネス支援 

小型衛星ビジネスの活性化に伴い、衛星を自ら開発する大学やベンチャー企

業が登場しており、近年は特に地方発の衛星ビジネスが注目されている。一方

で、衛星の打上げについては周波数や軌道位置について事前の国際調整が必

要となるなど、行政側との連絡調整に要する負担が少なくない。 

そのため衛星に関する許認可について地方支分部局でも可能な範囲を拡大し

て地方で大学やベンチャー企業等が地元で気軽に相談できる体制を整備するこ

とが適当である。また、地上で免許不要で使用される小電力の無線システムの

衛星業務等への活用について、衛星の周波数使用に関する国際ルールを踏ま

えつつ、実現可能性の検討を開始することが必要である。 

 
⑤ 重点６分野横断でパッケージ化した総合的なプロジェクトの推進 

提言内容を現実のものとすべく、また、世界の人々にワイヤレス社会の恩恵を

実感してもらうために、ワイヤレスビジネスの海外展開を推進する枠組みを官民の

関係者を結集して創設し、プログラムディレクターの指揮の下で重点６分野横断の

パッケージにしたプロジェクトを戦略的に推進する。当面は以下の３つのプロジェク
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トを推進することとし、前段階のショーケースとしての国内展開も図ることが適当で

ある。 

取組の実効性を高めるために実務を担う担当者レベルでのチーム作りやネット

ワーク化を重視し、ベンチャー企業の参加を受け入れる工夫をするほか、ワイヤレ

スビジネスに直接関係する者だけでなく例えば商社のような関連ビジネスに携わ

る者も含めた幅広い関係者の参画を促す。それとともに、現地企業など海外関係

者とのつながり・連携も図り、キーマンとなる人材のデータベース化を図ることが適

当である。 

プロジェクトの推進に当たっては中間段階（平成 30年（2018年）頃）でフォローア

ップを実施し、プロジェクトの取組内容について必要な見直しを果断に行うことが

有効である（図２－２－35 参照）。 

 

（ア） 電波監視プロジェクト 

東南アジア地域を対象として、秘匿性の高い電波監視車両やディスプレイ上

に電波の発射源を表示する電波発射源可視化装置など、日本の優れた電波監

視技術を展開する。また、衛星通信や短波通信への混信・妨害に対応するため、

東南アジアと日本と電波監視施設の共同運用を目指す。併せて官民ミッションの

派遣、フィージビリティ調査の実施、電波監視技術や業務のノウハウ等に関する

研修を実施する。 

 

（イ） 気象・防災プロジェクト 

東南アジア地域を対象とした気象・防災プラットフォームを展開する。対象国に

気象レーダーと地震計、雨量計等及び衛星地球局を設置する。得られたデータ

は、衛星回線を通じて自動で日本に送られ、日本で専門家がデータを分析して

現地の地域毎のゲリラ豪雨予想など詳細な気象予報や津波警報を当該国向け

の衛星放送で実施するほか、現地の地上波放送にも提供する。並行して現地の

人材を我が国に招請して気象予報や最新の気象レーダーの運用・データ解析技

術に関する研修を行う。 

防災インフラを担う衛星ネットワークなども含め、これら一連の気象・防災シス

テムが現地住民の生活に直接役立つよう、予報や警報を現地住民に確実に伝

える手段までをパッケージにし、当該国政府に導入を提案して東南アジアから環

太平洋の島国まで我が国の気象・防災システムを広く展開することを目指す。こ

の展開に当たっては ODA での技術協力及び日本国内での研修などと連携する

とともに必要な技術情報のインプットを行う。 
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（ウ） 交通システムプロジェクト 

アジア地域の新興国を対象として、空港情報インフラ・保安設備や空港アクセ

ス鉄道向け監視システム等に携わる国内関係者を結集したいわば「サムライイ

ンテグレーター」を組成して、空港交通高度化のためのインフラを一括で海外展

開する。航空管制に必要なレーダー等の無線機器一式のほか、空港敷地内に

敷設された光ファイバーを活用した滑走路異物検知装置を整備して、滑走路上

の落下物検知のほか夜間の不正侵入者を監視する。日中はこれに加え、空港

周辺の監視用ドローンを運行させる。 

そのほか空港で使用するレーダー・無線機器類への妨害電波の監視システム、

空港外におけるリニアセルによるアクセス鉄道の侵入者検知・転落事故防止シ

ステム及びドローンによるアクセス道路・橋梁の保守点検システムなども含めパ

ッケージにして官民ミッションの中で当該国政府に提案して採用を働きかけ、今

後開港数が急増すると見込まれるアジア地域での展開を目指し、その前段階と

してショーケースとなる国内主要空港での展開を図る。 

その際には国土交通省が推進している航空管制システム等の航空交通インフ

ラの海外展開プロジェクトと緊密な連携を図るとともに、これらのショーケースを

ODA等の研修で来訪する開発途上国関係者の視察先に加えられるよう、ODAと

の連携・情報交換を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－35 総合的な海外展開プロジェクト推進 
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３．新たなモバイルサービスの実現に向けた検討 

（１） 次世代のモバイルサービス実現に向けた取組の現状と動向 

① 第５世代移動通信システム（５Ｇ）の現状と動向 

(ア) 国内 

携帯電話をはじめとするモバイルサービスは、加入数が人口を上回るほど普

及し、今や我々の社会や日常生活に不可欠なインフラとして広く浸透している。

図２－３－１に示すとおり、移動通信システムは、1980 年代にサービス提供が開

始された第１世代から、概ね 10 年毎にアナログからデジタル、更に第３世代から

第４世代へと進化が続いており、世代交代が行われる度に通信速度の向上や機

能の変革が行われてきた。現在普及が進んでいるシステムは LTE-Advanced と

呼ばれているシステムであり、3.5GHz 帯を利用した第４世代移動通信システムも

平成 28 年（2016 年）夏からサービスが開始される予定である。 

 

 

図２－３－１ 移動通信システムの進化（第１世代～第５世代） 

 

30 年前のシステムと比較すると、現在のシステムは通信速度が約１万倍と大

幅な高速化を実現しており、サービス開始当初、音声通話に限られていたサー

ビスは、テキストメッセージやインターネット、写真付きメール、動画、SNS と進化、
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多様化が進み、我々の生活を豊かにしてくれている。また、自動販売機にデータ

通信モジュールが内蔵され、販売管理に活用されるなど、人以外で移動通信シ

ステムの利活用も進みつつある。 

現在、2020 年の実現を目指して次世代の移動通信システムである第５世代移

動通信システム（５Ｇ）が ITU（国際電気通信連合）等の標準化機関・団体におい

て議論が進められている。有線に匹敵する「超高速」、「超低遅延」、また、センサ

ーネットワーク等における「多数同時接続」が要求条件とされている。具体的な要

求条件は、以下のとおり。 

＜主要性能＞ 

・最高伝送速度 10Gbps （現行ＬＴＥの 100 倍） 

・100 万台/km²の接続機器数 （現行ＬＴＥの 100 倍） 

・１ミリ秒程度の遅延 （現行ＬＴＥの１/10） 

 

図２－３－２に示すとおり、４Ｋ・８Ｋ等の高精細動画伝送やセンサーネットワー

ク、自動走行や機械制御等での利用も想定した仕様となっており、５Ｇは、単に４

Ｇを置き換えるものではなく、「超高速＋IoTの基盤技術」を実現するキーテクノロ

ジーとして大きな市場を創出するものであり、スマートフォンといった従来型の端

末をベースとしたビジネスだけでなく、IoT や自動車、産業機器、スマートメータと

いった新しい分野の市場創出が期待されている。新サービス、新ビジネスの創出

に当たっては、技術的な検討に加えて、ICT業界に閉じること無く、幅広い産業界

とのパートナーシップを構築し、サービス、ビジネスのイノベーションを促進してい

くことが必要である。このような取組が、５Ｇによる収益構造の変化への対応にも

つながっていくと期待される。

 

 

図２－３－２ ５Ｇの要求条件 
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我が国では、現在の５Ｇ実現に向けた推進体制として、産学官で連携して５Ｇ

に取り組むため、電気通信事業者、通信機器メーカー、大学、研究機関、関係団

体等が参加する「第５世代モバイル推進フォーラム（5GMF）」が平成 26 年（2014

年）９月に設立された。また、５Ｇ実現に向けた研究開発を推進するため、平成

27 年度（2015 年度）より、総務省の委託研究開発として「高速」、「大容量」、「周

波数有効利用」をテーマとした「第５世代移動通信システム実現に向けた研究開

発」を実施している。さらに、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会

をショーケースとすべく、研究開発の成果も適用し、ワイヤレス、ネットワーク、ア

プリを連携させた「５Ｇシステム総合実証試験」を東京及び地方都市において平

成 29年度（2017年度）から実施することが 5GMFにおいて計画されている。本実

証試験の実施に当たっては、世界中の企業や大学など関係者が参加できるオ

ープンな環境を構築し、５Ｇの研究開発や標準化活動にも大きく貢献することが

期待されている。 

 
(イ) 海外 

ITU における検討が進むにつれ、海外主要国や地域においても５Ｇ実現に向

けた取組が活発に行われている。外国の通信機器メーカーやチップベンダは、

各国の携帯事業者等と連携しながら研究開発、実証等を戦略的に実施している。

表２－３－１に主要国の取組状況を示す。 

 

表２－３－１ ５Ｇ実現に向けた主要国の取組状況

 

 

○ FCCが５G用周波数について検討を推進。特に有力と考える周波数帯は27.5-28.35 GHz, 37-40 GHz。

フレキシブルな規制（flexible rules）を重視。SharedやUnlicensedといった免許モデルも検討。
○Verizon、アルカテル・ルーセント、エリクソン、ノキア、クアルコム及びサムスンは、5G実現に向けたフォーラ

ム（Verizon 5G Technology Forum)を2015年9月設置。2016年2月MWCでも進捗公表。2016年より５Gの実証試
験を開始予定。Verizonは2017年の商用開始を発表。

○AT&Tも５G早期導入計画に向け2016年中の実証実験(エリクソン、インテル等）を発表。

米国

欧州

○EUの「METISプロジェクト」や「5G PPP」で５Gのコンセプトや技術策を検討、研究開発を推進。

Horizon2020を通じて、2020年までに７億ユーロを投資予定。 民間からは30億ユーロ以上を投資予定。
○ 2020年以降、5G商用インフラを整備。2018年から実証実験を予定。
○ 「Vertical」をキーワードとして、自動車をはじめICT以外の分野との連携を重視。
○英国サリー大学が５Gイノベーションセンター（５GIC)を設立。2015年から実証等を開始。
○エリクソンやノキア（ベンダー）等が各国の通信事業者と連携し、５Gの共同研究開発を実施。３GPP等を主導。

韓国

○2018年 平昌オリンピックでサムソン中心にKTやSK Telecom等が実証を計画。２８GHｚ帯を用い２０Gbps

を目指す。プレスセンター、空港、会場等において ホログラム、スーパーマルチビュー、VR、Giga WiFi提供。

2020年商用サービス開始を目指す。2016年2月MWCでKT等が展示。

○ 5G研究開発プロジェクト（Core Technology Project, Giga Korea Project）を通じて、2020年までに4.9億ドルを

投資。 5Gの新たな市場創出のため、中小企業の参加促、技術移転支援。

○ 2016年２月、 KT、NTTドコモ、SK Telecom及びVerizonの４社は、5G実現に向けた実証を行っている企業間で

の協力を促進するため、5G Open Trial Specification Allianceの設立に合意。

中国
○2020年の５G実現を目指し、2016年1月から３～４GHz帯を用いて５Gトライアルを実施予定。
○次世代移動通信・電波技術の研究開発団体である「FuTURE FORUM」や、３省庁により設された「IMT-

2020 Promotion Group」が、５Gの要求仕様を検討中。
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○米国 

米国では、FCC（米国連邦通信委員会）が平成 27 年（2015 年）10 月に 24GHz

以上のミリ波帯の利用に関する意見公募（NPRM）を発表し、28GHz 帯、37GHz

帯、39GHz 帯、64-71GHz 帯の４つの周波数帯のモバイル利用が提案された。５

Ｇの追加周波数としての活用も含む多様な利用を想定し、①連続帯域確保

（500MHz 以上）、②国際連携（移動業務分配）、③既存業務との共用、④柔軟な

規制枠組みを重視して検討を行うこととされた。米国の主要電気通信事業者で

あるベライゾンは、ノキア、インテル、エリクソン、クアルコム、サムスン等の主要

ベンダーとセコイアなどのベンチャーキャピタルとともに、「Verizon 5G 

Technology Forum」を平成 27 年（2015 年）８月に設立した。ベライゾンとパートナ

ー企業は、平成 28 年（2016 年）から５Ｇのフィールド実証を実施する計画である

（表２－３－２参照）。 

 

表２－３－２ FCC による５Ｇモバイル・ブロードバンド用周波数の運用規則の検討 

 

 

○欧州 

欧州では、研究開発プロジェクト Horizon2020 を通じて、５Ｇ関連研究開発プロ

ジェクトに約７億ユーロを投資することが計画されている。また、欧州の産学官連

携による５Ｇ推進プロジェクトである 5G PPP（The 5G Infrastructure Public 

Private Partnership）は、Horizon2020 を活用した研究開発を推進するとともに、

ワークショップの開催等を通じて、５Ｇ利活用に向けた検討を進めており、平成

28 年（2016 年）２月にはこれまでの検討の成果を取りまとめたものとして、５Ｇ利

活用に関する白書（5G empowering vertical industries）を公表した。同白書では、

周波数帯 候補となる免許付与等の方法 備考

28GHz帯
（27.5-28.35GHｚ）
【LMDS帯※２】

地理的エリア※4による免許
（固定・移動含め柔軟な利用）

・固定業務の既存免許人に移動業務用
も利用可能化。（既存免許人がいない
地域はオークションで新規割当）。

・移動業務の権利のみオークションを行
う別案も併記

○固定業務の主要免許人は、XO Communications（91免許、約770郡をカバー）。

○固定衛星業務（地上→衛星）に利用。

39GHz帯
（38.6-40GHz）※３

○固定業務の主要免許人は、Straight Path、FiberTower及びXO等

○商用衛星利用はない。連邦政府（軍用衛星）が39.5-40GHzを利用中。

37GHz帯
（37-38.6GHz）

ハイブリッド型の許可

・地理的エリア※4による免許と土地・建物
占有者へのローカルエリア運用権の組
合せ

・周波数帯を利用形態ごとにブロックに
分ける別案、SAS(周波数アクセスシステム）等併記

○商用地上利用、商用衛星利用ともにいない。

○連邦政府（NTIA）管轄のNASAの地球局（宇宙探査用（SRS））の受信、地球探査
衛星システム（EESS)に利用。保護が必要。

＃「ローカルエリア」の定義について意見が募集されている。
①範囲（屋内のみに限定か、一部屋外（キャンパス等）も認めるべきか）、
②権利付与対象（所有権保有者かテナントか、公的主体はどうなるか）、
③ローカルエリア運用権と地理的エリア免許の周波数共用・調整方法 等

64-71GHｚ 免許不要帯域として割当
（隣接帯域と組合せ利用可）

○商用衛星（衛星間サービス（ISS)含め）利用なし、隣接帯域(57-64GHz）は免許
不要帯域

※１ 上記に加えて可能性のある周波数帯として、24GHz帯（24.25-24.45GHz、25.05-25.25GHz）、29GHz帯（29.1-29.25GHz帯）、31GHz帯（31-31.3GHz）、31.8-33GHz帯、
42-42.5GHz帯、71-76GHz帯、81-86GHｚ帯等について検討されているが、帯域幅が狭いこと、衛星システムとの共用検討が必要であること等が指摘されている。

※２ LMDS：Local Multipoint Distribution Service。全米493のBTA（Basic Trading Area)毎の免許。416のBTAの免許により全米75％の人口カバー
※３ 全米176EAs（Economic Area)毎の免許。全米49%の人口カバー。
※４ 地理的エリアについては、全米3,143以上のカウンティー（Counties)単位の免許を想定。

WRC-19

WRC-19

WRC-19
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５Ｇの利活用分野として①自動車、②工場・製造、③エネルギー、④医療・健康、

⑤メディア・エンターテイメントの５分野を提示し、これらの分野との連携強化を進

めていくこととしている（図２－３－３参照）。 

 

 
図２－３－３ 5G PPP が推進する研究開発プロジェクト 

○韓国 

韓国では、平成30年（2018年）の平昌オリンピック（韓国）を５Ｇのショーケース

とすべく、ＫＴ、ＳＫテレコム、サムスン等を中心に研究開発や実証等を進めてお

り、平成 28 年（2016 年）に第１回テストイベント、平成 29 年（2017 年）に第２回テ

ストイベントを行い、５Ｇプレ商用サービスを開始する予定となっている。 

 

○その他 

政府や企業の取組と歩調を合わせる形で、産学官連携による５Ｇ推進団体が

世界各国・地域において設立され、活動が進められている。図２－３－４に米国、

欧州、中国、韓国、マレーシア、インドネシア等の各国・地域における５Ｇ推進団

体を示す。これらの団体では、５Ｇの要素技術、要求条件等を白書等として公表

するとともに、研究開発等の推進や、ワークショップ開催、MoU 締結等により、団

体間の国際連携を強化するなど、５Ｇの早期実現に向けた取組を推進している。 

 

30/05/2016 9

Horizon 2020 5G PPP
Call 1 selected projects

Source: 5G PPP, https://5g-ppp.eu/5g-ppp-phase-1-projects/.

Euro-5G
5G PPP Coordination 
and Support Action

CHARISMA
Converged Heterogeneous Advanced 

5G Cloud-RAN Architecture for 
Intelligent and Secure Media Access

5G Ensure
Security

(Will be added later)

Security
5GEx

5G Exchange

CogNet
Building an Intelligent System of 

Insights and Action for 5G Network 
Management

SELFNET
Framework for SELF-organized network 

management in virtualized and 
software defined NETworks

Network automation

5G-Xhaul
Dynamically Reconfigurable Optical-Wireless 
Backhaul/Fronthaul with Cognitive Control 

Plane for Small Cells and Cloud-RANs

Crosshaul
The 5G Integrated fronthaul/backhaul

Fronthaul/Backhaul

VirtuWind
Virtual and programmable 

industrial network prototype 
deployed in operational Wind park

SONATA
Service Programming and 

Orchestration for Virtualized 
Software Networks

SUPERFLUIDITY
Superfluidity: a 

super-fluid, cloud-
native, converged 

edge system

SESAME
Small cEllS coordinAtion for 

Multi-tenancy and Edge services

SDN, NFV, Cloud and
Virtualisation

5G-Norma
5G NOvel Radio Multiservice 

adaptive network ArchitectureMETIS-II
Mobile and wireless communications 

Enablers for Twenty-twenty (2020) 
Information Society-II

COHERENT
Coordinated control and spectrum 

management for 5G heterogeneous 
radio access networks

SPEED-5G
quality of Service Provision and capacity 
Expansion through Extended-DSA for 5G

mmMAGIC
Millimetre-Wave Based Mobile Radio Access Network 

for Fifth Generation Integrated Communications

Radio-related cluster

FANTASTIC-5G
Flexible Air iNTerfAce for Scalable service delivery 

wiThin wIreless Communication networks of the 5th 
Generation

Flex5Gware
Flexible and 

efficient 
hardware/softwar
e platforms for 5G 
network elements 

and devices

Hardware implementation
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図２－３－４ 各国・地域における５Ｇ推進団体 

政府レベルでは、総務省と欧州委員会との間で、平成 27 年（2015 年）５月、

「日ＥＵ間の５Ｇ協力に関する共同宣言」に合意し、５Ｇの世界的標準化の推進、

相互運用性の確保に向けた周波数政策の調和等に向けた協力を促進すること

とされた。同合意を受け、本年から欧州との間で５Ｇに関する国際共同研究を開

始する予定である（図２－３－５参照）。 

インドネシアとの間では、平成 27年（2015年）９月、高市総務大臣とインドネシア

共和国ルディアンタラ情報通信大臣は、「情報通信分野における協力に係る覚書」

への署名を行い、５Ｇを含む新しい技術・サービスについて ICT 分野における両

国間の協力を一層推進していくことを確認するなど、二国間での連携も進めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－５ 日ＥＵ間の５Ｇ協力に関する共同宣言（総務省、欧州委員会） 

世界各地の
５Ｇ推進団体

EU
5G PPP (Public-Private 
Partnership)

中国
FuTURE FORUM 、
IMT-2020(5G) PG

韓国
５Ｇフォーラム

インドネシア

I５ＧＦ
（Ｉndonesia 5G Forum）

マレーシア
MTSFB
（Malaysian 
Technical Standard 
Forum Berhad）
5G SubWG

米国
5G Americas

• 双方は、5Gに関する世界的標準化の推進、世界的な相互運
用性を確保するための周波数政策の調和及び研究活動の促
進等を強化するため、特に以下に関する協力を促進する。

• 5Gに関する、大まかな定義、主要機能、目標とする
タイムスケジュール等についての共通理解に至るよ
う努める

• 国際会議の場における協調した標準化作業を支援す
ることを考慮しつつ、5Gに関する世界標準の形成を
促すよう協力する

• 国際的に調和のとれた周波数帯を特定するよう協力
する

• 高い潜在的な社会的価値を提供できる新たなアプリ
ケーション及びエコシステムの発展を支援し、促す
よう協力する

• 5Gビジョンの発展及び標準化を支援するための更な
る可能性を協調して模索するため、2016年の共同公
募を端緒として、5Gの分野における共同研究活動を
協調して推進する

• 双方は、5Gに関する官民パートナーシップの重要性を認識
し、日本及び欧州連合における5G関連産業団体の間の交流
が深化することについての支持を表明した。

• 「次世代通信ネットワーク(5G)を巡る戦略的協力
に関する共同宣言」

• 署名日：平成27年5月27日（水）
• 署名者：

• （日本側）高市総務大臣
• （欧州側）エッティンガー欧州委員会委員

（デジタル経済・社会担当）
* 東京で行われた署名式には、ブドゥラ駐日欧州連合大
使が出席 日欧共同研究

（平成28年度～）
WRC-15, -19に向けた

日欧連携
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5GMF においても国際連携活動を進めており、欧州、韓国、インドネシア、マレーシ

アの５Ｇ推進団体との間で５Ｇ実現に向けた国際連携に関する覚書を締結済である

（表２－３－３参照）。また、平成 27 年（2015 年）10 月には、日、米、欧、中、韓の推進

団体による覚書（マルチラテラル MoU）を締結しており、平成 28年（2016年）５月に第

１回目の「国際的な５Ｇイベント」が中国（北京）で開催された。 

 

表２－３－３ 5GMF における国際連携活動 

 

(ウ) 国際機関等 

ITU においても５Ｇに関する検討が進められており、平成 26 年（2014 年）11 月

には、「地上 IMT（International Mobile Telecommunication： 国際的な移動通信）

システムの将来技術動向に関する報告（ Report ITU-R M.2320 Future 

technology trends of terrestrial IMT systems）」が、平成 27 年（2015 年）９月には、

「2020 年以降の IMT システムの将来ビジョンに関する勧告（Recommendation 

ITU-R M.2083 IMT Vision – Framework and overall objectives of the future 

development of IMT for 2020 and beyond）」がまとめられた。ITU における５Ｇの

名称も正式に「IMT-2020」とすることが決定された。勧告 ITU-R M.2083 で示され

た５Ｇの利用シナリオ、５Ｇの主な要求条件等を図２－３－６に示す。 

ITU では、3GPP での検討を踏まえ、平成 29～31 年（2017～2019 年）に５Ｇ

（IMT-2020）に関する提案受付を行い、2020 年までに勧告化する予定である。ま

た、平成31年（2019年）に開催される世界無線通信会議（WRC-19）において、平

• 5Gインフラストラクチャ―協会（欧州）と5Gの実現に向けた国際的な協調に関する覚書を取り交わす
ことで合意し、2015年3月25日、フランクフルトで署名。

欧州との連携 （2015年3月）

• 5Gフォーラム（韓国）と5Gの実現に向けた国際的な協調に関する覚書を取り交わすことを合意。
2015年4月6日、東京で署名。

韓国との連携 （2015年4月）

• インドネシア5G Forum（I5GF）と5Gの実現に向けた国際的な協調に関する覚書を取り交わすことを
合意。9月21日、インドネシア（バリ）で署名。

※ 政府レベルでも総務省とインドネシア通信情報省との間で、情報通信分野における協力パッケージ （5Gの標準化・振興・開発
に関する共同検討を含む）に2015年9月17日に署名。

インドネシアとの連携 （2015年9月）

• 5GMF 、5Gインフラストラクチャ―協会（欧州）、4G Americas（現5G Americas、米国）、5Gフォーラム
（韓国）及びIMT-2020 (5G)推進グループ（中国）は、 2020年の5G実現に向けて、5Gを国際的に推進
するため、複数団体による覚書を締結。これらの団体は、5G実現に向けた意見交換等を行うため、
「国際的な5Gイベント」を開催することに合意。第１回会合を５月下旬に北京で開催予定。

日、米、欧、中、韓の推進団体との多団体間連携 （2015年10月）

• IMT Sub-WG 5G（マレーシア技術標準フォーラム(MTSFB)のIMT WGの傘下に設置された 5G に関す
るSub-WG）との間の協力関係覚書（MoC）を2016年4月6日、マレーシアで締結。

マレーシアとの連携 （2016年4月）
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成 27 年（2015 年）の WRC-15 で選定された 11 の候補周波数帯の中から、５Ｇで

の利用も念頭においた IMT 用周波数の追加特定が行われる予定である。 

 

 

図２－３－６ ５Ｇ実現に向けた検討 

 

3GPP においても５Ｇに関する仕様とりまとめに向けた議論が開始された。平

成 27 年（2015 年）９月には、3GPP ５Ｇワークショップが開催され、５Ｇの仕様策

定に向けた今後の検討スケジュール等について議論が行われ、3GPP リリース

14 において５Ｇに関する調査を開始し、リリース 15 において 2020 年までに実現

する最初の５Ｇの仕様を固め、リリース 16 においてＩＴＵの IMT-2020 勧告に盛り

込むことを念頭に、フルスペックの５Ｇ仕様を取りまとめることとされた。ITU と

3GPP における標準化作業のスケジュールは以下のとおり（図２－３－７参照）。 

 
図２－３－７ ５Ｇの国際標準化動向 

ユーザ体感伝送速度
(Mbps)

周波数
効率

遅延（ms）

移動性能
（km/h）

＜５Ｇの主な要求条件＞
✓ 最高伝送速度 20Gbps ※一定の条件下

✓ 100万台/km²の接続機器数
✓ 1ミリ秒程度の遅延

システム
通信容量

（Mbps/m²）

エネルギー
効率

接続端末密度
（端末数/km²）

最高伝送速度
(Gbps)

モバイルブロードバンドの高度化（eMBB）

大量のマシーンタイプ
通信（Massive Machine 
Type Communication）

超高信頼・低遅延
通信(Ultra reliable and 
low latency communication)

＜5Gの利用シナリオ＞
✓ モバイルブロードバンドの高度化（eMBB）
✓ 大量のマシーンタイプ通信（Massive Machine Type 

Communication）
✓ 超高信頼・低遅延通信(Ultra reliable and low 

latency communication)

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

ITU

3GPP

リリース13

・フェーズ１（～2018年9月）

５Ｇのサブセット仕様化
・モバイルブロードバンドを
中心に、2020年に実現す
る5Gの基本仕様の策定

・フェーズ２（～2019年12月）

5Gの全要求条件への対応
・2020年以降の実現を念頭に、

IoTや低遅延にも対応した
5Gのフルスペックの策定

・5G調査検討
（～2017年6月）
・5Gのベースとな
る仕様の検討

5G（IMT-2020）提案募集5G要求要件
IMT将来

ビジョン勧告

5Gワークショップ

5G(IMT-2020)
勧告

世界無線通信会議
（WRC-15）

世界無線通信会議
（WRC-19）

5Gワークショップ

・4G（LTE-
Advanced）の高
度化、機能拡張

（～2016年3月）

リリース14 リリース16リリース15

5Gでの利用を想定したミリ
波等の周波数がIMT用に
特定見込み
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② ITS（高度道路交通システム）の現状と動向 

(ア) 国内 

ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム）とは、道路交通の

安全性、輸送効率、快適性の向上等を目的に、最先端の情報通信技術等を用

いて、人と道路と車両とを一体のシステムとして構築する新しい道路交通システ

ムの総称である。日本において ITS は、内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、

国土交通省が連携して推進しており、道路交通の安全性や利便性の向上に貢

献している。 

具体的な ITS の利用例として、図２－３－８に示すとおり、渋滞情報の提供を

行う VICS や料金所でのスムーズな決済を実現する ETC 等のサービスが挙げら

れる。これらのサービスは幅広く普及し、渋滞対策等にも一定の効果を挙げてお

り、ＩＴＳの更なる高度化への期待が高まっている。また、これらも含んだ ITS 全般

では、図２－３－９に示すとおり、中波からミリ波まで様々な周波数帯の電波が

活用されている。 

 
図２－３－８ ITS の高度化に向けた取組及び課題 

 

車車間・路車間通信

ＶＩＣＳ（道路交通情報通信システム）

FM多重電波ビーコン光ビーコン ■光ビーコン、電波ビーコン、ＦＭ多
重放送により渋滞情報等を配信
するＶＩＣＳは平成８年からサービ
ス開始し、平成２７年１２月末時点
で累計約４９００万台普及。

■5.8GHz帯ＤＳＲＣにより有料道路

の料金決済を自動で行うＥＴＣは
平成１３年からサービスを開始し、
平成２８年２月末時点で累計約
７２００万台普及。ＥＴＣ（電子料金収受システム）

■センサー類を用いた自動ブレー
キシステムやレーダークルーズコ
ントロール、また、車車間・路車間
通信を用いた安全運転支援シス
テムが既に実用化。

■センサー類による周囲の状況検
知や、車車間・路車間通信による
見通し外の周辺状況検知と協調
型の運転支援、また、ダイナミック
マップによる正確な自車位置の認
知などを組み合わせ、自動走行
の早期実現を促進。

紐付け

基盤

ダイナミックマップ

ピピピッ

電波レーダー

衝突被害軽減ブレーキ

高度化

静的情報

動的情報

自動走行システム
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図２－３－９ ITS において利用している周波数 

 

近年においては、図２－３－10 にも示すとおり、車載レーダーを搭載した車も

増加しつつある。これらのレーダーは、例えば、前車との車間距離を保ちつつ加

減速を調節するレーダークルーズコントロール機能や衝突前に作動して被害を

軽減するプリクラッシュブレーキ機能を実現し、ドライバーの負担軽減や安全性

の向上に大きく寄与しているところである。さらに、新たな ITS として、平成 27 年

（2015 年）10 月より、車と車、車と道路をつなぐ 700MHz 帯高度道路交通システ

ムが実用化されたところである。本システムは、車と車、車と道路をつなぐ無線を

利用した安全運転支援システムであり、よりスムーズな加減速が可能となる協調

型レーダークルーズコントロール機能や、右折時における対向車、歩行者検知

の補助等の機能に活用されている。 

ETC
（自動料金収受システム）

路側放送

(Highway radio) 

700MHz帯安全運転支援システム

車車間通信等により衝突を回避

狭域通信システム (DSRC・ITSスポット)

(1) Text display type

(3) Map display type(2) Simplified Graphic display type

VICS
（道路交通情報通信システム）

76～90
MHz

755.5～764.5
MHz

2.5GHz 5770～5850
MHz

1620
kHz

76～77
GHz

78～81
GHz

60～61
GHz

22～29
GHz

(2) Simplified Graphic display type

kHz GHz

車載レーダーシステム

24/26GHz帯UWBレーダー,
79GHz帯高分解能レーダー

60/76GHz帯長距離レーダー
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図２－３－10 次世代 ITS の実現イメージ 

 

なお、次世代 ITS の実現に向けた政府の取組としては、平成 26 年（2014 年）

にＩＴ戦略本部が決定した「官民 ITS構想・ロードマップ」（以後毎年更新）に基づき、

産学官が連携して各種 ITS 関連施策・研究開発等を推進している。本ロードマッ

プの中で、表２－３－４にも示すように、自動走行の定義や市場化期待時期等が

併せて示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－３－４ 安全運転支援から自動走行への発展 

ピピピッ

衝突被害軽減ブレーキ

電波レーダー

ＥＴＣ

カーナビ等を通じＶＩＣＳ情報
（渋滞、通行止め等）を表示

FM多重電波ビーコン光ビーコン

ＶＩＣＳ

ＩＴＳスポット

安全運転支援システム

白線検知

車線逸脱防止システム

ピピピッ

渋滞情報の提供や料金決済など
個々のサービス提供

カメラやレーダーによる車載センサを
活用した高度な運転支援（自律型）

車車間通信、高分解能レーダー等を
複合的に組み合わせることによる
非常に高度な運転支援や自動走行

（自律型＋協調型）

自動走行システム

運転支援の高度化

既に全国普及が進展
渋滞対策等に効果

近年、各自動車メーカー
が競って導入を推進

2020年までに世界一安全な
道路交通社会を実現
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このほか、最近では、車のプローブ情報の活用も進んでいる。特定非営利活

動法人 ITS Japan は図２－３－11 に示すとおり、総務省の調査研究成果を活用

して、災害時に主なカーメーカーやカーナビメーカーが収集したプローブ情報と

国土地理院からの道路規制情報の提供を受け、被災地周辺の道路通行実績状

況を迅速に収集・配信する仕組みを構築し、インターネット経由で提供している。

平成 28年（2016年）４月に発生した熊本地震においても、発生当日より迅速な情

報提供が行われたところである（図２－３－12 参照）。 

 

図２－３－11 プローブ情報の活用 

○災害時における道路交通情報の提供の例

（ITS Japan）

東日本大震災直後に、主なカーメーカーやカー

ナビメーカーが収集したプローブ情報と国土地理院

からの道路規制情報の提供を受け、

・被災地周辺における道路の通行実績状況の把握

・救援活動、物資輸送における経路検討

等で活用。

マイカー系に加えて、タクシー系やトラック系のプロー

ブ情報も含め、大規模災害発生時に通行実績を迅速

に収集・配信する仕組を構築。

一般市民や行政機関にも提供可能。

※１ 車両内にドライバーは存在しないものの車両外（遠隔）にドライバーに相当する者が存在する「遠隔型自動走行システム」についてもレベル４に相当すると見なし、
今後、その位置付け・定義について検討、見直しを行う。

※２ 民間企業による市場化が可能となるよう、政府が目指すべき努力目標の時期として設定。
※３ 東京オリパラが開催される2020年までを目標に、高速道路における準自動パイロットや限定地域での無人自動走行サービ等の市場化等を目指す。

レベル
システム
の区分

概要
実現が見込まれる技術

（例）
市場化等
期待時期

レベル４
※１

完全自動走
行システム

自
動
走
行
シ
ス
テ
ム

加速・操舵・制動を全てドライバー
以外が行い、ドライバーが全く関
与しない状態
※システム責任

完全自動走行システ
ム（非遠隔型）

2025年目途※２

無人自動走行移動
サービス（遠隔型等）

限定地域
2020年まで※３

加速・操舵・制動を全てシステムが
行い、システムが要請したときのみ
ドライバーが対応する状態
※システム責任、監視義務なし（システム
要請前）

自動パイロット 2020年目途※２
レベル３

準自動走行
システム

加速・操舵・制動のうち複数の操作
を一度にシステムが行う状態
※ドライバー責任、監視義務あり

準自動パイロット 2020年まで※３

レベル２ 自動レーン変更 2017年

追従・追尾システム 市場化済

レベル１
安全運転支援シス
テム

加速・操舵・制動のいずれかの操
作をシステムが行う状態
※ドライバー責任

緊急自動ブレーキ
市場化済
（一部）

－
（情報提供等）

運転者への注意喚起等
※ドライバー責任

赤信号注意喚起
右折時注意喚起

技術的
難度

「自動走行システム」等の定義（2016年５月 ＩＴ総合戦略本部「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ2016」を基に作成）
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図２－３－12 平成 28 年熊本地震における通行実績情報の提供 

また、自動走行技術に関しては、昨今、国内外の各社が自動走行デモを行う

など、各国の競争が激化しつつある。自動走行車は図２－３－13 に示すとおり、

カメラやレーダー等のセンサー技術やＡＩ等車そのものの情報処理技術、さらに

は高度な地図データベース技術等、様々な技術の組み合わせにより実現される。

我が国では、産学官で連携して自動走行の実現に取り組むため、内閣府の総合

科学技術・イノベーション会議が、府省・分野の枠を超えた横断型のプログラムと

して、「戦略的イノベーション創造プログラム」（SIP）を平成 26 年（2014 年）に創設

し、現在、ITS 関係（自動走行システム）を含め 11 課題が選定されている。内閣

府はこれらの推進のため「科学技術イノベーション創造推進費」（500 億円）を計

上しており、このうち「自動走行システム」の課題には、平成 26 年度（2014 年度）

は約 25 億円、平成 27 年度（2015 年度）は約 23 億円、平成 28 年度（2016 年度）

は約 26 億円を配算されている。これにより、自動走行に関連する研究開発が進

められているところである。なお、平成 29 年度（2017 年度）には自動走行に関す

る大規模実証実験の実施を予定している。また、現在、「自動走行」技術におけ

る重点分野として、以下の５分野が選定・推進されているところである（図２－３

－14 参照）。 
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①ダイナミックマップ 

②HMI（Human Machine Interface） 

③セキュリティ 

④歩行者事故低減 

⑤次世代都市交通 

このうち、特に「ダイナミックマップ」は、自律型の自動運転システムと協調型の

運転支援システムをつなぐ情報プラットフォームとして大きく期待されている。ダ

イナミックマップは３次元で高精細な高精度地図をベースとした、刻々と変化する

動的情報とのリンク可能な高度な地図データベースであり、自動走行の実現に

不可欠な構成要素となっている。具体的な活用方法としては、例えば、GPS の精

度が十分ではない環境下でも、「ダイナミックマップ情報」と車両に搭載されてい

る「センサー情報」を突き合わせて、自車の正確な位置推定を行うことができる。

また、自車のセンサーが届かないところの状況（曲がり角の先の道路状況等）に

ついてもダイナミックマップを通じて把握（ITS 先読み）することができる。 

 

図２－３－13 自動走行車の基本的な仕組み 

 

自動走行車は各種レーダー、カメラを数多く装備

自動走行車は、地図情報と
周囲の情報を突き合わせて

走行方法を判断、操作

周囲の状況を適切に把握

カメラ情報

レーダー情報

カメラ・レーダー情報

様々な状況に対応出来るよう
研究開発が進められている

※各自動車メーカーＨＰより抜粋

側壁自車

先行車

走行車線

後方車



71 
 

 

図２－３－14 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

 

(イ) 海外 

最近の海外動向としては、「Connected Car」が世界的にもトレンドとなっている

こと、また、世界の先進各国が、イノベーションの源泉として、自動走行の実現に

積極的に取り組んでいることが挙げられる。自動車メーカーはもちろんのこと、

Google等の ICT企業も自動走行の実現に向けて実証試験等に取り組んでいると

ころである（図２－３－15 参照）。 

さらに、図２－３－16 にも示すとおり、米国においては、米国連邦運輸省は

2015-2019 ITS Strategic Plan に基づき、安全性やモビリティシステムの効率化と

いった戦略テーマと実行プログラムを実施しているところである。また、同プラン

のもと、ミシガン州にて交通管制システム、高精度デジタル地図などの ITS 研究

基盤（M-City）を整備し、産学官で連携して実証実験を推進しているところであ

る。 

また、欧州委員会は Horizon2020 を通じて平成 28・29 年度（2016・2017 年度）

には自動走行関連プロジェクトに約１億ユーロを投資し、インフラの整備、公道で

の実証実験、受容性の評価などの実用化を想定したプロジェクトを実施している。

また、ドイツは「Digital Motorway Test bed」として、ニュルンベルク・ミュンヘン間

の高速道路に高度なデジタルインフラを整備する予定である。 

一方で、欧米において ITS 専用周波数（5.9GHz）を利用した路車間・車車間通

信システム導入の検討が進められているが、まだ実用化はされていない状況で

ある。 

課題名

革新的燃焼技術

次世代パワーエレクトロニクス

革新的構造材料

エネルギーキャリア

次世代海洋資源調査技術

自動走行システム

インフラ維持管理・更新・マネジメント技術

レジリエントな防災・減災機能の強化

次世代農林水産業創造技術

革新的設計生産技術

重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保

ＳＩＰ課題一覧（１１課題）

ＰＤ（プログラムディレクター）
（「自動走行システム」についてはトヨタ

の葛巻清吾ＣＳＴＯ補佐が就任）

総合科学技術・イノベーション会議

ガバニングボード（有識者議員）

課題ごとに
以下の体制を整備

推進委員会
ＰＤ（議長）、総務省等関係省庁、
関係メーカー・団体、有識者、
内閣府（事務局） 等

関係府省、管理法人、
研究実施機関

実施体制

交通事故や渋滞を抜本的に
削減し、移動の利便性を飛躍
的に向上させる自動走行等
の新たな交通システムを実現

【自動走行・重要５課題】
①ダイナミックマップ
②HMI（Human Machine Interface）

③セキュリティ
④歩行者事故低減
⑤次世代都市交通

自動走行システムの実現により、
①交通事故死者低減、②渋滞緩和、③高齢者移動支援
に貢献することを目指す
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図２－３－15 海外の取組事例～Google による自動走行技術の開発～ 

 

図２－３－16 自動走行関連の欧米の取組 
 

(ウ) 国際機関等 

ITU の場において、車車間通信・路車間通信やミリ波レーダー等の ITS に関す

る勧告作成などの国際標準化が進められてきたところである。最近の動きとして

(Web記事等の情報をもとに作成）

 ルートを入力し、「発進」や「停止」のボタン
を押すだけで自律的に走行

 最高速度は時速25マイル（約40キロ）
 試作車を100台規模で製造、今後2年以内

にカリフォルニア州で小規模な試験運用を
開始

2014年 googleがハンドル等が無い“完全自動走行“
試作車を公開（５月）

クラウドから道路構造データ等
を含む地図情報を読込み

自車周辺の状況をカメラ等でセ
ンシングした結果と組み合わせ
て走行経路を算出

内部処理（イメージ）

2015年6月、自動走行車の最新モデル
「Prototype」を米シリコンバレー地域の
公道で試験する計画を表明。

－車の安全性を確認するだけでなく、
地域住民の車への反応も検証

－自動走行車を公共交通のインフラと
して利用する方式も検討

注）一方、カリフォルニア州は、同州において自動走行車にステアリング
やブレーキ等、ドライバーが緊急時に対応できる装備が無い車は、公
道走行できなくなる法案を発表（2015年12月16日DMV法案）

• 米国連邦運輸省(USDOT)にて、2015-2019 ITS Strategic 
Planを作成。

• 本Planでは、安全性やモビリティシステムの効率といった
戦略テーマと実行プログラムを推進。

３．欧州 “Horizon 2020”

１．米国 “ITS Strategic Plan”

• 欧州のフレームワークプロジェクトは、2014年から新たな枠
組みであるHorizon2020がFP7の後継として開始。

• ・本フレームワークの下で、自動運転の取り組みが、FP7で
のAdaptIVe、VRA、AutoNet2030、 Companion等技術検証の
プロジェクトから、インフラの準備、公道での実証試験、受容
性の評価などの実用化を想定したプロジェクトへ展開。

⇒自動走行の研究開発は、主要国でも官民
を挙げた大規模プロジェクトが始動

２．米国 “Ｍ Ｃｉｔｙ”
• ITS Strategic Planのもと、ミシガン州にて実証実験を推進。
• ミシガン大学は約130,000平方メートルの敷地に、直線路、
市外路、トンネル、踏切など多様な走行環境を再現した
“Ｍ Ｃｉｔｙ”を整備。

• 交通管制システム、路車間通信システム、高精度デジタル
地図や交通シミュレーションなどのITS研究基盤も整備。

• ミシガン大学が擁する研究者や15のリーダー企業などにより、
多面的な研究を同時に行う産学官連携体制を構築。

Ｍｃｉｔｙ

出典 ： http://www.mtc.umich.edu/ 等
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は、平成 27 年（2015 年）11 月に開催された WRC-15 において、79GHz レーダー

の周波数割当の拡大（3GHz 幅から 4GHz 幅へ拡大）が決定された。これにより、

今後、より高精度な車載レーダーが製品化され、安全運転支援や自動走行での

活用につながるものと期待されている。 

また、平成 31年（2019年）開催予定のWRC-19においては、「ITS用周波数の

世界的、地域的な調和」が議題として設定されており、今後 ITU 無線通信部門第

５研究委員会（SG5）などにおいて、議論が進んでいく見込みである。 

 

（２） 解決すべき課題 

① ５Ｇの実現に向けて解決すべき課題 

これまでの移動通信の進化は、無線通信技術の進化や割当周波数拡大による

通信容量の拡大をベースとして進められてきていると言える。通信速度の増加に

よって、ストレスなくできる「新しいこと」が増え、これらが新サービス、新ビジネスを

形作ってきたところである。こういったサービスの拡大は、通信に近い分野を中心

に開拓が進められてきたところである。 

一方、昨今の ICT 利活用の裾野も拡がってきており、通信に対するニーズがこ

れまでにないほど多様化しつつある。単なる通信速度の増加だけでなく、数多くの

センサーを無線でつなぎたいというニーズや、リアルタイムに低遅延で無線伝送し

たいといった新たなニーズも生まれつつある。これからの移動通信の未来を考え

るにあたり、新たなニーズも踏まえて、他産業分野とのコラボレーションを進めて行

くことは必要不可欠であり、これらを戦略的に進めて行くことが重要である。 

５Ｇを戦略的に進めていくに当たり具体的な課題として、以下の３つが挙げられ

る。 

○ 我が国企業の取組強化 

－ 具体的な利活用イメージやビジネスモデルを示し、グローバルに存在感を

高める。 

○ 産業構造の変化への対応 

－ 新しい分野の市場創出が期待されており、５Ｇによる収益構造の変化へ対

応する。 

○ 戦略的な５Ｇ推進方策 

－ 我が国企業の強い分野に研究開発資源を集中させるなど、戦略的に研究

開発や標準化を実施する。 
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例えば、海外では、５Ｇ利活用分野を特定し、それぞれの分野と密に連携した上

で、５Ｇの利活用推進方策を検討している。欧州では、図２－３－17 に示すとおり、

5G PPP を中心に、①自動車、②工場・製造、③エネルギー、④医療・健康、⑤メデ

ィア・エンターテイメントの５分野を特定し、連携強化を検討しているところである。 

 

 

図２－３－17 EU（5G PPP）における利活用分野との連携イメージ 

 

我が国においても他の分野との連携強化を図るため、５Ｇの具体的な利活用イ

メージやビジネスモデルを提示し、グローバルに存在感を高め、我が国企業の取

組を強化していくことが必要である。 

４Ｇの時代以上に様々な利活用分野との連携強化を行うことで、新しい分野に

おける市場創出にもつながっていくことが期待される。図２－３－18 は、５Ｇによる

収益構造の変化を示したものである。４Ｇまでは、スマートフォンやタブレット端末

を対象とした情報配信を行うためのビジネスが中心だったが、５Ｇでは、自動車、

産業機器、ホームセキュリティなどのこれまでに移動通信システムが十分に活用さ

れていなかった分野での利用が想定され、これらの分野への利活用が進むことで

新たな市場の創出が期待されており、これらの領域における「５Ｇビジネス戦略」が

必要となる。 
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図２－３－18 産業構造の変化への戦略的な対応 

さらに、2020年までに世界に先駆けた５Ｇの実現に向けては、選択と集中による、

戦略的な研究開発や標準化に取り組むことが必要である。図２－３－19 に示すと

おり、現在実施している５Ｇの要素技術である「大容量」、「高速」、「周波数有効利

用」に関する研究開発（平成 27 年度（2015 年度）から４か年）を着実に実施すると

ともに、今年度から開始する「多数接続・低遅延」、「相互接続性」に関する研究開

発（平成 28 年度（2016 年度）から３か年）についても推進体制を構築し、着実に実

施することが求められている。 

平成29年度（2017年度）からは、５Ｇ実現に向けた取組を加速させるため、研究

開発の成果を適用した産学官連携による「５Ｇシステム総合実証試験」を実施する

ことが必要である（第３章１．（２）②（オ）参照）。 

 

 

図２－３－19 研究開発、国際標準化等の戦略的な推進 

ﾎｰﾑ
ｾｷｭﾘﾃｨ
分野

ｽﾏｰﾄ
ﾒｰﾀ分野

その他、
IoT分野

自動車
分野 産業機器

分野

4Gまでの主な
ビジネス領域 5Gで新たに加わるビジネス領域

接続数小

収益性高

出展：日経コミュニケーションズ 2015/4月号

接続数大

スマート
フォン/
タブレット
端末

収益性低

これまでの
ビジネス領域 今後はこの領域でビジネス

パートナー作りを含めて
「５Gビジネス戦略」を
たてることが必要

FY2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

東京オリンピック・
パラリンピック

ラグビーＷ杯

５Ｇ研究開発フェーズ１ （H27年度～）

「大容量」、 「高速」、「多数・低遅延」等

2022

総合実証 （H29年度～）

全国で複数のプロジェクトを実施

2023

５Ｇ研究開発フェーズ２ （H29年度～）

ITUの全要求条件を満たす、本格的な5G実現に
向けて戦略的な研究開発を実施

更なる5G

の高度化

世
界
に
先
駆
け
5
Ｇ
実
現

研究開発の
成果を総合
実証試験に
適用

２
０
２
０
年
に
向
け
た
取
組

２
０
２
３
年
頃
に
向
け
た
取
組

ITU IMT-2020勧告
（3GPPリリース16）
に基づく5G

3GPPリリース15
に基づく5G

IMT-2020勧告

研究開発・総合
実証の成果を

相互にフィード
バック、適用

5Gの発展・進化

3GPP
リリース15

3GPP
リリース16
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また、平成 32 年（2020 年）の勧告化が予定されている本格的な５Ｇ（IMT-2020）

への貢献を念頭に、現在実施している研究開発や３ＧＰＰにおける検討状況を踏

まえ、本格的な５Ｇ実現に向けて、平成 29年度（2017年度）から新たな研究開発を

推進することが必要である。これらの研究開発成果を踏まえ、４Ｇ、Wi-Fi、センサ

ーなど多種多様なネットワークを包含する総合的な IoT 基盤としての５Ｇ構築が求

められている。 

 

② 次世代 ITS の実現に向けて解決すべき課題 

ITS は、これまで、VICS による渋滞情報の提供から、ETC による料金所渋滞の

緩和、車載レーダーの普及、車車間・路車間通信システムへと、その領域を広げ

ながら順調に進化してきたところである。 

次世代 ITS に向けた主なアプローチは２つあると考えられる。１つ目は無線で常

時ネットワークにつなぐ「Connected Car」に移行していくアプローチである。そして２

つ目は、自動走行のアプローチである。将来的には図２－３－20 のように、これら

の２つのアプローチがダイナミックマップ（図２－３－21 参照）をプラットフォームとし

て統合されていき、協調型の自動走行車としてより安全・安心な車社会を形作って

いくことが期待される。 

そのためには、いくつかのクリアすべき課題がある。現在、日本では 8,000 万台

もの車が走行しているが、これらの車が常時ネットに接続されてダイナミックマップ

を活用する車に徐々に置き換わってくるにつれて、地図等の大容量データや歩行

者位置情報等の低遅延通信を多くの車がやりとりするようになり、電波のひっ迫要

因となってくることが考えられる。これに対応するため、車の通信環境等を検知し、

700MHz 帯高度道路交通システム、狭域通信システム（DSRC）、携帯電話システ

ム、Wi-Fi 等を最適に活用するなど、ITS に利用される電波を有効に活用していくこ

とが重要となってくる。 

また、協調型の自動走行車が幅広く利用されるためには、社会的受容性が重要

である。安全・安心・便利な自動車社会を実現するために、セキュリティが適切に

確保されつつ、エージェント機能等新たなサービスを実現する国際的な競争力を

有するプラットフォームが重要となってくる。 
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図２－３－20 Connected Car や自動走行システムの実現に向けた発展シナリオ 

 

 

 

図２－３－21 ダイナミックマップの仕組等 

  

競
争
領
域

協
調
領
域

自律型システム

協調型システム

出会い頭事故防止 歩行者・出会い頭事故防止

横断自転車 歩行者（夜間） 路外逸脱警報

車載センサーによる
衝突回避性能の向上

ITS(車車間、路車間、歩車間
通信）による先読み情報の活用

Connected Car
&

自動走行システム

※USDoT及びSIP資料より抜粋・編集

自律型と協調型を融合する
プラットフォームが必要

紐付け

基盤

路面情報、車線情報3次元構造物など

交通規制情報、道路工事情報、広域気象情報

事故情報、渋滞情報、狭域気象情報など

ITS先読み情報（周辺車両、歩行者情報 信号情報など）

《動的情報(＜1sec) 》

《准動的情報（＜１min) 》

《准静的情報（＜１ｈour）》

《静的情報（＜１month）》

ダイナミックマップ（ＳＩＰで開発：地図データの構造化等）

自動走行車

ダイナミックマップデータベースの整備、
ダイナミックマップそのものの更新・配信の方法が課題
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（３） モバイルサービスの将来展望と具体的方策 

① 次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進 

2020 年代には、全てのモノがワイヤレスでつながる社会（IoT 社会）が実現する

と予想されており、この社会では、５Ｇを通信基盤として、ネットワーク上を流通す

る様々な種類の大量のデータ（ビッグデータ）がクラウドに集積されると予想され

る。 

このような世界は、クラウド側で AI 等を用いて知的処理を行った結果を、実世界

にフィードバックすることで、新たな価値を創造していく世界となる。これにより、

様々な産業分野において新たなアプリケーションやサービスが創出されるとともに、

人々のライフスタイルやビジネススタイルを大きく変えていく可能性がある。そのた

め、これらを牽引する「次世代モバイルサービス実現プロジェクト」を強力に推進し、

我が国の成長と社会課題解決に寄与することが重要となる。 

５Ｇの具体的な利活用分野については、先に紹介したとおり、EUにおいては５つ

の重要な利活用分野が示されているところである。モバイルサービスタスクフォー

スにおいても利活用分野について改めて検討し、以下の９つの利活用分野が５Ｇ

等の展開が特に期待される分野であると整理した。 

i）  スポーツ（フィットネス等） 

ii）  エンターテインメント（ゲーム、観光等） 

iii）  オフィス／ワークプレイス 

iv）  医療（健康、介護） 

v）  スマートハウス／ライフ（日用品、通信等） 

vi）  小売り（金融、決済） 

vii）  農林水産業 

ⅷ） スマートシティ／スマートエリア 

ⅸ） 交通（移動、物流等） 

 

今後、これらの利活用分野への展開を視野に入れつつ、５Ｇの主要な要求条件

である、「超高速」、「多数同時接続」、「超低遅延」を踏まえ、（２）で整理した課題を

乗り越えるためには、「次世代モバイルサービス実現プロジェクト」を強力に推進し

ていくことが必要である。そこで、図２－３－22に示すとおり、５Ｇや次世代 ITSにお

いて、世界トップレベルのモバイルサービスを実現することを目的として、「次世代

モバイルサービス実現プロジェクト」の具体的な内容と、その推進エンジンである

総合的な推進方策やロードマップについて取りまとめた。 
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本プロジェクトは、図２－３－23 に示すとおり、「ウルトラブロードバンド・プロジェ

クト」、「ワイヤレスＩｏＴ・プロジェクト」、「次世代ＩＴＳ・プロジェクト」の３つのプロジェ

クトで構成される。これらのプロジェクトの推進により、９つの利活用分野での展開

を加速化していく（図２－３－24～34参照）。本プロジェクトの推進に当たっては、そ

れぞれ３つずつ合計９つの先行的モデル（図２－３－35、表２－３－５参照）を設定

し、取り組んでいくことが適当である。 

 

図２－３－22 2020 年代のモバイルサービスへの展望 

 

図２－３－23 次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進 

次世代モバイルサービス
実現プロジェクト

５Ｇや次世代ＩＴＳにおいて、世界トップレベルのモバイルサービスを実現

５
Ｇ
・Ｉ
Ｔ
Ｓ
の

課
題
を
克
服

推進エンジン①

プロジェクトの
総合的推進方策

推進エンジン②

プロジェクト推進の
ためのロードマップ

５Gの
主な要求条件

膨大な数の
センサー・端末

超低遅延
⇒1ミリ秒程度

超高速
⇒最大10Gbps

多数同時接続
⇒100万台/km²接続数

自動運転

出典：日経コミュニケーションズ 2015/4月号

5Gの特徴

５Ｇの主要な要求条件を踏まえ、３つの「プロジェクト」を推進。

●超高速 ： ウルトラブロードバンド・プロジェクト

●多数同時接続 ： ワイヤレスＩｏＴ・プロジェクト

●超低遅延 ： 次世代ＩＴＳ・プロジェクト

（特に関連する要求条件）
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図２－３－24 次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進と広がる利活用 

 

 

 

図２－３－25 (ⅰ)スポーツ分野における利活用イメージ 
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図２－３－26 (ⅱ)エンターテインメント分野における利活用イメージ 

 

 

 

図２－３－27 (ⅲ)オフィス/ワークプレイス分野における利活用イメージ 

  



82 
 

 

図２－３－28 （ⅳ）医療分野における利活用イメージ 

 

 

 

図２－３－29 （ⅴ）スマートハウス／ライフ分野における利活用イメージ 
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図２－３－30 (ⅵ)小売分野における利活用イメージ 

 

 

 

 

図２－３－31 (ⅶ)農林水産業分野における利活用イメージ 
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図２－３－32 (ⅷ)スマートシティ/スマートエリア分野における利活用イメージ 

 

 

図２－３－33 (ⅸ)交通分野における利活用イメージ 
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図２－３－34 次世代モバイルサービス実現プロジェクトの位置づけ 

 

 

図２－３－35 ９つの「推進モデル」のイメージ 

 

農林水産業

交通
（移動、物流等）

ｽﾏｰﾄｼﾃｨ/ｽﾏｰﾄｴﾘｱ
（施工管理・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ等）

エンタメ
（ｹﾞｰﾑ、観光等）

医療
（健康、介護）

ｽﾎﾟｰﾂ
（ﾌｨｯﾄﾈｽ等）

ｵﾌｨｽ／ﾜｰｸﾌﾟﾚｲｽ

小売
（金融、決済）

ｽﾏｰﾄﾊｳｽ／ﾗｲﾌ
（日用品、通信等）

次世代ＩＴＳ

プロジェクト

ｳﾙﾄﾗﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ

プロジェクト

ワイヤレスIoT

プロジェクト

分野間のデータ流通・活用等を通じて、新産業・新サービスの創出及び我が国が抱える課題の解決に寄与

推進に当たっての基本コンセプト

●我が国企業等の国際競争力強化に

資する「競争」と「協調」の戦略

●ユーザの支持を得るためにも、

ユーザのアイデアを積極的に活用

●ICT以外の産業分野との戦略的な

パートナーシップ構築

●成長及び課題解決に寄与する

「ジャパンモデル」として国際展開

●データの利活用と新たな価値の創造

高速移動体向け超高速通信

新幹線などの高速移動体でもハイスピードのワイ
ヤレス通信をストレスなく利用可能

次世代「Connected Car」実現

常時ネットワークに接続された車がデータを共有・
活用することで新たなITSビジネス／サービスを創出

ワイヤレスプラットフォーム

無線端末で収集した大量のデータをプラット
フォーム上で安全かつ迅速に管理・分析・活用

大多数同時接続

小型・安価・低消費電力の無線端末を実現し、そ
れが極めて多数密集している場合でも、確実にワ
イヤレス通信を実行

高性能イメージセンサー

人間の目の能力を超える「機械の目」がモニタリ
ングを行い、ビッグデータを収集

ワイヤレス臨場感

4K/8Kのような高精細映像データをワイヤレスで
低遅延伝送し、VR技術等を使って臨場感を実現

超低遅延車車間通信

超低遅延の車車間通信により安全な隊列走行を
実現

ウルトラブロードバンド ワイヤレスIoT 次世代ITS

リニアセル

光ファイバ

スポーツ ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ ｵﾌｨｽ／ﾜｰｸﾌﾟﾚｲｽ 医療 ｽﾏｰﾄﾊｳｽ／ﾗｲﾌ 小売 農林水産業 交通ｽﾏｰﾄｼﾃｨ／ｴﾘｱ で利活用

・ITS

超多素子
アンテナ

超多素子
アンテナ

テレビ会議

インフラ監視

スマートなオフィス／工場

スマート
シティ
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表２－３－５ ９つの「推進モデル」の基本コンセプト 

 

ここで、あらためて、５Ｇの主要な要求条件（超高速、多数同時接続、超低遅延）

と５Ｇシステムの在り方について整理すると、５Ｇシステムは５Ｇの主要な要求条件

の全てを常に満たすのではなく、図２－３－36 のように、アプリケーションに応じて

ネットワークリソースをダイナミックに変えるといったようにフレキシブルなシステム

として５Ｇが実現されることが重要であるとの共通認識に至った。つまり、ユーザの

ニーズ、想定される利用シーンや発展シナリオ、見込まれるコストとのバランス等

に応じて、３つの特性、９つの推進モデルが弾力的に形を変化していくことに留意

する必要がある。 

 

図２－３－36 様々な特性・技術を組み合わせた５Ｇの実現 

プロジェクト名 モデル名 コンセプト

ウルトラブロードバンド

現在の移動通信システム
より100倍速いブロードバンド

サービスを提供

超高速同時配信モデル ４Gよりも高速のワイヤレス通信を、同時に多くの人が利用可能

ワイヤレス臨場感モデル
4K/8Kのような高精細映像データをワイヤレスで低遅延伝送し、
VR技術等を使って臨場感を実現

高性能イメージセンサーモデル
人間の目の能力を超える「機械の目」がモニタリングを行い、ビッ
グデータを収集

ワイヤレスIoT

現在の数百倍以上のモノ
（センサー等）がつながる

IoTの世界を実現

ワイヤレスネットワーク融合モデル
多種多様なワイヤレスネットワークが統合的に最適管理されたス
マートなシステムの実現

大多数同時接続モデル
小型・安価・低消費電力の無線端末を実現し、それが極めて多数
密集している場合でも、確実にワイヤレス通信を実行

ワイヤレスプラットフォームモデル
無線端末で収集した大量のデータをプラットフォーム上で安全か
つ迅速に管理・分析・活用

次世代ITS

ネットワークにつながった
“Connected Car”とクラウドが
連携することにより、新たな
車関連サービスや高度な

自動走行を実現

次世代「Connected Car」実現モデル
常時ネットワークに接続された車がデータを共有・活用することで
新たなＩＴＳビジネス／サービスを創出

超低遅延車車間通信モデル 超低遅延の車車間通信により安全な隊列走行を実現

高速移動体向け超高速通信モデル
新幹線などの高速移動体でもハイスピードのワイヤレス通信をス
トレスなく利用可能

超高速

多数同時接続 超低遅延

５Ｇ

・超高速同時配信
・ワイヤレス臨場感
・高性能イメージセンサー

・ワイヤレスネットワーク融合
・大多数同時接続
・ワイヤレスプラットフォーム

・次世代「Connected Car」
・超低遅延車車間通信
・高速移動体向け超高速通信
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次に、「次世代モバイルサービス実現プロジェクト」を構成する３つの具体的なプ

ロジェクトのそれぞれにおける目標、キーテクノロジーや利用シーンに着目した推

進モデル、そして推進戦略を次のとおり整理した。 

 

(ア) ウルトラブロードバンド・プロジェクト 

a）  目標 

現在の移動通信システムより 100 倍速いブロードバンドサービスを提供（伝送

速度だけでなく通信容量の拡大にも対応）。 

b）  推進モデル 

次に示す３つの推進モデルについて、開発・実証等の取組を進める。 

・超高速同時配信モデル 

－４Ｇよりも高速のワイヤレス通信を、同時に多くの人が利用可能 

・ワイヤレス臨場感モデル 

－４Ｋ・８Ｋのような高精細映像データをワイヤレスで低遅延伝送し、VR 技術

等を使って臨場感を実現 

・高性能イメージセンサーモデル 

－人間の目の能力を超える「機械の目」がモニタリングを行い、ビッグデータ

を収集 

c）  推進戦略 

・オープンな環境において、５ＧＭＦ関係者や多様な分野からの参加者と連携

して、本分野の国際競争力の強化につながるような開発・実証を実施。 

・2020 年には世界においても先行的に５Ｇを実現できるよう、国際標準化活動

にも積極的に参加し、「競争」と「協調」の戦略を明確化する。 

・「ユーザ視点」に常に留意しつつ、日常生活、ビジネスシーン等における新た

な価値やイノベーションの創出に努め、その効果等の分かりやすい説明に努

める。 
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１）超高速同時配信モデル（図２－３－37 参照） 

－４Ｇよりも高速のワイヤレス通信を、同時に多くの人が利用可能 

 

 

 

図２－３－37 超高速同時配信モデル 
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２）ワイヤレス臨場感モデル（図２－３－38 参照） 

－４Ｋ・８Ｋのような高精細映像データをワイヤレスで低遅延伝送し、VR 技術等

を使って臨場感を実現 

 

 

 
図２－３－38 ワイヤレス臨場感モデル 

 

【目標】
4K/8K等の超高精細映像データ及びその送受

信のためのワイヤレス端末(HMD等)を活用して、

遠隔地のイベント等にあたかもその場にいて、体
験・参加しているかのような経験が可能な超体感
バーチャルリアリティ技術を実現する。

【必要技術】
○ 超高速大容量無線通信技術
・Massive MIMO技術

○ 超低遅延無線通信技術
・エッジコンピューティング基地局制御技術

○ 高性能アンテナ・デバイス技術
・超広帯域超多素子アンテナ技術

高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆
低遅延 ☆☆☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆☆☆
伝送距離 ☆☆

ベースバンド
集約装置

モバイルコアNW

イベント会場（地方）

多数のカメラで撮影した映像を高速、
大容量のワイヤレスネットワークを
用いて伝送

カ
メ
ラ
ア
レ
イ

【目指す社会のイメージ】

・モーションセンサー、拡張現実（AR）、CGを駆使し、

様々な情報を付加することで、ライブ体験を超えた
付加価値を提供し、単なる体感にとどまらない超体
感型ＶＲを実現する。

・エッジコンピューティング技術等を活用することによ
り、周波数の有効利用やネットワークへの負荷低減
を実現。

・リアルタイム性の高い臨場感体験をワイヤレス環境
で実現。

・超体感ＶＲを通じて、外国人に対する「ジャパン」ブ
ランドの向上、インバウンド需要喚起、地域活性を目
指す。

【マイルストーン】

2017年度：要素技術の研究開発、機器の開発
2018年度：小規模（少ない箇所の間）でワイヤレス臨場感を

体験できる技術実証
2019年度：複数の箇所、あるいは海外拠点を含めて、リアル

タイム性の高い臨場感体験を実現するための
システム総合実証

遠隔のイベント会場で、参加者の
らっせーらーという声のボリューム
や拍手などにより、ねぶたがま
わったり、光がついたりする

青森
（本会場）

スーパー
リアルライブ中継

超体感ＶＲイメージ

超
高
速
・大
容
量
通
信

東京
（遠隔会場）
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３）高性能イメージセンサーモデル（図２－３－39） 

－人間の目の能力を超える「機械の目」がモニタリングを行い、ビッグデータを

収集 

 

 

 

図２－３－39 高性能イメージセンサーモデル 

  

【目標】

一定エリア内に設置された数十万個以上の多数の
高性能イメージセンサーからのデータを効率的に伝
送する多数同時接続ワイヤレス技術

【必要技術】
○ 超高速大容量無線通信技術
・Massive MIMO技術

○ 大多数同時接続無線技術
・狭空間周波数有効利用技術

○ 超低遅延無線通信技術
・コンテンション方式無線アクセス技術

○ 高周波数帯利用技術
・ﾐﾘ波／ﾃﾗﾍﾙﾂ波帯ﾃﾞﾊﾞｲｽ・ｱﾝﾃﾅ技術
・ﾐﾘ波／ﾃﾗﾍﾙﾂ波帯測定技術

高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆☆
低遅延 ☆☆☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆☆☆
伝送距離 ☆

高性能
イメージセンサー

工場等に設置された
多数の高性能イメージセンサーを

ネットワークに接続

製造ライン等

「ハンガー・ゲーム」より

http://www.advantech.eu/

バーチャル会議

スマートファクトリー

【目指す社会のイメージ】

・人間の目の能力を超えるような高性能イメージセン
サーを多数配置して、それにより収集する大容量デー
タを瞬時に分析・解析。
（例えば、不良品の検出や製品の分別を瞬時に実施）

・多数の機器のリアルタイム制御やメンテナンスも高い
信頼性で実施。

・オフィス空間等で活用することにより、場所にかかわら
ずどこにいてもバーチャル空間でフェイス・トゥ・フェイス
で会っているかのように会議を行うことが可能。

・高周波数帯等を利用することにより大容量のデータも
関係者間で瞬時に共有可能。

【マイルストーン】

2017年度：高周波数帯デバイス等の要素技術の開発、
シミュレーション等による技術開発

2018年度：基礎的なシステム検証
2019年度：信頼性の検証等も含めた実環境での総合的な

システム検証
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(イ) ワイヤレス IoT・プロジェクト 

a）  目標 

現在の数百倍以上のモノ（センサー等）がつながる IoT の世界を実現 

b）  推進モデル 

次に示す３つの推進モデルについて、開発・実証等の取組を進める。 

・ワイヤレスネットワーク融合モデル 

－多種多様なワイヤレスネットワークが統合的に最適管理されたスマートなシ

ステムの実現 

・大多数同時接続モデル 

－小型・安価・低消費電力の無線端末を実現し、それが極めて多数密集して

いる場合でも、確実にワイヤレス通信を実行 

・ワイヤレスプラットフォームモデル 

－無線端末で収集した大量のデータをプラットフォーム上で安全かつ迅速に管

理・分析・活用 

c）  推進戦略 

・LPWA(Low Power Wide Area)等の多様な無線環境を含む IoT システム全体を最

適に制御して周波数の有効利用を図る技術等の研究開発を実施するとともに、

オープンなテストベッド環境を構築し、実証実験を実施。 

・その際、通信・放送分野以外にもアウトリーチし、他分野のビジネスパートナー

とともに新たなビジネス戦略を積極的に進める。（「IoT 推進コンソーシアム」とも

連携） 

・セキュリティ上の脆弱性が原因で発生する不要な電波輻射を抑制する技術や、

周波数のひっ迫を低減するための軽量暗号・認証技術等の研究開発・実証を

実施。 
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４）ワイヤレスネットワーク融合モデル（図２－３－40 参照） 

－多種多様なワイヤレスネットワークが統合的に最適管理されたスマートなシ

ステムの実現 

 

 

 

図２－３－40 ワイヤレスネットワーク融合モデル 

  

・ITS

超多素子
アンテナ

超多素子
アンテナ

テレビ会議

インフラ監視

【目標】
センサーネットワークから送信される大量のデータを
適切に制御、伝送するためのブロードバンドワイヤレ
スセンサーネットワークを実現する。

【必要技術】
○ 超高速大容量無線通信技術
・多層セル連携制御技術

○ 超低遅延無線通信技術
・エッジコンピューティング基地局制御技術

○ ワイヤレスプラットフォーム技術
・ヘテロジニアスネットワーク技術
・仮想化ネットワーク技術
・ビッグデータ・AI解析技術

高速性 ☆☆
大容量 ☆☆
低遅延 ☆☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆☆
伝送距離 ☆☆

エッジサーバ

膨大な数の
センサー・端末

【目指す社会のイメージ】

・街中に整備された５Ｇ通信環境により、周囲の状況や
ユーザのニーズ等をリアルタイムかつ正確に把握。

・周波数の有効利用を図りつつ、効率的なエネルギー管
理、渋滞や事故のない最適な交通マネジメント等を実現。

・多種多様なワイヤレスネットワークがシームレスにつな
がるとともに、これらのネットワークリソースを最適に制御。

・ユーザの利用端末、ニーズ等に応じて、最適なサービス
を提供。

・例えば建設現場等においては、無人航空機（ドローン）
等で高精細画像データ等の送受信を行うことにより、設
計、リソース配置、施工管理等の業務を無人で効率的に
実施。

【マイルストーン】

2017年度：多種多様なワイヤレスネットワークの効率的
な統合管理等を行うためのシミュレーションの
実施、テストベッドの検討

2018年度：機器、テストベッド等の整備
2019年度：実環境におけるアプリケーションやサービスも

含めたシステム総合実証

https://www.helen.fi/



93 
 

５）大多数同時接続モデル（図２－３－41 参照） 

－小型・安価・低消費電力の無線端末を実現し、それが極めて多数密集して

いる場合でも、確実にワイヤレス通信を実行 

 

 

図２－３－41 大多数同時接続モデル 

 

  

【目標】
様々な情報を正確に把握する高性能センサー技術
や一定エリア内に配置された数万個のセンサーから
収集される大量のデータを瞬時に処理、伝送するワ
イヤレスセンサーネットワーク技術を実現する。

【必要技術】
○ 大多数同時接続無線技術
・多数接続対応スケジューリングアルゴリズム

○ 高性能アンテナ・デバイス技術
・小型アンテナ技術

高速性 ☆☆
大容量 ☆☆
低遅延 ☆☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆☆
伝送距離 ☆☆

フィールド内にある
膨大な数のセンサーや
端末などを同時に接続

サーバ

モバイルコアNW モニタリング等を行う様々な種類のセ
ンサーを通じてリアルタイムに情報を
収集することで、正確な状況把握、効
率的な作業管理等を実現

【目指す社会のイメージ】

・農林水産業、商品管理といったシーンにおいて設置
された大多数（数万～数十万規模）のセンサーによ
り収集されるデータを瞬時に処理・分析することがで
きるシステムを実現。
・小型で低消費電力のデバイス・アンテナ技術を実現

・限られた周波数帯域で多くの端末を収容できるネッ
トワークアーキテクチャやアルゴリズムを実現。

・トラクター等の農業機械だけでなく、無人航空機（ド
ローン）をワイヤレスで制御し、手間をかけずに、効
率的に農作物の生産が可能。

【マイルストーン】

2017年度：小型で低消費電力のデバイス・アンテナ

技術の開発、ネットワークアーキテクチャ
の検討

2018年度：小規模環境での技術実証
2019年度：地方等も含めた大規模な実環境での

システム総合実証
http://www.gemalto.com/

http://www.drone-air.com/agricultural-drones-using-uavs-precision-
farming/
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６）ワイヤレスプラットフォームモデル（図２－３－42） 

－無線端末で収集した大量のデータをプラットフォーム上で安全かつ迅速に管

理・分析・活用 

 

 

 

図２－３－42 ワイヤレスプラットフォームモデル 

 

  

【目標】
複数の端末やロボット等から取得される大量のセン
サーデータを確実かつ効率的に処理、伝送するため
のワイヤレスプラットフォーム技術の実現

【必要技術】
○ ワイヤレスプラットフォーム技術
・ヘテロジニアスネットワーク技術
・仮想化ネットワーク技術
・ビッグデータ・AI解析技術

○ ワイヤレスセキュリティ技術
・サイバー攻撃による不正通信の検知抑制技術

高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆
低遅延 ☆☆
多数接続 ☆
信頼性 ☆☆☆
伝送距離 ☆☆

サーバ

街中の様々な場所に配備された端末・ロボット等を低遅延の
ネットワークで接続
リアルタイムかつ高い信頼性での制御を実現

端末・ロボット

端末・
ロボット

ALSOK
次世代警備システム

C-THRU
Smoke diving helmet

【マイルストーン】

2017年度：システム設計、要素技術の研究開発
2018年度：センサーやロボット等の実装、

プラットフォームの開発
2019年度：実環境におけるプラットフォームの動作検証

警備ロボット

ウェアラブル端末を用いた警備支援

【目指す社会のイメージ】

・複数のセンサー、ロボット等で取得される画像等の大容
量データを低遅延、高い信頼性で収集・共有。

・適切なプライバシー処理、データ照合、マッシュアップ等
をプラットフォーム上で効率的に行ったうえで、ウェアラブ
ル端末やネットワークロボット等を通じて最適なサービス
を提供。
・ネットワークの仮想化、D2D通信等により、無線リソース
の最適配分を実現。

・例えば警備ロボットを導入してゾーンセキュリティを確保
したり、防災・減災現場等に活用することで、安心・安全
な公共サービス等を提供。
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(ウ) 次世代 ITS・プロジェクト 

a）  目標 

ネットワークにつながった“Connected Car”とクラウドが連携することにより、新

たな車関連サービスや高度な自動走行を実現。 

b） 推進モデル 

次に示す３つの推進モデルについて、開発・実証等の取組を進める（第３章１．

（１）②（オ）（ⅲ）参照）。 

・次世代「Connected Car」実現モデル 

－常時ネットワークに接続された車がデータを共有・活用することで新たなＩＴＳ

ビジネス／サービスを創出 

  ・超低遅延車車間通信モデル 

－超低遅延の車車間通信により安全な隊列走行を実現 

  ・高速移動体向け超高速通信モデル 

－新幹線などの高速移動体でもハイスピードのワイヤレス通信をストレスなく

利用可能 

c） 推進戦略 

・「Connected Car」の社会実装・普及を加速化させるため、技術の開発・実証に加

えて、以下のような制度面での検討も早急に実施。 

  －700MHz 帯高度道路交通システムの高度化、普及促進策 

  －5.8GHz 帯狭域通信システム（DSRC）の高度化 

・「Connected Car」で収集するプローブデータをはじめとして、様々な業種の関係

者がデータを共有できる環境の構築が重要。 

・通信環境等に応じて、700MHz 帯高度道路交通システム、DSRC、携帯電話シス

テム、Wi-Fi 等のワイヤレス技術を最適に活用し、周波数の有効利用を実現。 

・政府全体で進めている戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の「自動走行

プロジェクト」と適切に連携。 
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７）次世代「Connected Car」実現モデル（図２－３－43 参照） 

－常時ネットワークに接続された車がデータを共有・活用することで新たな ITS

ビジネス／サービスを創出 

 

 

 

図２－３－43 次世代「Connected Car」実現モデル 

 

  

【目標】
無線ネットワークでつながった「Connected Car」の周囲のリアルタイム情報を、高信頼性を確保しつつ、５Ｇ環境

下はもちろん、４Ｇ環境下でも低遅延（100msec以下）で処理した上で、周波数を有効利用して高効率に伝送可能
なスマートモビリティ社会のＩＣＴプラットフォームを実現。

【必要技術】
○ 超低遅延無線通信技術
・エッジコンピューティング基地局制御技術

○ ワイヤレスプラットフォーム技術
・仮想化ネットワーク技術
・ビッグデータ・AI解析技術
・高速マルチエージェント技術

○ ワイヤレスセキュリティ技術
・サイバー攻撃による不正通信の検知
抑制技術

・低速軽量認証技術

高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆
低遅延 ☆☆☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆☆☆
伝送距離 ☆☆

【目指す社会のイメージ】
・たくさんの車がいつでも無線ネットワークに接続して必要な情報を取得することで、安全運転の支援や、より
スムーズで安全快適な自動走行をサポート。
・自動車の位置情報、スピード、駐車場の空き情報、SNS、天気予報、工事情報、事故情報などの高度な

プローブ情報をリアルタイムで収集し、交通量を予測のうえ、全体最適な交通流の実現や都市計画への反映
等により、移動時間の短縮や二酸化炭素排出量削減を実現。
・走行情報や運転測定から消耗品交換時期を予測し、最適できめ細やかなメンテナンスサービスを実現。
・車の通信環境やドライバーのニーズに応じて道路交通案内、駐車場案内など最新の情報をリッチに提供。

【マイルストーン】
2017年度：モビリティデータ基盤の基本

システム設計、要素技術の
研究開発、ＳＩＰ大規模実証
との連携

2018年度：高度なプローブ情報の収集に
関する技術実証

2019年度：サービスも含めた複数地域の
大規模環境でのシステム
総合実証

5G／V2Xによるモビリティ
データのリアルタイム情報収集・制御

コネクテッドカー

モビリティ
データ基盤

オープンデータ

交差点
情報

駐車場
情報

ヒヤリ
ハット情報

交通
情報

リアルタイム・
リッチな情報提供

自動運転による
新サービス創出

交通流・人流の
全体最適化

直近の交通状況、事故等に応じて
都市交通流全体の最適化

自動運転車による移動・物流・
配送などの新サービス

状況に応じた動画や音声情報による情
報提供サービス
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８）超低遅延車車間通信モデル（図２－３－44 参照） 

－超低遅延の車車間通信により安全な隊列走行を実現 

 

 

 

図２－３－44 超低遅延車車間通信モデル 

 

  

ＮＥＤＯ資料より高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆☆
低遅延 ☆☆☆
多数接続 ☆
信頼性 ☆☆☆
伝送距離 ☆

【目標】
・大容量・低遅延車車間通信システムを実現する。

・具体的には、数ｍ間隔の電子連結時に、通信の信頼性を確保しつつ、数Mbpsの監視映像情報を低遅延

（33msec以下）で、ブレーキ等の制御情報を超低遅延（10msec以下）でマルチホップ伝送できる車車間通信シス

テムを実現する。

無人 無人 無人 有人電子連結 電子連結 電子連結

【必要技術】
○ 超低遅延無線通信技術
・コンテンション方式無線アクセス技術

○ 高性能レーダー・センサー技術
・コヒーレントレーダー技術
・高精度位置推定技術

○ ワイヤレスセキュリティ技術
・サイバー攻撃による不正通信の検知
抑制技術

・低速軽量認証技術

【目指す社会のイメージ】
・信頼性が高く低遅延のワイヤレス技術を使って、安全な隊列走行の実現に貢献することで、ドライバー

の負担を減らし、ドライバーの過労等が原因となる高速道路事故を無くしていく。また、運転手不足問題

を緩和する。

・車列後部の周辺情報（カメラ情報）を先頭車に伝達できるようにすることで、より高度な監視を可能とし、

高い安全性を実現する。

・隊列走行により、空気抵抗の削減による燃費向上や、一人のドライバーによる大量輸送を実現し、物

流効率の向上を図る。

【マイルストーン】
2017年度：通信システムの基本設計、要素技術の研究開発

2018年度：５Ｇ総合実証により、５Ｇとの連携によるさらなる高度化の可能性を検証（要求条件も整理）

2019年度：安定性や信頼性の検証を含めた総合的なシステム検証

ＮＥＤＯ資料より
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９）高速移動体向け超高速通信モデル（図２－３－45 参照） 

－新幹線などの高速移動体でもハイスピードのワイヤレス通信をストレスなく

利用可能 

 

 

 
図２－３－45 高速移動体向け超高速通信モデル 

 

  

高速性 ☆☆☆
大容量 ☆☆☆
低遅延 ☆
多数接続 ☆☆☆
信頼性 ☆
伝送距離 ☆☆

【目標】
・高速移動中の車両等（新幹線、リニアモーターカー、自動走行車等）において、８K等の大容量コンテンツ
（100Mbps）をストリーミングで安定的に送受信できる技術を実現。

【必要技術】

○ 超高速大容量無線通信技術
・無線・光統合制御無線アクセス技術
・多層セル連携制御技術

○ ワイヤレスプラットフォーム技術
・仮想化ネットワーク技術

○ 高周波数帯利用技術
・ミリ波帯大容量バックホール技術

○ ワイヤレスセキュリティ技術
・サイバー攻撃による不正通信の検知抑制技術

光ファイバ
リニアセル

高速移動中の車への大容量コンテンツ供給

【目指す社会のイメージ】
・鉄道などでの高速移動中でもミリ波等の高周波数

帯を使って、医療用画像等の高精細画像を確実

に伝送できる通信環境を構築。急病人発生時や

患者移送中の容体急変時における医師による遠

隔サポートを実現。

・シームレスなセル構成技術等を通じて、鉄道乗車

中や自動走行車乗車中の余裕時間を楽しめるよ

う、移動しながらスポーツ中継などの大容量コンテ

ンツを配信する通信環境を実現し、移動時間の新

たな価値を創出。

【マイルストーン】
2017年度：システム設計、要素技術の研究開発
2018年度：小規模環境（テストコース等）での技術

実証
2019年度：アプリケーションやサービスも含めた大

規模環境（高速道路等）でのシステム総
合実証

ＪＲ東日本資料より
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② プロジェクトの推進方策 

(ア) プロジェクトの基本理念 

2020年に５Ｇを実現し、それを基盤とした IoT社会を実現するためには、国とし

ての明確な理念に基づき、前述の「次世代モバイルサービス実現プロジェクト」を

効果的・効率的に進めることが必要不可欠である。 

そこで、我が国を取り巻く状況等を踏まえ、次の５つの基本理念に基づいてプ

ロジェクトを推進することとする。 

・我が国が抱える課題の解決及び我が国の成長（新産業・新サービスの創出等）

に貢献する。 

・我が国の企業や組織の国際競争力の強化につなげる。（明確な「競争」と「協調」

の戦略） 

・我が国の地域の活性化にも寄与する。 

・エンドユーザの理解・支持を得る。（そのためにもエンドユーザの積極的参画を

促す） 

・戦略的なパートナーシップ（多様な業種との連携、国際的な連携） 

 

(イ) プロジェクト推進の視点 

５Ｇを実現し、我が国の社会、経済、生活に根付かせるためには、従来のよう

な ICT 関係者を中心とした視点だけでなく、ユーザ、ICT 以外の多様な関係者等

の視点が極めて重要である。 

そこで、次の６つの視点に常に留意しつつプロジェクトを推進する必要がある。 

・ユーザ視点（ユーザ参加型となっているか） 

・サービス提供者視点（異業種を含む多様なサービス提供者が、実現性の高い

サービスを提供するか） 

・ビジネス視点（ハードだけでなくソフトにも着目するなど持続的展開が可能なビ

ジネスとなるか、多様な新規ビジネス開拓への投資と投資回収を、グローバル

な観点での企業連携やマネタイズの仕組の構築等を通じて適切に実現できる

か） 

・地域視点（我が国の地域の活性化・地方創生に貢献するか） 

・国際展開視点（我が国の強みを活かし、戦略的な海外展開につながるか） 

・国際標準化視点（諸外国等と連携するなどにより戦略的な標準化獲得につな

がるか） 等 
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(ウ) プロジェクトの推進方針 

前述の３つのプロジェクト（ウルトラブロードバンド・プロジェクト、ワイヤレス

IoT・プロジェクト、次世代 ITS・プロジェクト）や９つの推進モデル（超高速同時配

信モデル等）に関し、我が国の企業等の国際競争力の強化につながることが期

待されるものや、特に必要性が認められるものについては、積極的に国として研

究開発、技術実証、社会実証等を進める必要がある。その実施場所の検討に際

しては、様々な電波利用環境（都市部／地方、屋内／屋外等）を想定するととも

に、地域バランスにも配慮することが重要であり、地方創生等に資するためにも、

東京だけでなく地方においても積極的に実施することが適当である。また、基本

的には、誰もが参加できるテストベッド等のオープンな環境を構築したうえで実施

することが重要である。さらに、３つのプロジェクトや９つの推進モデルを弾力的

に組み合わせるなどして、分野間や関係者間のデータ流通・利活用を促進し、新

たなビジネス・サービス創出の可能性、地域の特性に応じた多様性等の確保に

努めることが適当である。 

 

(エ) プロジェクトの推進サイクル 

プロジェクトの実施場所、プレイヤー等の決定に当たっては、実施環境、実施

体制、実施計画等を踏まえることとし、透明性、説明責任等に十分配意する。ま

た、整備したプロジェクト実施環境については５Ｇ実現のためのテストベッドとして

最大限活用する。さらに、プロジェクトで得られた成果については、技術仕様の

策定、国際標準の策定等に反映させる。 

プロジェクトの実施状況、成果の活用状況等については、専門家等によるチェ

ックを適切に行い、適正な PDCA サイクルを実施する必要がある。 

特に従来のような PDCA サイクルのみならず、開発したシステムを、すぐにユ

ーザ（エンドユーザ、ビジネス系ユーザ）が試すような機会を出来るだけ増やし、

商用化プロセス等にスピーディにフィードバックできる高速の PDCAサイクルを複

数回にわたって実施することが極めて重要である。 

 

(オ) プロジェクト実施における留意事項 

以上で述べたプロジェクトの推進方針等に加えて、次のような事項にも留意す

る必要がある。 
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a）  参加者等 

通信・放送分野だけでなく、サービスを利用する他分野の関係者の参加も積

極的に奨励する。また、外国の企業や研究機関等の参加も認めることとし、参加

に際しては、我が国の企業やユーザに対するメリットを明らかにすることとする。

特に、プロジェクトへのユーザやベンチャー等の中小企業の積極参加を促し、ユ

ーザ等の発想・アイデアを最大限活用することが重要である。 

b）  場所等 

５Ｇの社会実装には、技術的検討だけでなく、社会的検討も不可欠であり、プ

ロジェクトを通じて、地域住民等の社会的受容性の醸成を目指すことも必要であ

る。 

c） 実証内容、成果の活用等 

ITUや3GPP等での国際標準化が期待される技術、我が国の企業等が優位性

を持つ技術について開発や実証に積極的に取り組む。その際、これまで、総務

省のプロジェクトで取り組んできた技術等は、できるだけ活用する。 

また、プロジェクトにおいては、技術の開発・実証だけでなく、サービスやアプリ

ケーションも重視する。さらに、プロジェクトで得られた成果やデータについては、

戦略性を持ちつつ、最大限有効活用する。 

d）  リソース 

我が国の企業や組織の国際競争力強化が期待される取組など必要性が認め

られる取組については、国のリソース（予算等）の活用を図る。ただし、持続的な

発展を確保するためにも、企業や組織による積極的なコミットメントも求めること

が重要である。 

次世代モバイルサービス実現プロジェクトを効果的に推進し、世界からも注目

されるような成果を出すためにも、図２－３－46 に示すとおり、 

・戦略的な研究開発・実証 

・ビジネス展開を見据えた環境整備（周波数帯の確保、制度整備等） 

・地域活性化等に資する地方への展開 

・国際標準化・国際展開 

の方策を一体的・総合的に進めることが重要である。 
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図２－３－46 プロジェクトの総合的推進方策 

 

③ 研究開発・実証の推進方策 

５Ｇの実現に向けては、キーテクノロジーの確立と実フィールドにおける実証試

験を加速させることが必要であり、プロジェクト推進に必要な要素技術に重点化し

た研究開発や総合的な実証試験を推進することが必要である。 

また、プロジェクトを推進するに当たっては、我が国の技術やシステムを積極的

に国際展開できるよう、諸外国（政府、企業、研究機関等）との戦略的なパートナ

ーシップを構築し、研究開発、実証等を推進することも重要である。平成 27 年

（2015 年）５月に欧州との間で締結した「次世代通信ネットワーク（５Ｇ）を巡る戦略

的協力に関する共同宣言」を踏まえた国際研究開発等を通じて二国間の連携を

強化し、大きな市場を有する国・地域等への拡大を目指すことが適当である（図２

－３－47 参照）。 

ビジネス展開を見据えた環境整備

●技術開発だけでなく制度整備も併せて推進

●国際的な調和、社会実装の容易性等に留意

した周波数帯の確保

●5GMFと多様な業種との連携

（IoT推進コンソーシアムとの連携等）

●安全・安心な利用環境整備、リテラシーの向上

戦略的な研究開発・実証

●キーテクノロジーに重点化した研究開発の推進

●研究開発、実証等における諸外国との戦略的

連携（※日EU間の5G協力に関する共同宣言（2015年5月）

のような取組の拡大）

国際標準化・国際展開

●５ＧＭＦ関係者など産学官が連携した戦略

的な国際標準化・国際展開

●複数技術、あるいは技術とサービスを連携

させた総合的なシステムの国際展開

地域活性化等に資する地方への展開

●多様な関係者が参加できるオープンテスト

ベッドを東京だけでなく地方にも整備

●ハードだけでなくソフトにも積極的に取り組

み、地域活性化や地方創生にも寄与

ウルトラブロード
バンドプロジェクト

ワイヤレスIoT
プロジェクト

次世代ITS
プロジェクト

・超高速同時配信

・ワイヤレス臨場感

・高性能イメージセンサー

・ﾜｲﾔﾚｽﾈｯﾄﾜｰｸ融合

・大多数同時接続

・ﾜｲﾔﾚｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

・次世代「Connected Car」実現

・超低遅延車車間通信

・高速移動体向け超高速通信

次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進

ユーザ参加型でのプロジェクトの推進
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図２－３－47 研究開発・実証の推進方策 

 

④ 環境整備方策 

(ア) ５Ｇ実現に向けた周波数確保 

【電波政策ビジョン懇談会における目標】 

平成 26 年（2014 年）12 月に公表された「電波政策ビジョン懇談会 最終報告

書」において、世界最先端のワイヤレス立国の実現・維持の観点から移動通信

のデータトラヒック量増加や IoT 等の新たなサービスの普及、無線 LAN(Wi-Fi)の

利用拡大、東京五輪対応等を考慮し、携帯電話等の移動通信システム用周波

数の確保目標を下記のとおり見直した（図２－３－48 参照）。1 

・6GHz 以下：公共業務システム等との周波数共用を一層進め、2020 年までに

2700MHz 幅程度の周波数幅を、携帯電話や無線 LAN 等の移動通信システム

用の周波数帯として確保 2 

・6GHz 以上の周波数帯：8.4GHz 帯～80GHz 帯のうち、計約 23GHz 幅を対象とし

て検討し、諸外国の動向等を踏まえつつ、利用技術の研究開発や国際標準化

を推進する 3 

                                                
 
1 移動通信のトラヒック増に対応するためには、周波数確保とともに、効率のよい通信方式の採用、通

信エリアの小ゾーン化による通信容量の拡大、効果的な周波数共用を可能とする技術やルールの確

立が必要となる。 
2 検討対象とする周波数帯は、携帯電話用は 1.7GHz 帯/2.3GHz 帯/2.6GHz 帯/3.5GHz 帯/4GHz 帯

/4.5GHz 帯、無線 LAN 用は 5.3GHz 帯/5.4GHz 帯/5.8GHz 帯とされている。 

モデル名 主な要素技術

ウ
ル
ト
ラ
B
B

超高速同時配信モデル

無線・光統合制御無線アクセス技術、

グループモビリティ技術、

マルチバンドアンテナ技術、

仮想化ネットワーク技術

ワイヤレス臨場感モデル

超高帯域超多素子アンテナ技術、

Massive MIMO技術、

エッジコンピューティング基地局制御技術

高性能イメージセンサー

モデル

コンテンション方式無線アクセス技術、

Massive MIMO技術、

狭空間周波数有効利用技術、

ミリ波／テラヘルツ波帯測定技術

ワ
イ
ヤ
レ
ス

I
o
T

ワイヤレスネットワーク

融合モデル

ヘテロジニアスネットワーク技術、

仮想化ネットワーク技術、

ビッグデータ・AI解析技術

大多数同時接続モデル
小型アンテナ技術、

多数接続対応ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

ワイヤレスプラットフォーム

モデル

ヘテロジニアスネットワーク技術、

ｻｲﾊﾞｰ攻撃による不正通信の検知抑制技術

次
世
代
I
T
S

次世代「Connected Car」
実現モデル

高速マルチエージェント技術、

エッジコンピューティング基地局制御技術、

ビッグデータ・AI解析技術

超低遅延車車間通信

モデル

コンテンション方式無線アクセス技術、

コヒーレントレーダー技術、

高精度位置推定技術

高速移動体向け

超高速通信モデル

多層セル連携制御技術、

ミリ波帯大容量バックホール技術、

仮想化ネットワーク技術

●左記に掲げるような、プロジェクト推進に必要な

要素技術に重点化した研究開発を推進

●諸外国（政府、企業、研究機関等）との戦略的

なパートナーシップを構築し、研究開発、実証等

を推進。

例えば、平成27年5月に欧州との間で締結した

「次世代通信ネットワーク（５Ｇ）を巡る戦略的

協力に関する共同宣言」のような取組を拡大。
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図２－３－48 移動通信システム用周波数の確保目標の見直し 

 

【今後の目標】 

携帯電話等の移動通信システムは、市場がグローバル化していることから、

諸外国における周波数の割当状況等を考慮して周波数の確保を行うことが必要

である。移動通信技術は ITU、３GPP 等の場において標準化が行われており、概

ね 10 年毎に大きく世代が変わってきている。現在は、2010 年代から導入が進む

3.9 世代（ＬＴＥ）の全国的普及が進むとともに、3.5GHz 帯等を活用した第４世代

移動通信システム（４Ｇ）のサービス 4が開始されつつあり、今後数年間について

第４世代移動通信システムの高度化が進められていることとなる。さらに、第５世

代移動通信システム（５Ｇ）について 2020 年の実現を目指して取組が進められて

いるところである。 

このため、2020 年に向けた周波数確保の取組としては、４Ｇの高度化に向け

て 3GPP の国際標準バンドの中から周波数の確保を進めていくとともに、５Ｇの

2020 年の実現に向けて利用周波数帯の国際的調和を確保しつつ、関係業界が

デバイス開発等の研究開発に着手しリソースを集中できるようにするため、早期

に確実な利用が見込める周波数を検討し提示していくことが必要である。 

さらに、携帯電話事業者においては、従来からモバイルデータトラヒックの増

大に対応するための周波数有効利用技術の導入を進めてきているが、2020 年

のＩoT時代に向けて、更なる高度な周波数有効利用技術の研究開発が必要であ

                                                                                                                                          
 
3 諸外国の動向等を踏まえつつ、検討対象とする周波数帯である 8.4GHz/14GHz 帯/28GHz 帯

/40GHz 帯/48GHz 帯/70GHz 帯/80GHz 帯の中から検討をすることとされている。 
4 周波数の異なる複数の通信波を束ねて高速通信を実現するキャリアアグリゲーション（CA）技術が導

入され、従来以上にダイナミックに周波数が利用されるようになっている。 
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る。限られた研究開発リソースを効果的・効率的に活用すべく、プロジェクトを積

極的に推進するとともに、周波数有効利用技術の早期確立と国際標準化活動を

進める必要がある。 

 

＜４Ｇの高度化に向けて利用が想定される周波数帯＞ 

3GPP の国際標準バンドのうち、我が国で現在携帯電話等に使用されていな

い周波数帯には既存の無線システムが存在するため、当該既存システムを移動

通信システム向けに割り当てるために、他業務の無線局との周波数共用又は無

線局の移行、周波数再編等を進めることが必要である。 

具体的には、当面の間、移動通信システム向けの割当てに関して既存業務と

の周波数共用、再編の促進に関する要望のある 1.7GHz 帯、2.3GHz 帯、2.6GHz

帯、3.4GHz 帯について、移動通信システムへの割当てに向けて下記の検討を推

進することが適当である（図２－３－49 参照）。 

・1.7GHz 帯、2.3GHz 帯：移動通信システム向けの周波数割当てを可能とするた

めに、公共業務用無線局を含めた周波数共用や再編について検討を推進す

る。 

・2.6GHz帯：次期衛星移動通信システム等を検討する際に、移動通信システムと

の周波数共用の可能性について技術的な観点から検討を推進する。 

・3.4GHz 帯：既存無線局は最長で平成 34年（2022年）11月までに周波数移行を

することとされているが、移行を早期に進める観点から終了促進措置の活用等

を含めた検討を推進する。 

なお、移動通信技術の継続的発展に伴い、４Ｇの高度化の進展により５Ｇへつ

ながっていく可能性が指摘されるとともに、５Ｇシステムは４Ｇなどのために従来

から移動通信システム向けに割り当てられた周波数帯と新たな周波数帯を組み

合わせながら構築・運用されることが想定されていることに留意した上で検討を

進める必要がある。 

また、今後、移動通信システムと他業務の間で周波数共用を行う場合、事前

調整プロセスが複雑となる可能性があるため、事前調整を効率的かつ確実に実

施するための具体的な方策、スキームの構築について検討を推進することが適

当である。 
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図２－３－49 「既存業務の周波数共用、再編の促進」に関係する主な意見の概要 

 

＜５Ｇの実現に向けて利用が想定される周波数帯＞ 

５Ｇについては、現在携帯電話等に広く利用されている UHF 帯からミリ波帯ま

での複数の周波数帯の電波を組み合わせた利用を念頭に、幅広い周波数帯の

確保を検討することが必要である。WRC-19において、IMT用追加周波数帯の特

定のための調整が実施される予定であり、国際的協調の下で戦略的にこれに対

応していく必要がある。 

WRC-15 においては、IMT 用周波数の特定は限定的なものに留まっており、

WRC-19 における IMT 用周波数の特定については、議題で対象とされている周

波数の範囲内に限定して進められることが既に決定されている 5。2020 年の５Ｇ

実現に向けた周波数帯については早期に確定していくことが重要であるため、５

Ｇ用周波数需要に関して同じ意識を共有する主要国との間で様々な形で国際的

な連携・協調を進めることにより、我が国の 2020年の５Ｇの実現に向けて利用が

想定される周波数帯について下記のとおり検討を進めていくことが重要である。 

 

                                                
 
5 24.25-27.5 GHz,37-40.5 GHz, 42.5-43.5 GHz, 45.5-47 GHz, 47.2-50.2 GHz, 50.4-52.6 

GHz, 66-76 GHz and 81-86 GHz, 31.8-33.4 GHz, 40.5-42.5 GHz and 47-47.2 GHz の範囲

内 
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a）   WRC-19 で IMT-2020 の検討対象とされた周波数帯（24.25GHz～86GHz （11 バ

ンド））： 

国際的調和を確保し、研究開発の状況及び既存システムとの周波数共用検討

の状況を踏まえて、十分な帯域幅の移動通信システム用の周波数帯を確保する

（図２－３－50 参照）。 

 

 
図２－３－50 WRC-19 における IMT 候補周波数（6GHz 以上） 

 

b）   6GHz 帯以下の周波数帯（3.6-4.2GHz、4.4-4.9GHz）： 

５Ｇ実現に向けて、カバレッジ等において特長を有する 6GHz 帯以下の周波数     

帯も利用可能とする観点から、国際的調和、機器調達の見込み、既存システムと

の周波数共用検討の状況を踏まえつつ検討を推進する。 

その際、3.6GHz-3.8GHz 帯は 3GPP バンドであり一部は米国等で IMT 特定もさ

れているが、国内の衛星通信システムとの共用が必要であること、4.4GHz-4.9GHz

帯については、国内における周波数確保を検討するとともに、一層の国際的調和

や連携を推進することが望ましいこと等についても留意しつつ検討を推進する。 

 

 

c）   米国等で具体的な検討が進んでいる周波数帯（27.5-29.5GHz）： 

米国 6及び韓国 7等において５Ｇのモバイル・ブロードバンド実現に向けた候補周

波数帯として具体的な検討が進んでいることを踏まえ、国際的調和を図りつつ、５Ｇ

                                                
 
6 米国連邦通信委員会（FCC）が５Ｇ用周波数の確保も念頭に 24GHz 以上のミリ波帯の利用に関

する検討を推進。平成 27年（2015年）10 月に発表された意見公募（NPRM）において、 28GHz

帯（27.5-28.35GHｚ）及び 37-40GHz 帯等が有力な周波数帯として挙げられている。 
7 韓国は 28GHz帯を用いた５Ｇの実証について、平成 30 年（2018 年）平昌オリンピックに向

けて検討を行っている。 
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の早期実現に向けて、研究開発の状況及び幅広い帯域の確保の可能性等を踏ま

えて検討を推進する。 

この際、５Ｇ周波数帯に係る国際的調和を進めるため、諸外国の関係者と官民の

様々なレベルで連携しつつ下記のような対応を積極的に推進していくことが必要であ

る。 

 ・ITU、3GPP、APG(APT Conference Preparatory Group for WRC)といった国際的標

準化や多国間の国際会議の場を重視し、戦略的・効果的に対応するとともに、二

国間の政策対話など様々な意見交換・協力の機会も積極的に活用しつつ、国際

的連携を進める。 

 ・WRC-19 で検討対象とされた周波数について、APG 等の場も活用しつつ、アジア・

太平洋地域（ITU における Region 3）諸国との協力を十分意識し、国際的連携を推

進する。 

 ・5GMF などの民間主導の推進団体間の情報交換や協力・連携の場も積極的に活

用する。また、例えばモバイル・ワールド・コングレス（MWC）など、モバイルに関す

る民間主導の国際的なイベントの場なども活用して、我が国における官民連携し

た取組を発信して、戦略的な仲間づくりを進める。 

なお、a)、c)などで検討される予定の 24GHz帯以上のミリ波帯等の周波数帯につい

ては、従来から移動通信システム向けに割り当てられている周波数帯に比べて高い

周波数帯となることから、国際的動向も踏まえつつ周波数の特性 8を十分に踏まえた

上で、今後開設計画の認定や無線局免許について検討を進めていくことが望ましい

と考えられる。 

 

＜無線 LAN の周波数帯＞ 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会等を見据え、無線 LAN のつながりや

すさを確保する観点から、5GHz 帯無線 LAN についてＩＴＵ等の国際機関や主要

国における検討等も踏まえつつ、他の既存業務との周波数共用条件の検討を促

進する必要がある。 

特に、従来屋内利用のみ認められていた 5.2GHz 及び 5.3GHz 帯（5.15GHz 帯

-5.35GHz）については、国際動向等を踏まえ、屋外利用に関する他業務との周

波数共用を推進していくこととすることが適当である。 

                                                
 
8 従来から移動通信システム向けに割り当てられている周波数帯に比べて伝達できる情報量が

大きい一方直進性が強く障害物に弱い等の性質を有することから、移動通信システム向けに用

いる場合には比較的小さいエリアを対象としてスポット的な大容量通信環境の構築用に用い

られる可能性がある。 
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また、5GHz 帯（免許不要帯域）については、無線 LAN のつながりやすさを確

保していくことが重要であるが、携帯電話で用いられる LTE 方式を利用する技術

（LAA/LTE-U, Multefire) の開発等も行われていることから、国内の無線 LAN

等の既存システムへの影響を十分考慮しつつ国際的な動向を注視していく必要

がある（図２－３－51 参照）。 

 

 

図２－３－51 無線ＬＡＮ用周波数帯の拡張 

(イ) 周波数有効利用技術の研究開発 

携帯電話事業者においては、従来からモバイルデータトラヒックの増大に対応

するための周波数有効利用技術の導入を進めてきているが、2020年の IoT時代

に向けて、更なる高度な周波数有効利用技術の研究開発が必要である。 

限られた研究開発リソースを効果的・効率的に活用すべく、「モバイルサービ

スタスクフォース」（及び「ワイヤレスビジネスタスクフォース」）で検討を行ってい

る具体的なプロジェクトを積極的に推進することが重要である。 

国際的にも調和した周波数の有効利用を進めていくために、周波数有効利用

技術をどのように早期に確立し、国際標準化活動を進めるか検討する必要があ

る（図２－３－52 参照）。 
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図２－３－52 周波数有効利用技術の研究開発 

(ウ) その他 

多くのユーザに支持されるモバイルサービスの実現のためには、技術と制度

の側面からの検討が重要であり、環境整備方策の一環として、技術開発だけで

なく制度整備も併せて推進していくことが適当である。 

例えば、次世代ＩＴＳについては、「Connected Car」の社会実装・普及を加速化

させるため、技術の開発・実証に加えて、以下のような制度面での検討も早急に

実施する必要がある。 

・700MHz 帯高度道路交通システムの高度化、普及促進策 

・5.8GHz 帯狭域通信システム（DSRC）の高度化 

また、実証実験を行う場合には、特区等も適宜活用し、スピード感を持ってプ

ロジェクトを進めることが重要である。 

さらに、前述のとおり、５Ｇ時代における新たな産業構造に的確に対応するた

めには、ICT 業界にとどまらず、幅広い産業界とのパートナーシップを検討する

必要がある。そこで、例えば、5GMF 関係者が積極的に他業種の関係者にアウト

リーチしていく機会を増やすべきである。 

様々な分野の関係者が参加している IoT 推進コンソーシアム等との連携を強

化することも有効と考えられる。 

また、他分野との連携促進のため、分野間や関係者間でのデータ流通・利活

用（オープンデータ化等）を強化することは極めて重要であり、プロジェクト等の

携帯電話事業者において導入を進める周波数有効利用のための新技術例

（出典：NTTドコモ、ソフトバンクヒアリング資料より）

更なる周波数利用技術の研究開発

総合的な技術実証実験産学官連携した戦略的研究開発
国際的な連携の強化

・国際標準化
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実施に際して、データの共有や流通等についての一定のルールを設けることな

どを検討すべきである。 

このような取組を通じ、安全・安心な利用環境を構築するとともに、リテラシー

の向上を図っていくべきである。 

 
⑤ 地方への展開方策 

５Ｇをいろいろな分野で、多くのユーザに利用してもらうためには、前述のとおり、

５Ｇの発展が、我が国の地域の活性化・地方創生に貢献するかどうかという視点

が極めて重要である。 

そこで、ユーザ参加促進によるユーザニーズの反映、地域バランスや地域特性

に配慮した実施場所の検討、データの相互利用やオープン性の確保等の前提条

件を確保しつつ、平成 29 年度（2017 年度）から、オープンなテストベッドの構築を

含め、５Ｇの総合実証試験を東京だけでなく地方都市を含め先行的に実施すべき

である。 

その際には、ICT 関係者だけでなく、異業種分野の関係者、サービスやアプリケ

ーションの専門家、大学、研究機関、地方企業、外国企業の関係者など参加者の

オープン性を確保しつつ、ユーザをはじめとする多くの者が多様なアイデアを持ち

寄れる場の実現を目指す必要がある。さらに、先進的なワイヤレス技術の開発・

実証に加えて、サービスやアプリケーションの検証、社会的受容性の検証等も併

せて実施することが重要である。 

このような取組を通じて、イノベーションの創出、地域の活性化、地域における

人材の育成、社会的課題の解決等に貢献するとともに、2020 年の東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会における技術的ショーケースとして、我が国の取組を世

界に発信すべきである（図２－３－53 参照）。 
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図２－３－53 地方への展開方策 

 

⑥ 国際標準化・国際展開方策 

ワイヤレスの分野において、年々国際競争が激化する中、国際競争において勝

ち残っていくためには、我が国の「強み」を活かし「弱み」をカバーするためのツー

ルとして国際標準という仕組みを戦略的に活用することや各国のニーズに合わせ

たスペックのシステムをいかに合理的なコストで提供できるかどうかが重要となっ

てくる。 

国際標準化の推進に当たっては、5GMF の関係者など官民で連携して戦略的に

国際標準化を推進することが必要である。特に、市場規模、スピード感等を考慮し、

「競争」すべき部分と「協調」すべき部分を明確にしたうえで、諸外国と連携／競争

に戦略的に取り組んでいくことが重要である。 

さらに、国際展開に当たっては、5GMF の関係者、アプリ／サービスの専門家、

ビジネスの専門家など官民の関係者を結集して、海外のニーズにあったシステム

を国際展開していくことが重要である。これらの国際標準化活動と国際展開は戦

略的に連携して一体となった取組として進めて行くことが重要である（図２－３－54

参照）。 

総合的な実証試験環境

 最先端の周波数有効利用技術の研究開発
 先進的ワイヤレス技術・サービスの技術実証
 ユーザによるアプリケーション開発
 地方の若者がアイデアを持ち寄れる場の提供
 社会的課題の解決に向けた社会実証 等

東京オリンピック・パラリンピック
技術ショーケース社会的課題の解決地域活性化イノベーション創出

通信事業者
・メーカ

大学・
研究機関

異業種分野
ユーザ

サービス・
アプリケーション

技術者

地域バランスに
配慮した実施場所

様々な電波環境下で
の実証

ユーザ参加促進による
ユーザニーズの反映

参加者のオープン性
確保

取得データの相互利用、
オープン性確保

前提条件

人材育成

外国企業・
研究機関

地方企業・
研究機関

東京ほか複数地域での実施

地方の若者への場の提供を通じ
たワイヤレス人材育成
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図２－３－54 国際標準化・国際展開方策 

 

⑦ プロジェクト推進のためのロードマップ 

2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会を一里塚として、その後も見

据えたロードマップの策定を行った（図２－３－55 参照）。 

本ロードマップの中では、次世代モバイルサービス実現プロジェクトをコアとして、

5GMF や IoT 推進コンソーシアムにおける活動や各種研究開発・標準化活動と連

動させて実施していくこととしている。 

平成 29年（2017年）には、具体的利活用モデルを想定した必要な技術開発を推

進するとともに、ユーザを巻き込んだ総合実証に向けた環境整備を行うこととして

いる。 

また、これらの取組をベースとして、平成 29年度（2017年度）中にはユーザや他

分野の関係者を巻き込んだシステム総合実証を東京及び地方で行うこととし、そ

の際には、分野間や関係者間のデータ流通・利活用を促進することが極めて重要

である。その後、関係者間の緊密な連携の下、実システムへの導入準備や仕様へ

の反映、制度整備、インフラ整備等を進め、2020 年には、５Ｇを活用した世界最先

端のワイヤレス環境が実現できるよう取り組んでいくこととしている。 

 

知財分野等での競争力強化

・5Gの要求条件
・5Gの無線インタフェースの

提案募集・評価
・5Gの勧告策定
・周波数共用検討 等

・5Gの基本仕様の策定
（リリース15）

・5Gのフルスペックの策定
（リリース16） 等

海外ビジネス展開 グローバル人材の育成 国際貢献
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図２－３－55 プロジェクト推進のためのロードマップ 

 

最後に、これまで述べてきた「次世代モバイルサービス実現プロジェクト」の総合

推進方策とそれにより期待される成果について、図２－３－56 に示した。 

次世代モバイルサービス実現プロジェクトをユーザ参加型で推進し、併せて戦

略的な研究開発・実証、ビジネス展開を見据えた環境整備、地域活性化等に資す

る地方への展開、国際標準化・国際展開を推進することで、様々な利活用分野に

おいて、波及効果が得られることが期待される。その際、ソフトウェア、アプリケー

ション、オープンデータの３本の横串を通すことにより、利活用分野間の連携が促

進され、イノベーションが生まれるものと考えられる。また、ユーザからのフィードバ

ックに基づく高速 PDCA サイクルを併せて推進していくことで、５Ｇ時代における新

たな価値の創造、社会が抱える課題の解決等につながっていくことが期待される。 
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図２－３－56 プロジェクト推進による新たな価値の創造 

  

利活用分野（Verticals）間の連携、ユーザからのフィードバックに基づく高速PDCAサイクルの実施等により、新たな価値を創造

ウルトラブロード
バンドプロジェクト

ワイヤレスIoT
プロジェクト

次世代ITS
プロジェクト

次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進

ビジネス展開を見据えた環境整備戦略的な研究開発・実証

国際標準化・国際展開地域活性化等に資する地方への展開

ユーザー参加型で推進

④医療（健康、介護） ⑥小売り（金融、決済）⑤スマートハウス／ライフ
（日用品、通信等）

⑦農林水産業

⑧スマートシティ／スマートエリア
（施工管理・メンテナンス等）

⑨交通（移動、物流等）

②エンターテインメント
（ゲーム、観光等）

♪

③オフィス／ワークプレイス

①スポーツ（フィットネス等） オープンデータ

ソフトウェア

アプリケーション

ビジネス
投 資社会（地域）国際展開

制 度
ICTの進化スピードに的確
に対応 等

多様な新規ビジネス開拓
に向けた企業連携 等

投資家の参加、ベンチャー
創出 等

地方創生、高齢化など地域
が抱える課題の解決 等

国際標準の獲得、海外
市場の獲得 等

A
A

P
P C

CD
D

A
A

P
P C

CD
D

A
A

P
P C

CD
D

A
A

P
P C

CD
D

A
A

P
P C

CD
D



116 
 

４．総合的推進方策 

これまで、ワイヤレスビジネスの成長・国際展開の推進方策及び新たなモバイル

サービスの推進方策について検討を行ってきた。これら２つの推進方策においては、

2020 年の社会を支えるワイヤレスサービスとして、(1)ウルトラブロードバンド、(2)ワ

イヤレス IoT、(3)次世代 ITS、(4)安心・安全ワイヤレス、(5)ワイヤレス新市場の５つ

の分野を特定した上で、５分野のワイヤレスサービスを実現するための総合的推進

方策は、以下に示す２つの具体的アクションとしてまとめることができる。 

 

（１） 次世代モバイルサービスアクション 

５Ｇ及び次世代 ITS がもたらす新ビジネス・新市場を創出するため、以下の４つ

の方策を実行する必要がある。 

① 先行的モデルシステムの実現 

利活用シーンを想定した先行的モデルシステム（ワイヤレス臨場感、次世代

Connected Car 等）の実現に向け、要素技術に関する研究開発、実証を推進す

る。 

② ５Ｇテストベッドの展開 

平成 29 年（2017 年）より５Ｇテストベッドを展開することにより、ユーザー参加

型のオープンな次世代ワイヤレスサービスの創出環境を提供する。東京だけで

なく地方都市にも整備することにより、地域活性化や地方創生にも寄与する。 

③ グローバルな周波数の確保 

５Ｇ用周波数について、国際標準バンドに加えて、５Ｇを先行的に推進する主

要諸国と協調することにより、周波数確保を推進する。無線 LAN 用周波数につ

いても、拡充に向けた検討を推進する。 

④ 国際協調の推進 

外国との戦略的パートナーシップ等により、官民が連携して国際標準化を推

進する。 
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（２） 海外市場開拓アクション 

日本が強みを有する安心・安全ワイヤレス技術の海外展開を推進するため、以

下の３つの方策を実行する必要がある。 

① 安心・安全ワイヤレスサービスの国内外普及 

レーダー、リニアセル・センサーネットサーク及び電波監視システムについて、

国内におけるサービスの実用化及び海外におけるシステムの展開を図る。 

② ワイヤレス海外新市場の創出 

ワイヤレス電力伝送、小型無人機及び航空宇宙ビジネスについて、今後見

込まれる海外新市場への日本のワイヤレス技術の導入に向け、重点的に国際

標準化、研究開発等を推進する。 

③ 電波システム海外展開プロジェクトの推進 

電波システムをパッケージによりアジア地域に展開するためのプロジェクトと

して、（１）電波監視システムプロジェクト、（２）気象・防災システムプロジェクト、

（３）交通システムプロジェクト（空港・鉄道等）の３つの海外展開プロジェクトを創

設する。 

図２－４－１に示すとおり、５分野のワイヤレスサービスの実現を推進することに

よって、我が国の人々の生活の豊かさや利便性の向上、ワイヤレス新ビジネス、

新産業の創出、ワイヤレス産業の国際競争力強化、安心・安全な社会の実現など、

本章において掲げてきた目標を着実に達成する必要がある。そのためには、研究

開発、テストベッドで実施される実証試験、海外展開プロジェクトなどにおいて、産

業界、大学等の我が国研究機関からの参画を促進し、産学官が一体となって、上

記の２つの具体的アクションを早急かつ強力に実行に移していくことが必要不可

欠である。 
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図２－４－１ 総合的推進方策 
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第３章 制度見直しの方向性 

 電波は、有限希少な国民共有の財産であり、有効に活用されることが重要である

ことから、これまでも電波法に基づき、電波の適切な利用を確保するために必要とな

る電波の監理・監督が行われてきた。 

無線通信への需要が拡大し、電波が様々な社会的課題の解決や新たなイノベー

ションの加速において重要な役割を担っていくことが期待されていることから、進展す

る無線技術を活用しつつ、有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう、電波に

関する制度の適時・適切な見直しが必要である。 

本懇談会では、こうした電波に関する制度に関して、制度ワーキンググループを設

置し、IoT（Internet of Things）時代に相応しい電波利用料制度や電波の監理・監督に

関する制度の在り方について、より専門的な観点から検討を行ってきた。 

具体的には、制度ワーキンググループでは、平成 28 年（2016 年）２月から 12 回の

会合を開催し、その間、電波政策 2020 懇談会として実施した意見募集において、制

度に関する検討項目に対し 406 件の意見提出があったほか、携帯電話事業者、放送

事業者、地方自治体等の主要免許人・意見提出者の 17 者からヒアリングを実施する

とともに、３名の構成員からプレゼンテーションがあったところである。これらを通じて、

電波利用に関わる様々な者・団体からの意見聴取に努め、幅広い視点から議論を行

ってきたところである。 

本章は、これらの議論の結果を最終的に取りまとめたものである。 

なお、電波利用料制度は３年毎の見直しを原則としているが、今後の電波利用の

進展や無線通信分野の技術革新等をにらみながら、また、本報告書を踏まえて見直

しを行った制度に対する、社会への貢献という観点での評価や、民間の予見可能性

に配慮した投資効果の検証等も実施することにより、３年毎という原則にとらわれるこ

となく、適切なタイミングにおいて、電波利用料制度をはじめとする電波に関する制度

を柔軟に見直していくことが必要である。 
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１．電波利用料の見直しに関する基本方針 

（１）電波利用料制度の概要 
 
① 電波利用料制度の概要 

電波行政は、無線局の免許、無線設備の技術基準適合証明等によって電波の規

律・監督を行い、もって電波の公平且つ能率的な利用を確保するものであるが、混信

や妨害の発生可能性や資源としての有限性等電波固有の性格から、免許人又は登

録人（以下「免許人等」という）による安定的な電波利用の確保や、急増する電波利

用ニーズへの対応のために、電波の監視、無線局データベースの管理、電波資源拡

大のための研究開発、無線通信の技術基準策定のための試験事務、電波利用可能

エリアの整備支援等の継続的な行政事務が必要となっている。 

これらの行政事務は、混信や妨害の排除、免許事務の効率化、周波数ひっ迫対策、

周波数利用機会の拡大等に資するものであり、免許人等がその効果を享受するもの

である。また、電波利用については、電波資源の有限性から免許人等の電波利用が

他の者の電波利用の機会を排除する特殊性があり、免許人等の安定的な電波利用

の確保等のために行われるこれらの行政事務に要する費用については、費用負担

の公平性の観点から、電波利用料として免許人等が負担することとされている（図３

－１－１参照）。 

 電波利用料の法的性格は、電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全

体の受益を直接の目的として行う事務（電波利用共益事務）の処理に要する費用を、

当該事務の受益者である免許人等全体で負担する特殊な負担金である。また、電波

利用料は、役務の提供に要する行政コストを徴収するものであるという点において、

いわば広義の手数料というべきものである。役務の提供が、特定の免許人等を対象

とせず、免許人等全体のために行われるものである点において、特定人に対して提

供される役務の反対給付として徴収される一般の手数料とは性格を異にする。 

なお、電波利用共益事務の内容（電波利用料の使途）は、電波の適正な利用の確

保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務として、電波法

（以下「法」という。）第 103 条の２第４項に限定列挙されている。 

さらに、受益者負担金の趣旨に鑑み、電波利用料収入の使途の特定（特定財源化）

及びこれを担保する過年度調整条項が、法第 103 条の３第１項及び第２項にそれぞ

れ規定されている。 

免許人等が納付する電波利用料の年額は、法第 103条の２第１項から第 16項（第
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４項を除く）及び別表第６から第８に規定されている。料額は３年を１期間として、その

期間に必要と見込まれる電波利用共益費用を、同期間中に見込まれる無線局で公

平に負担するものとして算出されたものである。 

電波利用料の納付方法は、法第 103 条の２第 17 項から第 45 項に規定されている。

具体的な納付方法として、金融機関の窓口での納付、金融機関の口座振替、電子納

付、コンビニエンスストアへの納付委託制度等が設けられている。 

なお、電波利用共益事務の必要性や妥当性について免許人等に説明し、理解を

得ることを目的に、電波利用共益事務の実施状況に関する資料を公表することが法

第 103 条の３第３項に規定されている。 

また、電波利用料制度は、法附則第 14 項に基づき、少なくとも３年毎に、当該制度

の施行状況について電波利用料の適正性の確保の観点から検討を行い、見直すこ

とが定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１ 電波利用料制度の概要 
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② 平成 26～28 年度における電波利用料制度の実施状況 

今期（平成 26～28 年度（2014～2016 年度）の３か年）における電波利用料制度に

ついては、平成25年（2013年）８月に電波利用料の見直しに関する検討会が取りまと

めた「電波利用料の見直しに関する基本方針」、平成 25 年（2013 年）12 月に総務省

が策定した「電波利用料の見直しに係る料額算定の具体化方針」を踏まえて、平成

26 年（2014 年）の第 186 回通常国会において電波法改正が行われた。 

今期の電波利用料制度の実施に当たっては、次のような見直しが行われた。 

 新規使途として民放ラジオ難聴解消支援事業の追加 

 下記を踏まえた料額の改定 

 携帯電話及び移動受信用地上基幹放送に新たに軽減係数を適用 

 周波数を稠密に利用する無線システムに対する上限額の設定 

 同報系デジタル防災行政無線、ホワイトスペースを活用するエリア放送の料

額の低廉化 

 災害時等において人命救助や災害救護等を目的に臨時に開設する無線局の

電波利用料の免除 

 広域専用電波に係る電波利用料の延納制度の導入 

このような見直しが行われた上で、今期の電波利用料制度が実施されているとこ

ろであるが、その実施状況は、以下の（ア）から（ウ）のとおりとなっている。 

 

（ア）今期の電波利用共益事務の実施状況 

今期における電波利用料の歳入予算及び歳出予算は表３－１－１に示すとおりと

なっている。 

 

表３－１－１ 今期における電波利用料の歳入予算及び歳出予算 

（単位：億円、明朝体文字は歳出の内訳） 

年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

歳入予算 695.0 701.6 716.0 

歳出予算 693.4 673.4 658.7 

電波監視の実施 65.2 63.0 63.0 

総合無線局監理システムの構築・運用 89.4 73.5 75.8 

パーソナル無線の終了対策 0.2 0.2 - 

電波資源拡大のための研究開発等 106.8 103.9 119.2 

電波の安全性の調査及び評価技術 7.7 6.5 6.5 
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標準電波の発射 5.1 4.3 4.3 

防災 ICT 整備事業 33.6 34.7 11.9 

携帯電話等エリア整備事業 15.0 12.3 12.6 

電波遮へい対策事業 19.5 20.0 30.1 

地上デジタル放送への円滑な移行のための

環境整備・支援 
298.0 300.6 284.3 

民放ラジオ難聴解消支援事業 11.8 14.5 10.1 

電波の安全性や適正利用に関するリテラシ

ーの向上 
2.1 1.6 1.2 

電波利用料制度に係る企画・立案 39.1 38.3 39.7 

 

平成 28 年度（2016 年度）の歳入予算及び歳出予算の内訳を円グラフにすると、図

３－１－２に示すとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－２ 平成 28 年度の電波利用料予算の歳入及び歳出の内訳 
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歳入予算の内訳として、負担額の大きい順に、携帯電話事業者が 450.8 億円

（62.9％）、BWA 事業者が 132.0 億円（18.4％）、放送事業者が 61.6 億円（8.6％）となっ

ている。一方、歳出予算の内訳として、予算額の大きい順に、地上デジタル放送総合

対策が 284.3 億円（43.2％）、研究開発等が 119.2 億円（18.1％）、総合無線局監理シ

ステムが 75.8 億円（11.5％）、電波監視が 63.0 億円（9.6％）となっている。なお、平成

13年度（2001年度）から歳出予算の大部分を占めていた地上デジタル放送総合対策

が今期をもってほぼ終了することとなっており、今期から次期にかけて、歳出予算の

構成が大きく変わる可能性が高くなっている。 

平成 26年度（2014年度）決算においては、歳入決算が 678.9億円、歳出決算が 664.4

億円となっている。なお、歳出決算 664.4 億円の内訳である平成 26 年度（2014 年度）

における電波利用共益事務の実施状況については、平成 28 年（2016 年）１月に総務

省が「平成 26 年度電波利用料の事務の実施状況」をホームページにおいて公表して

いる 9。 

 

（イ）今期の電波利用料の料額 

今期における電波利用料の料額は、法別表第６等に定められている。その概要は

表３－１－２のとおり、９つの免許区分の中で、無線局が使用する周波数帯、周波数

幅、空中線電力、地域により、小区分が設定され、料額が定められている。また、広

域専用電波を使用する無線局については、無線局単位と周波数幅単位とで料額が

定められている。 

具体的に、代表的な無線システムである携帯電話と地上デジタルテレビを例として

示す（図３－１－３参照）。携帯電話については、無線局単位では携帯端末（包括免

許局）１局あたり 200 円が、使用する周波数幅単位では 1MHz あたり約 6,217 万円が

徴収される。地上デジタルテレビについては、東京キー局の放送局であれば、１局で

約４億 1,962 万円が徴収される。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 電波利用ホームページ＞電波利用に関する制度＞電波利用料の事務の実施状況

http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/enforcement/index.htm 
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表３－１－２ 電波利用料額（平成 26～28 年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－３ 代表的な無線システムに係る電波利用料額（年額） 
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（ウ）今期の電波利用料の徴収の実施状況 

携帯電話等の広域専用電波を使用する無線局の無線局単位の電波利用料につ

いて、今期から周波数幅に応じた上限額を設定した（上限は 1MHz あたり 200 円×80

万局=1.6 億円）。平成 27 年（2015 年）10 月時点で、携帯電話事業者等５者（NTT ドコ

モ、KDDI、沖縄セルラー電話、ソフトバンク、Wireless City Planning）が既に上限額に

達している。 

なお、広域専用電波を使用する無線局の周波数幅単位の電波利用料について年

４期に分けて納付することを可能とした延納制度が今期から導入されており、平成 27

年度（2015 年度）は６者が同制度を利用している。 

 

③ 平成 29～31 年度に向けた電波利用料制度の見直しの観点 

前述のとおり、電波利用料制度は少なくとも３年毎に見直しを検討することが法律

により定められている。そのため、制度ワーキンググループにおいて、次期（平成 29

～31 年度（2017～2019 年度）の３か年）へ向けた電波利用料の見直しの基本方針を

取りまとめるために、次の（ア）及び（イ）の２つの観点から集中的な検討を行った。そ

れぞれの検討の結果については（２）及び（３）に後述する。 

 

（ア）電波利用共益事務の在り方 

５Ｇ、４Ｋ・８Ｋ等の日本が先行するイノベーティブな無線技術の実用化加速や、ひ

いては、それらによる東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功等の社会貢献

等に対する電波利用料による支援が期待される一方で、地上デジタル放送総合対策

等の終了に伴う負担減が見込まれることを踏まえ、次期の電波利用共益事務として

取り組むべき使途や歳出規模の在り方についてどのように考えるか。 

 

（イ）電波利用料額の見直しの在り方 

受益者である無線局免許人が公平に電波利用料を負担するという電波利用料制

度の趣旨を踏まえ、移動通信技術の高度化及び IoT の普及等、電波利用形態の進

展に対応し、電波利用料額の見直しはどうあるべきか。 
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④ 諸外国における電波利用料制度の現状 

主要な諸外国の多くにおいて、我が国の電波利用料制度に相当するものとして、

電波監理に係る行政コストや電波の利用の対価を無線局免許人等に対して賦課す

る制度が設けられている。 

日本の電波利用料制度は、電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局

全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用を、当該事務の受益者

である免許人等全体で負担するものであり、「費用ベース」と位置づけられる。 

一方、主要な諸外国の多くは、無線局免許人等から徴収する費用は、電波監理当

局による運営、行政サービス、周波数管理等に係る費用を回収、補填するためのも

の（費用ベース）と、周波数の経済的価値に対する対価と位置づけられるもの（経済

的価値）とに大別される。 

電波オークションは、後者の経済的価値に相当するものであるが、最近では、オー

クション対象ではない周波数についても、経済的価値に相当する料額を導入する動

きが、諸外国の中に見受けられる。 

費用ベースと経済的価値の２つの観点で、主要な４ヶ国の電波関連利用料の制度

と徴収額の現状を整理すると、表３－１－３に示すとおりとなる。10 

なお、諸外国においては、一般的に徴収された電波関連利用料の使途のうち、電

波監理等に係る事務については、行政コストを賄うために費用ベースで配分される。

一方で、経済的価値に相当する利用料収入は、国によってはその一部を使途を特定

した基金に繰り入れ、電波関連施策の実施に必要なコストの原資として使用するケー

スがある。 

 

  

                                                   
10  表３－１－３中の各国の徴収額について、為替レートは各年の年平均で計算。ただし

複数年にまたがる場合は、直近の年のレートで計算。平成 28 年（2016 年）以降について

は平成 28 年（2016 年）１月から５月までの平均のレートで計算。徴収額の欄において、

「年」については暦年、「年度」については各国の会計年度。 
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表３－１－３ 主要国の電波関連利用料の制度の現状 

国 電波監理当局 制度 制度概要 徴収額 

米国 
連邦通信委員

会（FCC） 

行政手数料 

（費用ベース） 

政策・規則の制定・執行、利用者への情

報提供、国際業務に係る費用を賄うた

め通信事業者等から徴収 

339.8 百万ドル 

（411 億円） 

2015 年度 

申請手数料 

（費用ベース） 

新規、更新の免許付与の業務に係る費

用を賄うため無線局免許人から徴収 

25 百万ドル 

（30 億円） 

2015 年度 

電波料 

（費用ベース） 

電波監理に係る費用を賄うため連邦政

府 47 機関から徴収 

34 百万ドル 

（39 億円） 

2016 年度 

オークション 

（経済的価値） 

周波数オークション（1.7/2.1GHz）の落札

金 

44,899.5 百万ドル 

（5 兆 4,337 億円） 

2015 年 

電波利用料 

（経済的価値） 

オークション非対象周波数に対し、国庫

収入確保を目的に、無線局免許人から

徴収（2017 年度予算教書にて提案） 

4,800 百万ドル 

（5,463 億円） 

2017～2026 年 

英国 
通信庁 

（Ofcom） 

無線電信免許料 

コストベース 

（費用ベース） 

周波数監理の費用を賄うため徴収（放

送等） 272.6 百万ポンド 

（505 億円） 

2014/2015 年度 
AIP 

（経済的価値） 

機会費用に基づき算定し、帯域幅、エリ

ア、共用、地理的立地に基づき賦課（業

務用無線、衛星通信等） 

オークション 

（経済的価値） 

周波数オークション（800MHz、2.6GHz）

の落札金 

2,368.3 百万ポンド 

（3,598 億円） 

2013 年 

年間免許料 

（経済的価値） 

国内外のオークション結果等を踏まえ

て、携帯電話用周波数の再免許から徴

収（2015 年 10 月から適用） 

199.6 百万ポンド 

（327 億円） 

2015/2016 年 

放送免許料 

（費用ベース） 

テレビ、ラジオに係る行政費用を賄うた

め、売上高等を勘案して放送事業者か

ら徴収 

16.7 百万ポンド 

（29 億円） 

2014 年 

ネットワーク・ 

サービス料 

（費用ベース） 

通信全般に係る行政費用を賄うため、

売上高等を勘案して通信事業者から徴

収 

34.2 百万ポンド 

（59 億円） 

2014 年 



129 
 

フラ

ンス 

全国周波数庁 

（ANFR） 

電子通信・郵

便規制機関 

（ARCEP） 

周波数管理料 

（費用ベース） 

電波監理業務に係る費用を賄うため、

無線局数、周波数幅等に応じて通信事

業者から徴収 

非公開 

周波数利用料（経済的価値） 

周波数使用料 

電波の使用料として、周波数幅等を考

慮して通信事業者から徴収 

240 百万ユーロ 

（324 億円） 

2015 年 

オークション 

携 帯 電 話 用 周 波 数 オ ー ク シ ョ ン

（700MHz）の落札金 

2,799 百万ユーロ 

（3,776 億円） 

2015 年 

携帯電話用 

周波数利用料 

携帯電話用周波数の使用料として、毎

年、売上高の 1％等を携帯電話事業者

から徴収 

 

韓国 
放送通信委員

会（KCC） 

電波使用料 

（費用ベース） 

電波監理、電波関連分野の振興に係る

費用を賄うため、局種等に応じて、無線

局免許人から徴収 

2880 億ウォン 

（219 億円） 

2010 年 

周波数割当料（経済的価値） 

オークション 

周波数オークション（1.8/2.6GHz）の落札

金 

24,289 億ウォン 

（2,157 億円） 

2013 年 

周波数割当 

代価 

売上高等を勘案して基幹通信事業者か

ら徴収 

56,156 億ウォン 

（4,987 億円） 

2001～2013 年 
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（２）電波利用共益事務の在り方 

電波は、スマートフォンの急速な普及により極めて多数の利用者に多様なサービ

スを提供したり、災害時の重要な通信の確保や情報提供の手段として活用されたり

するなど、国民生活において欠くことのできない、公共性の高い社会インフラとなって

いる。また、様々な分野において電波が利用されることにより、社会的課題を解決し、

新たなイノベーションを加速する上で重要な役割を担うものとなっている。 

電波利用共益事務の在り方を検討するに当たっては、電波利用料が、電波の適

正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要

する費用を、その受益者である無線局免許人が公平に負担するものであるという現

行制度の趣旨を踏まえつつ、電波の果たす役割がより重要になり、かつ、電波がより

生活に身近な存在になってきたことを考慮することが必要である。 

具体的には、次期における電波利用共益事務の範囲や電波利用料の使途につい

ては、次のような電波利用の課題や社会的課題に応えることにも留意しつつ検討を

行った。 

 第５世代移動通信システム（５Ｇ）、超高精細度テレビジョン放送（４Ｋ・８Ｋ）等のイ

ノベーティブな技術の実用化加速や IoT の飛躍的拡大による新領域における電

波ニーズの爆発的な拡大 

 電波の混信や妨害の防止や電波利用環境の確保による東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会等の国民的事業の成功への貢献 

 サービスワーキンググループで検討されたワイヤレスビジネスによる国内成長・

海外展開方策、次世代のモバイルサービスの実現に向けた具体的方策 

 

① 次期における電波利用共益事務の範囲 

電波利用共益事務の範囲については、平成５年度（1993 年度）の制度導入以降、

「電波の適正な利用を確保する上で不可欠なもの」、「無線局全体の受益を直接の目

的とするもの」等の要件に明確に合致することを前提としている。さらには、電波の公

平かつ能率的な利用を確保することによって、公共の福祉を増進するという電波法の

目的に合致するものとして、その時々の電波利用の状況等を踏まえながら適切な事

務を実施してきている。 

電波利用共益事務は、個別に電波法に全て規定（限定列挙）することで実施して

いる。現行の規定は表３－１－４に示すとおりである。 
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表３－１－４ 現行の電波利用共益事務 
＜電波法第百三条の二第四項＞  

４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接

の目的として行う事務の処理に要する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第

十二項の特定免許等不要局を開設した者又は第十三項の表示者が納付すべき金銭をいう。  

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査  

二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三

項並びに第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無

線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録するファイルをいう。）の作成及び管理 

三 周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね

五年以内に開発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的

に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術を用いた無線設備について無線設

備の技術基準を策定するために行う国際機関及び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡調整並びに試験及びその

結果の分析 

四 電波の人体等への影響に関する調査 

五 標準電波の発射 

六 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。） 

七 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終

了対策機関に対する交付金の交付を含む。第十二項及び第十三項において同じ。） 

八 現に設置されている人命又は財産の保護の用に供する無線設備による無線通信について、当該無線設備が用いる技術の内容、

当該無線設備が使用する周波数の電波の利用状況、当該無線通信の利用に対する需要の動向その他の事情を勘案して電波の能

率的な利用に資する技術を用いた無線設備により行われるようにするため必要があると認められる場合における当該技術を

用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設備（当該無線設備と一体として設置される総務省令で定める附属設備並びに当

該無線設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付 

九 前号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域におい

て必要最小の空中線電力による当該無線通信の利用を可能とするために行われる次に掲げる設備（当該設備と一体として設置

される総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための

補助金の交付その他の必要な援助 

イ 当該無線通信の業務の用に供する無線局の無線設備及び当該無線局の開設に必要な伝送路設備 

ロ 当該無線通信の受信を可能とする伝送路設備 

十 前二号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難なトンネル

その他の環境において当該無線通信の利用を可能とするために行われる設備の整備のための補助金の交付 

十一 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために行う周波数の使用又は人体等の防護に関す

るリテラシーの向上のための活動に対する必要な援助 

十一の二 テレビジョン放送（人工衛星局により行われるものを除く。以下この号において同じ。）を受信することのできる受

信設備を設置している者（デジタル信号によるテレビジョン放送のうち、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに

伴う音声その他の音響を送る放送（以下この号において「地上デジタル放送」という。）を受信することのできる受信設備を

設置している者を除く。）のうち、経済的困難その他の事由により地上デジタル放送の受信が困難な者に対して地上デジタル

放送の受信に必要な設備の整備のために行う補助金の交付その他の援助 

十一の三 地上基幹放送（音声その他の音響のみを送信するものに限る。）を直接受信することが困難な地域において必要最小

の空中線電力による当該地上基幹放送の受信を可能とするために行われる中継局その他の設備（当該設備と一体として設置さ

れる総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補

助金の交付 

十二 電波利用料に係る制度の企画又は立案その他前各号に掲げる事務に附帯する事務 

 

制度ワーキンググループにおける検討では、次期における電波利用共益事務の

範囲について、 

 数年前と異なり、電波を利用したサービスが社会インフラとなっており、我々の日

常生活が電波の普及や高度利用なくしては成り立たなくなってきていることから、
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無線局全体の受益と国民全体の受益が近づいてきており、今後は、電波利活用

の高度化等の電波利用における課題への対応だけでなく、地域活性化、社会支

援（介護・医療等）、東京オリンピック・パラリンピック競技大会支援等の社会的課

題に対する電波利用による対応にも、電波利用料を積極的に投入すべきではな

いか。 

といった積極的な考え方が示される一方で、 

 電波利用料の使途は、本来民間が解決すべきところだが、国が支援しなければ

課題解決が進まないという部分に限定すべきではないか。 

 ４Ｋ・８Ｋの実現、Wi-Fi の整備等、本来、電波政策として実施すべき施策群の中

から、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功、医療、福祉対策といった

社会的課題の解決に有用であることを評価軸として絞り込むことにより、電波利

用料の使途を選定すべきではないか。 

 地方創生等一般的な施策に電波利用料を使うのは一線を越えるのではないか。 

といった慎重な考え方も示された。 

そのような考え方を踏まえて、次期の電波利用共益事務の範囲を次のとおり整理

するのが適当であるとの結論に達した（次期の電波利用共益事務の範囲のイメージ

は図３－１－４参照）。 

 

平成 29～31 年度（2017～2019 年度）の電波利用共益事務の範囲は、電波利

用共益事務としての妥当性の観点から、 

 電波の適正な利用を確保する上で不可欠なもの 

 無線局全体の受益を直接の目的とするもの 

 民間や自治体だけでは進められず国による支援が必要なもの 

という要件のいずれにも明確に合致することを前提とする。 

その上で、電波の公平かつ能率的な利用を推進することを目的としつつ、一方

で、今日において電波が社会インフラとして国民生活に不可欠となっていることを

踏まえ、電波の利用を通じて、社会への貢献や社会的課題の解決にも有用な施

策を、電波利用共益事務として積極的に採り上げていくこととする。 

ただし、電波と直接関係のない一般的な施策は、無線局全体の受益を直接の

目的としないものであることから、引き続き、電波利用共益事務の範囲外とする。 
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図３－１－４ 次期の電波利用共益事務の範囲 

 

 

 

図３－１－４ 次期の電波利用共益事務の範囲 
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② 次期における電波利用料の使途 

今期の電波利用料の使途として、表３－１－５に示すとおり15の事務を実施してい

る。また、それぞれの使途と法第 103 条の２第４項の各号事務との関係は、表３－１

－５の右欄に示すとおりである（今期の各使途の詳細については、参考資料３を参

照）。 

 

表３－１－５ 今期の電波利用料の使途 

電波利用料の使途 
電波法第 103 条の２ 

第４項の該当号事務 

電波の監理・監視  

1 電波監視の実施 第 1 号 

2 総合無線局監理システムの構築・運用 第 2 号 

3 パーソナル無線の終了対策 第 7 号 

電波の有効利用のための研究開発等  

4 電波資源拡大のための研究開発 第 3 号 

5 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 第 3 号 

6 無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連

絡調整事務 
第 3 号 

7 電波の安全性に関する調査及び評価技術 第 4 号 

8 標準電波の発射 第 5 号 

無線システム普及促進事業  

9 防災 ICT 整備事業 第 8 号 

10 携帯電話等エリア整備事業 第 9 号 

11 電波遮へい対策事業 第 10 号 

12 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整

備・支援 
第 9 号、第 11 号の 2 等 

13 民放ラジオ難聴解消支援事業 第 11 号の 3 

その他  

14 電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 第 11 号 

15 電波利用料制度に係る企画・立案 第 12 号 

 

次期に必要となる電波利用共益事務について、本懇談会において広く意見募集を

行った結果、230 件の意見が提出された。また、制度ワーキンググループにおいて、

主要な無線局免許人等 11 者から次期に必要となる電波利用共益事務についてヒア
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リングを実施した。また、サービスワーキンググループからも、ワイヤレスビジネスや

モバイルサービスの観点から、電波利用料で実施することが適当と考えられる課題

案が提示された。 

それらの意見等を集約すると、表３－１－６に示すとおり、30 件の課題案に整理さ

れた。 

表３－１－６ 提案された課題案 

電波の監理・監視 

 電波監視体制の充実・強化 

 総合無線局監理システムの次期基盤への更改等 

 周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築 

 周波数移行促進措置 

 国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置 

電波の有効利用のための研究開発等 

 ５Ｇ実現に向けた研究開発・総合実証 

 IoT の社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

 次世代 ITS の実現に向けた研究開発・総合実証 

 ４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 

 衛星通信の高度化に向けた研究開発 

 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 

 ５Ｇ等の先進的な無線システムについての電波の安全性に関する調査及び評価

技術 

 周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開 

社会インフラとしての電波の有効活用と電波による社会課題解決のための普及支援

事業 

 携帯電話システムの高度化支援 

 離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網整備支援 

 携帯電話利用環境充実のための電波遮へい対策の加速 

 公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用環境整備支

援 

 船舶、公共交通機関車両内部での携帯電話等のエリア拡大 

 公衆無線 LAN 環境整備支援 

 ４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援等

（BS/CS-IF 干渉対策） 

 地上基幹放送継続のための施設整備支援 

 送出マスター等の放送設備更新支援 
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 移動受信用地上基幹放送の難視聴対策等 

 パブリックセーフティ用無線システムの構築 

 災害医療・救護活動に用いる無線設備の整備支援 

 自営系業務用無線のデジタル化支援 

その他 

 ５Ｇ等の先進的な無線システムを国民が安全・安心に利用するためのリテラシー

の向上 

 IoT 機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT 人材育成 

 災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

 アマチュア無線資格の国家試験受験料等の支援 

 

これらの 30件の課題案について、①の「電波利用共益事務の範囲」の考え方に基

づき、電波利用共益事務としての妥当性等の観点から検討した結果として、表３－１

－６中の下線を付した 21 件の課題案を、推進すべき課題と位置づけた。なお、その

他の９件の課題案を推進すべき課題としなかった理由は、個別分野の対策であり特

定の者のみが受益するものであること、利用されて間もない無線システムであり現時

点での対策が時期尚早であること等による。 

それらの推進すべき課題 21 件と、今期の使途であって継続して実施すべき使途

（表３－１－５中の下線を付した 13 の使途）とを、現行の電波利用共益事務を分類す

る「電波の監理・監視」、「電波の有効利用のための研究開発等」、「社会インフラとし

ての電波の有効活用と電波による社会課題解決のための普及支援事業」（現行では

「無線システム普及促進事業」）及び「その他」の４区分にそれぞれ整理すると、継続

する現行の使途と推進すべき課題との関係は図３－１－５に示すとおりとなる。 

図３－１－５に示すとおり、推進すべき課題の多くは、これまで電波利用共益事務

として取り組んできた施策の強化、拡充にあたるものであることを踏まえ、推進すべき

課題は、これまでの施策との継続性、関連性も意識しつつ、効率的に実施することが

適切である。そのような考え方を踏まえつつ、表３－１－７に示す課題を再整理したの

が、図３－１－５に掲げる 21 の事業であり、制度ワーキンググループは、これらの 21

の事業を、次期の電波利用料の使途の候補として、提言する。 

さらに、制度ワーキンググループでは、それぞれの使途の候補について、事業の

必要性、妥当性、規模感等について、検討を行った。その検討結果に基づき、それぞ

れの使途の候補について、事業の現状と次期において実施すべき内容を以下の（ア）

から（ト）において詳述する。 
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図３－１－５ 継続する現行の使途と推進すべき課題との関係 

 

 

表３－１－７ 次期の電波利用料の使途の候補 

電波の監理・監視 

1 電波監視の実施 

2 総合無線局監理システムの構築・運用 

3 周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築 

4 国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置 

電波の有効利用のための研究開発等 

5 電波資源拡大のための研究開発 

6 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 

 ５Ｇ実現に向けた研究開発・総合実証 

 IoT の社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

 次世代 ITS の実現に向けた研究開発・総合実証 

 ４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 

 衛星通信の高度化に向けた研究開発 



138 
 

 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 

7 無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連絡調整事務 

8 周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開 

9 電波の安全性に関する調査及び評価技術 

10 標準電波の発射 

社会インフラとしての電波の有効活用と電波による社会課題解決のための普及支援事業 

11 携帯電話等エリア整備事業 

（１）携帯電話システムの高度化支援 

（２）離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網整備支援 

12 電波遮へい対策事業 

13 公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用環境整備支援 

14 公衆無線 LAN 環境整備支援 

15 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

16 ４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援等（BS/CS-IF干渉

対策） 

17 民放ラジオ難聴解消支援事業 

その他 

18 電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 

19 IoT 機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT 人材育成 

20 災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

21 電波利用料制度に係る企画・立案 
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（ア）電波監視の実施 

現行の電波利用料の使途として、免許を受けた無線局の適正運用の確保や、免

許を受けていない不法無線局の運用の防止等のために、電波監視を実施しており、

その結果、消防無線、航空・海上無線、携帯電話等の重要無線通信に対する混信、

妨害等の迅速な排除が図られ、良好な電波利用環境が維持されている。 

平成 27 年度（2015 年度）には、混信や妨害として申告された 2,497 件（うち航空・

海上無線、消防無線、携帯電話等の重要無線通信に係るものは 676 件）の事案に対

し、全件について適確な措置がなされている。 

近年、携帯電話等の移動通信システムの高速化、大容量化に伴い、より高い周波

数が利用されるようになりつつある。全国の主要都市の鉄塔やビルの屋上等に設定

している遠隔方位測定設備センサについて、現在、3.6GHz まで対応可能なセンサに

順次更改しているが、高周波数帯の無線局は低出力なものが多く、電波伝搬上の直

進性が強いことから、電波伝搬距離が短く、遠隔方位測定設備センサのみでは十分

な電波監視が行えない場合がある。そのため、当該電波の発射中に確実に電波が

受信できるよう、小型センサをより密度高く配置するような電波監視手法が必要にな

る。 

また、車両や人による地上からの電波監視では、マルチパスの影響や回折による

減衰等のために制約があるため、小型無人機（ドローン）にアンテナや受信機等を搭

載し、上空から電波監視を行うことにより、見通し内での電波の受信を可能とし、干渉

事案に対する即応性、機動性を向上する手法が効果的と考えられる。 

さらに、電子機器から発射又は漏えいする電波による無線局への障害が発生して

おり、複雑化、多様化する妨害事例への対応も必要となっている。 

特に、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会やラグビーワールドカップ

2019 において、審判用インカム等の大会運営用の無線のほか、ワイヤレスカメラ等

の放送中継機器など多種多様な無線通信が多数使用される予定であり、混信や妨

害が発生した場合、大会運営に支障が出ないよう、迅速な妨害源の排除を行い、無

線通信の円滑な利用環境の確保に備えた取組が必要となる。 

また、宇宙電波監視施設や短波監視設備の共同運用や、フラットアンテナ搭載の

電波監視車両、電波発射源可視化装置などの我が国独自の電波監視技術に対する

諸外国の関心が高まっている。特に、我が国から近い東南アジア諸国においては、

日本を含むアジア周辺での衛星通信、短波通信等への電波干渉に対応するため、我

が国の電波監視技術を利用して、国際的な電波監視体制を構築するのが有効であ 
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る。 

従って、第２章２．（３）④（ウ）で示されたように、高周波数帯を使用する新たな無

線機器による混信や妨害への対応、東京オリンピック・パラリンピック競技会場周辺

等における混信や妨害の排除等のために、新たな電波監視システムによる電波監視

体制の充実、強化に取り組むとともに、我が国の電波監視技術を活用した国際連携

の充実、強化を進めていくことが適当である（図３－１－６参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 拡充部分の高周波数帯を使用する新たな無線機器による混信や妨害への対応、

東京オリンピック・パラリンピック競技会場周辺等における混信や妨害の排除等、

及び、我が国の電波監視技術を活用した国際連携の充実・強化の３施策が一体

として連動して機能するような運用とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－６ 電波監視の実施 

 

（イ）総合無線局監理システムの構築・運用 

現行の電波利用料の使途として、無線局データベースの作成・管理業務の効率化、

電波の利用者への行政サービスの向上、電波行政施策の企画立案を目的に、総合

無線局監理システムを構築、運用している（図３－１－７参照）。 

近年、ワイヤレスビジネス市場拡大にともなう無線システム需要の急増に対し、総

合無線局管理ファイルに格納するデータ量も増加の傾向にあり、平成 26 年度（2014
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年度）末において無線局データ総数で約 1億 7,800万局分、平成 26年度（2014年度）

における免許申請・処理件数で約66万件となっている。そのように急増する無線局デ

ータに対して、データ処理の迅速化や、無線局免許事務の効率化が急務となってい

る。 

また、外部と接続する情報システムに対するセキュリティリスクは年々増加傾向に

あり、行政機関のホームページや行政職員のメールアドレスを標的にしたセキュリテ

ィアタックやインシデントへの対応が必要となっている。総合無線局監理システムにつ

いても、電子申請機能を有しており、外部の利用者から総合無線局管理ファイルの一

部機能へのアクセスが可能となっているため、情報セキュリティ対策を講じている。 

総合無線局監理システムについては、政府情報システムとして、運用経費を平成

33 年度（2021 年度）までに平成 26 年度比 30％の削減を求められている。そのため、

サーバー、データベース等全体のスリム化を行うことが必要となっている。 

２．（２）⑥（ア）に後述するとおり、フェイクデータが無線設備の技術基準適合性評

価等の基準認証制度の大きな脅威になることも想定されることから、技術基準適合

証明等に係るデータベースを構築し、フェイクデータの発見・抑止を図るとともに、国

際的な調和がとれた制度を整備することで我が国の基準認証制度の信頼性の維持・

確保に努めるべきである。 

従って、次期においては、総合無線局監理システムについて、データ処理の迅速

化、免許事務の効率化のために、申請様式の見直し、入力支援機能や審査支援機

能の高度化等により、国民視点での利便性向上を図るとともに、情報セキュリティ機

能が高く、かつ、経費効率の高い長期安定運用が可能な次期基盤への更改を進める

ことが適当である。さらに、総合無線局監理システムに基準認証データベース(仮称)

を構築し、技術基準適合証明等に係る情報を登録することを可能とし、必要な内容を

公開することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 総合無線局監理システムが管理する無線局データや周波数使用状況の他、電

波利用に関する各種情報については、既に電波利用ホームページにて提供して

いるが、一般国民にとってより使い易く、かつ、より有益な情報を提供すること。 

 データ処理の迅速化や、無線局免許事務の効率化が必要であり、拡充部分につ

いては精査の上で実施すること。 

 運用経費の削減に取り組むものとし、具体的には平成 33 年度（2021 年度）まで

に平成 26 年度比 30％の削減を目指すこと。 
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図３－１－７ 総合無線局監理システムの構築・運用 

 

（ウ）周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築 

近年の移動通信のデータトラヒック量の急増に対応して、携帯電話等の移動業務

用に 3.4～3.6GHz 帯などの追加周波数帯の割当てが実施又は検討されている。追加

周波数帯において既に免許人が存在し、既存免許人の周波数移行が難しい場合は、

新規無線局と既設無線局との間で周波数共用を行うことが必要となる。その場合、無

線局免許の前提として、事前に周波数の共用可能性を確認することが必要となる。 

２．（２）③に後述するとおり、今後、携帯電話等の移動業務と衛星業務、公共業務

等の異なる業務との間で周波数の共用可能性を確認する無線局数が増加するととも

に、地理的条件だけでなく時間的条件による周波数共用や運用調整が求められる可

能性も高まると考えられる。しかしながら、現行のように、周波数共用を要する帯域の

免許申請に当たって、個別の基地局毎に免許人間で干渉計算を行う方法では、無線

局の開設まで多大な時間を要することとなる。 

従って、周波数共用を要する帯域の免許申請に当たっては、無線局を開設しようと

する者の求めに応じて、信頼性の高い第三者機関が共用可能性の確認を速やかに 

行うことにより、稠密な基地局開設を円滑に進めることを可能とすることが必要であり、

そのために必要となる効率的かつ実用的な共用可能性の確認・調整システムを電波

利用料で構築することが適当である（図３－１－８参照）。 
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なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 周波数共用による効果を高めるため、効率的な確認・調整システムの構築に向

けた検討を行うこと。 

 中長期的にはデータベースシステム等に基づく運用調整の仕組みの導入も視野

にいれること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－８ 周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築 

 

（エ）国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置 

２．（２）①（ア）に後述するとおり、国際条約に基づき国際 VHF 帯にデジタルデータ

通信を導入するために既設無線局の周波数を移行させる必要がある。総務大臣は

法第71条第１項に基づく無線局の周波数変更命令を行うことができるが、その場合、

総務大臣は同条第２項に基づき当該無線局の免許人に対し損失補償を行う義務が

生じる。 

このような国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置について、電波利用

料財源により行うことについて検討することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 補償の範囲については、免許人間の公平性を損なわないよう、限定されたものと

すること。  
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（オ）電波資源拡大のための研究開発、周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 

近年の無線局の急激な増加により生じる周波数のひっ迫状況を緩和し、新たな周

波数需要に適確に対応するため、電波の有効な利用を可能とする技術を導入するこ

とが必要となっている。そのため、現行の電波利用料の使途として、 

 周波数を効率的に利用する技術 

 周波数の共同利用を促進する技術 

 高い周波数への移行を促進する技術 

について、研究開発を行うとともに、技術基準の策定に向けた試験及びその結果の

分析（技術試験事務）を行っている（図３－１－９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図３－１－９ 電波資源拡大のための研究開発、 

周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 

 

次期においては、引き続き、次の a)から e)の５分野を対象に取り組むとともに、サ

ービスワーキンググループの検討結果を踏まえ、f)の安心・安全ワイヤレス分野につ

いても取組を推進することが適当である。 

a) 移動通信分野： 

５Ｇをはじめとして移動通信システム全体の周波数利用効率の大幅な向上、他

の無線システムとの共同利用、移動通信システムでの利用が困難な高い周波数

帯の活用を図る技術の開発及び試験を実施する。特に、（i）５Ｇの早期実現に向け

た総合実証試験、（ii）ワイヤレス IoT システムを有無線一体で最適化する周波数

有効利用技術の開発や（iii）次世代 ITS の周波数有効利用技術の開発・実証等を
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推進する。 

b) 放送分野： 

４Ｋ・８Ｋ放送技術の確立など放送の高度化、放送用周波数の一層の効率利用

を図るための技術の開発及び試験を実施する。特に、（iv）地上４Ｋ・８Ｋ放送技術

の早期確立に向けた実環境における実証試験等を推進する。 

c) 衛星通信分野： 

衛星通信の高度化ニーズが高まる一方、衛星用周波数の新規確保が難しい状

況を踏まえ、既割当て周波数帯の一層の効率利用を図るとともに、他システムと

の共同利用を図るための技術の開発及び試験を実施する。特に、（v）Ka 帯を使用

する衛星通信の高度化・周波数有効利用に向けた技術開発を推進する。 

d) ミリ波・テラヘルツ分野： 

ミリ波帯を利用した大容量通信システムや高精度レーダーの開発、100GHz 超

の電波を利用するための基盤技術の開発及び試験を実施する。 

e) 電磁環境・測定分野： 

安心・安全な電磁環境の維持に向けたワイヤレス電力伝送（WPT）システム等

の機器から発せられる漏えい電波の解析・低減技術、近年の測定器や無線設備

の多様化に対応し様々な機器から発射される電波が技術基準に適合していること

を確認するために必要な測定技術の開発及び試験を実施する。 

f) 安心・安全ワイヤレス分野： 

第２章２．（３）③（ア）で示されたように、社会インフラにおける電波の果たす役

割が益々高まる中、我が国ではワイヤレスビジネスにより人々がどこにいても安

心・安全なサービスや生活を享受できるような技術力を確保するための研究開発

及び試験を推進する。特に、航空関連ビジネスの安心・安全のための無線システ

ムの高度化に向け、（vi）航空機用通信アンテナ技術や空港を監視するレーダー技

術等の開発等を推進する。 

この他、強化すべき取組として、次の２点が挙げられる。 

○ 急増する通信需要への対応（周波数確保）： 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模イベントに伴って開設され

る多数の無線局と既存無線局の周波数共用検討や、公共業務の無線システムと

他の移動無線システムとの周波数の共用や再編を促進するための技術的検討等

を実施する。 

○ 電波利用の多様化に迅速に対応するための仕組み： 

引き続き、競争的資金による公募型の研究開発や地域ニーズに対応した電波

有効利用技術の試験を推進するとともに、電波利用のニーズや利用形態の多様

化の進展に鑑み、異業種を含め様々な知見を活用した研究開発や技術検討を行

う仕組みを検討する。 



146 
 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 電波利用料財源による研究開発投資について、投資効果の検証を行うこと。 

 一般財源の研究開発や他省庁の関連する研究開発との役割分担や重複排除に

よる効率的な実施とすること。 

研究開発及び技術試験の課題のうち、上記のa)からc)及び f)の４分野の説明の中

において(i)から(vi)を付記した６つの課題は、次期において推進すべきものである。そ

れらの詳細について、以下で述べる。 

 

(i) ５Ｇ実現に向けた研究開発・総合実証 

周波数の有効利用に資する第５世代移動通信システム（５Ｇ）の実現に向けて、現

在、次のような超高速、大容量、低遅延等に関する基本技術について、研究開発や

技術試験事務を実施している。 

 高信頼・低遅延ネットワークを実現する端末間通信技術の研究開発 

 移動通信システムにおける三次元稠密セル構成及び階層セル構成技術の研究

開発 

 新たな携帯電話システムの導入に関する技術的条件の検討 

 第５世代移動通信システム実現に向けた研究開発 

 多数デバイスを収容する携帯電話網に関する高効率通信方式の研究開発 

 第５世代移動通信システムにおける無線アクセスシステムの相互接続機能に関

する研究開発 

次期においては、引き続き、それらの基本技術の研究開発に取り組むとともに、第

２章３．（２）①にも示されたように、産学官の連携により、ワイヤレス、ネットワーク、ア

プリを連携させた総合実証試験を、東京オリンピック・パラリンピック競技大会を意識

して、東京及び地方都市で実施するのが適当である。 

なお、総合実証試験に当たっては、５Ｇの研究開発の成果を活用するとともに、事

業者やベンダーの５Ｇ要素技術の研究開発を組み合わせた実環境に近い試験環境

を、世界中の企業や大学等が参加できるオープンな環境として構築し、５Ｇの研究開

発の拡充、実用化に向けた課題の明確化、技術基準の策定、国際的な標準化活動

等を推進することが適当である。 

 

(ii) IoT の社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

今後、IoT、ビッグデータ、人工知能等の技術の発展等により、多様な分野・業種に

おいて IoT機器が爆発的に普及し、2020年には IoT機器は世界で 500億台以上にな

るとの予測もされている。これにより膨大な数の IoT 機器が電波を使い、ネットワーク
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に接続されることが見込まれており、IoT 機器の爆発的な普及に伴い、周波数のひっ

迫や他のシステムとの混信への対応が必要となる。また、サイバー攻撃により十分に

セキュリティを確保できない IoT 無線機器が不正使用され、大量の不要な電波を発生

させるといったサイバー攻撃を原因とする周波数のひっ迫への対応が必要となる。 

IoT システムは、超多数同時接続、超低遅延といった特性が求められるとともに、

膨大な IoT 機器等が電波を使いネットワークに接続され、それらがネットワークを介し

て制御される巨大なシステムとなっており、周波数のひっ迫や他のシステムとの混信

への対応に当たっては、単体の無線システムについての検討のみならず、このような

IoT システムの特性を踏まえたシステム全体を通じた有無線一体となった周波数有効

利用技術の開発が必須である。 

このため、周波数のひっ迫や混信を回避し、IoT の超多数同時接続、超低遅延化 

に対応するため、ソフトウェアによる仮想ネットワークを構築し、仮想ネットワーク毎に

最適な電波利用を実現する技術や、ネットワークのエッジ（末端）における周波数等

の超低遅延制御技術、AI・ビッグデータ解析に基づく空間的・時間的に稠密な電波利

用を実現する技術など、IoT 機器とネットワークの有無線一体となった IoT システム全

体を最適に制御することにより周波数を有効利用する技術や、異なる電波利用シス

テム間の混信を排除して周波数の共同利用を促進する技術の研究開発を実施する

ことが必要である。 

さらに、IoT 無線機器に関し、セキュリティ上の脆弱性が原因で発生する大量かつ

不要な電波輻射を抑制する技術や周波数のひっ迫を低減するための軽量暗号・認証

技術等の研究開発も必要である。 

従って、次期においては、これらの研究開発を実施するとともに、研究開発を推進

するに当たっては、オープンなテストベッド環境を構築し、産学官の連携により実証を

行いつつ進めることが適当である（図３－１－10 参照）。 
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図３－１－10  IoT の社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

 

(iii) 次世代 ITS の実現に向けた研究開発・総合実証 

高度道路交通システム（ITS）の分野では、「Connected」が世界的なキーワードと

なっており、クルマから収集するデータ（位置情報、走行情報等）を集約・解析し、自

動走行支援、安全運転支援、エージェント等の新しい機能を具備した「クルマづくり」

や、ドライバー特性に応じた保険、ガソリン代等の決済、故障予測等を活用したメンテ

ナンス等の「新たなサービス提供」等へ役立てていくことが重要となっている。 

「Connected Car」の通信は上り下りともに高い頻度で発生し、また、位置情報等の

低遅延伝送が求められるデータも扱うこととなる。従って、日本で利用されている

8,000 万台近い車が「Connected Car」化していくにつれ、ワイヤレスネットワークへの

負荷は爆発的に増大していく恐れがある。 

従って、第２章３．（３）①（ウ）にも示されたように、次期においては、次世代 ITS シ

ステム全体を最適に制御し、ワイヤレスネットワークのトラヒック増大に対応すべく、次

世代 ITS に関する周波数有効利用技術の研究開発及び実証実験を実施することが

適当である。 
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(iv) ４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 

平成 27年（2015年）７月に総務省の４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会

合が公表した同会合の第二次中間報告では、「地上放送における４Ｋ・８Ｋの実現に

は技術やコスト等の解決すべき課題は多い。このため、より効率的な伝送を実現す

べく、速やかに総合的な研究開発の取組を進める」とあり、これを受け、超高精細度

地上放送が実現可能となる伝送容量拡大技術等の確立を目指し、平成 28 年度

（2016 年度）から３か年計画で、次の研究開発を実施している。 

 地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発 

その他にも超高精細度放送等の放送技術の高度化を目指し、現在、次のような伝

送容量拡大技術等の研究開発を実施している。 

 超高精細度衛星・地上放送の周波数有効利用技術の研究開発 

 小型高速移動体からの大容量高精細映像リアルタイム無線伝送技術の研究開

発 

 次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技術に関する研究開発 

次期においては、引き続きそれらの必要な技術開発に取り組むとともに、研究開

発の成果を早期に活用し、国内の数拠点で共同実証設備を整備して実環境を用いた

技術実証を行うことが考えられる（図３－１－11 参照）。 

なお、技術実証により、将来の超高精細度地上放送に必要な技術基準を策定する

とともに、整備した機材を活用することで、東京オリンピック・パラリンピック競技大会

を一つの契機として４Ｋ・８Ｋによる地上放送中継の実現に貢献することが適当であ

る。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－11 ４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 
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(v) 衛星通信の高度化に向けた研究開発 

近年、航空機によるブロードバンド環境や海洋資源開発のための船舶との大容量

データ通信に加え、災害時の通信手段の確保など、様々な場面への衛星通信の利

活用ニーズが高まりつつある。 

このため、人々の社会経済活動のあらゆる領域において、好きなときに（周波数帯

域、利用地域を柔軟に変更可能）、好きなように（通信容量 100Mbps 程度）ブロードバ

ンド通信を可能とするための衛星通信システム等の実現を目標に、現在、次のような

衛星通信技術の研究開発や技術試験事務を実施している。 

 次世代衛星移動通信システムの構築に向けたダイナミック制御技術の研究開発 

 Ｋａ帯を用いた移動体向け海上ブロードバンド衛星通信技術に関する検討 

 ニーズに合わせて通信容量や利用地域を柔軟に変更可能なハイスループット衛

星通信システム技術の研究開発 

次期においては、引き続き、それらの技術の開発に取り組むとともに、第２章２．（３）

④（カ）ｂ）にも示されたように、Ｋａ帯以上の広帯域を活用した超高速衛星通信の技術

開発を加速することが適当である。 

 

(vi) 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 

我が国の安全安心なワイヤレスシステムの強さの源泉は高い技術力にあり、高い

商品開発力を維持するためには研究開発は不可欠である。また、今後ワイヤレスビ

ジネスの国内成長や海外展開に向けて分野横断で包括的な取組を進めるためにも、

新たな研究開発の推進が重要であり、その内容についても応用研究から実用化に向

けた開発、商用化に向けた実証試験までを技術フェーズに応じて使い分けて取り組

む必要がある。現在、安心・安全分野の無線システムについて、次のような研究開発

や技術試験事務を実施している。 

 無人航空機システムの周波数効率利用のための通信ネットワーク技術の研究開

発 

 次世代の航空機着陸誘導システム（GBAS）の導入のための技術的条件に関す

る調査検討 

第２章２．（３）④（イ）、（オ）及び（カ）にも示されたように、次期においても、レーダ

ー、リニアセルセンサー、無人航空機、航空宇宙等の安心安全ワイヤレス分野につ

いて、周波数効率の向上や高い周波数の活用を図り、ひいては、将来のワイヤレス

ビジネス市場にイノベーションを創出し得る無線通信技術の開発を実施することが適

当である（図３－１－12 参照）。 
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図３－１－12 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 

 

（カ）無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連絡調整事務 

現行の電波利用料の使途として、我が国の周波数ひっ迫事情に見合う周波数利

用効率の高い無線技術等が国際標準として採用されるよう、当該技術等の国際動向

を踏まえた国際機関等との連絡調整を実施している。また、国際電気通信連合

（ITU）11における標準化活動への我が国の影響力を確保するため、ITU への分担金や

拠出金を電波利用料で措置している。 

次期においては、５Ｇ、ITS、無人航空機、WPT 等の国際標準化を推進するため、

国際会合の招致なども視野に入れ、より積極的かつ戦略的に国際標準化活動を行う

ために、連絡調整事務を強化することが適当である（図３－１－13 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
11 世界無線通信会議（WRC）を開催し、国際周波数分配や国際調整手続を規定する無線通信規

則（RR）を改訂。研究委員会にて、無線通信にかかる技術基準勧告等を策定。 
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図３－１―13 標準化活動が不十分であった場合の問題点 

 

また、５Ｇの実現のために必要な移動通信システム用の国際的な周波数の特定等、

ITU における議論において我が国の提案を確実に反映させるためには、開発途上国

を含めた諸外国との連携を図りつつ我が国の影響力を確保することが重要である。さ

らに ITU での議論に向けては、地域的機関であるアジア・太平洋電気通信共同体

（APT）12における構成国との連携及び我が国の影響力の強化が不可欠である。この

ため、現在措置している ITU への分担金及び拠出金については、電気通信開発部門

における無線技術等の国際標準化に寄与する活動分を含めた形で拡充し、APT へ

の分担金及び拠出金については、APT における無線技術等の国際標準化に寄与す

る活動分について新たに電波利用料で措置することにより、国際標準化を一層推進

することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存事務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 研究開発や技術試験事務と連携しつつ、戦略的に国際標準化を進めること。 

 

（キ）周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開 

我が国において開発された周波数利用効率の高い無線技術等について、国際標

準化だけでは十分な効果が得られないケースにおいては、その技術の国際的な優位

性を確保することが重要であることから、そのような技術の国際的な普及展開を通じ、

我が国の技術的プレゼンスの向上、我が国の国際競争力の向上を図ることが必要で

ある。 

                                                   
12 アジア・太平洋地域内における新たな無線アプリケーションの普及促進及び周波数や無線シス

テムの調和に向けた検討を行い、勧告等を策定。ITUの各種会合に向けたAPT域内の意見の調

整・取りまとめを実施。 
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そのため、第２章２．（３）②（ア）及び（イ）にも示されたように、次期においては、我

が国で開発された周波数利用効率の高い無線技術等を国際的に普及展開させるた

めに、例えば、国際機関等との連絡調整、官民ミッションの派遣、人的交流、諸外国

の市場動向調査、現地での実証実験等を実施することが適当である。 

なお、海外市場においてはサービスの上流からユーザに届く下流までの一貫した

システムとして納入されており、大手インテグレーターが大きな市場影響力を有してい

ること、また相手国により求められるサービス内容にも差があり、売り込み先の国内

事情にきめ細かく配慮して機能を調整しなければならないことを踏まえ、普及展開を

行う技術を選定するに当たっては、技術単体ではなく、我が国が現に強みを有する又

はポテンシャルを有する安心・安全分野のワイヤレスシステムであるレーダー、リニア

セルセンサーネットワーク、電波監視、WPT、小型無人航空機、航空・宇宙系システ

ム等をパッケージ化して展開することを検討することが有効である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 国際標準を獲得し、それを世界各国で使ってもらうために、技術力だけでなく、例

えば、東南アジアには技術協力をして味方になってもらうなど、国際的な有効関

係を作る取組を実施すること。 

 単体の技術ではなく、複数の技術を組み合わせるなどして、利用者への訴求力

の高い総合的なパッケージとして国際展開を行うこと。 

 

（ク）電波の安全性に関する調査及び評価技術 

現行の電波利用料の使途として、電波が人体等に与える影響を調査し、科学的に

解明することで電波を安心して安全に利用できる環境を整備することを目的として、

次のような電波の安全性に関する調査及び評価を実施している。 

 電波の人体等への影響に関する調査 

 疾病者と健康な人との携帯電話の使用状況等を調査し疾病の発症リスクを調

査 

 電波ばく露による動物や細胞への影響の有無を調査 

 新たにサービスが開始される無線通信システムが心臓ペースメーカ等の植込

み型医療機器等へ及ぼす影響を調査 

 電波の安全性に関する評価技術の研究 

 数値人体モデル等を用いた高精度ばく露シミュレーション技術の開発 

 電波吸収率測定システムの開発 

今後急速に普及が進むことが想定される５Ｇ、WPT、Wi-Gig 等の先進的な無線シ

ステムに関し、国民が安心・安全に利用できる環境を確保することが必要となる。従っ
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て、次期においては、従来からの取組に加え、先進的な無線システムが使用する、従

来の無線機器で使われていなかった周波数帯や利用形態等に関して、電波の安全

性に関する調査及び評価を実施することが適当である。 

また、今後、電波の安全性に関する調査及び評価の実施に当たっては、関連する

国内の中核的な研究拠点、国際機関や諸外国政府との連携を強化することにより、 

先進的な電波利用システムに関する科学的知見を充実させることや、調査及び評価

の成果について、電波防護指針や国際ガイドライン等へ反映させていくことが適当で

ある（図３－１－14 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－14 電波の安全性に関する調査及び評価技術 

（ケ）標準電波の発射 

現行の電波利用料の使途として、国立研究開発法人情報通信研究機構が、無線

局が発射する電波の基準となる正確な周波数の電波（標準電波）の送信、標準電波

送信所の運営、維持を実施している（図３－１－15 参照）。 

標準電波の周波数精度は、国家標準に対し 1×10-12 以内に維持されており、この

ような高精度な標準電波は、無線局の周波数の自動較正等に利用され、無線局の安

定的な運用を可能とする他、我が国の標準時に関する情報も含まれていることから

電波時計にも利用されている。 
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次期においても、無線局の安定的な運用のため、引き続き、標準電波の安定的な

送信を実施することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 業務の効率化を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－15 標準電波の発射 

 

（コ）携帯電話等エリア整備事業 

現行の電波利用料の使途として、電波利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正

利用を確保するため、自治体や携帯電話事業者が過疎地域等の地理的に条件不利

な地域において携帯電話の利用可能な地域を拡大するに当たって必要な基地局や

伝送路の整備費用の一部の補助を実施している（図３－１－16 参照）。 

このような中、携帯電話を利用できない地域においてエリア化を希望する居住人

口は、平成 26 年度（2014 年度）末時点で約 2.6 万人にまで減少している。 

携帯電話が社会インフラとして国民生活や経済・社会活動に不可欠となっているこ

とから、地理的に条件不利な地域において携帯電話が利用可能となるよう整備し、ま

た、携帯電話システムの超高速化、大容量化等に対応して基地局や伝送路の更改・

整備を行うことにより、電波利用に関する不均衡を緩和することは、国として積極的に

支援することが必要である。 

従って、次期においては、例えば、引き続き当該人口を減少させるために、現行の
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補助事業の国庫補助率を拡充することや、3.9 世代移動通信システム（LTE）以降の

携帯電話を利用可能な地域を拡大するために、次の(i)の携帯電話システムの高度化

支援や、(ii)の離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網整備

支援を実施する等により事業を拡充することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－16 携帯電話等エリア整備事業 

 

(i) 携帯電話システムの高度化支援 

携帯電話システムは、需要の増大、ニーズの多様化・高度化とともに進化を続け、

超高速化、大容量化等が進展してきており、昨今では、LTE が主流となるとともに、第

４世代移動通信システム（LTE-Advanced）のサービスも開始されつつある。 

このような中、過疎地域、離島等の地理的に条件不利な地域においては、依然と

して第３世代移動通信システム（３Ｇ）による携帯電話サービスしか利用できない地域

が存在している。 

従って、地理的に条件不利な地域においても、LTE 以降の携帯電話システムが有

効に利活用される環境を実現するために、例えば、既設の３Ｇ基地局を LTE 以降の

基地局に更改するために必要な費用の一部補助を実施する等により支援することが
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適当である（図３－１－17 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－17 携帯電話システムの高度化支援 

 

(ii) 離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網整備支援 

携帯電話システムは、需要の増大、ニーズの多様化・高度化とともに進化を続け、

超高速化、大容量化等が進展してきており、昨今では、LTE が主流となるとともに、

LTE-Advanced のサービスも開始されつつある。 

このような中、過疎地域、離島等の地理的に条件不利な地域においては、依然と

して LTE 以降の高度な移動通信システムの利用が困難な地域が存在している。 

こうした地域では、民間事業者の自主的な取組によっては、基地局の高度化だけ

でなく、LTE 以降の高度な移動通信システムの利用を可能とするために必要な光ファ

イバ等の伝送路の整備も困難である。 

これらの地域において、LTE 以降の高度な移動通信システムを利用できる環境を

整備し、電波利用に関する不均衡を緩和することは、移動通信が社会インフラとして

国民生活や経済・社会活動に不可欠となっていることからも喫緊の課題であり、国と

して積極的に支援することが必要である。 

従って、例えば、地理的に条件不利な地域においても LTE以降の高度移動通信シ

ステムが有効に利活用され、利用者が生活のあらゆる場面で、様々な機器や端末で

最適なネットワークに接続することが可能な環境を実現するために必要な光ファイバ 
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の整備費用や、他者が所有する既設の光ファイバを利用して LTE 以降のサービスを

提供する場合に必要な費用の一部補助を実施する等により支援することが適当であ

る（図３－１－18 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－18 離島等における高度移動通信システム構築のための 

光ファイバ網整備支援 

 

（サ）電波遮へい対策事業 

現行の電波利用料の使途として、鉄道トンネルや道路トンネルにおいても携帯電

話を途切れることなく良好に利用可能とするために必要な電波中継施設等の整備費

用の一部補助を実施している。 

それにより、新幹線トンネルについては、平成 27 年度（2015 年度）末時点で、東海

道新幹線の全区間、山陽新幹線の新大阪～新山口及び小倉～博多の区間、東北新

幹線の東京～いわて沼宮内の区間について対策済みとなっている。また、道路トンネ

ルについては、平成 26 年度（2014 年度）末時点で、高速道路及び国道トンネル

（500m 以上）のうち約 86％について対策済みとなっている。 

次期においては、携帯電話利用者の利便性の向上、地震等の災害発生時等にお

ける利用者の連絡手段の確保、国内外の観光客への情報提供の充実等の観点から、

例えば、現行の補助事業の予算や国庫補助率を拡充する等により、電波遮へい対策

を強化、加速することが適当である（図３－１－19 参照）。 

なお、基幹路線である新幹線については、東京オリンピック・パラリンピック競技大

会等の開催期間中に、多数の国内外の観光客等による利用が見込まれることから、

2020 年までに新幹線トンネルの全区間について対策完了を目指すことが適当であ

る。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 
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 携帯電話事業者各者に対応した共用設備により、効率的かつ積極的な対策を実

施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－19 電波遮へい対策事業 

 

（シ）公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用環境整備支

援 

携帯電話等の利用は、国民の重要な生活インフラとして欠かすことができないもの

となっており、その利用形態については、屋外だけではなく、屋内での利用も増加して

いる。しかし、公的機関等でありながら、その建物等による電波遮へいが生じ、屋内

での無線利用が制限される状況が生じていることが多い。 

このような無線利用が制限される環境において電波の適正な利用の確保を図るこ

とは重要であり、そのためには携帯電話等の安全な利用を可能とする環境整備を支

援することが有効である。 

特に、医療機関では、建物の特性上、金属製の構造材が多用されている等により

携帯電話等の電波が遮へいされることが多いが、その対策に要するコストが課題に

なることや、医療機器への影響などが懸念されるため、依然として携帯電話等の利用

可能な場所が一部区域に制限されているケースも多い。 

医療機器への影響を低減させ、安全に携帯電話を利用するためには、院内におい

て屋内基地局等を整備し、十分な受信電力を確保するなどにより、携帯電話端末の
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送信電力を抑制すること等で電波の適正な利用を確保することが可能である。 

従って、次期においては、例えば、 

 最適な電波利用環境の構築に関する調査研究 

 電波利用環境の構築方策等に関する技術支援 

 電波利用環境の構築に対する支援 

等により支援することが適当である（図３－１－20 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 民間のみでは進められず国による支援が必要な場合のみ実施すること。 

 電波利用環境の構築に対する支援に当たっては、共用可能な設備の整備等に

より、予算執行を効率化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－20 公的機関等の電波利用が制限される環境における 

携帯電話等利用環境整備支援 

 

（ス）公衆無線 LAN 環境整備支援 

公衆無線 LAN 環境は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会等に向けた訪日

外国人等への「おもてなし」環境として、また、地震等の災害発生時の避難所等にお

ける地域住民の通信手段として、整備が必要となっている。また、教育現場において

も、生徒１人１台の情報端末による教育の本格展開に向けた基盤ネットワークとして

無線 LAN 環境の整備が求められている。 

平成 27 年（2015 年）５月の総務省の調査によると、交通・商業施設における公衆

無線 LAN 環境は普及しつつある（空港 86％、コンビニ 74％、駅 32％）が、観光拠点

や防災拠点においては整備が遅れている（避難所等１％、国立・国定公園 26％、都

市公園６％、博物館 11％、国宝・重要文化財・史跡・名勝・世界遺産等 13％）。また、

文部科学省の調査によると、平成 26 年度（2014 年度）末時点の学校における普通教

室の無線 LAN 整備率は 23.5％であり、ネットワーク整備が進んでいない。 
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そのため、観光拠点、防災拠点、教育拠点については、民間事業者による投資イ

ンセンティブが低いことを踏まえて、自治体等が主導的に公衆無線LAN環境を整備し、

国がこれを積極的に支援することが必要である。 

従って、次期においては、例えば、2020 年までに主要な観光拠点、防災拠点、教

育拠点において、セキュアで利便性の高い超高速・大容量の公衆無線LAN環境が整

備されることを目指し、地方公共団体や第三セクターがWi-Fi環境が未整備の防災拠

点等に無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備するのに必要

な費用の一部補助を実施する等により支援するのが適当である（図３－１－21 参

照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 地方において民間が公衆無線 LAN環境を整備するのが難しい防災・観光拠点な

ど市場性がない場合に限定して国が支援を行うこと。 

また、２．（２）④において地域 BWA の活用事例が紹介されている中に、地域 BWA

を活用した自治体による Wi-Fi 整備の事例も含まれている 13。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－21 公衆無線 LAN 環境整備支援 

 

（セ）地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

平成 23 年（2011 年）７月（岩手県、宮城県、福島県は平成 24 年（2012 年）３月）の

地上アナログ放送終了に向けて、辺地共聴施設のデジタル化、デジタル中継局の整

備等の地上デジタル放送の受信環境の整備や、デジサポによる受信相談、現地調

査等の支援を実施した。地上アナログ放送終了後も、地上デジタル放送の受信環境

が整備されない世帯に対し、地上系放送基盤の整備が完了するまでの間、地デジ難

                                                   
13 第 6回制度ワーキンググループ、（一社）日本ケーブル連盟ヒアリング資料 
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視対策衛星放送による暫定的難視聴解消事業を実施した。これらにより、平成 26 年

度（2014 年度）末までに地上デジタル放送への完全移行を完了した。 

現行の電波利用料の使途として、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の

歳出化を行うとともに、平成 27 年度（2015 年度）から、外国波等による電波の影響を

受ける世帯に対する受信障害対策（デジタル混信の解消）や、福島県の原発避難区

域解除等により帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境を整備するための支

援等を実施している（図３－１－22 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－22 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

 

現行の使途のうち、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の歳出化について

は、今期の歳出予算の大部分を占めてきたものであるが、平成 28 年度（2016 年度）

で完了する見込みである。一方、デジタル混信の解消や福島原発避難区域における

地上デジタル放送視聴環境整備は平成 28年度（2016年度）末においても、未完了の

地域、世帯が残る見込みである。 

従って、次期においては、引き続き、デジタル混信の解消、デジタル混信に係る受

信相談、現地調査等や、福島原発避難区域における地上デジタル放送視聴環境整

備を実施するのが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 
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 業務について効率化を行うこと。 

 

（ソ）４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援等

（BS/CS-IF 干渉対策） 

平成 27年（2015年）７月に総務省の４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会

合が第二次中間報告を公表し、「４Ｋ・８Ｋの推進のためのロードマップ」を改訂した。

４Ｋ・８Ｋ衛星放送は、同ロードマップに基づき、平成 28 年（2016 年）から右旋円偏波

を用いた試験放送が開始され、さらに、平成 30年（2018年）から左旋円偏波を用いた

実用放送が開始される予定である。４Ｋ・８Ｋ放送はこのように新たに左旋円偏波を活

用することで、現行の衛星放送と同じ周波数帯の中で実現することとしており、電波

の有効利用を図るという考え方を踏まえたものである。 

衛星放送受信設備では、アンテナからテレビやチューナー等の受信機まで宅内配

線された同軸ケーブルの中での信号の減衰を抑えるために、放送波周波数をアンテ

ナ内のコンバーターでより低い周波数の、いわゆる中間周波数帯（BS/CS-IF）に変

換して伝送している。現在使われている衛星放送受信設備は右旋円偏波だけに対応

したものであるが、それらの中には、衛星放送の受信を想定していない旧式製品を使

用していることや、配線の接合部分が十分にシールドされていない施工がされている

こと等により、受信設備のブースター、分配器、壁面端子等から、中間周波数帯の電

波の漏洩を生じさせていることがある。このような漏洩電波により 1.5GHz 帯の携帯電

話等の他の無線通信に対し混信や妨害を引き起こす事例が発生している。 

新たに開始される４Ｋ・８Ｋ衛星放送を受信するには、右旋円偏波と左旋円偏波の

両方に対応した受信設備を新たに購入し、設置することが必要となることから、４Ｋ・８

Ｋ衛星放送が開始されるこの時期において、４Ｋ・８Ｋに対応した受信環境整備に向

けた支援を行うことにより、 

 現在発生している放送受信設備から携帯電話等への混信や妨害への対処（携

帯電話等による利用可能な周波数の拡大）を行うとともに、 

 適切な機器や施工による４Ｋ・８Ｋの受信環境の整備を進める 

ことは時宜を得ている。 

従って、次期においては、例えば、 

 受信環境整備のための調査研究 

 受信環境整備のための周知啓発活動 

 受信環境整備に対する支援 

等により支援することが適当である。また、受信環境整備を進めるに当たっては、２．

（２）⑥（ウ）に後述する受信設備に係る技術的な規格の策定の検討との整合性を図
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ることが適当である（図３－１－23 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 事業規模の調査や、費用対効果の高い実施手法の調査等を行った上で干渉対

策への支援を実施するなど、時間軸を意識して効率的に進めること。 

 干渉対策の必要性を意識しつつ、対策を行う範囲については費用対効果を意識

して一定の制限を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－23 ４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信環境整備 

に関する支援等（BS/CS-IF 干渉対策） 

 

（タ）民放ラジオ難聴解消支援事業 

放送は、国民生活に密着した情報提供手段となっており、特にラジオは災害発生

時の「ファースト･インフォーマー」（第一情報提供者）として、今後もその社会的責務を

果たしていくことが求められている。しかしながら、ラジオについては、地形的、地理

的要因、外国波混信のほか、電子機器の普及や建物の堅牢化等により難聴が増加

しており、そのような難聴を解消することが課題となっている。 

このため、現行の電波利用料の使途として、平時や災害時において国民に対する

放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、民放ラジオ放送事業者等

に対し、難聴解消のための中継局の整備に必要な費用の一部補助を実施している

（図３－１－24 参照）。 

その結果、全国にある難聴地域のうち、「国土強靱化アクションプラン 2015」（平成

27 年（2015 年）６月 16 日国土強靱化推進本部決定）においてラジオの難聴対策に係

る重要業績指標の対象とされている AM 放送局の親局に係る難聴地域については、
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平成 27 年度（2015 年度）末時点で、19 地域が難聴解消済となっている。 

次期においては、平成 30年度（2018年度）末までに残り地域の難聴解消を完了す

ることを目標に、引き続き補助事業を実施することが適当である。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－24 民放ラジオ難聴解消支援事業 

 

（チ）電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 

国民生活において日常的に電波を利用する機会が増加しており、電波に対する関

心が高まっていることを踏まえ、現行の電波利用料の使途として、次のような電波の

安全性や電波の適正な利用に関する国民のリテラシー向上に向けた活動を実施して

いる。 

 電波の安全性に関するリテラシー向上： 

電波が人体や医療機器等に与える影響について、各種調査により得られた知

見等を、説明会の開催、説明資料の配布等により、様々なニーズに応じて情報提 

供するとともに、国民からの問い合わせ等に対応するための相談業務体制の充実

を図る。 
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 電波の適正利用に関するリテラシー向上： 

民間ボランティアに、地域社会に密着した立場を生かした電波の適正利用に関

する周知啓発活動及び相談・助言業務を委託することにより、地域社会の草の根

から、電波の公平かつ能率的な利用を確保する。 

 電波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上： 

スマートフォンの急速な普及による移動体通信量の増大に対処するため、安全

な無線 LAN アクセスポイントの設置、無線 LAN を安全に利用する方策、無線 LAN

に通信を迂回させる有効性等を周知啓発することで、電波の能率的かつ安全な利

用を確保する。 

今後は、無線機器がウェアラブル化されるなど、その利用形態が急速に多様化し

ていくなかで、電波の安全性、有効性や適正利用についてのリテラシー教育がより必

要となっていく。特に、若い世代や実際の現場で電波を利用する関係者が電波制度

や電波利用の知識を備えることが重要であり、教育現場等を通じたリテラシー向上の

重要性は高まっている。 

従って、次期においては、引き続き、それらの取組を実施するとともに、 

 電波の安全性に関するリテラシー向上について、「医療機関における安心・安全

な電波利用に関する手引き」が平成 28 年（2016 年）４月に策定されたことを機

に、 

 医療分野の関係者等を対象に医療機器等へ影響を与えないよう適正に電波

を利用することに関する説明会の開催 

 同手引き等の周知 

 電波の適正利用に関するリテラシー向上について、５Ｇ等の先進的な無線システ

ムを国民が適正に利用するためや、東京オリンピック・パラリンピック競技大会等

により海外から持ち込まれる無線機器による混信等を未然に防ぐために、 

 先進的な無線システムの適正な利用等について周知啓発を強化 

 海外から持ち込まれる無線機器についての正しい知識についての周知啓発を

強化 

 若い世代に電波の正しい知識を持ってもらうため、電波教室の対象者を中学・

高校生に拡大 

により、リテラシーの向上を充実、強化することが適当である（図３－１－25 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 若い世代が電波制度や電波利用の正しい知識を身につける必要性に配慮して、

リテラシー向上に取り組むこと。 
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図３－１－25 電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 

 

（ツ）IoT 機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT 人材育成 

今後、多様な分野・業種において膨大な数の IoT 機器等の利活用が普及すること

に伴い、電波利用システムの運用経験がないような新規ユーザが急増することが見

込まれている。 

このような、新規ユーザが急増する中、IoTシステムの構築に当たって、より適切な

無線システムの選定や、無線ネットワークの構築が行われなければ、極めて深刻な

周波数ひっ迫や混信が発生するのみならず、IoT の円滑な普及の妨げになる恐れが

ある。そのため、IoT 機器等の電波利用システムを適正に利用できる人材の育成（リ

テラシーの向上）が急務となっている。さらに、今後の IoT 利用の拡大に鑑みると、電

波の適正な利用を継続的に確保していくためには、若年層における IoT に係る電波

利用に係るリテラシーの向上についても併せて図っていくことが必要である。 

そのため、次期においては、 

 IoT 利用に必要な電波の特性等の専門知識の要件（スキルセット）に係る分野・

水準の調査、スキルセットの策定、周知啓発関連資料の作成等 

 スキルセット等を踏まえた、IoT の活用分野毎の各地域における周知啓発事業 

を実施することにより IoT の電波利用に係るリテラシー向上に取り組むのが適当であ

る（図３－１－26 参照）。 

また、若年層におけるリテラシーを向上させるために、ものづくりを通じた人材育成

として、IoT 電波工作教室（メイカーズイベント、ハッカソン等）を実施するのが適当で

ある。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 IoTについては、特に地方において面白い試みを行う環境が整っていることから、

工業高等専門学校の学生等、地方の若者を盛り上げることでワイヤレスビジネス

を盛り上げることを意識すること。 
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図３－１－26 IoT 機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT 人材育成 

 

（テ）災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

災害時に国民の生命・身体を守る医療・救護活動において、緊急時に対応した非

常用通信手段の利用が進められているが、通信機器の適切な設定や利用が行わな

ければ、深刻な周波数ひっ迫や混信が発生するのみならず、医療・救護活動におけ

る非常用通信手段の普及の妨げにもなる。 

そのため、次期においては、非常用通信手段の電波利用に関する知見・技術を向

上させるための周知啓発活動や研修訓練等の活動を実施するのが適当である（図３

－１－27 参照）。 

なお、実施に当たっては、次の点に留意することが必要である。 

 具体的な施策の実施に当たっては、電波利用に関する知見・技術の確実な向上

に結びつける活動を行うこと。 
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図３－１－27 災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

（ト）電波利用料制度に係る企画・立案 

電波利用料制度を適切に運営していくために、現行の電波利用料の使途として、 

 電波利用共益事務の内容及び料額の見直しに向けた検討

 電波利用共益事務を行うための予算要求や執行の管理

 電波の利用状況の調査、公表

 無線局免許人からの電波利用料の徴収

等を実施している。 

次期においても、引き続き、これらの事務を実施するのが適当である。 

③ 次期における歳出規模の在り方

（ア）歳入と歳出の一致についての考え方 

電波利用料は３年間に必要な電波利用共益事務にかかる費用を同期間中に見込

まれる無線局で負担するものとして料額を決定しているが、平成 26 年度（2014 年度）

以降、電波利用料財源の歳出の当初予算は毎年減少しており、平成 28 年度（2016

年度）当初予算では歳入 716.0 億円に対して歳出は 658.7 億円となっている。平成 26

年度（2014 年度）決算においても、歳入 678.9 億円に対して歳出は 664.4 億円となっ

ており、歳入と歳出の乖離が生じている。 

このような状況に対して、意見募集やヒアリングにおいて、放送事業者、通信事業

者の無線局免許人から、「乖離が生じないよう歳入と歳出の総額を一致させるべき」

との意見が多数提出された。 

また、電波利用料財源は、法第 103 条の３第１項において「政府は、毎会計年度、

当該年度の電波利用料の収入額の予算額に相当する金額を、予算で定めるところに
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より、電波利用料共益費用の財源に充てるものとする。」とあるように特定財源として

規定されている。 

従って、電波利用料制度の共益費用としての性格や、特定財源としての位置づけ

を踏まえると、各年度の歳入と歳出の関係は一致させる必要がある。 

 

（イ）次期における歳出規模の在り方 

次期においては、地上デジタル放送総合対策事業費の国庫債務負担行為歳出化

や防災行政無線等のデジタル化支援が平成 28 年度（2016 年度）をもって終了するこ

とによる負担額の大幅減がある反面、IoT の飛躍的拡大や５Ｇ、４Ｋ・８Ｋ等の実用化

加速による新領域における電波のニーズの拡大に向けた取組や電波利用環境のさ

らなる整備など、新たな使途の追加も見込まれる。 

このような歳出構造の変化を踏まえ、意見募集やヒアリングにおいて、放送事業者、

通信事業者等の無線局免許人から、 

 地上デジタル放送総合対策の終了を踏まえ、歳出を抑制するよう配慮すべき。 

 地上デジタル放送移行対策の終了に伴い、電波利用料全体の歳出規模は削減

努力が必要。 

等の意見が多数示される一方で、本懇談会の議論において、 

 電波は戦略的に重要なテーマであるため、少なくとも現状以上の予算規模で積

極的に政策を打つべき。 

といった積極的な考え方も示された。 

また、制度ワーキンググループの議論において、「次期電波利用料の検討に当た

っては、今期３年間についてどのくらい効果があったのかをレビューをして継続・削減

を判断すべき。」との意見も示された。 

電波利用料の使途については、毎年度、行政事業レビューを実施するとともに、３

年に一度、政策評価も実施し、事業の合理化や予算の効率化に努めている。 

従って、次期の歳出規模については、更なる効率化や必要性の検証を徹底するこ

とを前提として、その規模を検討することが必要である。 

制度ワーキンググループでは、②で提言した次期の電波利用料の使途の候補で

ある 21 の事業について、個々の事業の所要額の規模感を議論した。これらの 21 事

業は、今後の電波利用状況に加えて、電波利用を通じた社会への貢献、社会課題の

解決といった視点から選定されているが、実際にそれらの事業を実施した場合、全体

の所要額は相応の規模になると考えられる。 
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従って、それらの事業の実施に当たっては、①の「電波利用共益事務の範囲」の

観点から電波利用共益事務としての適合性の担保や、効率化や必要性の検証を徹

底するとともに、これまでの歳出規模も踏まえて、次期の歳出規模の検討を行うこと

が適当である。 
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（３）電波利用料額の見直しの在り方 

現行の電波利用料額は、平成 26～28 年度（2014～2016 年度）の３年間を一期間

として、当該期間に必要と見込まれる電波利用共益費用 2,100 億円を、当該期間に

開設していると見込まれる無線局の免許人等で負担することとして、無線局の区分毎

に定めている。 

今期における電波利用の具体的な料額は次のような方法で算定している（図３－

１－28 参照）。 

 ３年間に必要な電波利用共益費用である年 700 億円を次の２つに分ける。 

 電波の利用価値の向上につながる事務（a 群）に要する費用：400 億円 

 電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（b 群）に要する費

用：300 億円 

 a 群に要する費用 400 億円については、次の３段階により、各無線局に配分する

ことにより、無線局毎の料額を算定 

第１段階： 3GHz 以下の無線システムと 3～6GHz の無線システムとに、各帯域

の混雑度（当該帯域を使用する無線局の延べ使用周波数幅）に基づき、

24 対１に配分 

第２段階： それぞれの帯域に配分された費用を、個々の無線システムの使用周

波数幅に、各システムの特性係数を乗じて、各無線システムに配分 

第３段階： 各無線システムに配分された費用を、 

 地域（都市部か否か）、空中線電力等を勘案して各無線局に配分 

 広域専用電波を使用する無線局については、使用周波数幅に応

じて配分 

 b 群に要する費用 300 億円については、各無線局の使用周波数幅、空中線電力、

地域等の違いによらず原則無線局数で均等割した金額 200 円に、総合無線局管

理ファイルに記録するデータ量に応じた額を加算 

 料額が大幅に増加する無線局については、増加率を一定の範囲（２割以内）に抑

えるよう調整（激変緩和措置） 

次期における電波利用料額は、このような現行の料額算定方法を前提に、次の視

点から、検討を行った。 

 電波の利用価値の反映の在り方（算定範囲、算定方法、周波数の有効利用状況、

周波数の移行促進・共有を勘案した料額設定等） 

 電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方 

 電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方（上限額の妥当性

等） 
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 公平な負担の在り方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－28 電波利用料の料額（平成 26～28 年度）の算定方法 
 

①電波の利用価値の反映の在り方 

電波利用料額の算定に当たっては、電波利用共益費用のうち電波の利用価値の

向上につながる事務（a 群）に要する費用について、利用価値（周波数幅、周波数の

ひっ迫状況等）を反映しているが、電波の利用価値を反映して算定する範囲や、算定

に当たって考慮すべき事項について、受益と負担の関係も踏まえて、以下のように検

討した。 

 

（ア）電波利用共益費用のうち利用価値を反映して算定する範囲を見直す事の是非 

現行の料額算定に当たっては、表３－１－８に示すとおり、予め、全ての電波利用

共益事務を電波の利用価値の向上につながる事務（a 群）と電波の適正な利用を確

保するために必要な恒常的な事務（b 群）とに分類し、a 群に要する費用と b 群に要す

る費用について、それぞれの算定方法を適用している。 
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電波利用共益費用のうち利用価値を反映して算定する範囲については、意見募集

やヒアリングにおいて、多数の放送事業者より 

 電波利用料制度における電波の利用価値の反映を過度に進めることには賛成

できない。 

という意見が示された。 

これらの意見を踏まえ、電波利用共益費用のうち電波の利用価値の向上につなが

る事務（a 群）の範囲については、現行と同様に電波利用共益事務の内容により決定

することが適当である。 

 

表３－１－８ 今期の電波利用共益事務の a 群と b 群の区分 

電波の利用価値の向上につながる事務 

（a 群） 

電波の適正な利用を確保するために必要

な恒常的な事務（b 群） 

電波の監理・監視  

 パーソナル無線の終了対策  電波監視の実施 

 総合無線局監理システムの構築・運用 

電波の有効利用のための研究開発等  

 電波資源拡大のための研究開発 

 周波数ひっ迫対策のための技術試験

事務 

 国際標準化のための国際機関等との

連絡調整事務 

 電波の安全性の調査及び評価技術 

 標準電波の発射 

無線システム普及促進事業  

 防災 ICT 整備事業 

 携帯電話等エリア整備事業 

 電波遮へい対策事業 

 民放ラジオ難聴解消支援事業 

 

 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

その他  

  電波の安全性や適正利用に関するリ

テラシーの向上 

 電波利用料制度に係る企画・立案 
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（イ）電波の利用価値（周波数のひっ迫状況等）を勘案した算定方法の在り方 

a 群に要する費用は、周波数のひっ迫度に応じて、3GHz 以下の無線システム（移

動・放送系が中心）と、3～6GHz の無線システム（固定・衛星系が中心）に配分した上

で、それぞれの区分の中で使用周波数幅に応じて各無線システムに配分している。 

構成員の発言や意見募集において、 

 次期においては、特に、3.5GHz 帯を使用する第４世代移動通信システムの運用

が本格化することを踏まえ、電波の利用価値の反映方法を見直すべき。 

との意見が示された。 

次期においては、第４世代移動通信システムの運用の本格化により、3.5GHz 帯に

多くの基地局が開設されることにより、周波数のひっ迫状況に大きな変化が生じると

予想される。そのような周波数の利用状況の変化に対し、3GHz 以下と 3～6GHz とに

区分した上で周波数のひっ迫度等に応じて各無線システムに負担額を配分する現行

の算定方法を適用した場合、3.5GHz 帯の混雑度の増加に応じて、第４世代移動通信

システムを含む 3～6GHz の無線システムの負担額が相応に増加することとなり、さら

に、3～6GHz の無線システムの中で第４世代移動通信システムに相応の負担額が配

分されることになる。すなわち、現行の算定方法においても、周波数の利用状況の変

化を負担額に適切に反映させることが可能と考えられる。 

従って、次期においても、引き続き、現行の算定方法に基づいて、a 群に要する費

用に係る各無線システムの料額を算定することが適当である。 

 

②電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方 

電波利用料の配分において、ある無線局の負担が減れば、その分、他の無線局

の負担が増加することとなるが、その点を踏まえて、電波利用料の軽減措置につい

て、以下のように検討した。 

 

（ア）無線局の特性に応じた特性係数の適用 

現行の料額算定方法の a 群に要する費用の配分の第２段階において、一部の無

線システムについては、公共性や周波数利用の制約等を考慮し、表３－１－９に示す

無線システムの特性に応じた軽減係数（特性係数）を、無線システムが使用している

周波数幅に乗じることにより、負担額を軽減している。 
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表３－１－９ 無線システムの特性に応じた軽減係数（特性係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性係数については、意見募集やヒアリングにおいて、多数の放送事業者や、衛

星通信事業者から 

 放送の電波利用料に係る特性係数は、法律に定められた①「国民の生命、財産

の保護に著しく寄与するもの」、②「国民への電波利用の普及に係る責務等」の２

点を勘案して規定している。これは適切な措置なので、２つの特性係数と現行の

乗率を今後も維持していただくよう要望。 

 衛星通信は、東日本大震災等の大規模災害や緊急事態時等の確実な通信手段

として、国民の生命、財産の保護に著しく寄与しているという重要性等から、1/4

の軽減をしているが、この重要性は 2020 年に向けて変わることなく、確実なライ

フラインの提供という公共性の高い通信システムということに勘案し、特性係数

の維持を要望。 

といった現行の特性係数の適用を維持すべきとの意見が示された。 

一方、携帯電話事業者から 

 携帯電話が国民生活に必要不可欠なサービスになっており、公共性の観点では

放送と同等と考えられるので、電波利用料における通信と放送のアンバランスは
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解消すべき課題。このアンバランスを解消するため、携帯電話についても地上テ

レビジョン放送事業者と同じ特性係数を適用し一律の帯域料金を課すべき。 

といった、携帯電話に新たな特性係数を適用すべきとの意見が示された。 

これらの意見を踏まえて、携帯電話に係る特性係数の適用を検討した結果は次の

とおりである。 

 「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」については、災害時において

携帯電話等が国民や国、地方公共団体、防災関係機関の重要通信を扱う通信

基盤の迅速な復旧や新たな災害対策の取組を行う等、非常時対応に費用負担

を負っていることを勘案している。したがって、引き続き適用すべきである。 

 「国民への電波利用の普及に係る責務等」については、電気通信事業法に「あま

ねく普及努力義務」が規定されていないことや、人口カバー率ベースでは概ね

100％エリア展開しているが、特定基地局開設指針における普及目標（カバー率

の値や算出方法）について、放送と差があること等を考慮して適用していない。し

たがって、これまでと同様に適用すべきではない。 

従って、携帯電話に対して新たな特性係数を適用しないこととするのが適当である。

また、携帯電話以外のその他の無線システムに係る特性係数についても、次期にお

いて適用を変更する特段の事情がないことから、現状を維持することが適当である。 

 

（イ）料額が大幅に増加する無線局等への配慮 

前回（平成 26 年度（2014 年度））及び前々回（平成 23 年度（2011 年度））の料額見

直しでは、料額算定過程において、料額が従前と比較して大幅に増加する無線局に

ついては、その増加率を一定の範囲（２割以下）に抑えるよう調整する激変緩和措置

を適用している。 

意見募集において、多数の放送事業者から 

 無線システムを利用し事業を行う放送局にとって、電波利用料制度・料額の継続

性、安定性はきわめて重要。３年毎の見直しで制度が大きく変わり、想定外の料

額増加が生じることは、ローカル局にとって経営上の大きな不安定要素となりか

ねず、慎重に検討すべき。 

といった、想定外の料額増加が生じないようにすべきとの意見があった。 

また、今後 3GHz 以上の周波数が携帯電話等の新たな無線システムに多く利用さ

れ周波数のひっ迫度に変化が生じることで、現在利用されている 3GHz以上の無線シ

ステムの料額が増加することも予想される。 
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このような意見や周波数の利用状況の変化も踏まえ、今回の電波利用料の見直し

においても、免許人にとって想定外の料額増加とならないよう、電波利用料額が現行

の料額と比べて大幅に増加する場合は、これまでと同様、増加率を一定の範囲に抑

える激変緩和措置を適用すべきである。 

 

（ウ）無線局に対する減免措置の適用 

 電波利用料制度では、原則として全ての無線局免許人に対して電波利用料の負担

を求めているが、国又は地方公共団体の無線局であって、表３－１－10 に示す目的

のものについては、電波利用料が減免されている。 

 

表３－１－10 電波利用料の減免措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見募集において、これらの無線局以外に、次の無線局についても減免措置の適

用を求める意見が示されたことから、それらについて個別に検討を行った。 

 遭難自動通報局、海岸局等 

 準天頂衛星システム 

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会用の時限的な無線局 

 外国向け衛星通信 
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(i) 遭難自動通報局、海岸局等 

意見募集において、船舶関係者から 

 遭難自動通報局は、衛星 EPIRB や SART 又は PLB で構成され、船舶の遭難等

人命の安全が危険な状態に陥ったときのみに利用されるため、電波利用料につ

いては、全額免除されている防災無線や消防無線と同様に扱って欲しい。 

といった意見や、漁業関係者から 

 海岸局は設置が義務であり、海岸局の電波利用料を軽減して欲しい。また、海岸

局の連絡回線用に使用している固定局の電波利用料についても、免除又は軽減

措置を講じて欲しい。 

といった意見が示された。 

遭難自動通報局や海岸局等は、国、地方公共団体も含めた多くの免許人がいる

が、いずれも免除対象の要件である 

 専ら非常時における国民の安全・安心の確保を直接の目的とする 

 専ら治安・秩序の維持を直接の目的とする 

といった極めて高い公共性を有するとまでは見なせないことから、他の無線局と同様、

電波利用料を負担することが適当である。 

 

(ii) 準天頂衛星システム 

意見募集において、 

 準天頂衛星システムの一部の測位信号は、米国GPS、欧州Galileo等と同じ周波

数を使用しており専有しているわけではないこと、さらに利用者側から見た場合

は、同時にすべての衛星を利用するわけではないという性質も併せて考慮し、測

位衛星サービスという新たなワイヤレスビジネスサービス提供のために、人工衛

星局の電波利用料負担について（減免措置の）検討を希望。 

といった意見が示された。 

準天頂衛星システムに関する無線局としては、現在、国立研究開発法人宇宙航空

研究開発機構（JAXA）が実験試験局（人工衛星局相当）１局を開設している。当該実

験試験局については、JAXA から国に移管される予定である。また、平成 30 年度

（2018 年度）より人工衛星４機体制によるサービス開始が計画されている。 

準天頂衛星システムについては、このように一定の見通しが立っているものの、将

来の免許人や当該実験試験局（人工衛星局相当）が国に移管され、実用局として運

用を開始する時期等、現時点で不確定な要素もあることから、減免措置の適用に当

たっては、現行の規定を踏まえて適切なタイミングで判断することが適当である。 
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(iii) 東京オリンピック・パラリンピック競技大会用の時限的な無線局 

意見募集において、 

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な運用に向けて、必要な周波数

を確保することが必要。また同競技大会の成功に向けては、国を挙げてのイベン

トであることも加味し、大会用途を目的とした時限的な無線機器の利用に対して、

電波利用料の軽減措置の検討をお願いする。 

といった意見が示された。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催時には、多数の免許人による様々

な無線局の使用が想定されるため、現時点でそれらの多様な無線局に対し一律に具

体的な検討を進めることは困難である。 

このため、それらの無線局については、実際に使用される時点で、無線局ごとに現

行の規定を踏まえて減免措置の適用の是非を判断することが適当である。 

 

(iv) 外国向け衛星通信 

意見募集において、衛星通信事業者から 

 今回の見直しにより、これまで同様に料額が一定率増加することとなった場合、

日本国の事業者としての競争力がさらに低下し、国益にも適わないのではない

かと考える。かかる状況を回避し競争力を高めるために外国向け提供の場合の

特例処置として、新たな減額スキームの導入を要望。 

といった意見が示された。 

衛星通信網を構築し運用する場合には、ITU憲章の業務規則である無線通信規則

（RR）に規定する国際調整等の手続きが必要となる。その国際調整等は、各国の主

管庁が行うものであり、調整結果に基づく人工衛星局の免許も当該主管庁が付与す

るものである。 

従って、外国向けの通信を提供する人工衛星局であっても、それが我が国の主管

庁（総務省）の調整に基づいて免許された無線局であれば、我が国の領域内に向け

て電波を発射しているか否かにかかわらず、他の無線局と同様に電波利用料を負担

することが適当である。 
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（エ）その他 

 

(i) 人工衛星局について同一軌道で人工衛星を更改する場合の電波利用料の徴収

方法 

意見募集やヒアリングにおいて、衛星通信事業者から 

 現在の制度では、電波利用料は１年分を前払いすることになっており、その期間

の途中で無線局を廃局しても、支払った電波利用料は還付されない。特に人工

衛星局については、同一軌道において人工衛星を更改する場合、同一周波数を

同時利用することは不可能であるにも係らず、衛星の更改期間中は二重に電波

利用料を支払うこととなることから、期間の途中で無線局を廃局した場合には、

その期間に相当する電波利用料を還付する制度の導入、若しくは後継衛星の免

許申請時に後継衛星である事を確認し何らかの減免処置を導入することを要

望。 

といった意見が示された。 

電波利用料制度では、毎年、無線局ごとにその免許人等に１年分の電波利用料の

負担を求めている。また、それぞれの無線局の電波利用料額の設定に当たっても、

それを前提として料額を算定している。 

同一軌道上において人工衛星を更改する場合であっても、新旧の両方の人工衛

星が人工衛星局として免許を取得しているのであれば、他の無線局と同様、両方に

ついて１年分の電波利用料の負担を求めることは適当である。 

 

(ii) 認定開設者が認定後６か月を経過しても特定基地局を開設しない場合の電波利

用料の負担 

意見募集やヒアリングにおいて、認定開設者である免許人から 

 現行の制度では、認定開設者が電波を利用できない状況であっても、認定から６

か月後には電波利用料が発生。さらに認定された開設計画では、ブロック毎に放

送開始年度が異なり、無線局免許もその計画に基づき順次取得していく。しかし、

電波利用料については認定から６か月後には全ブロック分が発生する。通常の

無線局免許では、電波利用料は無線局免許の取得日に発生することから、開設

計画の認定事業者に対しても、電波利用料は電波が利用できるようになった状

態、すなわち無線局免許の取得時から発生すべき。 

といった意見が示された。 

２．（２）②に後述するとおり、開設計画の認定を受けた場合、認定開設者は未だ無 
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線局免許を受けていないとしても、当該認定に係る周波数の利用可能性が排他的に

留保されている。長期間にわたって当該周波数が利用されない状況は、周波数の有

効利用という観点から不適切であることから、広域専用電波に係る電波利用料につ

いては、認定を受けてから一定期間（６か月）を経過した時点で、電波の使用を開始

しているか否かに関わらず、所要の負担を求めている。 

従って、現行の規定に基づき、認定開設者が認定を受けてから６か月を越えて無

線局を開設しない場合に広域専用電波に係る電波利用料の負担を求めることは適

当である。 

 
③ 電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方 

現行の電波利用料の算定方法では、広域専用電波を使用する免許人に対して、a

群に要する費用については、使用周波数幅に応じた電波利用料（1MHzあたりの料額）

が適用され、b 群に要する費用については、無線局数に応じた電波利用料（１局あた

り 200 円）が適用される。 

さらに、b 群に要する費用については、携帯電話等を利用するスマートメーター、

M2M 等の普及を促進する観点から、割り当てられた周波数帯について極めて稠密に

電波を利用する場合に配慮して、広域専用電波の周波数幅に応じた上限額 （200円

×80 万局×周波数幅）が適用される。 

 

（ア）新たな負担軽減措置の適用 

今後、相当数の基地局や中継局を集中的に開設することが予想される第５世代移

動通信システム（５Ｇ）や、携帯電話と比較して毎月ごく少量のデータ通信にとどまる

無線システム（スマートメーター、M2M 等）といった電波を稠密に利用する無線システ

ムの導入が見込まれている。これらの無線システムに対し、新たな電波利用料の軽

減措置を求める意見が示されたことから、それぞれについて検討を行った。 

 

(i) 相当数の基地局や中継局を集中的に開設することが予想される第５世代移動通

信システム 

意見募集において、携帯電話メーカーから 

 ５Ｇネットワークにおける高密度のネットワーク展開では、トラヒックの負荷が高い

ホットスポットにおいて相当数の基地局や中継局を集中的に設置するようなネッ

トワーク構成が想定される。また、高い周波数帯では帯域幅を広く使って高速の

データ通信を実現することが想定される。このような通信システムのネットワーク

展開の負担にならないような措置が必要。 
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といった意見が示された。 

５Ｇについては、平成 32年（2020年）の実用化に向けて、平成 29年度（2017年度）

からの総合実証の実施に加えて、研究開発・実証、標準化活動、国際連携といった

関連の活動を強化すべく、サービスワーキンググループにおいて検討を行った。 

それらによると、５Ｇの実用化の時期は、次期の電波利用料額の適用期間（平成

29～31 年度（2017～2019 年度））を越えていることから、その電波利用料について現

時点で検討することは時期尚早である。 

 

(ii) 携帯電話と比較して、毎月ごく少量のデータ通信にとどまる無線システム（スマー

トメーター、M2M 等） 

意見募集において、電力事業者等から 

 センサーネットワークの電波利用実態を配慮し、電波利用料を非常に低廉に抑

えることにより、面的に数多くのセンサーを配置するサービスが可能となり、住民

サービスや安全の向上に大きく寄与することが期待される。 

 IoT などの普及により、センサーネットワークやウェアラブルデバイス等、非常に

多くの無線機器が利用されると予想される。このような MTC（マシン型通信）の多

数接続の普及発展には低コストの運用が必須なため、電波利用料が負担となら

ないような措置が必要。 

 前回の電波利用料の見直しにおいて、使用周波数あたりの無線局を基に上限が

設定され、今後の ICT インフラとしての M2M システム等の普及促進に寄与する。

一方で、現状の上限額は、携帯電話及び携帯電話を利用するスマートメーター

等を包括して設定されたものであり、スマートメーターに利用する携帯電話回線

の料金低減に繋がっていないのが現状。このため、電波利用料の公平・公正の

観点から、毎月数 GByte 程度のデータ通信を行う携帯電話と、数 MByte 程度に

留まるスマートメーター・M2M とを区分した電波利用料の設定など算定方法の見

直しを要望。 

といった意見が示された。 

b 群に要する費用に係る徴収額について、平成 27 年（2015 年）10 月時点で、携帯

電話事業者等５者（NTT ドコモ、KDDI、沖縄セルラー電話、ソフトバンク、Wireless City 

Planning）が既に上限額に達している。このため、現行の上限額をそのまま適用すれ

ば、スマートメーター等が増加することで、携帯電話事業者等の無線局数が増加した

としても、追加負担は生じない。 

従って、現行の上限額に関する規定を引き続き適用するのであれば、スマートメー

ター等に対する更なる負担軽減措置を導入する必要性はないと考えられる。 
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（イ）基地局に対する上限額の設定 

現在、携帯電話の端末については上限額が設定されている一方で、携帯電話の

基地局については上限額が設定されていない。 

第４世代移動通信システムの基地局の料額については、意見募集やヒアリングに

おいて、携帯電話事業者から、 

 無線局の電波利用料額については、料額設定当時の使用無線局数に基づき算

定されたものであると認識。本年以降は、新たに 3.5GHz 帯携帯電話システムに

よる無線局が開設され、現行の電波利用料額が設定された当時を超える無線局

の開設が想定されることから、将来的な無線局の開設数を考慮することを希望。 

 3.5GHｚ帯携帯電話システムによるサービスエリアの充実に際しては、周波数の

伝搬特性の観点から従前の携帯電話システム以上の多数の基地局開設が必要

となるため、現状端末設備において導入されている上限設定等の適用措置を希

望。 

といった意見が示された。 

第４世代移動通信システム（3.5GHz 帯）については、平成 28 年（2016 年）３月末時

点で基地局数は約 140局であるが、平成 28年（2016年）から一部の携帯電話事業者

によるサービス提供が予定されており、次期において、基地局数は大きく増加してい

くことが予想される。 

第４世代移動通信システムについては、未だサービス拡大の途上にあり、基地局

数の予測が難しいため、適切な上限額の設定が困難である。したがって、携帯電話

基地局には上限額を設定しないことが適当である。 

 

（ウ）使用周波数幅に基づいた負担の一本化 

広域専用電波を使用する免許人が負担する a 群に要する費用については、毎年

11 月１日までに、10 月１日時点の広域専用電波の使用状況に基づき、同年 10 月１

日から始まる１年間の電波利用料を負担する。 

広域専用電波を使用する免許人が負担する b群に要する費用については、次のと

おり負担する。 

 毎年10月末日時点の開設されている無線局数を届出させ、その届出された無線

局数に基づき、同年 10 月１日から始まる１年間の電波利用料を徴収する。 

 さらに 11 月１日以降に新たに開設された無線局について、各月末日時点で開設

されている無線局数を届出させ、既に届出された無線局数を超えた場合には、



185 
 

超えた無線局数について、翌年９月末日までの電波利用料を徴収する。 

 なお、届出された無線局数に基づく徴収額が上限額を超えた場合は、上限額を

超えた分については、徴収されない。 

このような広域専用電波を使用する無線局の電波利用料の負担方法について、意

見募集やヒアリングにおいて、携帯電話事業者等から、 

 携帯事業者等は、トラヒック対策のための小セル化や、屋内対策でフェムトセル

基地局によるトラヒックオフロードを行う等、電波の利用効率を高めている。前回

の電波利用料の見直しにおいて、M2M やスマートメーター等の普及を考慮し上

限額を設けたことは有益であるものの、今後の IoTの急速な拡大等を踏まえ周波

数有効利用のインセンティブをより働かせるためにも、携帯事業者等が使用する

広域専用電波の電波利用料は帯域利用料に一本化すべき。 

 今後の IoTの本格的な普及は、大量のセンサーの導入・設置等に伴うため、設置

される機器の数、種類や回線数の増大に依存せずに構築・運用できる免許等制

度や電波利用料の設定が必要。 

 広域専用電波を使用する無線局については、無線局毎の電波利用料徴収制度

を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検討すべき。こ

れにより、無線局毎の電波利用料の請求、支払いに関する事務処理の軽減が図

れる。 

 IoT の実現においては、大量のセンサーの設置や回線接続（センサーネットワー

クの構築）が伴うため、機器や回線数の増大に依存せずに、より低コストで構築・

運用できる免許等制度や柔軟な電波利用料の考え方を導入することが望まし

い。 

といった使用周波数幅に応じた負担部分（a 群）と無線局数に応じた負担部分（b 群）

を使用周波数幅に応じた負担に一本化すべきとの意見に加えて、無線局数に応じた

負担部分（b 群）に係る徴収額が既に上限額に達している携帯電話事業者等からは、

毎月の開設した無線局数の届出等の事務負担を軽減して欲しいとの要望があった。 

これらを踏まえて、電波利用料額の見直しにおいては、現行どおり a 群と b 群に分

けて料額を算定し、使用周波数幅と無線局数のそれぞれに応じた負担を求める方法

は維持しつつも、既に上限額に達している携帯電話事業者等については、負担総額

には影響を与えずに、事務負担を軽減するような徴収手続を検討することが適当で

ある。 
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④ 公平な負担の在り方 

 

（ア）受益者たる無線局免許人による公平な負担の在り方 

電波利用料は、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費

用（電波利用共益費用）を、その受益者である無線局の免許人等に公平に分担して

いただくためのものであり、現行の電波利用料制度は、これまでの料額改定の度に

行われた免許人等の受益と負担の公平性についての検討の結果が反映されたもの

である。 

このような受益と負担の公平性について、意見募集やヒアリングにおいて、免許人

から 

 電波利用料の見直しによって、NHK の負担増につながることのないよう要望。 

 受益者である無線免許人が公平に利用料を負担するという電波利用料制度の

趣旨を踏まえ、特定分野の事業者に負担割合が偏ることのないように、電波利

用料額の見直しの検討を要望。 

といった意見が示された。 

今回の電波利用料額の見直しにおいては、現行の電波利用料制度の考え方を基

本としつつ、免許人等の意見等を踏まえて行われており、免許人等の受益と負担の

公平性は保たれていると考えられる。 

 

（イ）免許不要局の負担の在り方 

現行の電波利用料制度では、免許不要局から電波利用料は徴収していない。 

構成員の発言において 

 電波利用共益事務の要件で「無線局全体の受益が直接の目的」としているが、

免許不要局の利用者は受益しているにもかかわらず電波利用料を負担していな

い。将来的には免許不要局に関する受益と負担の関係を検討すべきではない

か。 

 移動体事業者が行うサービスと IoT との棲み分けによるかもしれないが、免許不

要局にも負担を求められればそれに越したことはない。ただ現実的には難しい課

題。 

といった、無線局全体の受益と負担の在り方を検討するに当たって免許不要局が電

波利用料を負担していないことについての考慮が必要ではないかとの考え方が示さ

れた。 

 



187 
 

免許不要局については、電波利用料の負担方法について慎重な検討を要する一

方、IoT 機器の普及等に鑑みれば、今後ますます増加することが予想される。今後の

無線局の普及状況や諸外国における動向等を鑑みつつ、引き続き検討すべきであ

る。 

 

（ウ）テレビジョン放送に係る電波利用料の料額区分の見直しの是非 

現行の放送局に関する電波利用料額は、無線局免許を受けた放送局の局数、空

中線電力等を勘案して算定している。料額の区切りについても、免許を受けた放送局

の空中線電力の分布等を考慮して定められている。 

意見募集において、放送事業者から 

 テレビジョン放送を行う基幹放送局の電波利用料について、空中線電力が 20mW

未満で 1,000 円という金額が、20mW 以上では約 200 倍（192,300 円）になる。ギャ

ップフィラーの出力上限値が 50mW ということもあるが、電波利用料が 1,000 円で

済む空中線電力の上限値を 20mW未満から 50mW未満に変更することの検討の

是非。 

といった、テレビジョン放送に係る電波利用料の料額区分を空中線電力の上限値に

ついて 20mW から 50mW に見直すよう求める意見が示された。 

仮に小規模な無線局の空中線電力の上限値を 20mW から 50mW 未満に見直した

場合、20mW 以下の無線局を開設している既存免許人の負担が増加すると考えられ

る。従って、引き続き、現在適用されている料額区分に基づいて電波利用料を算定す

るのが適当である。 
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２．電波の監理・監督に関する制度見直し 

（１）近年の制度改正 

無線通信の更なる高度化へのニーズと期待が高まる中、進展する技術を活用しつ

つ有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう、適時に制度改正が行われてき

ている。法における近年の主な制度改正の概要は以下のとおりである。 

 

【無線局の免許等に関する事項】 

 

（ア）登録局制度の導入（平成 16 年（2004 年）改正：法第 27 条の 18） 

事前規制から事後規制への規制緩和による電波の自由利用推進を目的として、一

定の条件を満たす無線局を開設する際に、無線局の免許に代えて総務大臣の登録

を受ける登録局制度を導入した。 

 

（イ）免許不要局の拡大（平成 22 年（2010 年）改正：法第４条） 

小電力の無線局における免許不要局の条件の一つであった「空中線電力0.01W以

下」の規定について、通信エリア拡大等のニーズに応えるため、「空中線電力１W 以

下」に変更し、免許不要局の対象を拡大した。 

 

（ウ）無線局に係る外資規制の見直し（平成 22 年（2010 年）改正：法第５条） 

無線局開設に係る外資規制の対象となっていた電気通信業務用以外の固定局に

ついて、主な免許人である電力会社、ガス会社等の外資比率の状況や外資規制を廃

止した場合に我が国の電波利用に及ぼす影響等を踏まえ、外資規制の適用対象か

ら除外した。    

 

（エ）無線局の目的の複数化（平成 22 年（2010 年）改正：法第６条、第７条） 

電波利用の柔軟化を促進し、電波のより能率的な利用を促進するため、無線局の

主たる目的に支障のない範囲で、一つの無線局が複数の目的を有することを可能と

した。 

 

（オ）携帯電話基地局等の包括の免許化（平成 22 年（2010 年）改正：法第 27 条の２） 

携帯電話基地局等のうち、適合表示無線設備のみを使用し、目的や通信の相手

方、周波数、無線設備の規格等が同一であるものについて、複数の無線局を包括し
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て対象とする免許を受けることを可能とした。 

 

【無線局の検査に関する事項】 

 

（カ）登録検査等事業者制度の導入（平成 22 年（2010 年）改正：法第 24 条の２～第

24 条の 13、第 73 条、第 110 条の２、第 111 条） 

電波法で定める無線局の検査について無線局の負担を軽減するため、無線設備

等が法令に適合していることを検査又は点検（検査等）を行う能力を有するとして総

務大臣の登録を受けた者（登録検査等事業者）が無線局の検査等を行い、免許人か

ら当該検査等の結果の提出があった場合、無線局の検査の全部又は一部を省略す

ることを可能とした。 

 

（キ）無線検査簿の備付義務の廃止（平成 22 年（2010 年）改正：法第 60 条） 

無線局の検査履歴が総合無線局管理ファイルで容易に参照可能となったことなど

から、免許人の負担を軽減するため、無線検査簿（検査の年月日・結果等を記載した

書面）の無線局への備付け義務を廃止した。 

 

【無線設備の基準認証制度に関する事項】 

 

（ク）技術基準適合証明等を受けた者の名称、住所等の変更届出制度（平成 22 年

（2010 年）改正：法第 38 条の６、第 38 条の 24、第 38 条の 29～第 38 条の 31）  

技術基準適合証明及び工事設計認証（技術基準適合証明等）を受けた特定無線

設備の実態を把握するとともに、報告徴収や立入検査等の処分の相手方となる技術

基準適合証明等を受けた者の特定等を行うため、名称、住所等を変更したときに、そ

の旨を総務大臣に届け出ることを義務付けた。   

 

（ケ）技術基準適合命令制度（平成 22 年（2010 年）改正：法第 71 条の５） 

携帯電話端末の発火・発熱等といった無線局の運用停止命令等では適切かつ必

要最小限の措置を講じられない無線設備の技術基準違反について、違反の内容に

応じた適切な措置を確保するため、総務大臣が免許人等に対し当該無線設備を技術

基準に適合させるよう命ずることを可能とした。  
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【無線局の運用に関する事項】    

 

（コ）非常時の免許人以外の者による運用の導入（平成 19 年（2007 年）改正：法第 70

条の７、第 80 条） 

災害時等に、免許等を受けずに簡易な手続で一時的・臨時的に無線局を利用した

いというニーズが顕在化したことから、非常時に、無線局の免許人以外の者に一定

の条件の下で無線局を運用させることを可能とした。 

 

（サ）登録局の登録人以外の者による運用の導入（平成 19年（2007年）改正：法第 70

条の９、第 80 条） 

ナノセルの PHS 基地局をビル管理者に運用させたいという要望等を踏まえ、無線

設備の操作が簡易で登録人以外の者による運用によっても当該無線局や他の無線

局の運用に支障がないと認められる無線局について、登録人の監督の下、登録人以

外の者にも無線局を運用させることを可能とした。    

 

（シ）無線局の運用の特例の追加（平成 20 年（2008 年）改正：法第 70 条の８、第 80

条） 

フェムトセル方式の超小型基地局を活用した不感エリア解消の目的から、高層ビ

ル等の免許人の立入りが困難な場所において建物管理者等の免許人以外の者が無

線局を運用することに対する要望が高まったため、建物管理者、再販事業者や利用

者等が超小型基地局の復旧や移設のための運用をすることを可能とした。 

  

【その他】 

 

（ス）特定周波数終了対策業務の導入（平成 16 年（2004 年）改正：法第 71 条の２） 

携帯電話等の新規の電波需要に対応するための電波再配分を迅速に行うため、

既存システムの利用者に対して、国が一定の給付金を支給し、自主的な無線局の廃

止を促す特定周波数終了対策制度を導入した。   

 

（セ）無線局免許が効力を失った場合の電波発射の防止措置の見直し（平成 22 年

（2010 年）改正：法第 78 条） 

空中線と無線設備本体が一体となった無線設備について、空中線の撤去が物理

的に困難であり、空中線撤去の際には誤発射等を生じるおそれがあるため、無線局 
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の免許失効時に電波の発射を防止するための必要な措置として、空中線の撤去の

ほかに電池を取り外すこと等の措置を追加した。 

 

○平成 26 年（2014 年）電波法改正について 

「電波法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 26 号）においては、電波の有

効利用を促進する観点から、電波利用料制度に係る改正の他に、以下の４点につい

て改正が行われた。 

 

（ア）技術基準適合証明等の表示方法に係る規定の整備 

 技術基準適合証明等を受けた特定無線設備を組み込んだ製品の製造業者等が、

当該特定無線設備に付されている技術基準に適合することを証明する表示を製品に

適切に転記することを可能とした。 

 

（イ）第三者による特別特定無線設備の修理にかかる規定の整備 

 携帯電話端末等の特別特定無線設備について、修理業者が修理を行う場合に技

術基準が維持される範囲を明確化した。また、総務大臣に登録を行った修理業者が

行う電波特性に影響を与えない修理について、当該修理業者が修理の適切性を自

己確認した場合は、当該修理事業者が技術基準へ適合することを証明する表示を付

すことを可能とした。 

  

（ウ）無線局情報の公表範囲の拡大 

 電波行政の透明性の確保や電波の有効利用を一層促進する観点から、特定無線

局の無線設備の設置場所を含む特定無線局の開設届及び包括登録局の開設届の

記載事項の一部も、公表の対象とすることを可能とした。 

 

（エ）登録検査等事業における検査を行う者の資格要件の見直し 

 登録証明機関の証明員や登録検査等事業者の判定員に求められる資格を見直す

とともに、判定員となるために必要な業務経験年数を点検員の業務経験がある場合

には短縮することとした。 

 

○平成 27 年（2015 年）電波法改正について 

「電気通信事業法等の一部を改正する法律案」が平成 27 年（2015 年）５月 22 日に

法律第 26 号として公布された。本法律は、2020 年代に向けて我が国の世界最高水
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準の ICT 基盤を更に普及・発展させるために、電気通信事業法、電波法及び放送法

の改正を行うものであり、平成 28 年（2016 年）５月 21 日から施行となっている。 

この中で、電波法に関しては、以下の３点について改正が行われた。 

 

（ア）海外から持ち込まれる無線設備の利用に関する規定の整備 

従来は、我が国の技術基準に適合することが確認されている無線設備のみ国内

発行 SIM での利用や Wi-Fi 機能等の利用が可能であった。 

しかし、訪日観光客が海外から持ち込んだ無線端末の利用に対するニーズが高い

ことから、これらに加え、海外から持ち込まれる携帯電話端末について、当該無線設

備が我が国の技術基準に相当する技術基準に適合する場合は、総務大臣の許可を

受けた国内事業者の SIM による利用を可能とした。また、海外から持ち込まれる

Wi-Fi 端末等については、我が国の技術基準に相当する技術基準に適合する場合に

おいて、訪日外国人等が我が国に入国してから滞在する一定期間の利用を可能とし

た。 

 

（イ）技術基準に適合しない無線設備への対応 

電波利用環境を維持する観点から、他の無線局に著しい妨害を与えた無線局に用

いられた技術基準に適合しない無線設備（基準不適合設備）の製造業者・販売業者

に対して総務大臣が勧告し、その旨を公表できる勧告・公表制度が導入されているが、

依然として一部の製造業者・販売業者により技術基準に適合しない無線設備が広範

囲に流通し他の無線局に妨害を与えていた。 

そのため、無線設備の製造業者・輸入業者・販売業者に対し、技術基準に適合し

ない無線設備を販売しないように努力義務を新たに規定した。また、基準不適合設備

を製造・輸入・販売する者に対する総務大臣の勧告の要件を見直すとともに、勧告に

従わない者に対する罰則規定のある命令措置を新たに規定した。 

（ウ）電気通信業務に用いる特定基地局の開設計画の認定等に関する制度整備 

今回の電気通信事業法の改正により、第二種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者等が一定以上の回線・端末シェアを占める設備設置事業者と合併する場

合等において、経理的基礎等の事業運営や公正競争に与える影響を審査するため、

電気通信事業の登録の更新を行うことが義務付けられた。 

そのため、認定開設者が円滑に特定基地局を開設することを確保する観点から、

開設計画の認定において電気通信事業の登録を受けていることなどを認定の審査
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基準とした。また、電気通信業務に用いる特定基地局の認定を受けた者が電気通信

事業の登録の取消しを受けた場合には当該認定を取り消すこととしたほか、電気通

信業務に用いる無線局の免許人等が電気通信事業の登録の拒否等を受けた場合に

は、当該免許等を取り消すことを可能とした。  
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（２）制度見直しの具体的な方向性 

電波の監理・監督に関する制度については、（１）で記載したとおり進展する技術を

活用しつつ有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう適時に制度改正が行わ

れてきているところであるが、こうした改正された制度を含めて、2020 年に向けて新た

な無線システムを導入等できるよう不断の見直しが必要である。本件について、本懇

談会では、次の論点を示して広く意見を募集し、そこで提出された 86 件の意見や別

途実施したヒアリングでの意見等を踏まえて今回検討を行ったところであり、以下の

①～⑦のとおり制度見直しの具体的な方向性を示すものである。 

○ 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策 

【論点】進展する技術革新や国際的な周波数調整等を踏まえ、2020年に向けて新たな無線シ

ステムを導入・普及させるための制度上の課題や解決するための方策は何か。例えば、

以下についてどう考えるか。 

・センサーネットワークや小型無人機（ドローン）、新たな衛星通信システム等を迅

速に導入させるための制度の在り方 

・ワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信（NFC）等の市場展開を加速させるた

めの制度上の方策 等 

○ 電波の監理・監督に関する規律やその在り方 

【論点】新たなシステムの普及や、無線通信ネットワークが国民生活にとって不可欠なもの

となることに伴い、電波利用環境の保護等のために必要となる規律やその在り方はど

うあるべきか。例えば、以下についてどう考えるか。 

・技術基準への適合性を適切に審査するための無線局の検査制度の在り方 

・移動通信システムの無線局を適切に監理するための開設計画認定制度の在り方 等 

 

 

① 新たな無線システムの導入・普及等に対応した免許制度関係 

 

（ア）WRC-15 の結果を受けた制度整備 

平成 11年（1999年）に船舶の遭難に係る捜索救助活動を可能とする通信システム

として海上における遭難及び安全に関する世界的な制度（GMDSS(Global Maritime 

Distress and Safety System)）14が完全導入されたが、その後は船舶自動識別装置

（AIS（Automatic Identification System））15の導入等があったものの、海上通信は音

                                                   
14 船舶がどのような海域で遭難しても、デジタル通信技術や衛星通信技術を用いて発信す

る遭難警報が陸上の捜索救助機関や付近を航行する船舶に確実に受信されることにより、

捜索救助機関と船舶が一体となった捜索救助活動を可能とする制度。 
15 船舶の位置、針路、速度などの情報を自船から他の船舶や地上の無線局（海岸局）等に
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声通信が主体となっており、通信方式も旧方式にとどまっている。他方、近年は海上

通信におけるデータ通信の利用や船舶航行等における衛星通信システムの利用ニ

ーズが高まっていることから、世界無線通信会議等において、現行GMDSS機器の高

度化を基本とした新たな海上通信システムの導入に向けて検討が行われてきた。 

そうした中、第２章２．（３）④（カ）にも示されたように、平成 27年（2015年）に開催さ

れた世界無線通信会議（WRC-15）において、衛星経由で広範囲の船舶から気象海

象情報や船舶機器情報等を収集することを可能とするアプリケーション・スペシフィッ

ク・メッセージ（ASM）用の周波数が AIS 用周波数として新たに割り当てられた。 

新たな衛星 AIS 通信システムは船舶の航行安全に資するとともに、当該システム

で収集される情報を用いた新たなビジネスの創出等 16につながる可能性がある。 

そのため、WRC-15 の結果を受けて新たに分配された周波数について、当該周波

数を利用した海上サービスを早期に導入するために、速やかな制度整備を行うべき

である。 

また、世界無線通信会議においては、国際 VHF 帯 17を利用したデジタルデータ通

信用の周波数及び技術基準が定められている。18 

将来的に国際 VHF 帯にデジタルデータ通信が導入されることによって、海上にお

ける人命の安全の向上、物流の効率化、船内居住環境の向上などに寄与する様々

なサービスが実現可能になるとともに、ひっ迫している AIS 用周波数帯が緩和される

ことが期待されている。 

このような国際VHF帯へのデジタルデータ通信の導入を行うために、現在アナログ

音声通信用として使用している国際 VHF 帯全体を圧縮することにより、新たな周波数

の割り当てを要せず、デジタルデータ通信用の周波数を確保することとなる（図３－２

－１参照）。その場合、音声通信用からデジタルデータ通信用に変更された帯域を使

用している既設無線局を、国際 VHF 帯の中の他の音声通信用の周波数帯に移行さ

せる必要がある。 

                                                                                                                                                     
対して自動的に送信する無線システム。 

16 ASM を利用して全地球上の船舶から衛星経由でリアルタイムかつ広範囲な気象海象情報

や船舶機器情報を収集・配信する事業が検討されている。（第６回制度ワーキンググルー

プ、株式会社 IHI ヒアリング資料）。 
17 海上における船舶の遭難・安全通信、港務通信、船間通信や水先業務等用に全世界で共

通に使用できるよう無線通信規則によって割り当てられた周波数帯。 
18 WRC-15において国際 VHF帯におけるデジタルデータ通信（VDES）の導入が決定され、国

際条約加盟国は平成 31年（2019 年）１月１日までに VDES を導入できる環境を整えること

が求められている。 
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総務大臣は法第 71条第 1項に基づく無線局の周波数変更命令を行うことができる

が、その場合、総務大臣は同条第２項に基づき当該無線局の免許人に対し損失補償

を行う義務が生じる。 

現在、周波数変更命令の対象となり得る無線局は、船舶局が約 15,000 局、海岸局

が約 120 局に上る。これらの無線局を円滑に移行させ、早期に国際 VHF 帯へのデー

タ通信導入を進めるためにも、このような国際条約に基づき必要となる周波数変更に

係る費用は、今後も国が負担 19すべきである。また、補償に要する費用の財源につい

ては、１．（２）②（エ）に述べたように、電波利用料財源の活用も検討することが適当

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－１ 国際 VHF 帯へのデジタルデータ通信導入 

 

 

（イ）新たな無線システム導入等のための適切な周波数割当て 

近年、パソコンやスマートフォン等の従来型の ICT 端末に限らず、自動車・家電・ロ

ボット・施設等の多様な「モノ」がセンサと無線通信を介してインターネットの一部を構

成する IoT が急速に進展しており、IoT を活用したサービスにより、エネルギー、医療

等の電気通信以外の様々な分野で新たな電波の利用が広がっている。また、新たな

無線システムとして、小型無人機（ドローン）が急速に普及し、撮影・農薬散布・インフ

ラ点検等の分野で利用が広がっており、新たな産業・サービスの創出や国民生活の

利便性や質の向上に資することが予測される。今後も、技術の進展に伴い様々な分

                                                   
19 過去には、AIS 導入のため、平成 15年（2003 年）３月 31日までに変更の指定を受けた

国際 VHF 帯の ch87 及び ch88 を使用するマリン VHF 無線局（海岸局及び船舶局）に対し、

法第 71条に基づく損失補償を行っている。 
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野で電波を利用した新たな無線システムの導入が期待されている 20。 

このように、電波を利用した無線システムは、我が国の国民生活及び社会経済活

動の重要なインフラとなってきている。 

そのため、センサーネットワーク、ドローン、IoT 等の新たな無線システムの導入等

に向けて、国際的な周波数検討の状況注視・積極的参画を行いながら、それぞれの

システムの特性を踏まえつつ、適切な周波数割当て等を行っていくべきである。 

 

（ウ）新たな電波利用の進展に向けた電波の監理・監督に関する制度 

電波は有限希少な国民共有の資源であることから、貴重な電波資源が最適な形で

有効利用されるように電波利用環境を維持していくことが必要である。技術の進展に

伴い多様な無線局による新たな電波利用が進んでおり、IoTに用いられる新たな無線

システム導入等に向けて諸外国においても制度対応が行われた事例がある 21。 

我が国においても IoT に用いられる新たな無線システム等による電波利用の進展

に伴い、既存の制度の枠内においてシステムの導入や適切な電波利用環境が円滑

に行えるかどうかを確認し、必要とされる場合には新たな電波利用に向けて今後も適

切な電波監理・監督に関する制度の見直しを検討すべきである。 

 

② 開設計画認定制度関係 

 

（ア）開設計画認定の審査基準等 

スマートフォン等の普及に伴い、移動通信事業者により提供される電気通信業務

用の携帯電話及び広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）（以下「携帯電話等」とい

う。）の無線通信ネットワークは国民の日常生活に不可欠となり、我が国の社会経済

活動や国民生活の重要な基盤を構成するに至っている 22。3.9 世代移動通信システ

ム（LTE）及び BWA の契約数は 12,260 万契約（平成 28 年（2016 年）３月現在）と１年

                                                   
20 １．（２）②（オ）～（キ）に述べたように、IoTや無人航空機に関する研究開発、実証、

国際標準等について、電波利用料により推進すべき課題を提言している。 
21 米国では、6GHz帯を使用する芝刈り用ロボットの屋外利用について、生じ得る混信の度

合いや新たな電波利用の導入により生じる便益等を勘案し、一定の条件を付した上で当該

システムを既存の規制の対象外とするなど、新たな無線利用導入のため制度の柔軟化を行

った例がある。他方、フィンランドにおいては、無人航空機の技術基準適合性の調査を行

った結果、調査対象の約半数が技術基準に適合していなかったことを受け、技術基準を満

たさない無人航空機の販売及び輸入を禁止した例がある。 
22 携帯電話等の移動通信システムの陸上移動局については1億9,138万局（平成28年（2016

年）3月末）と全免許局の９割以上の局数開設されており、基地局については約 50万局以

上が全国的に開設され人口カバー率 99％以上となる面的サービスエリアを構築している。 
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で 3,535 万契約増加し、これらによる超高速ブロードバンドの利用や映像伝送等を含

むサービスの拡大に伴い、移動通信の月間平均トラヒックは過去３年間で約 3.5 倍

（平成 27 年（2015 年）12 月現在）に増加しており、今後も更なる増加が予測されてい

る。 

一方、使いやすい 3GHz 帯以下の周波数帯については、既にその多くが移動通信

事業者に割当て済みであり、新規の追加割当ての可能性は限定的であるため、既存

割当周波数及び新規割当周波数の双方について電波の有効利用と公平な利用を継

続的に確保していくための制度的枠組みを検討の上で導入することが求められてい

る（表３－２－１参照）。 

 

表３－２－１ 携帯電話等への周波数の割当状況（平成 27 年（2015 年）12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信業務用の携帯電話等は広範囲に多数の基地局を開設する必要があるた

め、新たなシステムの導入を円滑に行うことを可能とする観点から、総務大臣が示す

開設指針を踏まえた開設計画を作成して認定を受けた電気通信事業者が認定期間

中 23排他的に「特定基地局」の開設を行うことができる開設計画認定制度が導入され

ている（図３－２－２参照）。  

開設計画の認定については、総務大臣が策定する特定基地局の開設指針におい

て開設計画の認定の審査基準が示される。これまでの開設計画において電波の有

                                                   
23 原則５年以内。終了促進措置を伴う場合には原則 10年以内。 

事業者
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※ 契約数シェアはグループ内取引調整後のもの
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効利用や能率的な利用に関する事項が重要な審査基準として位置づけられている 24。

また、近年のデータ通信の高速化の進展やキャリアアグリゲーション等の普及により

事業者の保有周波数が事業者間の競争力に大きな影響を与える要素となっている。

よって、移動通信システム用の周波数の割当てにおいては、技術革新に対応した周

波数利用の効率性や保有周波数が事業者間の競争環境に与える影響を考慮する必

要がある。 

そのため、開設計画の審査基準において技術革新に対応した周波数の有効利用

を確保する観点とともに、新規参入や MVNO 等による競争促進を含めた当該周波数

を用いる事業者間の公平性の観点を考慮すべきである。また、開設計画の認定制度

の重要性が高まる中で、制度について分かりやすい周知を行うべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－２ 開設計画認定制度 

 

  

                                                   
24 特定基地局の配置や開設時期に関する事項として「人口カバー率」や「特定基地局の開

設局数」、特定基地局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入

に関する事項として「小セル化」、「適応多値変調方式や空間多重技術」、「キャリアアグリ

ゲーション」の導入等が定められてきている。 
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（イ）開設計画の実効性を高めるための監督    

開設計画の認定期間中については、開設計画の認定を受けた電気通信事業者が

排他的に無線局免許の申請を行うことができることから、開設計画に従って基地局の

開設・運用が着実に進められることが技術革新へ対応した周波数の有効利用を確保

する観点から必要不可欠である。 

平成 19 年（2007 年）以降の開設計画の認定においては、認定期間中の開設計画

の進捗状況を把握するため、総務大臣は開設指針に基づき四半期毎の進捗状況を

示す書類の提出を認定開設者に義務づけており、開設計画の着実な実施をモニタリ

ングしている。また、平成 24年（2012年）以降の開設計画の認定においては、総務大

臣は認定開設者から提出された報告を確認し、確認結果を付した上でその概要を公

表している。このように、認定期間中において開設計画の進捗状況の把握が行われ

ているが、開設計画が遵守されなかった場合の電波法に基づく是正の手段は開設計

画認定及び無線局免許の取消しのみであり、当該取消事由は開設計画の懈怠等に

限定されている（法第 27 条の 15）。 

認定期間中の開設計画の実効性を高めることは重要であるが、既に当該周波数を

用いた移動通信システムによる電気通信役務の提供が開始されている際にこのよう

な開設計画の認定の取消しや免許の取消しを行った場合には、当該移動通信システ

ムを用いた電気通信役務の提供が中断されることとなり国民に与える影響や認定開

設者等が負うコストは大きい 25。 

そのため、移動通信システム用の周波数の有効利用の重要性が増す中で、認定

期間中の開設計画の実効性を高めるため、認定開設者に対して様々な強弱の監督

手段を組み合わせた重層的な監督措置 26を確保すべきである。 

 

（ウ）認定期間終了後の周波数の有効利用の確保 

電気通信業務用の移動通信システム向けの周波数帯は非常に公益性が高く、国

民の生活にとっても、あるいは事業者の公正な競争という観点からも見ても、特別な

重要性を有している。 

開設計画の認定の有効期間は、当該認定の日から起算して５年（終了促進措置

の場合は 10年）以内となる（法第 27条の 13第６項）が、開設計画には更新等の手続

が設けられておらず、認定期間終了後には移動通信システム向けに割当済みの周

                                                   
25 開設計画の認定及び免許等が取消された場合、当該周波数が有効利用されるためには周

波数の再割当て・再配分・無線局開設等を経る必要があるため時間がかかることとなる。 
26 認定及び免許等の取消しに加えて、勧告・公表・命令等の監督手段を確保する。 
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波数の有効利用状況を継続的に把握し十分確保することができないおそれが指摘さ

れるため、認定期間終了後も移動通信システム向け周波数の有効利用を確保する

ための手法について検討が必要である。 

 

(i) 周波数の有効利用に関する計画及びその進捗状況の確認・公表 

移動通信システム向け周波数の有効利用に向けたインセンティブを継続的に確保

する観点から、周波数の有効利用に関する計画の提出を受けてその内容を確認する

こと等を検討することが適当である 27。 

また、周波数の有効利用の状況について定期的に確認・公表する仕組みを検討す

べきである。具体的には、電気通信業務用の移動通信システム向け周波数帯の免許

を取得している事業者から、総務大臣が周波数有効利用の状況について毎年定期

的に報告を受けた上で、これを公表する仕組み等を検討することにより、周波数の有

効利用に向けた正のサイクルが回るような仕組みを検討することが適当である 28（図

３－２－３参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－３ 周波数の有効利用を確保するための手法の例 

 

 

                                                   
27 特に、広域専用電波として、広範囲の地域において同一の者により相当数開設される無

線局に専ら使用させることを目的として総務大臣が指定する周波数（法第 103 条の２第

２項）を用いる場合などについては、その継続的な有効利用が求められる。 
28 電波は有限希少な国民共有の資源であり、電気通信事業者から提出された定期報告の結

果を総務大臣が国民に対するエージェントとして公表する仕組みを構築することにより、

国民生活に密接な関わりのある公益性の高い重要な移動通信システム用周波数の有効利

用の状況を消費者でもある国民が定期的に開示され、電波の有効利用への関心を持ち消

費行動を行うことが可能となり、事業者もこれを受けて周波数の有効利用に向けた健全

な競争をしていくなど、正のサイクルが回るような仕組みを整えることが重要であると

の指摘がされている。 
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(ii) 移動通信システム単位による再免許 

移動通信システム向けの周波数帯については、社会経済や国民生活の基盤を提

供するために必須であるが、移動通信システムに適した 3GHz 以下の使いやすい周

波数帯において今後多くの追加割当てが見込めず、かつ、超高速モバイルブロード

バンドのトラヒックの継続的な増加や新たなサービス需要に対応するためにその有効

利用を継続的に確保していく重要性が高まっている。 

無線局を開設するためには総務大臣より免許を付与される必要があり（法第４条）、

免許の有効期限は免許の日から起算して５年以内の総務省令の定める期間となる

が、有効期限前に申請を行うことにより再免許を取得することも可能である（法第 13

条第１項）。再免許は無線局の免許の有効期間の満了と同時に旧免許内容を存続し

そのまま新免許に移しかえるという新たに形成する処分(免許)であり、新たに電波利

用の禁止を解除すること等が適当であるかの審査が行われるものであるから、再免

許は免許の更新ではない。しかし、電気通信業務用の移動通信システムの基地局の

再免許については、個別の免許単位で申請され審査が行われるため、既割当済周

波数に係る再免許時に移動通信システムとしての周波数の有効利用の度合いを把

握し審査することが難しい状況となっている。 

そのため、移動通信システム向けの周波数の有効利用を継続的に確保する観点

から、再免許申請について、移動通信システムとしての周波数の有効利用の状況を

踏まえて審査できる仕組みとして再免許を個々の無線局免許単位ではなくシステム

単位で行う 29こと等を検討すべきである。なお、制度的に再免許は更新ではないが、

免許人は実質的に再免許を前提としてビジネスを行っている場合が多いため、再免

許が認められる基準等を予め明らかにすること等により予見可能性を高めることが重

要 30である。 

 

  

                                                   
29 例えば、制度的に総務大臣が移動通信に係る電気通信業務用無線局である携帯電話等の

基地局及び陸上移動局について、無線局免許を付与する際にその有効期間が同時に満了

するように規定すること等が可能である。 
30 欧米において、カバレッジ義務等が免許条件として課され、規制機関は報告を受けて進

捗状況を厳密にチェックし報告概要を公表するとともに、違反している場合には周波数

を返上させたり、制裁措置を課したりすることが制度化されている。また、例えば仏国

の 1800MHz 帯のように、再免許の際に周波数の割当幅や割当周波数を変更することによ

り再編を行った事例などもある。なお、我が国においても、電波の利用状況調査の調査

結果等を踏まえて周波数再編アクションプランが策定され周波数再編が行われており、

再編対象とされた無線局は一定期間経過後には再免許が行われないこととなる。 
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③ 周波数調整・共用・再編関係 

今日、スマートフォンの普及や大容量データ通信利用の増加等により移動通信シ

ステム用の周波数がひっ迫しており、今後も IoT等の新たな電波利用に伴い、周波数

のニーズが高まることが予想される。新たな電波利用システム導入等に向けた周波

数を確保するため、総務大臣は、電波法で定める周波数帯を３つに区分し、区分ごと

に毎年度順番に電波の利用状況の調査・評価を実施しており、当該評価結果に基づ

き周波数の移行や再編の方針を定める周波数再編アクションプランを策定している。

このように周波数の有効利用に向けた継続的な周波数再編の仕組みが構築されて

いるが、電波は有限希少な資源であることから、電波利用の進展による新たな無線

システムの導入等における周波数の割当てにおいて、専用周波数帯の割当てが困

難な場合が増加することが見込まれている。 

一方、移動通信事業者においては国際的に幅広く利用されている 3GPP による国

際標準バンドを中心に周波数割当てへのニーズが高いものの 31、現在携帯電話等に

割り当てられていないが、利用しやすい周波数帯の多くには公共業務用システム、衛

星システム及びレーダー等の既存の他の無線システムが存在している。移動通信シ

ステム向けに新規周波数を割り当てるには既存システムとの周波数の共用又は既存

システムの周波数移行等が必要となる場合が多いことに十分留意する必要がある。 

衛星業務、公共業務等は周波数移行が容易ではないため、携帯電話等の移動通

信システムはこれら異業務用の無線システムとの周波数共用を前提条件として無線

局を開設する必要があり、無線局免許の前提として共用可能性を確認する場合が増

加していく見込みである。 

周波数がひっ迫する中、新たな電波利用の進展に伴う周波数の需要に対応するた

めには、周波数の共用が必要となる 32が、個別の免許人間の調整にまかせる場合に

は、その調整に時間を要することで周波数の効率的な利用に支障をきたすおそれが

ある 33。また、免許不要局に係る周波数共用では、無線局において自律的な使用周

波数の調整が行われる必要がある。 

                                                   
31 第２回制度ワーキンググループヒアリング資料によると、(株)NTT ドコモは 1.7GHz 帯、

2.3GHz帯及び 3.5GHz帯、KDDI(株)は 1.7GHz帯及び 2.3GHz帯、ソフトバンク(株)は 1.7GHz

帯、2.3GHz帯及び 2.5GHz 帯の割当てを希望している。 
32 例えば、3.5GHz帯において、第４世代移動通信システムと衛星通信システムの周波数共

用が必要とされている。 
33 異業務用の無線局及び携帯電話等の移動業務用の無線局を含めた複数免許人の無線局

開設状況等も加味した上で共用可能性を判断する必要があることから、無線局免許人間

の個別の調整のみでは必要な調整の実施が完了できない恐れもあり、多数の免許人間で

調整が難航することなどにより周波数の有効利用が阻害されるおそれも高い。 
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そのため、周波数の共用を促進することを目的として、周波数の共用可能性の判

断や免許人間の調整等を容易にするための仕組みや無線局の自律的な調整により

周波数共用を可能とする技術的方策を検討すべきである 34。また、今後、異なるシス

テム間で周波数をデータベース等に基づき運用調整をしながら柔軟に共用するため

の枠組みを検討していく必要性も指摘される。具体的には、１．（２）②（ウ）で述べた

共用可能性の確認・調整のシステムが考えられる。 

 

④ 地域 BWA 関係 

BWA は、電気通信業務として主としてデータ伝送を行うシステムであり、地域 BWA

は、全国を対象に公衆向けの広帯域データ通信サービスを行う全国 BWA とは異なり、

デジタル・ディバイドの解消や地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の福祉

の増進に寄与することを目的として一市町村（社会経済活動を考慮し地域の公共サ

ービスの向上に寄与する場合は、二以上の市町村区域）を対象にサービスを提供す

るものとして制度化 35されており、平成 21年度（2009年度)から順次サービスが開始さ

れている（図３－２－４参照）。 

その後、平成 26年（2014年）に開催された電波政策ビジョン懇談会において、地域

BWA の電波の利用状況調査及び利用意向調査の結果 36を踏まえ、意見募集及びヒ

アリング等を経た上で、地域 BWA の周波数帯の今後の有効利用について検討が行

われた。その結果、WiMAX Release 2.1AE や AXGP の高度化方式の導入等を可能と

するための制度改正を速やかに実施すること、市町村との連携等を参入の要件とし

て明確化すること、公平な競争環境の維持を図るため適切な措置を講じることが提言

されるとともに、地域 BWA の新規参入が進まず、また MVNO としての事業展開の拡

大が見込まれる場合は、所要の経過期間を講じた上で、一市町村を単位とした割当

てを見直し全国バンド化を検討することが提言 37された。また、地域 BWA 事業への参

入を促進するための取組を充実させるべき 38との指摘が行われた。 

この提言を踏まえ、平成 26 年（2014 年）10 月に、高度化方式の導入、市町村との

                                                   
34 妨害干渉を防止した上で周波数共用を通じて周波数の効率的利用を図るためには、共用可能

性判断モデルの検討結果を踏まえた確認・調整システムであるシミュレーションツールを構築し

て、第三者が客観的に照会・相談業務に対応可能とすること等により、迅速な無線局の開設を

可能とし電波の適正な利用を確保すること等も考えられる。 
35 2575MHz から 2595MHz の周波数の範囲内で平成 19 年（2007 年）に制度整備された。 
36 平成 24 年度（2012 年度）に 2.5GHz 帯 BWA について臨時の電波の利用状況調査を実施し、

平成 25 年（2013 年）４月に調査結果を公表。これによると、地域 BWA については約 95%の市町

村で無線局が開設されておらず、有償サービスを提供する免許人は約半数であった。 
37 電波政策ビジョン懇談会中間とりまとめ（平成 26 年（2014 年）7 月） 
38 電波監理審議会において、地域BWAの活性化が図られることが望ましいため、地域BWA事業

への参入が促進されるための取組を充実させるべきとの指摘があった。 
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連携等の要件の明確化、公平な競争環境の維持を図るための免許主体要件の適正

化等のための制度整備が行われた（表３－２－２参照）。 

 

 

 

 

 

図３－２－４ 2.5GHz 帯の周波数割当状況 

 

 

表３－２－２ 既存システムと高度化システムの技術的条件 

 既存システム 
（設備規則第 49 条の 28） 

高度化システム 
（設備規則第 49 条の 29） 

(1) 技術方式 モバイル WiMAX WiMAX R2.1AE 及び AXGP 

(2) 占有周波数帯幅 5MHz 又は 10MHz 5MHz、10MHz 又は 20MHz（※１） 

(3) 空間多重技術 非対応 4×4MIMO に対応 

(4) キャリアアグリゲーション 
技術 

非対応 対応 

(5) 伝送速度 下り最大 15.4Mbps 下り最大 110Mbps（※２） 

※1 平成 27 年（2015 年）７月末から隣接事業者（Wireless City Planning(株)、UQコミュニケーションズ(株)）

と無線通信システムの同期をとることにより 20MHz の帯域幅の利用が可能となった。 

※2 20MHz 幅システムに４×４MIMO を使用した場合には、下り最大 220Mbps 

 

当該制度整備以降、新規参入や高度化システムの導入の動きが活発化しており、

平成 28 年（2016 年）5 月末時点、高度化方式については、９事業者（うち５事業者は

新規参入）に免許付与され、既存WiMAX方式については、40事業者に免許付与され

ている（図３－２－５参照）。 
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図３－２－５ 地域 BWA システムの無線局の開設状況（平成 28 年(2016 年）5 月末時点） 

地域 BWA は、高度化サービスの導入や導入に向けた検討が進められている状況

であり、災害対策・防犯対策・医療福祉・教育等の地域の公共サービスの向上やデジ

タル・ディバイド解消等に資することが期待されており、地域 BWA の回線を活用して

柔軟に通信の優先度や専用回線を設定することにより地域の実情やニーズに応じた

様々な活用事例も出てきているところである 39。 

地域 BWA は価値の高い周波数帯を用いているが、現段階においては高度化シス

テムの導入が進展しつつあるとはいえ、カバレッジは依然として低い状態にあり、そ

の利用が大幅に進んでいるとは言えないとの指摘も行われている。一方、全国 BWA

                                                   
39 伊丹市等における安全・安心見守りカメラやビーコン受信機による見守りサービスのバックボー

ンに地域BWAの回線を利用している事例（第６回制度ワーキンググループ、阪神電気鉄道（株）

ヒアリング資料）、（株）コミュニティネットワークセンター（CNCI）による河川監視カメラの映像提供

や行政・避難所・公共機関向けの緊急用連絡回線の事例、（株）愛媛 CATV による地域内にお

ける Wi-Fi アクセスポイントのバックボーンや遠隔授業用の校内ネットワークのために地域 BWA

の回線を利用する事例（第６回制度ワーキンググループ、（一社）日本ケーブルテレビ連盟ヒアリ

ング資料）。 
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事業者の協力により 20MHz 幅が利用可能となったのは平成 27 年（2015 年）７月のこ

とであり、高度化方式による地域BWAが普及するにはしばらく時間を要するとの意見

もある 40。 

そのため、地域 BWA の周波数帯の有効利用を図る観点から地域 BWA の普及が

進まなければ制度の見直し等が必要であることから、各地域における地域 BWA の周

波数の利用状況について定期的に確認・公表することとした上で、地域に密着した公

共の福祉を増進する観点からその制度について一定の期間維持をすべきである。 

また、地域 BWA の利用が進展しない理由の一つとして、地域 BWA 制度や有用性

に関する認知度が低いことが挙げられるため、地域 BWA の周波数の有効利用を確

保する観点から、制度趣旨や有用性の認知度を向上させるように、地域におけるサ

ービス提供主体となる企業や地方自治体等に対して一層の周知・広報を行うとともに、

活用事例の横展開を図るための情報共有を進めることが望ましい。 

 

⑤ 検査制度関係 

 

（ア）登録検査等事業者制度における無線局の検査・点検 

無線局の免許人は、総務省令で定める時期ごとにその無線設備等の検査を受け

る必要がある（法第 73条第 1項）。これらの検査においては、免許人の負担を軽減す

るため、無線設備等が法令に適合していることを検査又は点検（検査等）を行う能力

を有する者として総務大臣の登録を受けた登録検査等事業者が検査等を行い、免許

人から当該検査等の結果の提出があった場合、無線局の検査の全部又は一部を省

略することを可能としている 41（法第 73 条第３項）（図３－２－６参照）。登録検査等事

業者が使用する測定器その他の設備（周波数計、スペクトル分析器、電界強度測定

器等）は、必要な性能を担保するため、法で定める方法により１年以内ごとに較正又

は校正を受けることが義務付けられている（法第 24 条の２第４項）。 

  

                                                   
40 第６回制度ワーキンググループ、阪神電気鉄道（株）及び（一社）日本ケーブルテレビ連盟ヒアリ

ング資料等より。 
41 新設検査が必要な無線局の約９割は、本制度のもと登録検査等事業者の点検を受けている。 
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図３－２－６ 登録検査等事業者制度の概要 

 

一方で、近年、無線設備の多様化や測定器等の性能向上等に伴い、無線設備の

技術基準を担保するために必要となる較正等の在り方が変化してきており、全ての

測定器等を一律に規制する必要は低下してきている。 

そのため、登録検査等事業者等が使用する測定器等について、その性能向上や

利用状況の実態、諸外国の事例 42等を踏まえ、適切な規律を確保した上で、較正等

の期間の延長や方法の多様化等、規律の柔軟化を行うべきである。 

 

（イ）航空機局の検査 

航空機局に搭載される無線設備は、１年周期で定期検査を受けることが義務づけ

られており、また航空機の安定した運航を維持するために用いる予備無線設備にお

いては、一定の条件のもと３年以内ごとに無線設備の点検を受け、直近の定期検査

時に当該検査結果の確認を受ける必要がある（法第 73 条第１項）。 

航空機局においては、定期検査のタイミング以外で無線設備の不具合を確認する

義務はないが、信頼性を向上させ安全性を常に維持するためには、恒常的に予防的

                                                   
42 米国の FCC 規則で引用されている ANSI C63.4 等においては、測定器を設置した最初の年に

較正等を行い、その後は測定器メーカーの推奨や必要とする測定精度に応じて、最長３年以内

ごとに較正等を行うこととしている。 
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整備を行うことが望ましい。この点、航空機の機体やエンジンの構造・システムの安

全性・信頼性を確保するための整備の仕組みについては国際標準化がなされてお 

り 43、我が国では当該国際標準に準拠して航空法に整備の仕組みを規定し、航空運

送事業者は航空法に従い安全性や信頼性を確保する体制を維持管理している。 

そのため、第２章２．（３）④（カ）にも示されたように、航空機局の検査においても、

免許人である航空事業者において恒常的に無線設備の技術基準への適合性を確認

することが求められることから、航空法におけるスキームを参照し、航空運送事業者

が自ら PDCA サイクルを実施することにより予備的整備・管理を実現することが可能

となる仕組みの導入を検討すべきである。 

 

⑥ 技術基準・測定方法関係 

 

（ア）基準認証制度の在り方 

小規模な無線局に使用するための無線設備であって総務省令で定めるもの（特定

無線設備：携帯電話端末、無線 LAN 等）については、事前に登録証明機関等におい

て電波法で定める技術基準に適合している旨の証明（技術基準適合証明等）を受け

（法第 38 条の６、第 38 条の 24、第 38 条の 33）（図３－２－７参照）、総務省例で定め

る表示（いわゆる技適マーク）が付されている場合は、免許手続時における検査の省

略等の特例措置を受けることができる（法第４条）。 

この技術基準適合証明を受けようとする者は、登録証明機関等に無線設備に係る

試験データ等を提出する必要がある。IoT やグローバル化の進展に伴い国内外から

多様な無線設備が市場に流入し利用される中で、様々な試験所で測定された試験デ

ータが技術基準適合証明等に用いられているが、近年、改ざんや流用が行われた試

験データ（フェイクデータ）により、不正に技術基準適合証明等を受けようとしたと疑わ

れる事例が確認されている。 

そのため、IoT やグローバル化の進展に伴う多様な無線設備の利用拡大を見据え、

技術基準への適合性の評価における試験データが適切な環境で実測されたもので

あること等を担保する仕組みを、諸外国の事例 44を参考として検討すべきである。具

体的には、１．（２）②（イ）で述べた基準認証データベース（仮称）が方策の一つとして

考えられる。 

                                                   
43 国際民間航空機関(ICAO)のシカゴ条約第６付属書等により規定されている。 
44 米国では適合性評価に係る情報（認証書、外観写真、試験レポート、ブロックダイヤグラム・回

路図等）をデータベース化して公開しており、適合性評価の透明性を確保している。欧州におい

ても同様のデータベースの構築に向けた検討が進められている。 
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図３－２－７ 無線設備の基準認証制度 

 

（イ）微弱な無線設備の測定方法 

我が国においては、無線局の無線設備から３メートルの距離での電界強度が一定

レベルより低い場合、当該無線局は免許を受ける必要はないこととされている（法第

４条）。３メートルの距離における微弱無線局の電界強度の許容値は、図３－２－８に

示すとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－８ 微弱無線局の３ｍの距離における電界強度の許容値 
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当該電界強度を測定する際の一般的な測定方法や測定条件については告示 45で

示されているが、近年、微弱な無線設備はその利便性や汎用性の高さから著しく多

様化が進んでおり、当該告示においては、こうした多様化を考慮した詳細な測定方法

や測定条件が規定されていないことから、測定を行う試験所によって測定結果が異

なるおそれがある。 

そのため、当該測定方法や測定条件について調査を行い、必要な見直しを検討す

べきである。 

 

（ウ）受信設備に係る技術的な規格の策定 

受信設備は本来電波の発射を目的とするものではなく、受信のみを目的とする設

備については技術的な規格が策定されていない。 

しかしながら、受信設備からの漏洩電波が妨害源となった事例があり 46、周波数共

用時に干渉が発生するおそれがある 47。 

我が国においても海外の事例等も踏まえつつ、受信のみを目的とする設備につい

て、様々な無線局による周波数共用を可能とする技術的な規格の策定を検討すべき

である。 

 

⑦ 高周波利用設備に適用される制度関係 

 

（ア）高周波利用設備の設置許可 

高周波利用設備は、10kHz 以上の高周波電流を利用している設備とされている。

高周波利用設備は、本来、電波の発射を目的とするものではないが、漏洩する電波

が空間に輻射され、その漏洩電波が混信又は雑音として無線局に妨害を与える可能

性があることなどから、その設置には総務大臣の許可が必要となる（法第 100 条第１

項）。ただし、高周波出力が一定値以下の設備等については、個別の設置許可が不

要となっている（表３－２－３参照）。 

                                                   
45 著しく微弱な電波を発射する無線局の電界強度の測定方法を定める件（昭和 63 年郵政省告

示第 127 号） 
46 受信設備からの電波漏洩による無線局への影響については、旧規格の機器の使用や設置工

事の不良等によって放送用受信設備（ブースター等）から漏洩した中間周波数が携帯電話の基

地局等に混信を与えた例がある。 
47 海外では、EU 内に流通させる無線設備に係る規制枠組みとして平成 28 年（2016 年）6 月より

新たに施行される予定の RE(Radio Equipment)指令において、テレビ、ラジオ、GPS などを受信

することのみを目的とする受信設備も含めた全ての受信設備が規制の対象とされており、受信

設備が備えるべき能力として有害な混信や不要信号に対する耐性強化が求められている。 
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表３－２－３ 高周波利用設備に適用される制度の概要 

 

しかしながら、設置許可が不要とされている高周波利用設備について、無線局に

干渉を与えている可能性が指摘されている。 

そのため、高周波利用設備について、無線局への干渉等の実態を調査し、必要な

規律の見直しを検討すべきである。 

 

（イ）型式指定表示 

高周波利用設備のうち予め総務大臣から技術基準に適合していることの指定を受

けた型式の設備は、個別の設置許可を受けずに使用することが可能となる。ただし、

指定番号等の表示を当該指定に係る型式に属する設備の見やすい箇所に付さなけ

ればならない。 

近年無線設備の多様化等に伴い高周波利用設備を内蔵する機器が流通している

が、型式指定表示について電子的表示が認められていないため、当該高周波利用

設備にラベルを貼付する等の対応が必要となっている。この点、特定無線設備が電

波法令で定める技術基準に適合している無線設備であることを証明する表示（いわ

ゆる技適マーク）については、平成 22 年度（2010 年度）から電磁的表示が可能となっ

ている（図３－２－９参照）。当該電磁的表示の導入により、表示の貼付場所の不足

が解消され、利用者にとっても従前より表示の確認が容易になる等の効果があったと

される。 
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図３－２－９ 技適マークの電磁的表示の導入 

そのため、高周波利用設備の型式指定表示についても、世界的な潮流等に鑑み、

条件を緩和すべきである。 
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おわりに 

 

電波は我が国の国民生活や社会経済活動において欠かすことのできないインフラ

となっており、新たな電波利用ニーズを適時にとらえて、ワイヤレスサービスの発展を

促すとともに、電波の有効利用を担保する制度整備を行っていくことが重要となる。 

本懇談会においては、2020 年に向けた我が国のワイヤレスサービスの発展及び

国際競争力強化に必要となる施策や、歳出構造の転換期を迎える電波利用料制度

の見直しに関する基本方針、良好な電波利用環境を確保するための電波の監理・監

督に関する制度見直しの方向性を提言した。 

本報告書で提言された内容を踏まえ、産学官連携での研究開発・実証や電波法を

はじめとする関係法令の改正等に関する具体的な制度設計を進めるなど、行政や産

業界等において所要の取組が着実に実施されるとともに、今後も新たな電波利用や

無線技術の発展等に伴って適時の取組状況の検証が行われ、更なる取組の強化が

行なわれることにより、電波利用の発展が更に継続していくことを期待する。 
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「電波政策2020 懇談会」 開催要綱 
 

１ 目的 

無線通信ネットワークは、国民の日常生活や我が国の社会経済活動において重要な基盤となっ

ており、我が国の無線インフラ・サービスを国際競争力のある有望ビジネスに育てるとともに、

電波利用技術の高度化によるＩｏＴの進展等の新たな電波利用のニーズに応えるための制度整備

等を行うことにより、有限希少な国民共有の資源である電波の更なる有効利用を図ることが重要

となっている。 

このような観点から、2020年に向けた我が国のワイヤレスサービスの発展・国際競争力強化の

ための方策や新たな無線システムを導入するための制度見直しの方向性、平成29年に見直し時期

を迎える電波利用料制度の在り方等について検討することを目的として、本懇談会を開催する。 

 

２ 名称 

本懇談会は、「電波政策2020懇談会」と称する。 

 

３ 検討事項 

(1) 周波数需要増大への対応方策 

(2) ワイヤレスサービスの発展・国際競争力強化のための方策 

(3) 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策 

(4) 次期（平成29～31年度）電波利用料制度の在り方 

(5) その他電波政策に関する検討課題 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本懇談会は、総務副大臣（情報通信担当）の懇談会とする。  

(2) 本懇談会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 本懇談会に、総務副大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

(4) 本懇談会は、座長が運営する。 

(5) 座長代理は、座長が指名する。 

(6) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、その職務を代行する。 

(7) 座長は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(8) 座長は、本懇談会の検討を促進するため、必要に応じて、ワーキンググループを開催するこ

とができる。  

(9) ワーキンググループの構成員及び運営に必要な事項については、座長が定めるところによる。 

(10) その他、本懇談会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。  

 

５ 議事の公開 

(1) 本懇談会の会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者

の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が必要と認める場合

については、非公開とする。 

(2) 本懇談会の会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに掲載し、公

開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害

するおそれがある場合その他座長が必要と認める場合には、非公開とすることができる。 
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(3) 本懇談会の会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、

公開する。  

 

６ 開催期間 

本懇談会の開催期間は、平成28年１月から同年夏頃までを目途とする。 

 

７ 庶務 

本懇談会の庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課において行う。 
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別紙 

「電波政策 2020懇談会」 構成員 一覧 

（敬称略、座長及び座長代理を除き五十音順） 

 

（座長） 多賀谷 一照 獨協大学法学部教授 

（座長代理） 谷川 史郎 株式会社野村総合研究所理事長 

荒川 薫 明治大学総合数理学部教授 

大谷 和子 株式会社日本総合研究所法務部長 

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授 

高田 潤一 東京工業大学環境・社会理工学院教授 

知野 恵子 読売新聞東京本社編集局企画委員 

藤原 洋 株式会社ブロードバンドタワー代表取締役会長兼社長CEO 

三友 仁志 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授 

森川 博之 東京大学先端科学技術研究センター教授 
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「電波政策2020 懇談会 サービスワーキンググループ」 運営方針 
 

１ 役割 

本ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、「電波政策２０２０懇談会」（以下「懇談会」という。）

の下に設置されるＷＧとして、我が国の無線インフラ・サービスを国際競争力のある有望ビジネスに

育てるための方策等について、より専門的な観点から検討することを役割とする。 

具体的には、我が国が強みとする安全・安心分野の無線通信システムを中心としたワイヤレスビジ

ネスの国際展開を促進するための方策や、５Ｇ等の新たなモバイルサービスを具現化するための方

策等の検討を行い、懇談会に報告する。 

 

２ 名称 

本ＷＧは、「サービスワーキンググループ」と称する。 

 

３ 検討事項 

(1) ワイヤレスビジネスの成長・海外展開を戦略的に推進するための方策 

(2) 2020年に向けたモバイルサービスの在り方 

(3) 周波数需要増大への対応方策 

(4) その他 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＷＧの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ＷＧには、主査及び主査代理を置く。 

(3) 主査は、懇談会座長が指名することとし、主査代理は主査が指名する。 

(4) 主査は、本ＷＧを招集し、主宰する。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは、主査に代わって本ＷＧを招集し、主宰する。 

(6) 主査は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(7) 主査は、本ＷＧの検討を促進するため、必要に応じて、タスクフォースを開催することがで

きる。 

(8) タスクフォースの構成員及び運営に必要な事項については、主査が定めるところによる。 

(9) その他、本ＷＧの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ＷＧの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の

権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 

(2) 本ＷＧの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに掲載し、公開

する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害す

るおそれがある場合その他主査が必要と認める場合は、非公開とすることができる。 

(3)  本ＷＧの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、

公開する。  

  

６ 開催期間 

  本ＷＧの開催期間は、平成28年１月から同年夏までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本ＷＧの庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課国際周波数政策室において行う。 
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別紙 

「電波政策２０２０懇談会 サービスワーキンググループ」 構成員 一覧 

（敬称略、五十音順） 

 

岩浪 剛太 株式会社インフォシティ代表取締役 

（主査代理） 國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授 

三瓶 政一 大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻教授 

（主査） 谷川 史郎 株式会社野村総合研究所理事長 

知野 恵子 読売新聞東京本社編集局企画委員 

土井 美和子 情報通信研究機構監事 

友山 茂樹 トヨタ自動車株式会社専務役員 IT・ITS本部長 

藤原 洋 株式会社ブロードバンドタワー代表取締役会長兼社長 CEO 

森川 博之 東京大学先端科学技術研究センター教授 
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「電波政策2020 懇談会 制度ワーキンググループ」 運営方針 
 

１ 役割 

本ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、「電波政策２０２０懇談会」（以下「懇談会」という。）

の下に設置されるＷＧとして、IoT時代に相応しい電波監理制度の在り方や電波利用料制度について、

より専門的な観点から検討することを目的とする。 

具体的には、新たな無線システムを導入・普及させるための制度的課題及び電波利用環境保護等

のために必要となる規律の検討、次期（平成 29～31 年度）電波利用料額の在り方や電波利用料財源

により取り組むべき施策の検討等を行い、懇談会に報告する。 

 

２ 名称 

本ＷＧは、「制度ワーキンググループ」と称する。 

 

３ 検討事項 

(1) 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策 

(2) 次期（平成29～31年度）電波利用料制度の在り方 

(3) その他 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＷＧの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ＷＧには、主査及び主査代理を置く。 

(3) 主査は、懇談会座長が指名することとし、主査代理は主査が指名する。 

(4) 主査は、本ＷＧを招集し、主宰する。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは、主査に代わって本ＷＧを招集し、主宰する。 

(6) 主査は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(7) その他、本ＷＧの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ＷＧの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の

権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 

(2) 本ＷＧの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに掲載し、公開

する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害す

る虞がある場合その他主査が必要と認める場合は、非公開とすることができる。 

(3)  本ＷＧの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、

公開する。  

 

６ 開催期間 

  本ＷＧの開催期間は、平成28年２月から同年夏までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本ＷＧの庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室において行う。 
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別紙 

「電波政策 2020懇談会 制度ワーキンググループ」 構成員 一覧 

（敬称略、五十音順） 

 

 

 

荒川 薫 明治大学総合数理学部教授 

飯塚 留美 一般財団法人マルチメディア振興センター 

電波利用調査部研究主幹 

大谷 和子 株式会社日本総合研究所法務部長 

北 俊一 株式会社野村総合研究所上席コンサルタント 

宍戸 常寿 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

高田 潤一 東京工業大学環境・社会理工学院教授 

高橋 信行 國學院大学法学部教授 

（主査） 多賀谷 一照 獨協大学法学部教授 

（主査代理） 三友 仁志 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授 
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「電波政策2020 懇談会 サービスワーキンググループ  

ワイヤレスビジネスタスクフォース」 運営方針 
 

１ 役割 

本タスクフォース（以下「ＴＦ」という。）は、「電波政策２０２０懇談会」（以下「懇談会」という。）の下

に設置される「サービスワーキンググループ」の下に設置され、我が国のワイヤレスビジネスを国際

競争力のあるビジネスに育てるため、有望な分野について実用化、普及、海外展開等の方策等につ

いて検討することを目的とする。 

 

２ 名称 

本ＴＦは、「ワイヤレスビジネスタスクフォース」と称する。 

 

３ 検討事項 

(1) 有望なワイヤレスビジネス分野の現状と課題の整理 

(2) ワイヤレスビジネスを活用した将来の社会像の検討 

(3) ワイヤレスビジネスの戦略的な実用化、普及、海外展開方策の検討 

(4) その他 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＴＦの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ＴＦには、主査及び主査代理を置く。 

(3) 主査は、サービスワーキンググループ主査が指名することとし、主査代理は主査が指名する。 

(4) 主査は、本ＴＦを招集し、主宰する。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは、主査に代わって本ＴＦを招集し、主宰する。 

(6) 主査は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(7) その他、本ＴＦの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ＴＦの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の

権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 

(2) 本ＴＦの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに掲載し、公開

する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害す

る虞がある場合その他主査が必要と認める場合は、非公開とすることができる。 

(3)  本ＴＦの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、

公開する。  

 

６ 開催期間 

  本ＴＦの開催期間は、平成28年１月から同年夏までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本ＴＦの庶務は、総合通信基盤局電波部衛星移動通信課において行う。 
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別紙 

「電波政策 2020懇談会 サービスワーキンググループ 

ワイヤレスビジネスタスクフォース」 構成員 一覧 
 

（敬称略、五十音順） 

 

安藤 康浩    株式会社東芝 インフラシステムソリューション社 

事業開発センター 海外開発営業部 担当部長 

飯塚 留美    マルチメディア振興センター電波利用調査部 研究主幹 

井上 修一    日本無線株式会社ソリューション事業部海外事業推進部 部長 

大橋 正良    福岡大学工学部電子情報工学科 教授 

小瀬木 滋    海上・港湾・航空技術研究所 電子航法研究所 研究統括監 

柿元 生也   三菱電機株式会社 通信機製作所 インフラ情報システム部 

気象・航空統括プロジェクトグループ主席技師長 

勝屋  久    アーティスト／プロフェッショナル・コネクター 

川西 哲也    早稲田大学理工学術院基幹理工学部 教授 

（主 査） 國領 二郎    慶應義塾大学総合政策学部 教授 

坂本   守    株式会社日立製作所 情報・通信システム社 

社会システム事業部テレコムソリューション本部 本部主管  

鈴木 真二    東京大学大学院工学系研究科 教授 

竹内 博史    国際協力機構 主任研究員 

（主査代理） 土井 美和子   情報通信研究機構 監事 
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「電波政策2020 懇談会 サービスワーキンググループ  

モバイルサービスタスクフォース」 運営方針 
 

１ 役割 

本タスクフォース（以下「ＴＦ」という。）は、「電波政策２０２０懇談会」の下に設置される「サービスワ

ーキンググループ」の下に設置され、将来的に大きな市場の成長・発展が期待される第５世代移動通

信システム（５Ｇ）及び自動走行システムをはじめとする次世代の高度道路交通システム（ＩＴＳ）の実

現等に向けて解決すべき課題や解決方法、及び、これらのシステムを国際競争力のある有望ビジネ

スに育てるための方策等について検討することを目的とする。 

具体的には、５Ｇ・次世代ＩＴＳにより創出されるサービスやビジネス、新たな社会のイメージを検討

し、それらのサービス等を可能とするシステムの実現に向け、解決すべき課題及び解決方法並びに

電波利用システムの在り方について検討等を行い、サービスワーキンググループに報告する。 

 

２ 名称 

本ＴＦは、「モバイルサービスタスクフォース」と称する。 

 

３ 検討事項 

(1) ５Ｇ・次世代ＩＴＳにより創出されるサービスやビジネス、新たな社会のイメージ 

(2) 超高速、低遅延、多数接続等の特徴を有する５Ｇの実現に向けて解決すべき課題や解決方法 

(3) 安全で快適な自動運転を支援する電波利用システムの在り方 

(4) その他 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＴＦの構成員は、別紙のとおりとする。 

(2) 本ＴＦには、主査及び主査代理を置く。 

(3) 主査は、サービスワーキンググループ主査が指名することとし、主査代理は主査が指名する。 

(4) 主査は、本ＴＦを招集し、主宰する。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは、主査に代わって本ＴＦを招集し、主宰する。 

(6) 主査は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(7) その他、本ＴＦの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

(1) 本ＴＦの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の

権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 

(2) 本ＴＦの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに掲載し、公開

する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害す

る虞がある場合その他主査が必要と認める場合は、非公開とすることができる。 

(3)  本ＴＦの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームページに掲載し、

公開する。  

 

６ 開催期間 

  本ＴＦの開催期間は、平成28年２月から同年夏までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本ＴＦの庶務は、総合通信基盤局電波部移動通信課新世代移動通信システム推進室において行

う。 
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別紙 

「電波政策 2020懇談会 サービスワーキンググループ 

モバイルサービスタスクフォース」 構成員 一覧 
（敬称略、五十音順） 

 

岩浪 剛太 株式会社インフォシティ代表取締役 

宇佐見正士 ＫＤＤＩ株式会社技術統括本部技術開発本部長 理事 

栄藤  稔 株式会社ＮＴＴドコモ執行役員イノベーション統括部長 

河合 俊明     株式会社ＴＢＳテレビ常務取締役 

木谷  強 株式会社ＮＴＴデータ取締役常務執行役員  

技術革新統括本部長 

黒田  徹      日本放送協会放送技術研究所長 

眞田 幸俊 慶應義塾大学理工学部電子工学科教授 

（主査代理） 三瓶 政一 大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻教授 

島田啓一郎 ソニー株式会社執行役員コーポレートエグゼクティブ 

関根 久幸     富士通株式会社ネットワークソリューション事業本部長 

谷口  覚     株式会社トヨタＩＴ開発センター代表取締役社長 

丹波 廣寅     ソフトバンク株式会社ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ戦略・開発本部長 

橋本 和弥     日本電気株式会社テレコムキャリアビジネスユニット理事 

林  俊樹     株式会社ゲオネットワークス代表取締役 

藤原  洋     株式会社ブロードバンドタワー代表取締役会長兼社長ＣＥＯ 

（主査） 森川 博之     東京大学先端科学技術研究センター教授 

行武  剛     パナソニック株式会社ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸｽ社 

ｲﾉﾍﾞー ｼｮﾝｾﾝﾀｰ技術総括 
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        親会 制度ＷＧ  サービス WG ワイヤレスビジネス TF モバイルサービス

TF 

2016

年 

 １月 
  
  

1/25 第１回会合 

 電波利用に関する現状等 
 意見募集の実施 
 今後の進め方 

  1/27  第１回会合 

 ワイヤレスサービスの現

状と動向 
 親会における主な議論

（サービス WG 関連部

分） 
 タスクフォースの設置、

今後の進め方 

1/29  第１回会合 

 安心安全ワイヤレスビジ

ネスの現状 
 今後の検討課題、スケジ

ュール 

  

２月   2/4  第１回会合 

 運営方針案の確認 
 電波に係る制度の概要 
 今後の進め方 
2/12  第２回会合   

 主要免許人からのヒアリング 
 プレゼンテーション（構成員） 
・ 諸外国の電波利用料制度概

況 
2/19  第３回会合 

 主要免許人からのヒアリング 
 プレゼンテーション（構成員） 
・ 移動通信向け周波数の監理・

監督に関する提言 
2/25  第４回会合 

 主要免許人からのヒアリング 
 意見提出者からのヒアリング 
 意見募集の結果 

  2/25  第２回会合 

 プレゼンテーション（有識

者、関係者） 
・ ドローンの現状と課題 

2/1  第１回会合 

 5G、ITS の現状と

動向 
 今後の検討課題、

スケジュール 
 プレゼンテーション

（構成員） 
・ 5G、ITS に関する

取組状況／期待 
2/19  第２回会合   

 プレゼンテーション

（有識者、関係者） 
・ 5G、ITS に対する

期待 
  

３月   3/9    第５回会合（非公開） 

 論点整理 
3/18  第６回会合 

 意見提出者からのヒアリング 
3/25  第７回会合（非公開） 

 論点整理 

3/30  第８回会合（非公開） 

 論点整理 
  

3/15  第２回会合 

 意見募集の結果 
 プレゼンテーション（構成

員又は有識者） 
 タスクフォースにおける

検討状況報告 
・ 移動通信用周波数に対

するニーズ 

 今後の進め方 

3/14  第３回会合 

 プレゼンテーション（構成

員他） 
・ センサーＮＷの現状課題 

・ 電波監視 
3/22  第４回会合(非公開) 

 プレゼンテーション（構成

員他） 
・ ワイヤレス電力伝送 

・ 国際競争力強化方策 

 中間論点整理 

3/1   第３回会合（非

公開） 

 プレゼンテーション

（構成員） 
・ 5G 総合実証実験

の進め方 

・ 5G 周波数等の要

求条件 
3/22 第４回会合(非

公開) 

 プレゼンテーション

（構成員） 
・ 5G サービス等イメ

ージ、展望 

・ ITSサービス等イメ

ージ、展望 

 中間論点整理 
４月 4/15 第２回会合 

 各 WG からの検討状況報

告 

4/8   第９回会合 
 制度 WG 検討状況報告（案） 
4/25  第 10 回会合（非公開） 
 平成 29～31 年度に必要とな

る電波利用共益事務の在り方 

4/7  第３回会合 
 タスクフォースにおける

検討状況報告 
 サービス WG 検討状況

報告（案） 

4/6   第５回会合（非公開） 
 プレゼンテーション（構成

員他） 
・ レーダーの現状と課題 

・ 航空ビジネスについて 
4/14  第６回会合（非公開） 
 プレゼンテーション（構成

員他） 
・ 衛星ビジネスについて 

 これまでの議論の整理 

4/12  第５回会合 
 今後取り組むべき

方策等について 
  

５月   5/13   第 11 回会合 
 制度ワーキンググループ 取り

まとめ骨子（案） 
5/30  第 12 回会合 
 制度ワーキンググループ 取り

まとめ 

5/25  第４回会合 
 サービス WG 最終報告

（案） 

5/9   第７回会合 
 タスクフォース取りまとめ

案 

5/10  第６回会合（非

公開） 
 取りまとめ骨子案 
5/23  第７回会合 
 タスクフォース取り

まとめ案 

６月 6/3  第３回会合 
 各 WG からの取りまとめ報

告 
 報告書（案）について 

        

７月 7/15 第４回会合 
 報告書（案）に対する意見

募集の結果 
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3 

3.9 世代移動通信 

システム 

第 3 世代移動通信システム（IMT-2000 規格）の高度化システム（3.9G）で、3.9 世代携帯電

話に使用されているシステム。光ファイバー並みの高速伝送が可能。 
4 頁 

3G 「第 3 世代移動通信システム」の項を参照。 241 頁 

3GPP 

Third Generation Partnership Project の略。3G、４G 等の仕様を検討・開発し、標準化するこ

とを目的とした標準化団体。日本、米国、欧州、中国、韓国の標準化団体によるパートナー

シッププロジェクトとして 1998 年設立された。 

59 頁 

3GPP国際標準バンド 3GPP により標準規格とされた LTE に使用される周波数帯のこと。 106 頁 

4 

4G 「第４世代移動通信システムの項」を参照。 75 頁 

4K・8K 

現行フルハイビジョン(2K）を超える解像度（いわゆるスーパーハイビジョン）で超高精細で臨

場感・立体感のある映像を可能とする規格。画面を構成する画素は、4K で横方向に 3,840、

縦方向に2,160（計約800 万画素：2Kの4倍）、8K で横7,680、縦4,320（計約3,300 万画素：

2K の 16 倍）。 

7 頁 

5 

5G 「第 5 世代移動通信システム」の項を参照。 1 頁 

5G Americas アメリカ大陸における第 5 世代移動通信システムを推進するための組織。 62 頁 

5G PPP 

The 5G Infrastructure Public Private Partnership の略。「Horizon2020」の通信インフラ分野

における産学連携による研究プロジェクトの 1 つ。第 5 世代移動通信システムの実用化に向

けた研究開発・実証実験等を推進している。 

59 頁 

5GMF 
The Fifth Generation Mobile Communications Promotion Forum の略。「第 5 世代モバイル推

進フォーラム」の項を参照。 
6 頁 

5G フォーラム 韓国における第 5 世代移動通信システムを推進するための組織。 62 頁 

7 
700MHz 帯安全運転

支援システム 

700MHz 帯の電波を活用した車車間・路車間通信等による協調型の安全運転支援システ

ム。 
66 頁 

A 

AI Artificial  Intelligence の略。「人工知能」の項を参照。 8 頁 

AIS 

Automatic Identification System の略。自動船舶識別装置。周囲の船舶局や海岸局に対し

て、船名、位置、速度などの情報を自動的に送受信することで、周囲の船舶の動静が把握

できるシステム。 

53 頁 

AM/FM ラジオ 
音声その他の音響を送る放送のうち、526.5kHz から 1606.5kHz までの周波数（中波）を使用

するものを AM ラジオ、30MHz 以上の周波数（超短波）を使用するものを FM ラジオという。 
163 頁 

APG 
APT Conference Preparatory Group for WRC の略。APT-WRC 準備会合。世界無線通信会

議（WRC）等に向け、APT 加盟国の見解の調和を図ることを目的に開催。 
109 頁 

APT 

Asia-Pacific Telecommunity の略。アジア・太平洋電気通信共同体。アジア・太平洋地域に

おける電気通信専門の国際機関（本部はタイ（バンコク））。当該地域における電気通信の均

衡した発展を目的として、研修やセミナーを通じた人材育成、標準化や無線通信などの地域

的政策調整等を行っている。 

109 頁 

AXGP 
Advanced eXtended Global Platform の略。PHS の技術を利用した規格である XGP を高速化

する等の改良を加えた通信規格。 
203 頁 

B 
BS 放送 

静止衛星を用いて行われる放送のうち、放送専用の衛星（Broadcasting Satellite）を用いる

もの。 
7 頁 

BWA Broadband Wireless Access の略。「広帯域移動無線アクセスシステム」の項を参照。 4 頁 

C 

CARATS 

Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic Systems の略。将来の航空交通システム

に関する長期ビジョン。産学官の代表者で構成される「将来の航空交通システムに関する研

究会」により、我が国の将来の航空交通システムが2025 年に向けて目指すべき目標、変革

の方向性等についてとりまとめられたもの。 

28 頁 

Connected Car 
ネットワークに接続された自動車のこと。車両の状態や周囲の道路状況などの様々なデータ

をセンサーにより取得し、ネットワークを介して集積・分析する。 
72 頁 

CS 放送 
静止衛星を用いて行われる放送のうち、通信衛星（Communication Satellite）を用いて行わ

れる放送は CS 放送。 
7 頁 

D DSRC Dedicated Short Range Communications の略。「狭域通信システム」の項を参照。 67 頁 

E ETC 
Electronic Toll Collection System の略。電子料金収受システム。有料道路を利用する際の

自動料金収受システム。 
66 頁 
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F 
FCC 

Federal Communications Commission の略。連邦通信委員会。電気通信・放送分野における

規則制定、行政処分の実施を所掌する米国の独立規制機関。 
59 頁 

FuTURE FORUM 未来移動通信論壇。中国における第 5 世代移動通信システムを推進するための組織。 59 頁 

G 

Galileo 

欧州委員会（European Commission：EC）が所有する民生システム。一般向けの位置情報を

提供する無料サービス、高精度の位置情報を提供する有料サービス、運輸事業用の有料

サービス、政府機関向けの暗号化サービス、人命捜査・救助の国際サービスを提供する予

定。 

178 頁 

GBAS 
Ground Based Augmentation Systemの略。航空機着陸誘導システム。従来の制限の多い直

線精密進入よりも自由度の高い曲線精密進入を実現するシステム。 
149 頁 

GPS 
Global Positioning System の略。全地球測位システム。人工衛星を利用して、利用者の地

球上における現在位置を正確に把握するシステム。 
16 頁 

GSM 
Global System for Mobile communications の略。欧州のデジタル携帯電話の規格として標

準化された方式。第３世代携帯電話の前の第２世代携帯電話の規格。 
241 頁 

H Horizon2020 
欧州において 2014 年から始まった、科学技術・イノベーション制作の枠組みを規定する第 8

次欧州研究開発フレームワークプログラム。 
59 頁 

I 

ICAO International Civil Aviation Organization の略。「国際民間航空機関」の項を参照。 28 頁 

ICT Information & Communications Technology の略。情報通信技術のこと。 8 頁 

IMT 
International Mobile Telecommunications の略。「IMT-」と表記することで移動通信システム

の規格を表す。 
64 頁 

IMT-2020 ITU 無線通信総会（RA-15）において盛り込まれた 5G の呼称。 64 頁 

IoT 
Internet of Things の略。モノのインターネット。PC やスマートフォンに限らず、センサ、家電、

車など様々なモノがインターネットで繋がること。 
1 頁 

IoT 推進 

コンソーシアム 

IoT／ビッグデータ／人工知能時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産学官で利活用を促

進するために設立された組織。 
92 頁 

IP 

Internet Protocol の略。インターネットによるデータ通信を行うための通信規約。ネットワーク

に参加している機器の住所付け(アドレッシング)や、相互に接続された複数のネットワーク内

での通信経路の選定(ルーティング)をするための方法を定義している。 

8 頁 

IPTV 放送番組等の映像コンテンツを IP ネットワークを通じて配信するサービス。 8 頁 

ITS 

Intelligent Transport Systems の略。高度道路交通システム。情報通信技術等を活用し、人

と道路と車両を一体のシステムとして構築することで、渋滞、交通事故、環境負荷等の道路

交通問題の解決を図るもの。 

9 頁 

ITU International Telecommunication Union の略。「国際電気通信連合」の項を参照。 6 頁 

K Ka 帯/Ka バンド 
30GHz 帯（アップリンク）／20GHz 帯（ダウンリンク）の周波数帯のこと。衛星通信システムに

用いられ、Ku バンドに比べて高速大容量通信が可能としている。 
29 頁 

L 

LAA 

Licensed-Assisted Access の略。免許不要帯域に LTE 技術を導入することで、免許不要帯

域の搬送波と携帯電話用の免許帯域の搬送波を束ねる（キャリアアグリゲーション）ことで高

速通信を実現する技術。Wi-Fi と共存するため、LBT（Listen Before Talk）を備えており、

3GPP において標準化作業が進められている。 

110 頁 

LAN 
Local Area Network の略。企業内、ビル内、事業所内等の狭い空間においてコンピュータや

プリンタ等の機器を接続するネットワーク。 
3 頁 

LPWA Low Power Wide Area の略。小電力で広域の通信が出来る無線通信規格。 92 頁 

LTE 

Long Term Evolution の略。第３世代移動通信システムの一つの方式である W-CDMA を拡

張した HSPA（High Speed Packet Access）を更に発展させた 3.9 世代移動通信システムの規

格。 

4 頁 

LTE-Advanced 
複数の搬送波を束ねて高速通信を可能とするキャリアアグリゲーション技術等により、従来

の LTE の約 10 倍の通信速度（下り最大 1Gbps）を実現する移動通信システム。 
5 頁 

LTE-U 

LTE-Unlicensedの略。免許不要帯域にLTE技術を導入することで、免許不要帯域の搬送波

と携帯電話用の免許帯域の搬送波を束ねる（キャリアアグリゲーション）ことで高速通信を実

現する技術。Wi-Fi と共存するための機能を備えており、LTE-U フォーラムにおいて検討が

進められている。 

110 頁 

M M2M 
Machine-to-Machine の略。ネットワークに繋がれた機械同士が人間を介在せずに相互に情

報交換し、自動的に最適な制御が行われる通信形態。 
181 頁 
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M-City 

米国ミシガン州が進める自動走行実証実験の取組の一つで、ミシガン大学が約 130,000 平

方メートルの敷地に、直線路、市外路、トンネル、踏切など多様な走行環境を再現した整備

したもの。 

72 頁 

MEMS 

Micro Electro Mechanical Systems の略。微小電気機械システム。電気回路(制御部)と微細

な機械構造(駆動部)を一つの基板上に集積させたセンサやアクチュエータなどのデバイス・

システム。様々な機能を持ったデバイスの小型化を実現している。 

22 頁 

MIMO Multiple Input Multiple Output の略。空間多重技術。「空間多重技術」の項を参照。 90 頁 

Multｅfire 5GHz 帯（免許不要帯域）において携帯電話で用いられる LTE 方式を利用する技術。 110 頁 

MVNO 
Mobile Virtual Network Operator の略。仮想移動体通信事業者。携帯電話等の無線通信イ

ンフラを他社から借り受けて移動通信サービスを提供する電気通信事業者。 
198 頁 

MWC Mobile World Congress の略。「モバイル・ワールド・コングレス」の項を参照。 109 頁 

O ODA 

Official Development Assistance の略。政府開発援助。政府等が行う平和構築やガバナン

ス、基本的人権の推進、人道支援等を含む開発途上国の「開発」のため、開発途上国また

は国際機関に対して行う資金（贈与・貸付等）・技術提供。 

32 頁 

P 

PDCA サイクル 
計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善(Act)という 4 つの活動を繰り返し行なうことで、

継続的にプロジェクトを改善していく手法。 
101 頁 

PLB 
Personal Locator Beacon の略。個人用捜索救助用ビーコン。個人が船舶等から転落・漂流

などした際、人工衛星を通じて、捜索救助機関に遭難したことを通報する無線標識。 
178 頁 

S 

SAR 

Synthetic Aperture Radar の略。合成開口レーダー。アンテナを操作して仮想的に大きな開

口面のアンテナを作り出すレーダー。これにより、観測対象物におけるクロスレンジ方向の

分解能が向上する。 

21 頁 

SART 

Search And Rescue Transponderの略。捜索救助用レーダトランスポンダー。捜索救助船舶・

航空機が発射する電波に自動的に応答して電波を発射することにより、本トランスポンダを

搭載する遭難船等のおおよその位置を当該救助船舶等のレーダーの指示器上に表示させ

る装置。 

178 頁 

SG5 国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）のうち、地上業務を所管する研究委員会。 73 頁 

 

SIM 

Subscriber Identity Module の略。電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業者との

間で当該役務の提供を内容とする契約を締結している者を特定するための情報を記録した

電磁的記録媒体。 

191 頁 

SIP 
Strategic Innovation Promotion Program の略。「戦略的イノベーション創造プログラム」の項

を参照。 
70 頁 

SNS 

Social Networking Service（Site）の略。インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交

流を支援するサービス（サイト）。会員は自身のプロフィール、日記、知人・友人関係等を、ネ

ット全体、会員全体、特定のグループ、コミュニティ等を選択の上公開できるほか、SNS 上で

の知人・友人等の日記、投稿等を閲覧したり、コメントしたり、メッセージを送ったりすることが

できる。プラグイン等の技術により情報共有や交流を促進する機能を提供したり、API 公開

により連携するアプリケーション開発を可能にしたものもある。 

56 頁 

SoF 
Sensor Over Fiber の略。有線接続と無線接続を融合したネットワークの形態。低コストで高

機能なセンシングを実現する。 
22 頁 

U UHF 帯 Ultra High Frequency の略。300MHz-3GHz の周波数（極超短波）帯域。 3 頁 

V 

VHF 帯 Very High Frequency の略。30-300MHz の周波数（超短波）帯域。 3 頁 

VICS 

Vehicle Information and Communication System の略。道路交通情報通信システム。道路を

移動中の車両で生じる情報ニーズに対応し、無線通信システム（FM 多重放送、電波ビーコ

ン等）を利用して渋滞情報、規制情報等の道路交通情報を提供するシステム。 

66 頁 

VR 
Virtual Reality の略。仮想現実。コンピューターを用いて、現実ではないが現実のように感じ

られる人工的な環境を作り出す技術。 
59 頁 

VTS レーダー Vessel Traffic System（船上交通システム）に用いるレーダーのこと。 40 頁 

W 

Wi-Fi 

無線 LAN の標準規格である「IEEE 802.11a/b/g/n/ac」の消費者への認知を深めるため、業

界団体の Wi-Fi Alliance が名付けたブランド名。他社製品との相互接続性などに関する試験

をパスした装置にロゴの表示などが許可される。 

7 頁 

Wi-Gig 
60GHｚ帯を使用する無線通信システムで、情報家電機器やモバイル端末等における大容量

コンテンツの高速転送を可能とするもの。 
152 頁 

WiMAX 
Worldwide Interoperability for Microwave Access の略。広帯域移動無線アクセスシステム

（BWA）の通信規格の一つ。 
203 頁 
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WiMAX Release 2.1AE 従来の WiMAX 規格を高速化した規格。 203 頁 

WPT Wireless Power Transfer の略。「ワイヤレス電力伝送」の項を参照。 19 頁 

WRC World Radiocommunication Conference の略。「世界無線通信会議」の項を参照。 52 頁 

X X バンドレーダー 9GHｚ帯の周波数を使用するレーダー。気象レーダー等が該当する。 21 頁 

あ 

アクセスポイント 

ノートパソコンやスマートフォンなどの無線 LAN 接続機能を備えた端末を、相互に接続した

り、有線 LAN など他のネットワークに接続するための機器。「親機」、「基地局」、「ステーショ

ン」などとも呼ばれる。通常は無線 LAN アクセスポイントを指す。 

6 頁 

アプリケーション 

ワープロ・ソフト、表計算ソフト、画像編集ソフトなど、作業の目的に応じて使うソフトウェア。

スマートフォンではアプリケーションをインストールすることで、機能を拡張・カスタマイズする

ことが可能。 

13 頁 

い 

イノベーション 
新技術の発明や新規のアイデア等から、新しい価値を創造し、社会的変化をもたらす自発

的な人・組織・社会での幅広い変革のこと。 
1 頁 

インタフェース 機器や装置等が他の機器や装置等と交信し、制御を行う接続部分のこと。 32 頁 

インテグレーター 回路上で、入力端子の電圧を時間で積分する演算器。積分器とも呼ぶ。  21 頁 

う 
ウェアラブル 

「身につけることができる」ということ。ウェアラブル端末は、服、カバン、腕時計のように身に

つけて利用する端末。 
89 頁 

右旋 衛星から送信される円偏波のうち右回りのもの。BS 放送に用いられている。 7 頁 

え 

衛星 EPIRB 

Emergency Position-Indicating Radiobeacon Station の略。衛星非常用位置指示無線標識。

遭難自動通報設備であって、船舶が遭難した場合に、人工衛星局の中継により、その遭難

自動通報設備の送信の地点を探知させるための信号を送信する無線標識。 

178 頁 

エージェント機能 ユーザの意向を適切に解釈し、自動的に必要となる機能等を組み上げる機能。 77 頁 

エッジ 

コンピューティング 

データを遠隔にあるクラウドで集中的に処理するのではなく、ユーザーに近いネットワークの

端（エッジ）にサーバを設置し、データを分散的に処理することにより通信遅延やネットワーク

負荷を低減するデータ処理方式。 

90 頁 

お 

オープンデータ 
機能判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルールで公開されたデータであり、

人手をかけずにデータの二次利用を可能とするもの。 
111 頁 

オフロード 
他のシステムに処理を分けることで、システムに対する負荷を軽減させる仕組。データオフロ

ード等。 
6 頁 

か 拡張現実 

拡張現実感ともいう。現実の環境にコンピュータを用いて情報を付加することにより人工的

な現実感を作り出す技術の総称。情報を付加された環境そのものを示すこともある。略語の

AR（Augmented Reality）が使われることが多い。 

90 頁 

き 

ギャップフィラー 
放送電波が山間部などの地理的条件や高層ビルなどの建造物で遮られ電波が届かない地

域（Gap）に、小さな出力の電波で難視聴地域を解消する中継設備（Filler）。 
186 頁 

キャリア 

アグリゲーション 

複数の搬送波（キャリア）を同時に用いて、1 つのデータ通信回線として運用することにより、

無線通信を高速化する手法であり、4G（LTE－Advanced）の標準的な技術仕様の一つであ

る。 

5 頁 

狭域通信システム 

ETC の技術を応用して、路側に設置した無線設備（DSRC 基地局）と路上を走行する車両内

に設置した無線設備（DSRC 陸上移動局）との間を高速の無線通信回路で結んだ、短距離・

小ゾーンの大容量双方向移動通信。 

67 頁 

行政事業レビュー 

各府省自らが、自律的に、概算要求前の段階において、原則全ての事業について、予算が

最終的にどこに渡り（支出先）、何に使われたか（使途）といった実態を把握し、これを国民に

明らかにした上で、外部の視点も活用しながら、過程を公開しつつ事業の内容や効果の点

検を行い、その結果を予算の概算要求や執行等に反映させる取組。行政の無駄の削減は

もとより、事業の効果的、効率的な実施を通じ質の高い行政を実現するとともに、国の行政

の透明性を高め、国民への説明責任を果たすために実施するもの。  

169 頁 

く 空間多重技術 
複数のアンテナを使用したデータの送信/受信を行うことで伝送容量及び伝送品質を高め、

また周波数効率のよい伝送方法を可能とする技術。 
198 頁 

 クラウド技術 

クラウド・コンピューティング（データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあ

るサーバー群（クラウド）にあり、ユーザは今までのように自分のコンピュータでデータを加

工・保存することなく、「どこからでも、必要なときに、必要な機能だけ」利用することができる

新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態）に用いられる技術。 

9 頁 

こ 公衆無線 LAN 店舗や公共の空間などで提供される、無線 LAN によるインターネット接続サービス。 9 頁 
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広帯域移動無線 

アクセスシステム 
無線を用いたデータ通信用の無線アクセスシステム。 4 頁 

交通系 IC カード 
IC（集積回路）を組み入れたカードに記録されたデータを電波で送受信する、乗車券機能を

持つ非接触型 IC カード。 
9 頁 

国際電気通信連合 
電気通信に関する国際連合の専門機関。主要任務は、①国際的な周波数の分配、②電気

通信の標準化、③途上国に対する電気通信の開発である。 
7 頁 

国際民間航空機関 

国際民間航空が安全にかつ整然と発達するように、また、国際航空運送業務が機会均等主

義に基づいて健全かつ経済的に運営されるよう各国の協力を図るために設立された国連専

門機関。 

28 頁 

固体素子レーダー 

船舶・気象レーダーに用いられる固体素子を用いたレーダー。従来のマグネトロン方式より

長寿命化、周波数の安定、不要発射の低減など利点が多い一方、送信電力が非常に小さ

いのが特徴。 

19 頁 

コンテンツ 
文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般、またはその情報内容のこと。電子媒体やネッ

トワークを通じてやり取りされる情報を指して使われる場合が多い。 
4 頁 

さ 

左旋 衛星から送信される円偏波のうち左回りのもの。4K の BS 放送に向けて用いられる予定。 7 頁 

三次元稠密セル構成

及び 

階層セル構成技術 

マクロセル層、極小セル層とセル構成を階層化（単純化）し、同一階層内及び異なる階層間

の干渉を抑圧するように制御を行う技術。 
145 頁 

し 

車車間・路車間通信 
道路脇に設置された路側機等と車両の路車間、又は、車両同士の車車間で通信することに

より情報共有を行い、運転支援や車両制御等に活用する技術をいう。 
67 頁 

終了促進措置 

基地局の開設計画の認定を受けた携帯電話事業者等が、開設指針及び開設計画に従っ

て、国が定めた周波数の使用期限より早い時期に既存の無線局の周波数移行を完了させ

るため、既存の無線局の利用者との合意に基づき、移行費用等を負担する等の措置をい

う。 

106 頁 

準天頂衛星システム 

地球周回軌道のうち静止軌道を約 45 度傾けた軌道上を周回する人工衛星。少なくとも 3 機

以上の人工衛星を互いに同期して配置することにより、常に一つの人工衛星が日本の天頂

付近に滞留することになるため、ビル等の構造物に影響を受けない通信サービスの提供が

可能となることが特長。 

177 頁 

情報セキュリティ 
情報資産を安全に管理し、適切に利用できるように運営する経営管理のこと。適切な管理・

運営のためには、情報の機密性・安全性・可用性が保たれていることが必要となる。 
140 頁 

人工知能 
コンピューターで、記憶・推論・判断・学習など、人間の知的機能を代行できるようにモデル

化されたソフトウエア・システム。 
145 頁 

す 

スペースデブリ 
地球の周囲に浮遊する、不用となった人工物。役目を終えた人工衛星や、打ち上げに使用

したロケットの残骸など。 
29 頁 

スマートシティ 

ICT インフラを活用してエネルギーや都市交通システムから医療・介護サービスなどを含む

生活インフラを効率的に運営することによって、人々がより快適に暮らすことが可能となる都

市のこと。 

79 頁 

スマートハウス 

情報通信技術を利用して、住宅全体のエネルギー使用を最適に管理・制御するホームエネ

ルギーマネジメントシステム（HEMS）が整った住宅。スマートシティの最小単位としても位置

づけられる。 

79 頁 

スマートファクトリー 
工場内の設備等について、情報通信技術を利用してネットワークで接続し、製造ラインやエ

ネルギー消費等を制御する仕組みが整った工場。 
91 頁 

スマートフォン 

従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情報処理機能が備わった携帯電

話端末。従来の携帯電話端末とは異なり、利用者が使いたいアプリケーションを自由にイン

ストールして利用することが一般的。また、スマートフォンはインターネットの利用を前提とし

ており、携帯電話の無線ネットワーク（3G 回線等）を通じて音声通信網及びパケット通信網

に接続して利用するほか、無線 LAN に接続して利用することも可能。 

6 頁 

スマートメータ 

電力会社などの検針・料金徴収業務に必要な双方向通信機能や遠隔開閉機能を有した電

子式メーター、若しくはこれに加えてエネルギー消費量などの「見える化」やホームエネルギ

ーマネジメント機能などを有したもの。 

11 頁 

せ 

世界無線通信会議 
国際電気通信連合(ITU)のもとに設置され、無線通信規則（RR: Radio Regulations）の改正を

行うための会議で、通常 3～4 年毎に開催される。 
53 頁 

全国 BWA 
全国的に広帯域データ通信サービスを行う無線システムとして制度化された広帯域移動無

線アクセスシステムのこと。 
203 頁 
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 センサーネットワーク 
部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれたセンサが周囲の環境を検知し、当該情報がユ

ーザや制御機器にフィードバックされるネットワーク。 
19 頁 

 
戦略的イノベーション

創造プログラム 

内閣府総合科学技術・イノベーション会議が司令塔機能を発揮して、府省の枠や旧来の分

野を超えたマネジメントにより、科学技術イノベーション実現のために創設した国家プロジェ

クト。 

70 頁 

た 

第 3 世代移動通信 

システム 

「IMT-2000」（International Mobile Telecommunications-2000）規格に準拠したデジタル方式

の移動通信システム（3G）。 
4 頁 

第 4 次産業革命 IoT、ビッグデータ、ロボット、人工知能（AI）等の技術革新のこと。 27 頁 

第 4 世代移動通信 

システム 

第 3 世代、3.9 世代移動通信システムの次の世代の移動通信システム（4G）。高速移動時で

100Mbps、低速移動時で 1Gbps の速度を実現するシステム。平成 24 年 2 月の ITU（国際電

気通信連合）無線通信総会において、無線規格に関する勧告が承認された。 

5 頁 

第 5 世代移動通信 

システム 

第4世代移動通信システムの次の世代の移動通信システム（5G）。「超高速」、「超低遅延」、

「多数同時接続」を実現するシステムで、国内外において研究開発が進められている。 
1 頁 

第 5 世代モバイル 

推進フォーラム 

日本における第 5 世代移動通信システムの実現に産学官が連携して取り組むために設立さ

れた組織。研究開発及び標準化に係る調査研究、関係機関との連絡調整、情報の収集、普

及啓発活動等を行い、もって電気通信利用の健全な発展に寄与することを目的とする。 

6 頁 

ダイナミックマップ 
自動走行システムにおいて進路形成のために、従来の道路線形を示す地図情報に加え、道

路の構造や走路の環境等の情報を統合したデジタルな地図情報。 
70 頁 

ち 

地域 BWA 
デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の福祉の増進

に寄与することを目的として制度化された BWA システム。 
160 頁 

地上デジタル放送 

放送のうち、地上の電波塔から送信する地上波テレビ放送をデジタル化したもの。日本では

平成 15 年 12 月に関東圏・中京圏・近畿圏の三大都市圏で放送が開始された。その後、平

成 23 年７月 24 日に、東日本大震災による影響が大きかった、岩手、宮城及び福島の３県を

除く 44 都道府県で地上アナログ放送が終了し、平成 24 年３月 31 日には、東北３県におい

ても地上アナログ放送が終了。全国における地上デジタル放送への移行が完了した。 

122 頁 

超高精細度 

テレビジョン放送 

電波法施行規則第２条に定義される４Ｋ・８Ｋによるテレビジョン放送。UHDTV（Ultra High 

Definition Television）とも称される。 
129 頁 

て 

デジタル・ディバイド 
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じ

る格差のこと。 
203 頁 

デジタルサイネージ 

電子看板。屋外・店頭・交通機関などの公共空間で、ネットワークに接続されたディスプレイ

などの電子的な表示機器を使って情報を発信するシステムの総称。設置場所や時間帯によ

って変わるターゲットに向けて適切にコンテンツを配信可能であるため、次世代の広告媒体

として注目を集めている。 

9 頁 

テストベッド 
技術や機器の検証・評価のための実証実験、またはそれを行う実験機器や条件整備された

環境のこと。 
92 頁 

デバイス スマートフォン、タブレット型端末、電子ブック、スマートテレビ等などの各種の機器のこと。 6 頁 

テラヘルツ波 ミリ波帯を超える超高周波数帯のこと。 14 頁 

電波監視システム 

各地に設置されたセンサ局や車両に搭載されたセンサ局を、各総合通信局に設置されたセ

ンタ局から遠隔操作することにより、センサ局で受信した電波をモニタ－（聴音）したり、電波

発射源の方位等を測定して、不法無線局の位置等を特定するためのシステム。 

19 頁 

電波監理審議会 

電波及び放送に関する事務の公平かつ能率的な運営を図り、電波法及び放送法の規定に

よりその権限に属された事項を処理するために、電波法に基づき総務省に設置された機

関。 

203 頁 

電波防護指針 

電波の人体への影響に関して、平成 2 年 6 月 25 日に電気通信技術審議会から受けた諮問

第 38 号「電波利用における人体の防護指針」（昭和 63 年 6 月 27 日諮問）についての答申

で示された、人体に影響を及ぼさない電波の強さの指針値等。 

153 頁 

と 
トラヒック 

ネットワーク上を移動する音声や文書、画像等のデジタルデータの情報量。通信回線の利

用状況を調査する目安となる。「トラヒックが増大した」とは、通信回線を利用するデータ量が

増えた状態を指す。 

6 頁 

ドローン 小型無人機。無人で遠隔操作や自動制御によって飛行できる航空機の総称。 19 頁 

な ナノセル 
携帯電話や PHS などの移動通信に用いられる通信基地局の一種で、屋内型の小型基地

局。 
189 頁 
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ね 
ネットワーク仮想化 

ネットワークを物理的構成に拠らず柔軟に分割したり統合したりする技術。1 つのネットワー

クをあたかも複数であるかのように利用できたり、逆に複数のものをあたかも 1 つであるか

のように利用することができ、柔軟なネットワーク構築や制御の実現が可能となる。 

14 頁 

ネットワーク分散制御 データを処理するアプリケーションを通信ネットワーク内で適切に分散配置する技術。 14 頁 

ひ 

ビジネスモデル 
ビジネスの仕組み。事業として何を行い、どこで収益を上げるのかという「儲けを生み出す具

体的な仕組み」のこと。 
74 頁 

ビッグデータ 

利用者が作成したテキストデータ・画像、携帯電話・スマートフォンから発生する位置情報、

時々刻々と生成されるセンサーデータ等の多種多量なデータのこと。これまでは退蔵してい

たデータを分析することによって、「製品やサービスの価値向上」、「新しいビジネスモデルの

創造」、「ビジネスプロセスの革新」等の効果が見込めるため、ビジネスシーンで活用されて

いる。 

8 頁 

ふ 

フェーズドアレイ 

レーダー 

多数のアンテナ素子を配列し、それぞれの素子における送信及び受信電波の位相を制御す

ることで、電子的にビーム方向を変えることができるレーダ。パラボラアンテナを機械的に回

転させるレーダと異なり、瞬間的にビーム方向を自由に変化させることができるため、航空

機やミサイル等の飛翔体検出に用いられることが多い。 

38 頁 

フェムトセル 携帯電話基地局のうち、極めて狭い範囲をカバーする目的のもの。 184 頁 

プラットフォーム 
情報通信技術を利用するための基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク事業等。

また、それらの基盤技術。 
55 頁 

へ 
ヘテロジニアス 

ネットワーク 

複数の無線アクセス技術によるカバレッジを重ね合わせ、無線リソースを一層活用したネッ

トワーク。 
93 頁 

ほ ホワイトスペース 
放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって他

の目的にも利用可能な周波数。 
121 頁 

ま 

マグネトロン方式 常用で 1 年程度の寿命であるマグネトロン（真空管増幅器）を使用する方式。 19 頁 

マルチホップ伝送 
多数の無線通信装置がそれぞれ隣接する他の無線通信装置同士を連鎖経由して、バケツ

リレーのようにデータを伝送していく通信技術。 
98 頁 

み ミリ波 30-300GHz の周波数の電波。EHF（Extremely High Frequency の略）とも称される。 14 頁 

む 無線 LAN 
ケーブル線の代わりに無線通信を利用してデータの送受信を行うLANシステム。IEEE802.11

諸規格に準拠した機器で構成されるネットワークのことを指す場合が多い。 
3 頁 

も 

モジュール 

システムの一部を構成するひとまとまりの機能を持った部品のこと。システムや他の部品へ

の接合部(インターフェース)の仕様が規格化・標準化されているため、容易に交換等を行うこ

とができる。 

58 頁 

モバイル・ワールド・ 

コングレス 

世界最大級の携帯電話関連製品の展示市及び関連企業の最高経営責任者が出席する会

合のこと。 
109 頁 

り 

リージョナルジェット 
座席数が 50～100 席程度で、航続距離 2000～3000 キロメートルの小型ジェット旅客機のこ

と。 
29 頁 

リテラシー 

本来、「識字力= 文字を読み書きする能力」を意味するが、「情報リテラシー」や「ICT リテラ

シー」のように、その分野における知識、教養、能力を意味することに使われている場合もあ

る。 

112 頁 

リニアセル 
光ファイバ技術と高い周波数帯（ミリ波）を使ったイメージング技術を組み合わせたシステ

ム。 
19 頁 

リモートセンシング 
人工衛星などに搭載した観測機器（センサ）を使い、離れた位置から地球表面等を観測する

こと。 
16 頁 

わ ワイヤレス電力伝送 
家電製品や電気自動車等において、無線技術により迅速かつ容易に充電することを可能と

した電力伝送技術。 
19 頁 
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※平成28年度は予算案
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１ 電波利用料財源の歳出予算・決算の推移
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※平成28年度は予算案

２ 電波利用料財源の歳入予算・決算の推移
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妨害源推定地へ出動

申 告

妨害源の特定

遠隔方位測定設備により
妨害源の推定

（複数の方位測定用センサ局を
総合通信局等で集中制御）

重要無線通信妨害の発生

妨害電波の発射停止を命令
（告発または行政処分等の措置）

不法無線局探索車等による調査

【センサ局】

【センタ局】

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

65.2 63.0 63.0

（億円）当初予算額

免許を受けた無線局が適正に運用されないことや、免許を受けていない不法無線局を運用すること等を防止し、電波

利用環境を保護するために、電波監視を実施。これにより、消防無線、航空・海上無線、携帯電話などの重要無線通信
に対する混信・妨害等の迅速な排除が図られ、電波利用環境が良好に維持されている。

※ ＤＥＵＲＡＳ＝
DEtect Unlicensed RAdio Stations

513 689 501 532 605 771

2,041 1,934 
1,873 1,826 1,740 

1,995 

0

1,000

2,000

3,000

21 22 23 24 25 26

無線局への混信・妨害申告件数の推移 重要無線通信 その他

2,345
2,554 2,623

2,374
2,766

（件）

（年度）

2,358

電波利用の拡大に伴い、より高い周波数に対応した監視体制
の整備が必要。また、電子機器から発射又は漏えいする電波に
よる無線局への障害が発生しており、複雑化・多様化する妨害
事例への対応が必要。

次期においては、オリンピック・パラリンピック等の開催に
向けて、大会の運営、警備等のための無線通信の円滑な利用環
境の確保に備えた取組が必要。

１ 電波監視
３ 今期における電波利用料の使途

平成26年10月、放送事業者から放送業務用無線への妨害発生の申告を受け、固定監視・移動監視を実
施した結果、大型車両の誘導指示に使用している外国規格の無線機から発射されている電波が原因である
ことを確認した。

使用者に対して、当該機器の使用を止めるよう指導し、妨害を解消した。

概略図

④移動監視の実施 九州総合通信局

⑤妨害源特定

②重妨申告

平成26年７月、業務用移動無線への妨害発生の申告を受け、固定監視・移動監視を実施した結果、建設
会社の建物内で、不法に設置・運用された携帯電話抑止装置からの電波が原因であることを確認した。

設置者に当該設備の使用を中止するよう指導し、妨害を解消した。

概略図

平成27年２月、航空管制用無線への妨害発生の申告を受け、固定監視・移動監視を実施した結果、排
雪ダンプカーに設置されているアマチュア無線機の故障による不要発射の電波が原因であることを確認し
た。

使用者に対して、当該設備の使用を中止し、設備の点検を行うよう指導し、妨害を解消した。

概略図

業務用移動無線

信越総合通信局

排雪ダンプ
建設会社

外国規格無線機

③【固定監視】

不法携帯電話
抑止装置

③【固定監視】

北海道総合通信局

①妨害発生

航空管制用無線

【例①】ＦＭトランスミッタから消防無線への妨害（北陸） 【例②】外国規格無線機から放送業務用無線への妨害（九州）

【例③】不法携帯電話抑止装置から業務用移動無線への妨害（信越） 【例④】アマチュア無線機から航空用無線への妨害（北海道）

平成26年４月、市の消防本部から消防無線への妨害発生の申告を受け、固定監視・移動監視を実施した結
果、カーナビゲーションに内蔵されたFMトランスミッタからの電波が原因であることを確認した。

使用者に当該設備の使用を止めるよう指導し、妨害を解消した。

②重妨申告

北陸総合通信局④移動監視の実施

⑤妨害源特定

妨害
妨害

妨害

③【固定監視】

概略図

一般車両

消防本部 放送事業者

大型トラックの誘導指示

③【固定監視】

④移動監視の実施

妨害
アマチュア

無線機

カーナビ内蔵FM
トランスミッタ

④移動監視の実施

①妨害発生 ①妨害発生

①妨害発生

⑤妨害源特定⑤妨害源特定

②重妨申告②重妨申告

１ 電波監視（無線通信に対する妨害排除を行った事例）
３ 今期における電波利用料の使途
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２ 無線局データベースの作成・管理

（億円）当初予算額

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

89.4 73.5 75.8

 無線局データベースの作成・管理業務の効率化、電波利用者への行政サービスの向上、電波行政施策の企
画立案の支援を目的に、平成５年度から総合無線局監理システムを構築・運用。

 システムに格納している無線局データの総数は約1億7,800万局分、免許申請・処理件数は
約66万件（平成26年度）であり、これらの迅速かつ効率的な処理に貢献。

 周波数の割当状況等、一般情報提供として国民の皆様からのアクセス約2,100万件に対応。
 平成28年度は、次期基盤への更改に向けた影響度調査・作業費等により費用が増加。

３ 今期における電波利用料の使途

１ 周波数を効率的に利用する技術

必要な電波の幅の圧縮や、大容量・高速化により、電波の効率的な利用を図る技術 第５世代移動通信システム実現に向けた研究開発

２ 周波数の共同利用を促進する技術

技術的に利用が難しいひっ迫の程度が低い、高い周波数の利用を促進するための技術

制度上の
周波数割当て

地域Aでの
利用状況

cｈ1 cｈ2 cｈ3

cｈ1
cｈ2

未使用
cｈ4

未使用cｈ3

cｈ4

周波数帯A（既存無線業務用に割当て）

既存無線システムに影響を及ぼすことなく、周波数の共用を可能とする技術

テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発

不要電波の広帯域化に対応した電波環境改善技術
の研究開発

＜平成27年度の主な実施課題＞

次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波
数利用技術に関する研究開発

無人航空機を活用した無線中継システムと地上ネッ
トワークとの連携及び共用技術の研究開発

他用途に割り当て可能

300GHz帯無線信号の広帯域・高感度測定技術の
研究開発

３ 高い周波数への移行を促進する技術

（億円）当初予算額

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

80.6 78.9 83.3

３(1) 電波資源拡大のための研究開発

 周波数のひっ迫状況を緩和し、新たな周波数需要に的確に対応するため、平成17年度から、電波資源拡大のための
研究開発を実施。また、平成25年度より、独創性・新規性に富む萌芽的・基礎的な研究テーマの提案を広く公募する
方法を導入。

 次期においては、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、海外の来場者やメディア向けに日本の
強みである最先端かつイノベーティブな無線通信技術をショーケース化するための研究開発が必要。

高い周波数帯移行

３ 今期における電波利用料の使途
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複数のレーダーを連携して制御するレーダー協調
制御技術、レーダーのアンテナパターンを電子制御
により瞬時に最適化する二次元デジタルビーム
フォーミング技術を研究開発。

○ 周波数の有効利用を可能とする協調制御型レーダーシステムの研究開発

１つの送信局と複数の受信局により、レーダー
送信の側方散乱を他のレーダーでも受信する
マルチスタティック運用を可能とする協調制御
型レーダーシステムを実現

無線システムに使用される周波数資源のミリ波帯
への移行を促進するための基盤として、100GHzを
超える周波数帯において、広帯域周波数変換技術、
ミリ波帯局部発振技術およびこれらを統合する計測
システム技術を研究開発。

140GHz帯までの無線信号の高精度測定技
術を実現

○ 100GHz超帯域無線信号の高精度測定技術の研究開発

110GHz〜140GHzスペクトラム測定系

110 115 120 125
-100

-80

-60

-40

-20

0

位相・時刻同期

送受信局
受信局

送受信パターン
割付・制御

レーダー同期装置

受信データの統合・分析

送受信パターン
割付・制御

・短時間で生成・消滅
・局所的な現象

極端気象

３(1) 電波資源拡大のための研究開発（これまでの成果の一例）

３ 今期における電波利用料の使途

電波資源拡大のための
研究開発

・ 周波数を効率的に
利用する技術

・ 周波数の共同利用を
促進する技術

・ 高い周波数への移行を
促進する技術

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

18.4 17.1 26.0

民間等で開発された
電波を有効利用する
技術・無線システム

技術基準の策定に向けた試験及びその結果の分析

・電波を有効に利用できる実現性の高い技術について技
術的な検討を行い、技術基準を策定することで、当該技
術の早期導入を促し、周波数需要の変化に的確に対応
し、周波数のひっ迫状況を緩和

【調査検討】
既存システムに混信を与えないための共用条件
周波数配置や電波の質等の条件
技術基準評価方法

【試験・分析】
技術的条件の試験、分析
シミュレーション
実証試験

情報通信審議会
試験・分析を踏まえ、
技術的条件を検討

電波監理審議会
技術基準の制度化

（省令、告示等改正）

電波有効利用技術の
研究開発

周波数ひっ迫対策
技術試験事務

技術基準の策定

（億円）当初予算額

３(2) 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務

 近年の無線局の急激な増加により、周波数がひっ迫するために生じる混信・ふくそうを解消又は軽減するた
め、電波の有効な利用を可能とする技術を早期に導入することが求められている。このため、電波を有効に
利用できる実現性の高い技術について技術的条件の検討を行い、その技術の早期導入を図ることを目的と
して技術試験事務を実施。

 次期においては、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、周波数需要への対応とともに
日本の強みである無線通信技術をショーケース化するための技術試験事務が必要。

３ 今期における電波利用料の使途
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①電気通信業務のみ（NTTの非常用電話）

現 状

400MHz帯災害対策用可搬型無線システムの周波数有効利用技術

新基準の制度化後

（参考）新たに公共業務で利用できる可搬型無線システムのスペック
伝送速度：300～500kbps、 伝送距離：30～50km程度

①技術的条件の検討
②周波数共用条件の検討

①電気通信業務で利用している帯域を圧縮・再配置
②空きができた帯域を公共業務で利用可能（隣接業務とも共用可）

３(2) 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務（これまでの成果の一例）

 現状、電気通信業務のみに割り当てられている400MHz帯について、災害現場における画像伝送や避難所等で
のデータ通信等のニーズに対応するため、新たに公共業務への割当てが可能か検討を実施。

 デジタル化による狭帯域化等により隣接業務間での共用が可能との結果が得られたことから、今後、技術的条
件の制度化を予定。

 平成27年６月 情報通信審議会 情報通信技術分科会 検討開始
 平成28年１月 情報通信審議会 情報通信技術分科会 一部答申済
 平成28年３月 電波監理審議会 諮問・答申の予定

制度化へ向けたスケジュール

３ 今期における電波利用料の使途

ＩＴＵ
国際電気通信連合

周波数利用効率に
劣る技術

日本で開発

他国で開発

国際標準化

・調和的でない
・互換性がない

国際標準化
活動を実施

技術基準の見直し
が必要となる可能
性あり

ワイヤレス分野における国際標準化活動の実施

日本で開発 国際標準化
活動が不十分

国際標準化
活動を実施

国際標準化
我が国の
技術基準

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

7.8 8.0 9.9

拠出金・分担金

日
本

ITU-Rにおける影響力を確保することにより、
日本にメリットのある方向へ国際標準化の議論を主導

⇒国際標準の策定

国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）分担金・拠出金
（億円）当初予算額

３(3)周波数ひっ迫対策のための国際機関等との連絡調整事務

 我が国の周波数ひっ迫事情に見合う周波数利用効率の高い無線技術が国際標準として採用されるよう、当該
技術の国際動向を踏まえた国際機関等との連絡調整や当該技術の国際標準化を、本施策により積極的・戦略
的に進め、ワイヤレス分野における国際標準化活動のより一層の強化を図る。

 これまでの主な成果として、国際標準化機関である国際電気通信連合（ITU）において、
・第4世代移動通信システム（IMT-Advanced）の通信方式について、我が国提案が盛り込まれた候補技術が国際

標準として採用された。
・自動車用等で活用が可能となる高分解能レーダーを実現するため、我が国等が提案した追加的な周波数分配が

国際標準として採用された。

例１：標準化活動を行わなかった場合 例２：標準化活動が不十分であった場合

我が国の
技術基準

周波数利用効率
に優れた技術

周波数利用効率
に優れた技術

周波数利用効率の
悪い技術が我が国
の技術基準となる
可能性あり

周波数利用効率に
劣る技術

他国で開発

３ 今期における電波利用料の使途

240



電波ばく露による動物や
細胞への影響の有無を調査

数値人体モデル等を用いた
高精度ばく露量シミュレーション
技術の開発

（１）電波の人体等への影響に関する調査

疾病者と健康な人との携帯電話の
使用状況等を調査し、疾病の発症
リスクを調査

疾病者 健康な人

疫学調査 ばく露評価技術の開発

（３）諸外国との調整・情報交換

外国政府・研究機関、国際機関
との調整・情報交換

最新の調査報告等の収集及び評価

（２）電波の安全性に関する評価技術の研究

植込み型医療機器等への影響の調査

細胞・動物実験

（億円）当初予算額

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

7.7 6.5 6.5

新たにサービスが開始される無線通信システムが心臓ペースメーカ等の植
込み型医療機器等へ及ぼす影響を調査し、調査結果を影響防止のための
指針に反映

電波吸収率測定
システムの開発

４ 電波の安全性に関する調査及び評価技術

 電波が人体等へ与える影響を調査し、科学的に解明することで、電波をより安心して安全に利用できる環境を
整備することを目的として、以下の調査等を実施。

 今後急速に普及すると想定されるIoTや第5世代移動通信システム（5G）等の先進的な無線システムに対して
も、国内外の関係機関と連携しつつ、人体の安全性を確保する必要がある。

３ 今期における電波利用料の使途

おおたかどや山標準電波送信所はがね山標準電波送信所

＞40～50dB
1500 km

＞50～60dB
1000 km

＞60dB
500 km

情報通信研究機構

はがね山

標準電波送信所

高さ 200 m の
大型送信アンテナ

数値は、計算上の受信電界強度と
送信所からの距離を示します。

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

・所在地 ：福岡県糸島市・佐賀県佐賀市境界
標高900m 羽金山山頂

・送信周波数：60 kHz
・空中線電力：50 kW
・周波数精度：国家標準に対し1×10-12以内
・運用 ：連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

・所在地 ：福島県田村市・川内村境界
標高790m 大鷹鳥谷山頂

・送信周波数：40 kHz
・空中線電力：50 kW
・周波数精度：国家標準に対し1×10-12以内
・運用 ：連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

5.1 4.3 4.3

５ 標準電波の発射

 無線局が発射する電波の基準となる、正確な周波数の電波（標準電波）の送信、標準電波送信所の運営・維
持を実施。標準電波は、無線局の周波数の自動較正等に利用され、無線局の安定的な運用を可能とするほ
か、我が国の標準時に関する情報も含まれており電波時計にも活用。

３ 今期における電波利用料の使途
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当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 H27年度 H28年度案

33.6 34.7 11.9

市町村等

１/２
国

１/２

防災行政無線（同報系）

（車載）移動局
防
災
行
政
無
線
（
移
動
系
）

（市町村・消防本部）

（携帯・可搬）
移動局 消防・救急無線

整備支援対象

＜参考＞
デジタル化率（平成２６年度末）
防災行政無線 ４８．９％
消防・救急無線 ９７．６％

ア 事業主体：市町村（消防に関する事務を処理する

地方公共団体を含む。）

イ 対象地域：全市町村（財政力の弱い市町村を優先）
ウ 補助対象：消防・救急無線と防災行政無線を

260MHz帯へ移行する無線設備（デジタ
ル無線方式）の整備費

エ 負担割合

６(1) 周波数有効利用促進事業

 拡大する電波利用に迅速・適切に対応するため、防災行政無線（移動系）及び消防・救急無線のデジタル化を
促進し、周波数の一層の有効利用を図ることを目的として、150MHz帯を使用する消防・救急無線並びに
150MHz帯又は400MHz帯を使用する市町村防災行政無線を260MHz帯に移行させる市町村（消防に関する
事務を処理する地方公共団体を含む。）に対し、国がその費用の一部を補助。

３ 今期における電波利用料の使途

イメージ図

 

 伝送路

携帯電話交換局等

基地局施設

エリア整備に必要な施設・設備

ア 事業主体：①携帯電話等エリア整備 地方自治体（市町村） ←基地局施設

無線通信事業者 ←伝送路

②公衆無線LAN環境整備 地方自治体、第３セクター

イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）等

ウ 補助対象：基地局費用（鉄塔、局舎、無線設備等）

伝送路費用（※中継回線事業者の設備の１０年間の使用料）

エ 負担割合

【１００世帯以上】

【１００世帯未満】

市町村

１/５

国
２/３

国
１/２

都道府県
１/５

（基地局施設）
【１００世帯以上】

無線通信事業者
１/２

【１００世帯未満】

無線通信事業者
１/３

国
１/２

国
２/３

（伝送路）

市町村
３/１０

都道府県

２/１５

当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

15.0 12.3 12.6

①携帯電話等エリア整備

②公衆無線LAN環境整備

地方自治体等
１/ ２

国
１/２

６(2) 携帯電話等エリア整備事業

 電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するため、携帯電話事業者等が過疎地等にお
いて携帯電話等の利用可能な地域を拡大するに当たって必要な施設の整備費用の一部を補助。
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デジタル混信の解消、デジタル混信に係る受信相談・現地調査等

福島原発避難区域における地上デジタル放送視聴環境整備

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

298.0 300.6 284.3

当初予算額 （億円）

６(3)地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援

 これまで、地上デジタル放送が良好に視聴できないため、暫定的に衛星を通じて番組を視聴している世帯等
に対し、地域の番組が見られるようにするための対策などを実施。それにより、平成27年度末までに地上デ
ジタル放送への完全移行を完了。

 今後は、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の歳出化を行う（平成28年度で終了）とともに、外国波
等による電波の影響を受ける世帯に対する受信障害対策や、福島県の避難区域解除等により帰還する世帯
等が地上デジタル放送視聴環境を整備するための支援等を実施。

ア 事業主体：民間団体等（法人等を公募により選定）

イ 対象地域：旧緊急時避難準備区域、避難指示解除準備区域に指定された区域又は避難
指示が解除された区域、居住制限区域に指定された区域であって自治体か
ら整備要請された区域及び特定避難勧奨地点

ウ 補助対象：①共聴施設のデジタル化支援、②高性能アンテナ、共聴新設、受信障害
対策共聴・集合住宅共聴等のデジタル化支援、③暫定難視視聴対策、④受
信相談・現地調査等、⑤地デジチューナー支援

エ 補助率 ：２／３

受信点設備等

線路アンプ調整

【共聴施設による視聴環境整備】

イメージ図

ア 事業主体：民間法人等

イ 対象地域：デジタル混信が発生している地域、デジタル混信の発生を防止するための対策が必
要な地域

ウ 補助対象：①放送局施設の改修工事（チャンネル切替工事 等）

②受信者施設の改修工事（高性能アンテナ工事 等）

③外国波を起因として発生する混信の総合対策

④受信相談の拠点整備費及び運営費、受信相談に資する受信確認調査費 等

エ 補助率 ：①２／３、②・③・④１０／１０

混信により視聴不可！

デジタル放送局
（希望波） デジタル放送局

（妨害波）

イメージ図

３ 今期における電波利用料の使途

ア 事業主体： 民間ラジオ放送事業者、自治体等

イ 補助対象： 難聴対策としての中継局整備

ウ 補助率： 地理的・地形的難聴、外国波混信２／３

都市型難聴１／２

当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

11.8 14.5 10.1

６(4) 民放ラジオ難聴解消支援事業

 放送は、国民生活に密着した情報提供手段として、特にラジオは災害時の「ファースト･インフォーマー」（第一
情報提供者）として、今後もその社会的責務を果たしていくことが必要。

 ラジオについては、地形的・地理的要因、外国波混信のほか、電子機器の普及や建物の堅牢化等により難聴
が増加しており、その解消が課題。このため、平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切
な情報提供手段を確保するため、難聴解消のための中継局整備を行うラジオ放送事業者等に対し、その整備
費用の一部を補助。

３ 今期における電波利用料の使途
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携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

電波が
遮へい

携帯電話

Ｂ

【光基地局方式】

C

Ａ

アンテナ

【吹込み方式】
基地局

無線設備
電源設備電波が

遮へい
トンネル

携帯電話

Ｂ

対策手法の例

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮へいされるため、無線局Cを設置することにより代替する伝送路を開設。

ア 事業主体：一般社団法人等

イ 対象地域：道路トンネル、鉄道トンネル

ウ 補助対象：移動通信用中継施設等（鉄塔、局舎、アンテナ等）

エ 負担割合

【道路トンネル】 【鉄道トンネル】

一般社団法人等

１/２
国

１/２
国

１/３
一般社団法人等

１/２
鉄道事業

者1/6

当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

19.5 20.0 30.1

６(5) 電波遮へい対策事業

 道路トンネル、鉄道トンネルなど、電波が届かない場所において携帯電話を利用可能とするために、中継施設
などの必要な施設の整備費用の一部を補助。

 次期においては、東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催に向けて携帯電話の利用環境を一層充
実するための取組が必要。

３ 今期における電波利用料の使途

（１）電波の安全性に関するリテラシー向上

電波が人体や医療機器等に与える影響について、各種
調査により得られた知見等を、説明会の開催、説明資料
の配布等により、様々なニーズに応じた情報提供を行う
とともに、国民からの問い合わせ等に対応するための充
実した相談業務体制を確立する。

当初予算額 （億円）

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度案

2.1 1.6 1.2

（３）電波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上

（２）電波の適正利用に関するリテラシー向上

スマートフォンの急速な普及による移動体通信量の増大に対処す
るため、安全な無線ＬＡＮアクセスポイントの設置、無線ＬＡＮを
安全に利用する方策、無線ＬＡＮに通信を迂回させる有効性等を周
知啓発することで、電波の能率的かつ安全な利用を確保する。

民間ボランティアに、地域社会に密着した立場を生かした
電波利用に関する周知啓発活動及び相談・助言業務を委託す
ることにより、地域社会の草の根から、電波の公平かつ能率
的な利用を確保する。

次期においては、東京オリンピック・パラリンピック競技
大会等の開催に向けて、周知啓発活動の一層の充実が必要。

全国各地で説明会開催 説明資料の作成等 相談業務体制の充実

電波教室の実施 地域イベントでの周知活動

普及啓発テキストの作成 セキュリティ意識調査

７ 周波数の使用等に関するリテラシーの向上

 国民生活において日常的に電波を利用する機会が増加しており、電波に対する関心が高まっていることを踏ま
え、電波の安全性や電波の適正な利用に関する国民のリテラシー向上に向けた活動を実施。

３ 今期における電波利用料の使途
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No 事業者名 上限額※1 計算上の料額※2 負担額※3 上限超過額※4

1 株式会社ＮＴＴドコモ（携帯電話）
約１１０億円

(約5,500万局)
約１２５億円

(約6,250万局)
約１１０億円

約１５億円
(約750万局)

2 株式会社ＮＴＴドコモ（衛星携帯電話）
約４８億円

(約2,400万局)
約０．１億円
(約5万局)

約０．１億円 －

3 ＫＤＤＩ株式会社（沖縄セルラー電話株式会社含む）
約７５億円

(約3,750万局)
約８５億円

(約4,250万局)
約７５億円

約１０億円
(約500万局)

4 ＵＱコミュニケーションズ株式会社
約４０億円

(約2,000万局)
約２８億円

(約1,400万局)
約２８億円 －

5 ソフトバンク株式会社
約７６億円

(約3,800万局)
約８５億円

(約4,250万局)
約７６億円

約９億円
(約450万局)

6 Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ｃｉｔｙ Ｐｌａｎｎｉｎｇ株式会社
約２４億円

(約1,200万局)
約２７億円

(約1,350万局)
約２４億円

約３億円
(約150万局)

7 西日本電信電話株式会社
約０．２億円
(約10万局)

約６千円
(約30局)

約６千円 －

※１ １ＭＨｚ当たりの端末数80万（局）×割当て幅（MHz)×200（円/局）
※２ 平成27年10月末日現在の開設特定無線局数から計算で求めた料額
※３ 免許人が実際に納めた電波利用料の額
※４ 「計算上の料額」－「上限額」

※１ １ＭＨｚ当たりの端末数80万（局）×割当て幅（MHz)×200（円/局）
※２ 平成27年10月末日現在の開設特定無線局数から計算で求めた料額
※３ 免許人が実際に納めた電波利用料の額
※４ 「計算上の料額」－「上限額」

（ ）：換算局数：上限額に達している事業者

 平成２６年度から適用される電波利用料では、広域専用電波を使用する携帯電話等の包括免許の無線局につ
いて、稠密に利用しているシステムの周波数当たりの利用状況を勘案した負担の上限額を設定し、上限額を超
える負担を求めないこととした。

 平成２７年度においては、ＮＴＴドコモ（携帯電話）、ＫＤＤＩ（沖縄セルラー含む。）、ソフトバンク及び ＷＣＰの４
社が上限額に達している。

４ 電波利用料の上限額の状況（平成27年度）

施行年度 改正の概要

平成5年度
・電波利用料制度の導入
- 使途は「電波監視」、「総合無線局監理ﾌｧｲﾙの作成・管理」、「その他（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）」

- 料額は電波監視に係る費用は均等に、総合無線局管理ﾌｧｲﾙに係る費用は使用する情報量に応じて按分することで設定

平成8年度
・料額改定
・使途に「技術試験事務」を追加

平成11年度
・料額改定
・「その他」使途として、「電波の安全性に関する調査」、「電波遮へい対策事業」、「標準電波の発射」を追加

平成13年度 ・使途に「特定周波数変更対策業務」を追加

平成16年度 ・使途に「特定周波数終了対策業務」を追加

平成17年度

・料額改定
- 電波の経済的価値（使用する周波数幅等）に応じて負担する考え方を導入（広域専用電波の制度の導入）

- 国民の生命財産、身体の安全及び財産の保護に寄与する無線局等の電波利用料を軽減する措置（特性係数）を導入

・使途に「電波資源拡大のための研究開発」、「携帯電話等エリア整備事業」を追加

平成20年度

・料額改定
- 電波の経済的価値に応じて負担する部分を拡大

・使途に「国際標準化に関する連絡調整事務」、「地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送移行対策関連業務（中継局、共聴設備のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ混

信への対応、視聴者相談体制の整備）」、「電波に関するﾘﾃﾗｼｰの向上のために行う事務」を追加
・使途のうち「その他（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）」を改め、使途を全て限定列挙

平成21年度
・電波利用料のコンビニエンスストア等での支払いを可能とする制度の導入
・使途に「低所得世帯への地デジチューナー等の支援」を追加

平成23年度
・料額改定
- 電波の経済的価値に応じて負担する部分を拡大（「特性係数」は維持）

・使途に時限措置として「東北３県におけるアナログ放送の延長期間の運用経費助成業務」を追加

平成25年度 ・使途に「周波数有効利用促進事業」（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ防災ＩＣＴｼｽﾃﾑ等の整備）を追加

平成26年度
・料額改定

-携帯電話等に係る電波利用料に上限額を設定

・使途に「民放ラジオ難聴解消支援事業」を追加

５ 電波利用料制度の主な改正経緯
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６ 電波法の一部を改正する法律の概要（平成26年） 電波利用料関係①

１ 電波利用料の料額の見直し（平成26～28年度の３年間の料額）

携帯電話、移動受信用地上基幹放送に、新たに軽減係数（※）を適用 ⇒ 関係事業者の負担の軽減を図る

（１） 電波利用料の算定における軽減措置の見直し

（参考）携帯電話 現行 約9500万円/MHz ⇒ 約6200万円/MHz (1/2の軽減係数を適用※国民の生命、財産の保護に寄与）

移動受信用地上基幹放送 現行 約9500万円/MHz ⇒ 約2900万円/MHz (1/4の軽減係数を適用※テレビ等と同様）

（※）軽減係数：電波利用料算定において、電波の普及や国民の生命の保護等の観点から、特定の無線システムに一定の軽減を行うた
めに設けられた係数。

※ 現行及び見直し後も、この他無線局１局あたり200円が課される。

（２） スマートメーターやM2M ※等の新たな無線システムに対する料額の見直し
ICTインフラとしての普及を促進する一助とするため、広範囲の地域において周波数帯を高密度に利用する携帯
電話及び携帯電話等を利用するスマートメーターや、M2M等の無線システムに係る電波利用料については、上
限額を設定

⇒ 一定数以上、端末数が増加しても、追加負担を求めない。

電波利用料
負担額

ａ群分（約9500万円/MHz）
周波数幅に応じて課金される部分

ｂ群分（200円/局数）
端末数に応じて課金

端末数 端末数

見直し後

端末数の増加
に伴い、負担も
増加し続ける 事業者の上限額

＝１MHｚ当たりの
端末数×割当て幅
×200円

電波利用料
負担額

電波利用料に上限額を設定し
、
それ以上の追加負担を求めない

※スマートメーター：電力使用量の自動検針等
M2M 【Machine to Machine（機械と機械の通信）】：センサーネットワーク、

遠隔地からの販売在庫管理等

ラジオ放送の難聴解消のため、小電力のＦＭ中継局整備に対する支援を使途に追加する

（１） 分割納付規定の整備
• 広域専用電波に係る電波利用料の分割納付を可能とする

（携帯電話、移動受信用地上基幹放送等が対象。現在、原則１年分を一括払いであるところ、年４回の分割納付を可能とする予定。）

（２） 災害時等の無線通信の確保
• 災害時等において、人命救助や災害救護等を目的として、臨時に開設する無線局（総務大臣が認めるもの）につ

いて、電波利用料及び免許申請等に係る手数料を免除する
（例）災害時に、民間企業から被災地の市町村に無償貸与される衛星携帯電話や簡易無線システム等

２ 電波利用料の使途の追加

３ 電波利用料関係の改正

（３） その他の料額の見直し
• 同報系デジタル防災行政無線、ホワイトスペースを活用するエリア放送の電波利用料について、より低廉な料額とする

• 次期における電波利用料の料額の増加は、現行の料額に比して２割を超えないよう料額を算定する

（参考） 同報系防災行政無線の料額 現行 親局、子局 15,900円／局 ⇒ 親局 19,050円、子局 550円
エリア放送の無線局の料額 現行 31,800円／局 ⇒ 1,000円（地上デジタル放送の最も低廉な料額相当額）

⇒ ラジオ放送は、一斉同報型無線システムであり、災害時に輻輳が発生しないことや受信機が乾電池で作動する等災害時におけ
る情報提供手段として重要であることから、期限を限り、必要最小の空中線電力による中継局整備について補助を行う。

同報系デジタル防災行政無線 → 音声により災害発生を住民に伝達する同報系防災行政無線のデジタル化に伴う費用負担
増を回避 （デジタル化により、子局が双方向通信が可能となることから、新たに電波利用料が発生するため）
エリア放送→優先順位が高い無線局から保護されないエリア放送の利用料が、優先される無線局より高額であるため。

６ 電波法の一部を改正する法律の概要（平成26年） 電波利用料関係②
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７ 米国の電波関連利用料制度の概要 

米国の電波関連利用料の制度は、非連邦政府用周波数と連邦政府用周波数とで

区別されている。そのうち非連邦政府用周波数に係る電波関連利用料の制度として、

政策・規則の制定・執行等に係る費用を賄う「行政手数料」と、免許発行手続きに係

る費用を賄う「申請手数料」がある。 

この行政手数料について、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション

帯域または非オークション帯域の観点から図式化すると図１のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 米国の電波関連利用料 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、米国の電波関連利用料の制度の体系は次のようになっている。 

 非連邦政府用周波数： 

 行政手数料（Regulatory Fees）： 

 政策・規則の制定・執行、利用者への情報提供、国際業務に係る費用を賄

うため通信事業者等から徴収される。 

 地方政府機関、アマチュア無線、非営利組織等は、行政手数料が免除され

る。 

 連邦通信委員会（FCC）に対して、行政手数料を毎年見直す権限が与えら

れている。 

 申請手数料（Application Fees）： 

247



 免許の発行手続きに係る費用を賄うために無線局免許人から徴収される。 

 地方政府機関、非営利組織、非商業放送、アマチュア無線等は、申請手数

料が免除される。 

 FCC は 2 年に 1 度、消費者物価指数（CP）に基づいて、申請手数料を見直

さなければならない。 

 連邦政府用周波数： 

 電波料（Spectrum Fees）： 

 電波監理に係る費用を連邦政府 47 機関が無線局数で按分する。 

 2016 年度は 3400 万米ドルで、1 件（周波数割当て毎）あたり約 120～150

米ドルとなっている。 

また、オークションを経ずに割り当てられた非連邦政府用周波数については、新た

な電波利用料（Spectrum License User Fees）の導入が検討されている。それらの周

波数帯については、現在、行政手数料が賦課されているが、費用ベースの低廉な料

額に留まっており、また、周波数オークションによる短期的収入も見込めないことから、

新たな電波利用料を導入することにより、毎年安定的な国庫収入を確保することが期

待されている。新たな電波利用料収入は、2017 年予算教書において、2017 年からの

10 年間で 48 億米ドルと見積もられている。 
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８ 英国の電波関連利用料制度の概要 

英国の電波関連利用料の制度は、周波数監理の費用を賄う費用ベースと、市場

原理により電波の効率的な利用を促進する経済的価値とを組み合わせた「無線電信

免許料」、テレビ、ラジオに係る行政費用を賄うための「放送免許料」、および、通信

全般に係る行政費用を賄うための「ネットワーク・サービス料」から成る。 

このうちの無線電信免許料について、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オ

ークション帯域または非オークション帯域の観点から図式化すると図２のとおりとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 英国の電波関連利用料 

図２ 英国の電波関連利用料 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、無線電信免許料の体系は次のようになっている。 

 コストベース（cost based pricing）： 

 市場原理とは無関係に周波数監理の費用のみを賄う。 

 放送事業者や非商用衛星通信事業者にはコストベースのみが賦課される。 

 AIP（administrative incentive pricing）： 

 特定帯域における既存利用者と代替利用者を決定した後、超過需要がある場

合に、AIP を適用する。その場合、機会費用に基づいて料額を算定する。 

 電波の効率的な利用を促進するため、市場原理と関連付け、帯域幅、エリア、

共用、地理的立地に基づき料額が賦課される。 
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 オークション： 

 市場原理で支払い額が決まる。 

 年間免許料（annual licence fees: ALF）： 

 国内外のオークション結果等を踏まえて、完全市場価値を反映する。 

 最初の免許期間が満了し、次の免許期間（再免許）から適用される。 

 900MHz 帯および 1800MHz 帯で初適用された（2015 年 10 月 31 日～）。 

上記のうちAIPについては、電波の効率的利用の促進の観点から、適用業務の拡

大が進められてきている。現在の AIP の適用業務としては、民間セクターでは、公衆

通信網、固定回線、業務用無線、番組制作・特別イベント（PMSE）、衛星アップリンク

等、公共セクターでは、軍事、公共安全、海事、航空等となっている。地上波放送につ

いては適用が見送られ、引き続きコストベースが適当されている。また、28GHz 帯の

BFWA（ブロードバンド固定無線アクセス）については、2000 年にオークションにより割

り当てられた周波数（Telefonica、Vodafone、UK Broadband 等 5 者 15 免許）について

2015 年 12 月に免許期限が満了し、2016 年 1 月から AIP が適用された。 

また、年間免許料が適用された 900MHz 帯および 1800MHz 帯は、1990 年代に

GSM バンドとして比較審査により割当てられ、1998 年無線電信法の制定以降 AIP が

適用されていた。2010年12月に、政府がそれらの周波数帯の免許料を、完全市場価

値（full market value）を反映させた年間免許料に改定するよう、通信庁（Ofcom）に命

令した。Ofcom は、900MHz 帯および 1800MHz 帯が 3G や LTE に使用されることを勘

案して、2013年 2月に実施された英国の 4G（800MHz、2.6GHz）オークション落札額や、

2015 年 6 月に実施されたドイツのマルチバンド（700MHz、900MHz、1500MHz、

1800MHz）オークション結果等をベンチマークすることにより ALF の料額の当初案を

取りまとめた。その後、2015 年 9 月に、Ofcom は、携帯電話の地理的カバレッジ 90%

実現に向けて、2014年12月に政府と携帯電話事業者の間で交わされたインフラ投資

約束を踏まえて、ALF の料額を当初案より引き下げることを決定した。 
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９ フランスの電波関連利用料制度の概要 

フランスの電波関連利用料の制度は、周波数利用許可を取得する時の 1 回のみ

支払う「免許取得料」、周波数利用許可を得た者が毎年支払う「周波数利用料」から

なる。さらに、この周波数利用料は、「周波数使用料」、「周波数管理料」および「携帯

電話用周波数利用料」から成る。 

このうちの周波数使用料、周波数管理料及び携帯電話用周波数利用料について、

費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション帯域または非オークション帯域

の観点から図式化すると図３のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ フランスの電波関連利用料 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、フランスの電波関連利用料の体系は次のようになっている。 

 免許取得料： 

 周波数利用許可（AUF）の取得時に 1 回限り支払う。 

 周波数利用料： 

 周波数利用許可を得た者が、その利用に関して年間に支払う金額。 

 国防、公共安全、緊急医療、消防救急、放送等は全額免除される。 

 地方自治体は半額免除される。 

 周波数使用料： 
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 電波の使用料として徴収される。

 周波数幅、中心周波数帯、無線局間の距離、通信方法、無線局数、地理

的範囲、使用期間等を単位に算定される。

 独立系通信網の一部は免除される。

 周波数管理料：

 電波の監理業務に係る費用を賄うために徴収される。

 無線局数、回線数、割当周波数等を単位に算定される。ただし、局数に応

じ逓減料金が適用される。

 携帯電話用周波数利用料：

 認可時の利用料は、固定額、1KHz 単位で賦課、またはオークション落札

額。

 毎年の利用料として、売上高の 1%を賦課、またはそれに 1KHz 単位での賦

課を追加。
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１０ 韓国の電波関連利用料制度の概要 

韓国の電波関連利用料は、周波数割当て時に支払う「周波数割当料」と、四半期

毎に支払う「電波使用料」から成る。 

これらについて、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション帯域または

非オークション帯域の観点から図式化すると図４のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 韓国の電波関連利用料 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、韓国の電波関連利用料の体系は次のようになっている。 

 周波数割当料： 

 経済的価値および技術波及効果が高い商用周波数に適用する。 

 オークション落札額： 需要者間競争がある場合 

 周波数割当代価： 需要者間競争がない場合 

 電波使用料：  

 電波監理、電波関連分野の振興に係る費用を賄うため、無線局免許人か

ら徴収する。 

 料額の算定方法については、無線局の種別毎に次のとおりとなっている。 

 基幹通信事業者が開設した無線局については、事業者別に、加入者数

（MVNO 加入者を除く。）、減免係数（共用、環境配慮、ローミング、利用
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効率）、電波特性係数に基づき、算定される。 

 衛星事業者の衛星補助局等については、無線局別に、基礎加額、電波

利用料係数、サービス係数、共用減免係数に基づき、算定される。 

 その他の無線局の送信設備別に指定された周波数については、基礎加

額、選好係数、利用形態係数、目的、共用化減免係数に基づき、算定さ

れる。 

 減免措置については、無線局の種別毎に次のとおり適用される。 

 国、地方自治体、大韓赤十字社、アマチュア局、放送通信発展基金を納

める地上波放送局等は全額免除される。 

 MVNO 事業者は 2016 年 9 月末まで臨時減免措置として免除される。 

 オークション帯域は、30%減免される。 

 携帯 M2M 用途は単価引き下げが適用される。 
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一定の条件を満たす無線局を開設する際に、無線局の免許に代えて総務大臣の登録を受ける制度（法第27条の18）
［背景］事前チェック型から事後チェック型への規制緩和による電波の自由利用を推進することを目的として導入。
［要件］① 他の無線局に混信を与えないように運用することのできる機能を有するもの

② 適合表示無線設備のみを使用するものであること
③ 定められた区域内に開設するものであること

制 度 の 概 要 制度の運用状況

＜平成１６年改正＞

（１）５ＧＨｚ無線アクセスシステム

光ファイバ等

防災・観光用
ライブカメラ

無線LANとの併用

中継利用
（光ファイバの代替）

各家庭へのラスト
ワンマイル

（２）ＰＨＳ基地局等

（３）９２０ＭＨｚ/２．４GHｚ帯構内無線局

（４）デジタル簡易無線局
350MHz帯

簡易無線局

リーダ／
ライタ

単数もしくは少数のタ
グを個別読取り

工場等の
構内の利用

【登録局の対象システム】 登録局 局数内訳（平成27年３月末時点）

包括登録局※ 個別登録局 合計

５GHz無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ 12,799 181 12,980

ＰＨＳ基地局等 278,604 - 278,604

920MHz/2.4GHz帯構内
無線局

3,766 10 3,776

デジタル簡易無線局 318,381 4,111 322,492

合計 613,550 4,302 617,852

単位：局

 制度創設から現在に至るまで、混信妨害等の運用上の
トラブルが生じた事例は確認されず、登録局の局数は
着実に増えてきている状況であり、登録局制度は活用
されている。

 今後も対象となっているシステムの利用の拡大が見込
まれる。

※登録の特例：定められた区域内に無線設備の規格を同じくする登録局を２以上
開設しようとする者は、無線設備の規格を同じくするものであれば、包括登録
を受けることができる。（法第27条の29第１項）

１１ 登録局制度の導入

免許不要局※の条件の一つであった「空中線電力0.0１W以下」の規定について、通信エリアの拡大等のニーズに応えるた
め、「空中線電力１W以下」とすることで免許不要局の対象を拡大。（法第４条）

※無線局の開設に当たっては、原則として総務大臣の免許が必要(法第４条）であるが、発射する電波が著しく微弱な無線局又は一定の
条件の無線設備を使用するもので、目的、運用等が特定された小電力の無線局については、免許は不要(同条ただし書）

(1) 発射する電波が著しく微弱な無線局
（法第４条第１号）

(2) 市民ラジオの無線局
（法第４条第２号）

(3) 小電力の無線局（法第４条第３号）

空中線電力 0.01W以下 → １W以下（対象拡大） のもののうち総務
省令に定めるものであって、混信防止機能を有し、適合表示無線設備
のみを使用するもの

(4) 登録局
（法第４条第４号）

市民ラジオ

（例）おもちゃのラジコン

（例）350MHz帯
簡易無線局

（例）小電力ｾｷｭﾘﾃｨ
（火災検知通報）

（例）移動体識別
（電子タグ）

（例）動物検知通報システム

○特定小電力無線局 （）は拡大後の空中線電力

・動物検知通報システム 150MHz帯 （１W）
・テレメータ・テレコントロール・データ伝送

400MHz帯、1200MHz帯 （１W）
920MHz帯 （0.02W※）

・移動体識別 920MHz帯 （0.25W※）
・移動体検知センサー

10GHz帯、24GHz帯 （0.02W）
○小電力セキュリティシステム

400MHz帯 （１W）

※920MHz帯のシステムについては、950MHz帯から
の規格改訂にあわせて増力。

（例）テレコントロール
（遠隔制御）

0.01Wでは通信距離に制限、
利用シーンも限定的

1W化により通信距離の増加、利便性向上、
利用シーンの拡大

【対象拡大の背景】

【免許不要局の種類】

制 度 の 概 要 制度の運用状況

【対象を拡大したシステム】

主なシステムの各年度の出荷台数（電波利用状況調査より）（単位：台）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 増力時期

動物検知通報ｼｽﾃﾑ 524 591 1,004 2,856 H24.3

400M帯ﾃﾚﾒ・ﾃﾚｺﾝ・ﾃﾞｰﾀ 1,453,214 1,158,785 1,348,811 1,352,923 H26.8

1200M帯ﾃﾚﾒ・ﾃﾚｺﾝ・ﾃﾞｰﾀ 2,022 1,753 2,298 未 H26.8

10GHz帯/24GHz帯
移動体検知センサー

69,709 86,809 132,051 217,454 H24.3

400MHz帯
小電力ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ

1,104,668 1,180,885 1,077,601 1,128,269 H26.8

 これまで対象を拡大したシステムは着実に普及してきてお
り、制度は実効的に機能している。また、近年対象を拡大
したシステムについても今後の普及が期待される。

１２ 免許不要局の拡大 ＜平成２２年改正＞
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外資規制の対象外

電気通信業務用以外

電気通信業務用

・電力事業者、ガス事業者等が利
用するマイクロ中継局等

・法改正後は外資規制の対象外

※外資規制の根拠条文（抜粋）
◎電波法（昭和25年法律第131号）
第５条 次の各号のいずれかに該当する者には、無線局の免許を与えない。
一 日本の国籍を有しない人
二 外国政府又はその代表者
三 外国の法人又は団体
四 法人又は団体であって、前三号に掲げる者がその代表者であるもの

又はこれらの者がその役員の三分の一以上若しくは議決権の三分の一
以上を占めるもの

固定局 事業者名 平成２１年９月末 平成２７年３月末

J-POWER ２０．３％ ３２．５％

関西電力 １３．３％ ２３．７％

東京電力 １７．２％ ２２．７％

東北電力 １１．４％ ２２．６％

中部電力 １３．０％ ２２．３％

沖縄電力 ２１．２％ ２２．２％

九州電力 １２．１％ １９．３％

北海道電力 ９．７％ １９．０％

中国電力 ６．３％ １６．４％

北陸電力 ９．６％ １５．０％

四国電力 ６．７％ １４．１％

会社四季報、各社HPより作成※現在、大手ガス事業者は固定局の免許を有していない。

無線局の開設に係る外資規制※の対象となっていた電気通信業務用以外の固定局（特定の固定地点間の無線通信を行
う無線局）について、主な免許人である電力会社、ガス会社等の外資比率の状況や外資規制の見直しによる我が国の電
波利用社会に及ぼす影響等を踏まえ、外資規制の適用対象から除外。（法第５条）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

 平成27年３月末現在、電気通信業務用以外の固定局の免許人
のうち、大手電力事業者11社の外資比率はいずれも３分の１
以下であるが、法改正当時（平成21年９月末）と比較すると
各社とも外資比率は軒並み上昇傾向にある。

 今後、大手電力事業者の外資比率がさらに上昇することも想
定されるが、特段の問題は想定されていない。

１３ 無線局に係る外資規制の見直し ＜平成２２年改正＞

【目的を複数有する無線局の例】

 現時点で約1,500局（陸上系の無線
局が約３割、船舶系の無線局が約
３割）について、目的を複数有す
る無線局として免許されている実
績があり、制度は実効的に機能し
ている。

電波利用の柔軟化を促進し、電波のより能率的な利用を促進するため、無線局の主たる目的に支障のない範囲で、複数
の目的を有することを可能にする制度（法第６条等）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

陸上移動局（新幹線内に設置）と基地局との通信

【無線局の目的】 （陸上移動局及び基地局）

①公共業務用

鉄道運行のための業務連絡（安全運行に関する事項等）を行うための音声

及びデータを伝送するための通信

②電気通信業務用

新幹線内に設置されている車内公衆電話を用いた音声を伝送するための通信

LCX

車内公衆電話

車内モニター

車内移動局装置

新幹線

基地局装置
（漏洩同軸ケーブル）

LCX

 これらの無線局は今後も増加する
ことが予想される。

１４ 無線局の目的の複数化 ＜平成２２年改正＞
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 無線局を開設しようとする際、包括して免許を申請
 無線局を包括して免許。免許後は、携帯電話基地局等の開設等

に応じ届出を行う

携帯電話基地局等

• 基地局開設の日から15日以内に届出
【届出項目】
・開設した日 ・設置場所 ・適合表示無線設備の番号
・無線設備の製造番号 ・無線設備の工事設計

包括免許包括免許

【携帯電話基地局等の包括免許の開設状況】
過去４年間の無線局数(各年度末時点)

年度 基地局等※

H24 14万局

H25 14万4千局

H26 29万1千局

H27※1 47万局

※ H26以降は屋外基地局を含む。

 平成27年度末時点で包括免許によって
約47万局の無線局が開設されており、制度
は適切に運用されている。

迅速かつ機動的に携帯電話基地局等を開設・改修し、サービスを提供することを可能とするため、携帯電話
基地局等のうち、適合表示無線設備のみを使用するものは、個別の無線局毎に免許を受けることなく、目的、
通信の相手方、電波の型式及び周波数並びに無線設備の規格を同じくするものである限りにおいて、複数の
無線局を包括して対象とする１つの免許を受けることができる制度（法第27条の２第２号）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

１５ 携帯電話基地局等の免許の包括化 ＜平成２２年改正＞

制 度 の 概 要

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

全事業者 1,744 1,773 1,781 1,773 1,756

判定を行う
事業者（内数） 0 74 85 96 101

【登録検査等事業者数の推移】【登録検査等事業者制度を活用した無線局の検査】

 判定を行う事業者が着実に増加している。

 登録検査等事業者、総合通信局等、免許人
（業界団体）等に対して実施したアンケート、
ヒアリング等の調査や、パブリックコメント
で提出された意見等を踏まえ、登録検査等事
業者等が使用する測定器等に関する規律につ
いて所要の見直しを検討。

※注：対象となる無線局は登録検査事業者等規則で定める。

電波法で定める無線局の検査（落成検査、変更検査及び定期検査）について免許人の負担を軽減するため、総務大臣の
登録を受けた登録検査等事業者が無線局の検査又は点検を行い、免許人から当該無線局の検査等の結果が法令の規
定に違反していない旨を記載した証明書の提出があったときは、無線局の検査の全部又は一部の省略を可能とする制度
（法第24条の２～第24条の13、第73条、第110条の２、第111条）

※本制度は、測定器を利用して無線設備の電気的特性等を確認する「点検」を行う登録点検事業者制度を発展させ、点検の結果が法令
の規定に適合しているか確認する「判定」を行えるようにしたもの。

制度の運用状況

１６ 登録検査等事業者制度の導入 ＜平成２２年改正＞
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免許人の負担軽減のため、無線検査簿（検査の年月日、結果等を記載した書面）の無線局への備付け義務を廃止（法第
60条）。

［変遷］
① 平成20年8月「総務省政策たな卸し 最終とりまとめ」において、「時計・法令集を備えていることとする規定を見直し、免許・検
査事務の軽減化により免許申請者の負担を減らす」こととされた。

② 平成21年 国が開設する無線局以外の無線局について、無線検査簿の備付け義務を廃止。
③ 平成23年 国が開設する無線局についても、無線検査簿の備付け義務を廃止。

制 度 の 概 要

【無線局検査簿の様式】

制度の運用状況

 無線局検査簿は、免許人に検査履歴を把握
させることにより、無線局の適正な運用を
確保させるとともに、国の職員が臨局検査
を行った際に検査簿へ記録し、無線局監理
に活用していた。

 電波法制定時と比べ、無線設備の性能が向
上し、免許人が無線局をより適正に運用す
ることが可能となっていること、また、検
査履歴の情報は総合無線局管理ファイルを
用いて容易に参照できるようになっている
ことから備付義務を廃止したもの。制度導
入により免許人の負担は軽減され、これに
よる無線局免許等における特段の問題は生
じていない。

１７ 無線局検査簿の備付義務の廃止 ＜平成２２年改正＞

総務省

製造業者等

登録証明機関

申請
技術基準

適合証明等

技術基準適合
証明等の報告

変更の届出

技術基準適合証明等を受
けた者を特定

平成27年12月:10件、11月:16件、 10月:16件

① 報告件数（工事設計認証）

② 変更の届出件数（工事設計認証）

・変更した事項
－法⼈等に関する事項
－無線設備に関する事項
・変更した年⽉⽇
・変更の理由

制 度 の 概 要

（件数）

技術基準適合証明等※を受けた者が名称、住所等を変更したときに、その旨を総務大臣に届け出させる制度
（法第38条の６、第38条の24、第38条の29～第38条の31） ※技術基準適合証明及び工事設計認証

［背景］
無線局の免許審査において必要となる技術基準適合証明等を受けた特定無線設備の実態を把握するとともに、電波法で定める報告徴収及
び立入検査（法第38条の20）、特定無線設備等の提出命令（法第38条の21）、妨害等防止命令（法第38条の22）等について、これらの処
分の相手方となる技術基準適合証明等を受けた者の特定等を目的として導入

制度の運用状況

 変更の届出は、特定無線設備の実態の把握及び技術基準適合証
明等を受けた者の特定に必要な措置である。

 本制度による変更の届出の内容は、技術基準適合証明等を受け
た者に対する照会時等において活用されている。

１８ 技術基準適合証明及び工事設計認証を受けた者の名称、住所等の変更届出制度
＜平成２２年改正＞
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【技術基準違反に対する処分】

（改正前）

（改正後）

無線局の運⽤停⽌
命令

電波の発射停⽌命
令

技術基準適合
命令

〈適合命令の例〉
・無線設備の修理
・補助電源等の備付け

無線局の運⽤停⽌
命令

電波の発射停⽌命
令

違反の内容に応じた適切な措置がとられることを確保するため、無線設備が技術基準に違反している場合、総務大臣が
免許人等に対し当該無線設備を技術基準に適合させるよう命ずるための制度（法第71条の5）

［背景］
① 改正前は、無線設備が技術基準に違反している場合、技術基準に適合させることを直接命じる制度は存在しなかった。
② 技術基準には違反しているが、「無線局の運用停止命令」や「電波の発射停止命令」では適切に対応できない場合、運用停止を命

令することが必要かつ最小限の措置といえない場合があった。
（携帯電話端末の発火・発熱、義務船舶局における補助電源や予備設備の不備等）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

 技術基準適合命令制度の導入により、無線
局の検査等において技術基準に適合しない
ことが発覚した場合、この是正を免許人等
に命ずる手段が確保された。

 制度導入後、技術基準適合命令を発出した
事例はないものの、技術基準違反の具体的
な内容等に応じて適切な措置をとる手段を
確保しておくことは重要。

１９ 技術基準適合命令制度 ＜平成２２年改正＞

非常時に、無線局の免許人以外の者に一定の条件の下で無線局を運用させることができる制度（法第70条の7、第80
条）
［要件］

①専ら総務省令で定める簡易な操作により運用される無線局であること（地方公共団体の消防用・防災行政用の陸上移動局、MCA用の
陸上移動局、電力会社の陸上移動局等）

②地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動やその他非常事態が発生又は発生するおそれがある場合で、人命の救助、災害の救援、
交通通信の確保又は秩序の維持のために必要な通信を行う場合であること

制 度 の 概 要 制度の運用状況

（非常時発生）

【イメージ】

 当該制度の導入により、災害等の
非常時において、応援部隊等との
連携を確保する手段が追加された。

 これまで、ＭＣＡ用の陸上移動局
を中心に運用された実績（※）があ
り、制度は実効的に機能している。

（※）自然災害時において、地方公共団体や放送
事業者がMCA用の陸上移動局を運用

２０ 非常時の免許人以外の者による運用の導入
＜平成１９年改正＞
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登録人の監督の下、登録人以外の者でも無線局を運用することができる制度（法第70条の９、第80条）
［背景］

無線局の運用は、原則として免許・登録を受けた免許人・登録人が行うこととされているが、免許・登録を受けていなくても簡易な手続
で無線局を利用したいというニーズを受け制度を導入。
［対象となる無線局］

登録局（5GHz帯無線アクセスシステム、PHS基地局等、920MHz/2.4GHz帯構内無線局、デジタル簡易無線局）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

 本制度においては、登録人は運用人に対
し必要かつ適切な監督を行う義務を負う
ほか、不適切な運用があった場合の迅速
な対応等のため、総務大臣に遅滞なく必
要事項を届け出ることとされている。

 制度導入後、簡易無線局を中心に運用され
た実績（※）があり、制度は実効的に機能して
いる。

（※）備品等のレンタル会社によるイベント会場、建
設現場、選挙活動等における貸出しが多い。

【イメージ】

２１ 登録局の登録人以外の者による運用の導入＜平成１９年改正＞

フェムトセル方式の超小型基地局の活用による不感エリア解消のために、ビル管理者、再販事業者や利用者等が超小型
基地局の復旧や移設のための運用をすることができるようにする制度（法第70条の８、第80条）
［背景］

①小型化かつ小電力化された屋内基地局等の開発により、柔軟かつ簡易な基地局等の設置・移設や簡便な操作で不具合時の復旧や保
守の運用等が可能となった。

②高層ビル、マンション、住宅内や地下街等、免許人の立入りが困難な場所での携帯電話の不感エリアを解消するため、フェムトセ
ル方式の超小型基地局を対象として、建物の管理者等免許人以外の者に運用を行わせることを可能とする規定を設ける必要があっ
た。

制 度 の 概 要

制度の運用状況

累計届出数（運用特例）

フェムトセル基地局等 308,427※1

（参考）フェムトセル基地局等の無線局数 120,312局（平成27年11月時点）

※1 平成27年12月21日時点

 制度導入後、これまで累計約31万の運用
特例届があり、制度は適切に運用されて
いる。

２２ 無線局の運用の特例の追加 ＜平成２０年改正＞
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新規の電波需要（例：携帯電話の新規需要）に迅速に対応するため、国が既存システムの利用者に対して一定の給付金
の支給（財源は、電波利用料）を行い、自主的な無線局の廃止を促すことによって、迅速な電波の再配分を行うための制
度（法第71条の２第２項）
［要件］

①電波利用状況調査の評価結果に基づき周波数割当計画の変更が行われること
②周波数割当計画の変更の公示日から５年以内（経済的影響が特に大きい場合には10年以内）に既存システムの周波数の使用期限を設

定

＜短期間での周波数再編の実現＞
・３年程度で実施

・既存免許人には代替周波数を確保せず

補償が必要

既存利用者に損失が発生
（設備の残存価値など）

給付金を支給
（電波利用料を財源）

既存システムの廃止

新規システムが利用可能
［新規利用者に経済的利益が発生］

新
規
利
用
者
か
ら
追
加
的

電
波
利
用
料
を
徴
収

（
給
付
金
に
充
当
す
る
た
め
に

新
規
利
用
者
が
負
担
）

H23 H24 H25 H26 H27 合計

支給者数 5者 44者 182者 44者 100者 375者

支給局数 14局 72局 249局 53局 175局 563局

支給額 129.6 83.6 423.5 78.2 346.8 1,061.7

① 電気通信業務用固定局（4.9～5.0GHz）の終了対策
［支給額の単位：万円］

② パーソナル無線システム（903～905MHz）の終了対策
［支給額の単位：万円］

H16 H17 合計

支給者数 6者 4者 10者

支給対象設備数 926台 560台 1,486台

支給額 22,403.5 11,796.7 34,200.2

制 度 の 概 要 制度の運用状況

 これまでの特定周波数終了対策業務による周波数移行は円滑に
行われている。

２３ 特定周波数終了対策業務の導入 ＜平成１６年改正＞

無線局の免許がその効力を失った場合において、電波の発射を防止するための必要な措置として、空中線の撤去のほか
に電池を取り外すこと等の措置を追加（法第78条）。
［背景］

① 改正前は、無線局の免許等がその効力を失った場合、不法の電波の発射を防ぐため遅滞なく空中線の撤去を義務付け。
② 電波を使用する無線設備の種類の拡大に伴い、空中線と無線設備本体（送受信装置）が一体となっているものや宇宙局等の空中線

の撤去そのものが物理的に困難なものや、マイクロ固定局のように空中線の撤去に多大な時間と費用を要するもの等について、免許
人から空中線の撤去以外の電波の発射防止策の要望がされていた。特に遭難自動通報設備については、誤発射の要因となっており早
急な対応を求める声があった。

空中線と無線設備本体が
一体となっている無線機器等の普及

空中線の撤去が困難な無線局にあっては
電池を取り外す等、電波の発射を防止するための

必要な措置を認める

制 度 の 概 要 制度の運用状況

空中線が取り外し
可能な無線設備

(例：FMトランシーバー)

空中線と無線設備
本体が一体化

(例：衛星非常用位置
指示無線標識(EPIRB)

 改正の契機の１つとなっていた衛星非常用位置指示
無線標識（EPIRB）等に関しては、無線局廃止後の誤
発射件数が着実に減少している。

対象年 H22 H23 H24 H25 H26 H27

件数 8件 7件 5件 5件 3件 2件

(表)廃止されたEPIRBからの誤発射件数

 アナログテレビ放送の放送サービス終了後における
関連無線(放送)局の廃止等に際して、放送事業者に
空中線自体の撤去といった過度の負担を与えること
なく、少ない負担で効果的な電波の発射防止措置を
講じることができている。

 本制度は実効的かつ十分に機能しており、免許人等
からのさらなる改正要望もない。

２４ 無線局免許が効力を失った場合の電波発射の防止措置の見直し
＜平成２２年改正＞
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海岸地球局

遭難信号
地上受信局

捜索救助機関

AIS海岸局

ナブテックス受信機

通信所

船舶 船舶

巡視船

遭難船舶

船舶

コスパス衛星

サーサット衛星

SART  又は
AIS-SART

救命筏 EPIRB
（遭難信号を送信）

船舶

EGC

インマルサット
無線設備

インマルサット衛星

：遭難通信

：海上安全情報通信

海上通信は、船舶がどのような海域で遭難しても、捜索救助機関と船舶が一体となった捜索救助活動を可能とする通信システムとしてＧＭＤＳＳ
（ GMDSS：Global Maritime Distress and Safety System 全世界的な海上における遭難及び安全システム）が取り決められており、１９９９年２月
に完全導入された。

船舶が遭難した時の通信

捜索救助を行う船舶と捜索
救助機関等との通信

遭難船舶と捜索救助を行う
船舶等との通信

船舶の航行安全に関する通信

船舶向けの航行警報、気象
警報等の情報提供

① VHF･MF/HF・HF無線設備
（デジタル選択呼出装置）

主な無線設備

②衛星非常用位置指示無線標識
（EPIRB)

⑤双方向無線電話

⑥ VHF･MF/HF・HF無線設備
（無線電話）

⑩ナブテックス受信機

⑪インマルサット高機能
ｸﾞﾙｰﾌﾟ呼出受信機（EGC)

⑧ 船舶自動識別装置（AIS)

④ VHF･MF/HF・HF無線設備

（無線電話）

⑦インマルサット無線設備
（無線電話、データ通信）

国際VHF

国際VHF

AIS

AIS

①①

②

④ ④

⑤

③

⑥ ⑥

⑦

⑩

⑪

⑨

⑧

⑧

⑨

VHF：超短波帯（156MHzを超え162MHHz以下の周波数帯）、MF/HF：中短波帯（1606.5kHzを超え3900kHz以下の周波数帯）、HF：短波帯（4MHzを超え26.175MHz以下の周波数帯）

※沿海区域：原則として20海里以内の水域

遭難船舶の発見又は生存者
の位置を特定するための通信

③捜索救助用ﾚｰﾀﾞｰﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞ
（SART)
捜索救助用位置指示送信装置

船舶の航行安全を支援する
ための船舶間通信

⑨ 国際VHF

２５ 海上通信の全体像

２６ 全世界的な海上通信の高度化

・１９９９年のGMDSS完全導入から約１６年経過。

・現在までの間に、ＡＩＳ（船舶自動識別装置※１）の導入などがあったが、基本的に、音
声通信主体で、通信方式も旧方式であるため陸上との通信格差が拡大。

・このため、データ通信や船舶航行等における新たな衛星利用通信システムのニーズ
が顕在化。

新たな海上通信サービスの検討

船主側に新たな負担を求めることを極力避けるため、現行の機器を高度化することを基本としてWRC
等※２で検討を行い、以下を決定。

国際ＶＨＦのチャネルを利用したデジタルデータ通信用周波数及び技術基準

ＡＩＳの衛星利用（ＡＳＭ（ＡＩＳのアプリケーション特定メッセージ Application 
Specific Message）を付加した通信）のための周波数確保及び技術基準

※１ 自分が航行する付近の船舶の船名、位置、針路などを画面を通じて確認できるシステム。

※２ 世界無線通信会議のこと。各周波数帯の利用方法、衛星軌道の利用方法、無線局の運用
に関する各種規程、技術基準等、国際的な電波秩序を規律する無線通信規則の改正を行
うための会議。海上関係は、これと並行して船舶の安全の国際ルール（SOLAS条約）などを
決定する機関IMO（国際海事機関）で船舶への搭載要件などが定められることとなる。 アンテナ×２ 本体 表示器

（AIS用、GPS用）

ＡＩＳシステム
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２７ 周波数変更に係る補償措置

日本無線㈱からの要望
 デジタルデータ通信の周波数を確保するために既存の音声通信チャネルを他の周波数へ移行
 当該移行費用は、国で全額負担を要望
 費用については、電波利用料も視野にいれて検討

電波法の補償措置内容

音声通信として使用している既存の周波数帯域を圧縮することにより、新たな周波数を割り当てることなくデータ通信の
周波数を確保することが可能となるため、周波数の効率的利用に資することとなる。

根拠条文 法第７１条 特定周波数変更対策業務（法第71条の２） 特定周波数終了対策業務（法第71条の２） 周波数有効利用促進事業（法第103条の２）

内容

総務大臣がその必要があると認め
て、命令により一方的に指定変更を
行う内容

円滑な周波数変更を行うことで周波数資源
が確保され、周波数ひっ迫が緩和されるとい
う内容

円滑な周波数再編を行うことで再分配でき
る周波数資源が確保され、周波数ひっ迫が
緩和されるという内容

人命又は財産の保護の用に供する無線設
備による無線通信を周波数有効利用促進事
業に適用するという内容

法律上の
要件

電波の規整その他公益上必要があ
り、無線局の目的の遂行に支障を及
ぼさない範囲内であること

１　旧無線システムに係る使用期限を設定
し、当該周波数をその他の無線システムにも
割り当てるもの

２　旧無線システムと同一目的の無線システ
ムに周波数を割り当てる場合は、その周波
数が３／４に圧縮

３　公示する無線局の免許申請に対して５年
以内に周波数の割り当てを可能とするもの

１　無線局を公示し、公示の日から５年（一定
の場合には10年）に満たない範囲内で既存
システムに係る使用期限を設定

２　利用状況調査の評価の結果に基づき周
波数割当計画の変更

３　公示する無線局区分以外に周波数の割
り当てが可能

１　人命又は財産の保護の用に供する無線
設備の整備

２　技術的内容、周波数の利用状況、利用
に対する需要の動向その他の事情を勘案

３　電波の能率的な利用に資する技術を用
いた無線設備により行うことが必要と認めら
れるもの

支援内容

周波数又は空中線電力の指定の変
更等の命令にかかる費用

無線設備の変更に係る工事費用 無線設備の変更に係る工事費用（無線設備
の周波数終了期限の満了の日における価
値）

無線設備の整備のための補助金の交付そ
の他必要な援助

過去の例
WRC等に基づく周波数変更命令とし
て18件（航空機、船舶、陸上無線）

地デジ用周波数を確保するためのアナログ
周波数変更対策（アナ変）

携帯電話用周波数を確保するため、パーソ
ナル無線用周波数の終了対策

消防・防災無線のデジタル化に伴う無線設
備換装対策

使途 一般財源
電波利用料

（周波数有効利用促進事業（法第103条の２）

 開設計画の認定が行われて用いられている周波数帯は、平成17年以降認定された700MHz帯、900MHz帯、1.5GHz
帯、1.7GHz帯、2GHz帯、2.5GHz帯、3.5GHz帯。

 認定の有効期間は原則５年間であり、上記開設計画のうち平成24年の900MHz帯、700MHz帯、平成25年2.5GHz帯、
平成26年の3.5GHz帯の４回の認定については現在も認定期間。

２８ 電気通信業務に用いる特定基地局の開設計画の認定

周波数帯 認定日 認定を受けた事業者 周波数（MHz） 使用地域

1.7/2GHz帯 平成17年11月10日

BBモバイル株式会社 1844.9～1849.9 全国

イー・アクセス株式会社（現ソフトバンク株式会社） 1854.9～1859.9 全国

アイピーモバイル株式会社 2010～2025 全国

1.7GHz帯 平成18年4月3日

株式会社 エヌ･ティ･ティ･ドコモ 1859.9～1879.9 関東

株式会社 エヌ･ティ･ティ･ドコモ東海 同上 東海

株式会社 エヌ･ティ･ティ･ドコモ関西 同上 近畿

2.5GHz帯 平成19年12月21日
株式会社ウィルコム（現Wireless City Planning） 2545～2575 全国
ワイヤレスブロードバンド企画株式会社（現UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社） 2595～2625 全国

1.5/1.7GHz帯 平成21年6月10日

ソフトバンクモバイル株式会社（現ソフトバンク株式会社） 1475.9～1485.9 全国

KDDI株式会社/沖縄セルラー電話株式会社 1485.9～1495.9 全国

株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ 1495.9～1510.9 全国

イー・モバイル株式会社（現ソフトバンク株式会社） 1844.9～1854.9 全国

900MHz帯 平成24年3月1日 ソフトバンクモバイル株式会社(現ソフトバンク株式会社） 945～960 全国

700MHz帯 平成24年6月28日

イー・アクセス株式会社(現ソフトバンク株式会社） 793～803 全国

株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ 783～793 全国

KDDI株式会社/沖縄セルラー電話株式会社 773～783 全国

2.5GHz帯 平成25年7月29日 UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 2625～2645 全国

3.5GHz帯 平成26年12月22日

株式会社ＮＴＴドコモ 3480～3520 全国

KDDI株式会社/沖縄セルラー電話株式会社 3520～3560 全国

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ株式会社(現ソフトバンク株式会社） 3560～3600 全国
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（１）認定開設者からの四半期報告
・認定開設者は、当該認定に係る開設計画に基づく終了促進措置の完了までの間、毎年度の四半期ごとに、
以下の項目について書類で提出

①終了促進措置を実施した無線局数
②終了促進措置の実施に要した費用
③その他当該措置の実施の状況 等

（２）四半期報告の確認
・認定計画どおりに終了促進措置が進捗しているかどうかを確認し、遅れている場合には必要な対応を実施。
・移行完了目標までに移行が完了できなかった場合等は、月次による状況報告を実施。

（３）四半期報告結果の公表

・総務省は、四半期報告の概要及び確認の結果を公表（総務省ホームページ）

・各開設指針において、認定開設者に対し、四半期ごとに開設計画の進捗を示す書類の提出を義務付け

・総務大臣は提出された四半期報告を確認し、開設計画が確実に実施されていることを確認

計画遅延のおそれがある場合には、月次での報告等を要求

900MHz帯終了促進措置※に係るモニタリングの例

※終了促進措置：認定開設者が、開設指針及び開設計画に従って、国が定めた周波数の使用期限(通常１０年程度)より早い時期に既存の無線局の周波数移行を完了させるため
移行費用等を負担する等の措置

四半期ごとのモニタリングの実施概要

認定計画の期間中のモニタリング方法（※平成19年以降の認定計画について実施）

○認定開設者：ソフトバンク(株)

○開設計画の認定日：平成24年3月1日

○開設計画における終了促進措置の実施完了時期：平成25年度中

２９ 認定計画の期間中のモニタリング（四半期報告）の事例

 新たな電波利用システムが導入できる周波数を確保するため、毎年、電波の利用状況を調査･評価（評価結果につ
いては電波監理審議会への諮問・答申が必要）。

 周波数の移行･再編の方向性を示す周波数再編アクションプランを策定。
 この結果等に基づき、総務大臣が周波数割当計画を策定。

電波監理審議会への諮問

調査及び評価結果の概要の公表

国民の意見

③の調査 ②の調査 ①の調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

H23 H22 H21

H26 H25 H24

電波法に定める
3,000GHz以下の周波数の

電波の利用状況の調査

周波数区分ごとの
電波の有効利用の

程度の評価

電波の利用状況
調査・評価の実施

（毎年度）

周波数再編アクション
プランの策定

（毎年度）

周波数割当計画の策定

周波数再編のサイクル

・新規の電波需要に迅速に対応するため、
電波再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要

【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線局の具体的な使用実態
〇 他の電気通信手段への

代替可能性 等

・現在、電波は有効に利用されている
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等への転換が適当

３年を周期として、次に掲げる周波数帯ごとに実施
① 3.4GHz超
② 714MHz超3.4GHz以下
③ 714MHz以下

電波の利用状況調査の概要

新たな電波利用
システムの導入

※平成24年度までは
②770MHz超3.4GHz以下、
③770MHz以下

３０ 電波の利用状況の調査、公表制度の概要
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３１ 電波政策ビジョン懇談会における検討（平成26年1月～12月）

① 周波数有効利用を可能とするWiMAX R2.1AEやAXGP方式を
速やかに地域BWAに適用。

② 提供すべき公共サービスに関し市町村との連携等を要件と
して明確化。

③ 地域BWAに全国事業者及びその関連事業者がそのまま参

入することについては、公平な競争環境の維持を図るため適
切な措置を講じる。

④ ①～③の効果を見極め、地域BWAの新規参入が進まず、ま
たMVNOとしての事業展開の拡大が見込まれる場合には、所

要の経過期間を講じた上で、当該期間経過後においてもなお
利用されていない地域について現在の割当を見直し、全国バ
ンド化を検討すること。

 地域BWAの「地域の公共の福祉の増進に寄与」するという制度趣旨・意義については維持。

 制度施行から6年経過する中で多くの市町村で無線局が開設されていない状況から、既存事業者や新規
参入希望者の意向を考慮しつつ、次の周波数有効利用を促進。

【中間とりまとめ結果を受けた制度改正】
意見募集：平成26年7月26日～8月25日

高度化システムの導入
・電波法関係審査基準の一部変更

地域の公共の福祉の増進に寄与する計画を有す
ることの担保

・無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基
準の一部改正

・周波数割当計画の一部変更

免許主体要件の適正化
・電波法関係審査基準の一部変更

（全国BWA・携帯電話事業者、その関連事業者
等を除外）

平成26年9月10日 電波監理審議会 諮問・同日答申

①～③の効果を見極め今後検討

平成26年10月1日より施行

地域BWA に係る電波政策ビジョン懇談会中間とりまとめ（H26.7）

１ 高度化システム（WiMAX R2.1AE 又は AXGP） ⇒ 9事業者（基地局384局）に免許付与

① ＣＮＣＩ WiMAX R2.1AE方式 → 平成27年8月19日～ 免許
（エリア：愛知県（２４市町）、岐阜県（６市町） 基地局：計106局）

② イッツ・コミュニケーションズ WiMAX R2.1AE方式 → 平成28年3月30日 免許
（エリア：東京都渋谷区 基地局：計4局）

③ 今治CATV WiMAX R2.1AE方式 → 平成28年5月17日 免許
（エリア：愛媛県今治市 基地局：計2局）

④ 阪神ケーブルエンジニアリング AXGP方式 → 平成27年9月14日～ 免許
（エリア：大阪府大阪市、池田市、兵庫県神戸市、芦屋市 基地局：計１7局）

⑤ 姫路ケーブルテレビ AXGP方式 → 平成27年12月18日 免許
（エリア：兵庫県姫路市 基地局：計2局）

⑥ ベイコミュニケーションズ AXGP方式 → 平成28年1月15日 免許
（エリア：兵庫県尼崎市、西宮市、伊丹市、大阪府大阪市 基地局：計42局）

⑦ 愛媛CATV AXGP方式 → 平成28年5月17日 免許
（エリア：愛媛県松山市 基地局：計13局）

⑧ 秋田ケーブルテレビ AXGP方式 平成28年5月31日 免許
（エリア：秋田県秋田市 基地局：2局）

⑨ 東京ケーブルネットワーク AXGP方式 → 平成27年9月28日～ 免許
（エリア：東京都千代田区、文京区、荒川区 基地局：計195局）

２ 既存WiMAXシステム ⇒ 40事業者（基地局250局）に免許付与。高度化等の制度整備後の免許付与は以下のとおり。

① 平成26年12月15日免許 宮崎県三股町（みまたちょう） 基地局11局 （サービス準備中）

② 平成27年3月10日免許 沖縄県伊江村（いえそん） 基地局9局（平成27年4月10日よりサービス開始）

③ 平成26年12月22日免許 愛媛CATV 基地局3局（愛媛県愛南町（あいなんちょう）にエリア拡大）

３２ 地域BWAの導入状況（平成28年５月末時点）

新規参入

新規参入

既存事業者

新規参入

新規参入

既存事業者

新規参入

地域BWAの高度化等の制度整備(平成26年10月1日施行)以降、新規参入やシステム高度化の動きが活発化
・ 高度化システムについては、9事業者に免許付与
・ 既存WiMAXシステムについては、４0事業者に免許付与（うち、高度化等の制度整備後は3事業者）

既存事業者

新規参入

既存事業者

既存事業者

新規参入

265



① 米国
FCC規則において、ANSI C63.4（低電圧電子機器）、C63.5（電波干渉測定アンテナ）、C63.10（免許不要の無線機器）等を引用。
・測定器を導入した年に較正等を行うこと。また、その後は、測定器メーカの推奨や必要とする測定精度に応じて最長３年
以内※２ごとに較正等すること。

※２： ANISI C63.4は、2003年版までは「2年以内」であったが、2009年版より「3年以内」に延長されている。

② 欧州
調査した限りにおいては、較正等の周期に関する規定はない。

（参考）電波法における関連規定
少なくとも、昭和61年に「指定検査機関制度」を導入した際に、指定検査機関※３が認定する認定点検事業者が使用する測定器については、日本

工業規格に規定するトレーサビリテイを有する標準器により較正されてから一年以内のものである旨が規定されている。その後、一貫して、使用する
測定器は較正されてから一年以内のものである旨が規定されている。

１．国内の制度

① 計量法
登録事業者が校正※１に使用する標準器等の校正の周期を規定。
・ダイポールアンテナ： ２年
・高周波電力測定装置、高周波電圧測定装置、周波数標準器等： １年

② 気象業務法
登録検定機関が検定に使用する測定器について、その校正の周期を規定。
・電気式温度計、電気式気圧計： ２年

③ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律
空気環境の測定において使用する測定器について、その要件を規定。
・浮遊粉じん量測定器は、重量法（化学分析法の一つ）により測定する機器又は厚生労働大臣の登録を受けた者により当該
機器を標準として１年以内に較正された機器

④ 電気用品安全法
校正の周期についての規定はない。

２．外国の制度

※３：財団法人無線設備検査検定協会及び財団法人海上無線検査協会

※１：「較正」「校正」の表記は出典元による。
英語文献で日本語表記が不明な場合は、「較正等」と表記する。

３３ 日本及び諸外国における較正又は校正の周期等

(１) 計量法(計量証明事業者の登録の基準)

計量証明の事業※を行う計量証明事業者について、以下の登録の基準を省令で規定。

• 計量証明に使用する特定計量器その他の器具、機械又は装置の基準
※運送、寄託又は売買の目的たる貨物の積卸し又は入出庫に際して行うその貨物の長さ、質量、面積、体積又は熱量の計量証明（船積貨物の積込

み又は陸揚げに際して行うその貨物の質量又は体積の計量証明を除く。）の事業、又は、濃度、音圧レベルその他の物象の状態の量で政令で定
めるものの計量証明の事業。

(２) 高圧ガス保安法(容器等製造業者の登録の基準)

高圧ガスの容器又は附属品の製造の事業を行う容器等製造業者について、以下の登録の基準を省令で
規定。

• 容器等製造設備の技術上の基準

• 容器等検査設備の技術上の基準

• 品質管理の方法及び検査のための組織の技術上の基準

(３) 作業環境測定法(作業環境測定機関の登録の基準)

作業環境測定機関※になろうとするものについて、以下の登録の基準を省令で規定。

• 作業環境測定を行うことができる作業場

• 作業環境測定に使用する機器及び設備の基準

※作業測定機関とは、土石、岩石、鉱物、金属または炭素の粉じん等を著しく発散する等、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、必要

な作業環境測定を行う機関。

３４ 登録の要件を下位法令に委任している事例
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３５ 欧州における受信無線設備に係る規制の事例

 EU内に流通させる無線設備に係る規制枠組みについては、現在のR&TTE（Radio Telecommunication
Terminal Equipment)指令(1995/5/EC）に代わり、 2016年６月13日より、 RE（Radio Equipment)指令
（2014/53/EU)が施行される予定となっている。

 R&TTE指令においては、受信設備を規制の対象に含むが、音声及びテレビ放送を受信することのみを目的とす
る受信設備は同指令の規制対象外とされている。

 他方、RE指令においては、電波の効率的かつ効果的な利用に資することが求められることから（第３条第２号）、
送信設備だけでなく、全ての受信設備が同指令の規制対象とされている。また、受信設備が備えるべき能力と
して有害な混信や不要信号に対する耐性強化が求められ、これによって共用又は隣接チャンネルにおける電波
の効率的な利用が確保可能となることの重要性が指摘されている。

R&TTE指令 RE指令

無線設備
の範囲

 受信設備を含む （第２条(c)）

 ただし、音声及びテレビ放送を受
信することのみを目的とする受信
設備は規制の対象外 （第１条第４
項 ANNEXⅠ ４）

 受信設備を含む （第２条第１項（１））

受信設備の
性能に関する

記述

 受信設備は、共用又は隣接するチャンネルからの干渉による
影響から保護され、また共用又は隣接するチャンネルにおける
より効率的な周波数利用を実現するための性能を備えるべき
（前文(10)）

 有害な混信及び不要信号に対する耐性を強化することによっ
て、電波の効率的な利用の確保が可能となる受信設備の能
力が、重要な要素となる（前文(11)）
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３６ 近未来のワイヤレスサービスの利活用イメージ
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１．実施期間

２．意見提出者

平成２８年１月２８日（木）～２月１７日（水）

合計１８５者（複数者の連名は１者として集計）

【電気通信事業者等： ８者】
日本電信電話（株）、ソフトバンク（株）、（株）ＮＴＴドコモ、（株）ケイ・オプティコム、ＫＤＤＩ（株）、スカパーＪＳＡＴ（株）、ＵＱコミュニケーションズ（株）、ＮＴＴコミュニケー
ションズ（株）他１者連名

【放送事業者等： ４１者】
（一社）日本民間放送連盟、（株）鹿児島読売テレビ、関西テレビ放送（株）、（株）テレビ信州、（株）テレビ大分、日本テレビ放送網（株）、札幌テレビ放送（株）、福井
放送（株）、（株）静岡第一テレビ、青森放送（株）、日本放送協会、（株）テレビ岩手、（株）山梨放送、山形放送（株）、（株）フジテレビジョン、朝日放送（株）、（株）熊
本県民テレビ、（株）福島中央テレビ、（株）テレビ新潟放送網、四国放送（株）、（株）宮城テレビ放送、名古屋テレビ放送（株）、（株）秋田放送、西日本放送（株）、
（株）テレビ朝日、南海放送（株）、中京テレビ放送（株）、北日本放送（株）、広島テレビ放送（株）、（株）福岡放送、（株）テレビ東京、（株）ＴＢＳテレビ、讀賣テレビ放
送（株）、（株）長崎国際テレビ、（株）ジュピターテレコム、東京ケーブルネットワーク（株）、 （株）ハートネットワーク、日本海テレビジョン放送（株）、山口放送（株）、
（一社）日本ケーブルテレビ連盟、（株）ＶＩＰ

【メーカー： ２３者】
（株）ＩＨＩ、日本電業工作（株）、アンリツ（株）、クアルコムジャパン（株）、シャープ（株）、モトローラ・ソリューションズ（株）、沖電気工業（株）、住友電気工業（株）、サ
ムスン電子ジャパン（株）、ノキアソリューションズ＆ネットワークス（株）、（株）日立国際電気、トヨタ自動車（株）、パナソニック（株）、ソニー（株）、日本電気（株）、三
菱電機（株）、（株）ＪＶＣケンウッド、フクダ電子（株）、富士通（株）、エリクソン・ジャパン（株）、日本無線（株）、（株）日立製作所、シスコシステムズ合同会社

【地方公共団体： ３０者】
長野県東御市、岩手県軽米町、東京都豊島区、山梨県、埼玉県三芳町、奈良県奈良市、山形県大蔵村、秋田県秋田市、三重県亀山市、三重県熊野市、岐阜県多
治見市、岩手県遠野市、徳島県、新潟県他４者連名、北海道、神奈川県横須賀市、石川県、愛知県、鹿児島県薩摩川内市、奈良県葛城市、神奈川県鎌倉市、岐
阜県大垣市、熊本県高森町、静岡県、岩手県一戸町、熊本県熊本市、和歌山県、福岡県福岡市、香川県高松市、富山県

【その他： ６０者】
（一社）全国船舶無線協会、佐渡汽船（株）、石川県無線漁業協同組合、（公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、日本航空（株）、 （株）国際
電気通信基礎技術研究所、ＹＲＰ研究開発推進協会、第５世代モバイル推進フォーラム、全日本空輸（株）、（公財）ラグビーワールドカップ２０１９組織委員会、日本
内航海運組合総連合会、（一財）日本アマチュア無線振興協会、 東北大学電気通信研究所、（一社）日本アマチュア無線連盟、商船三井フェリー（株）、（一社）全国
漁業無線協会、阪神電気鉄道（株）他３者連名、東日本旅客鉄道（株）他２者連名、（一社）情報通信ネットワーク産業協会、（一社）電波産業会、特定非営利活動法
人中央コリドー情報通信研究所、東北大学病院他３２者連名、エリア放送開発委員会、モバイルコンピューティング推進コンソーシアム、ＩＰＤＣフォーラム、（一社）日
本長距離フェリー協会、（一社）日本データ通信協会テレコム・アイザック推進会議、（一社）日本旅客船協会、準天頂衛星システムサービス（株）、（一社）電波技術
協会、電波環境協議会医療機関における電波利用推進部会、西日本旅客鉄道（株）、（一財）テレコムエンジニアリングセンター、（一財）全国地域情報化推進協会、
地域ＷｉＭＡＸ推進協議会、早稲田大学国際情報通信研究センター、 （株）ＪＴＯＷＥＲ、（一財）移動無線センター他１１者連名、（一社）全国陸上無線協会、 （株）メ
ディアキャスト、Sensus Japan（株）、デジタル教科書教材協議会、国立研究開発法人情報通信研究機構 、匿名希望（１者）、（一社）ＵＴＭＳ協会、九州電力（株）、
東日本高速道路（株）他５者連名、（一社）日本船主協会、第一環境（株）、（一社）ＣｉＰ協議会、全日本海員組合、（一社）九州経済連合会、サクラテック（株）、ＮＴＴ
ラーニングシステムズ（株）、ＩＣＴ ＣＯＮＮＥＣＴ２１（みらいのまなび共創会議）、近海郵船（株）、無線ＬＡＮビジネス推進連絡会、（一財）ＩＴＳサービス高度化機構、
（一財）自治体衛星通信機構、（株）ディーエスピーリサーチ

【個人： ２３者】

３７ 2020年に向けた電波政策に関する意見募集の結果

 医療、高齢者介護、障がい者・子供の見守り  防災、災害、防犯、テロ対策  教育

 スマートシティ、設備点検、インフラ管理  環境・エネルギー  金融

 交通、運輸、物流  製造、工場  宇宙開発

 自治体、地域コミュニティ  農業

（２）注力すべきワイヤレスサービス分野

（１）ワイヤレスサービスの発展により成長、課題解決への貢献が期待される分野

 5G、ITS ロボット、ドローン  Wi-Fi

 IoT センサーネットワーク、スマートメーター 衛星通信

レーダー ワイヤレス電力伝送  ４K、８K等の超高画質映像放送、
データ放送、ハイブリッドキャスト

（３）研究開発に注力すべき技術

 ミリ波無線通信技術  AI技術 データ、電波の圧縮技術

 IoTに対応したセキュリティ技術 ビッグデータの収集・分析・管理技術 撮像データの解析、検出技術（ドローン、防災、防犯分
野）

電波の有効利用を可能とする
システムアーキテクチャ

 SDN/NFV技術等のネットワーク技術 放送関連技術（映像圧縮、誤り訂正、多値変調技術等）

衛星関連技術（フェーズドアレイ技術・
デジタルビームフォーミング技術、
デジタルチャネライザ技術等）

１．ワイヤレスビジネスの成長・海外展開を戦略的に推進するための方策
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（５）国際標準化、海外展開に向けた国際連携

 研究開発の段階から、広くユーザとなる各産業界や国民からの要望を反映させることが必要。
 物理的な電波の研究開発や調査研究にとどまらず、電波を利用したビジネスの実証など、アプリケーションレイヤまで含めた研究開発を

実施すべき。
 IoT社会実現のため、周波数逼迫や混信回避の検証とともに、想定される利用者の意見を取り入れるためのオープンな共同利用設備、テ

ストベッド環境を整備し、産学官一体で効率的、効果的な研究開発に取り組むことが必要。
 実験特区やモデル特区による実験、様々な電波伝搬環境（大都市、過疎地、豪雪地域等）における実証実験が必要。
 リスクが大きい研究開発については、国が支援すべき。
 IoT/ビッグデータ/AI時代においては、電波利用技術、センサーデータの分析技術などの幅広い技術が必要であり、それらを有する技術

者の育成が急務。

（４）研究開発支援

 海外展開を戦略的に推進するため、国によるトップセールスやファイナンス支援を伴うインフラ輸出の促進といった施策が有効。
 個別技術の国際展開でなく、ソリューションとしての一体型でメンテナンスまで含めた国際展開が重要。
 企業における国際標準化のための人材育成、標準化活動に対する政策支援が必要。
 オリンピックの機会に合わせて実証環境を整備し、世界へアピールすべき。

（１）5Gにより創出されるあらたなサービスやビジネス、新たな社会のイメージ

 多様なサービスを効率的・柔軟に収容するヘテロジーニアス構成の無線アクセス技術、モバイルコアネットワーク技術
 データを処理するアプリケーションを通信ネットワーク内で適切に分散配置する分散制御技術
 自律分散型ワイヤレスシステムの構築、モバイルエッジコンピューティング技術
 超低遅延を実現するための現在の携帯電話ネットワーク構造の革新
 6GHz以上の高周波数帯におけるMassive MIMO実現のためのアレーアンテナ技術、IC技術

（２）5Gの実現に向けて解決すべき技術的課題

 東京オリンピック、パラリンピック会場周辺で大会関係者や訪日外国人を含む観客が5Gのスループットを体感できる実証環境の整備が必要。
 現実の多様なサービス要件に対応した十分に大規模な検証環境の整備が必要。
 携帯事業者やネットワーク機器ベンダーだけでなく、各産業との連携が可能な産業横断の大規模実証により、世界に先駆けてサービスイメー

ジを構築することが必要。

（３）実証環境の整備

 自動運転  遠隔医療、介護  安心安全、防災減災

 ロボット  インフラ管理  工場・製造

 拡張現実（AR）、仮想現実（VR）  教育  交通・運輸

 エネルギー管理、スマートメーター  エネルギー管理  金融 等

２．2020年に向けたモバイルサービスの在り方
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 道路上の多数のIoTデバイスから位置情報、センサ情報、映像情報等を吸い上げ、ビッグデータ分析で渋滞や衝突危険性などの交通状況をリ
アルタイムに予測した上で、各車の的確な動作を導出することで、路車間、車車間通信による交通制御を実現できるようになる。

 車車間、路車間、路路間等の統合的な通信環境を整備することにより、災害時でも、信号等の交通管制の停止を防止し、円滑な交通制御が
可能となる。

 クラウド、ビッグデータ、AIの活用に適した通信環境の確保が必要。
 自動運転には、自動車に搭載したセンサ情報を活用する自律型システムだけでなく、道路等に設置されたセンサで検知した情報を自動車に

伝えるインフラ協調型システムの普及も重要。
 ITS専用周波数帯の一層の活用による安心・安全な社会の実現に期待。
 完全自動運転が実現された車内では、乗客による映像などの大容量コンテンツに対する要求が発生する可能性があることに留意が必要。

（５）安全で快適な自動運転を支援する電波利用システムの在り方

 無線ネットワークへの不正侵入を防ぐこととともに、不正侵入があった場合の対策にも注力すべき。不正なパケットを検知するネットワーク
監視手法、不正パケット無効化技術が重要。

 外部からの制御を前提とした自動運転制御機能におけるセキュリティ確保については、悪意ある攻撃からの防御とニセモノを判別するた
めの技術開発の推進が重要。

（６）自動運転時代の車のセキュリティ確保の方法

 5Gの研究開発、技術開発の段階から、海外展開を考慮した政府機関、通信事業者、ユーザレベルでの国際的な交流、連携が重要。マーケット
の大きいアジア、太平洋諸国との定期的な交流は、特に早期に着手することが必要。

 国際的な周波数割当や無線インタフェース標準化に関するITU、APT等の国際機関、各国政府、5G推進団体、民間標準化団体との連携強化
が必要。

（４）国際連携の在り方

（１）具体的な対象周波数帯や確保時期

【5G】
 2020年に5Gサービスを利用可能とするためには、遅くとも2018年頃までには対象周波数の指針が示されるべき。
 既にグローバルバンドとなっている3GPPバンドのうち国内未割当て（1.7GHz帯、2.3GHz帯、2.6GHz帯、3.5GHz帯）の帯域を速やかに割り当て

るべき。
 WRC-15でIMTに特定されなかった周波数帯（3.6～4.2GHz、4.4～4.9GHz）について、諸外国の動向を踏まえながら国際協調が可能な帯域の

IMTへの割当て及び既存業務との周波数共用を検討すべき。
 3.6～4.9GHzについて、モバイル用に割り当てることを検討する場合、既存の固定衛星業務との周波数共用について検討すべき。
 WRC-19の議題として5G用の周波数候補となった24.25-86GHz帯について、我が国としてもITU-Rにおける検討に積極的に貢献し、WRC-19

において適切な周波数帯と十分な帯域幅の特定を目指すべき。
 5G用周波数については、WRC-19での検討結果を待たずに決定することが必要。決定に際しては、諸外国の動向を注視し、十分に国際協調

が図られることが重要。
 5G用候補周波数帯としてWRC-19の検討対象とならなかった6-24GHz帯、28GHz帯についても、我が国において、諸外国の業界団体や個別

企業の動向等も考慮の上、検討対象とすべき。
 事業者が計画的なネットワーク構築を実施できるよう、5Gに対してはできるだけまとまった周波数幅で同時に割り当てることが必要。
 5Gのバックホール系周波数として、275-450GHz帯の利用について検討すべき。

【Wi-Fi】
 5.15GHz – 5.25GHz について、現在屋内のみの無線LAN用途帯域について、早期に屋外使用を可能にすべき。
 5.35MHz – 5.47MHzについて、早期に無線LAN用途での使用を可能とするべき。
 5.8GHz帯について、無線LAN用に周波数拡張を検討する場合、既存のETCサービスに影響を与えないよう、十分な検討が必要。
 サブギガ(0.92GHz)、2.4GHz、3GHz、5GHz、60GHzのWi-Fi用の新たな周波数割当について、海外に足並みを揃えるべき。

３．周波数需要増大への対応方策
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（２）電波の更なる有効利用を促進するための具体的な方策

 キャリアアグリゲーションやMIMOの高度化等、周波数利用効率を拡大し、有効利用を促進するための技術の研究開発の強化が必要。
 新たにモバイル用周波数を割り当てる場合、当該周波数で運用する既存無線局の免許人との周波数共用のための事前調整を効率的かつ

実用的に進めるため、第三者機関が設置するデータベースの活用などの実施スキームについて検討すべき。
 既存業務との周波数共用については、既存業務の使用頻度が少ない場合や使用場所が限定される場合、別の目的の電波利用を可能とす

るLSA (Licensed Shared Access) /ASA (Authorized Shared Access)技術の活用について検討すべき。
 モバイル用周波数として、5GHz帯の免許不要バンドにおけるLAA（License Assisted Access）、MulteFireの導入可能性について検討すべき。
 LTE-U/ LAA、MulteFireについては、積極的に推進すべきとの意見と、免許不要のWi-Fiの自由な利用形態を阻害することのないよう慎重な

検討が必要などの両論があることから、世界と足並みを揃えた議論を進めるべき。

４．新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策

【新たな衛星通信システム】
 新たな衛星通信利用は、日本における海運産業の強化や物流の効率化による日本の産業基盤の強化に資することから、WRC-15の結果2019年か

ら利用できることとなったASM周波数を利用した国際競争力のあるビジネスに対する周波数割当等の免許制度について審議を希望（IHI）
 WRC-15において定められた海上で利用する国際VHF帯へのデータ通信の周波数帯は、我が国ではアナログ音声通信に使用され、データ通信を

導入できる周波数環境にないことから、国際条約等に基づく周波数変更対策を国の損失補償で行い、国際VHF帯へのデータ通信導入に係る電波
法令の制度整備を進めるよう希望（日本無線）

 新たに分配された周波数帯について速やかに国内の法整備を行うべき。また、世界的に検討されている船舶や航空機の航行に係る信号の人工衛
星による中継について、必要な法整備も進めるべき（スカパーJSAT）

 船上のデジタルディバイド解消に有効な手段の一つである衛星通信を、より安価に、より快適に利用するためにも、その早期実現を要望（全日本海
員組合）

【センサーネットワーク】
 280MHz帯を活用したセンサーネットワークの技術的検討ならびに商用免許の整備について早期検討を進めるべき。また検討に際し、地域単位で利

用者を特定した専用ネットワークの構築を可能とするための制度的枠組みの導入が望ましい（Sensus Japan)
 センサーネットワークは無線LANと重なる部分も多いため、混信対策や近傍周波数拡大等で安定的な環境を確保する方策が必要（個人）
 センサーネットワークの情報は個人情報やインフラ情報等の重要な情報を含むことから、ライセンスバンドとしてセンサーネットワーク専用に低周波数

帯域を割り当てることが重要かつ有益（個人）

【ドローン】
 公共用途を含めた業務用の無人航空機（ドローン）を迅速に導入させるためには、ホビー用途のドローンとの制度上の分離を明確にし、また業務用

目的で一定高度の空中にて無線設備を利用する場合の制度についての整理が必要（モトローラ・ソリューションズ）
 ドローン利用の高度化のため、最大空中線電力の増力及び高画質な画像伝送が可能な周波数帯の整備推進を希望（JVCケンウッド）
 ドローンや路車間通信等新たなシステムに対しては、既存のモバイルシステムとWi-Fiを活用してシステムを実現することが望ましい。また、Wi-Fiの

周波数は国際スタンダードに合わせて可能な限り拡張し、それを共有利用するのが望ましい（無線LANビジネス推進連絡会）
 災害現場等におけるドローン等の有効活用や普及促進を見据えた新たな免許局導入が予定されている。特に、上空利用運用においては、所要の

周波数共用条件を踏まえ、隣接異システムとの円滑な運用調整スキーム・機関の在り方の検討が重要（日立国際電気）
 複数のドローンを活用して無線基地局等の通信インフラを早期に暫定的に再構築するネットワーク基盤技術確立のための実証実験を行うべき（NTT

コミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）
 稼働中のドローンの飛行状態の情報を収集する仕組みと収集したデータをもとに異常飛行状態のドローンを検出する技術の確立が必要（NTTコミュ

ニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）
 テロ対策としてドローンや防犯カメラによる監視技術が期待されており、機械学習やAIを活用し不審者や不審物を早期に発見する技術の確立が急

務（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）
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【ワイヤレス電力伝送システム・NFC（近距離無線通信）】
 ワイヤレス電力電送について、今後市場展開を加速するための制度整備を行う場合も、共用検討や人体防護に関する検討をしっかり行い、規律ある

制度とすべき（YRP研究開発推進協会)
 型式指定を受けた高周波利用設備における電磁的表示や、型式指定モジュール内蔵の場合にその型式指定表示のホスト機器への転記を可能とす

ることを要望（CIAJ）
 今後利用が拡大し新たなビジネスを生む可能性の大きいワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信について、研究開発・制度整備に関する総

務省から外部への業務委託に相当規模の予算を割り当てることが望ましい（個人）
 日本のNFCは世界的に普及していないNFC IP-1が主流であり、同じ周波数を利用するICカードやICタグが広く利用することができないことから、

NFC IP-2を普及させるべき（個人）

【IoT・M2M】
 IoTの普及に向けては実証実験が不可欠であるから、既存無線局の運用に支障をきたさぬよう十分配慮し、時間的場所的な共用等を行い限定的な

実験試験局免許の早期取得が可能となる仕組みの検討が必要。その際、実験試験局の運用周波数の共用調整と実験後の共用を切り離すしくみが
必要(TBS）

 IoTでは強固な認証を行っていないケースが多いと想定され、セキュリティに懸念があることから、認証レベルに応じた通信の規制やその機能実装等
のガイドラインを出していくべき（無線LANビジネス推進連絡会）

 IoTの本格的な普及においては、大量のセンサーの導入、設置等を伴うため、設置される機器の数種類や回線の増大に依存せずに構築・運用でき
る免許制度や電波利用料の設定が必要（日本ケーブルテレビ連盟）

 IoTは地域や住民の存続に資する社会インフラでもあり、地域公共団体やケーブルテレビ事業者等の各地域に根ざす主体がその構築を推進し活用
できるような環境整備に配慮すべき（日本ケーブルテレビ連盟）

 IoTの普及により急増が想定される新規の電波利用ユーザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、例えばドローン操
作者の技術レベルを明確に示す仕組み（指標やライセンス等）作りなど、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とした周知啓発事業等を推
進することが重要（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）

 スマートメーター・M2M等の無線システムの普及促進の観点から、eSIM内のデータを書き換えることで携帯電話事業者を柔軟に選択・変更できる仕
組みの構築を要望（九州電力）

 モノが利用するデータを放送で配信するIoT放送に適した「特定多数」への情報配信が、放送電波にて実施できる制度整備を要望（VIP）

【周波数調整・共用・再編】
 周波数調整は、既存の無線サービス保護だけでなく、新技術の導入によるメリットの研究や国際協調可能性の検討を行うべき。ワイヤレス電力伝送

等の新たな電波利用形態には、ISM帯のような特定用途周波数割当てや制度の検討等先駆的な対応も考慮すべき（クアルコム）
 2020年代の莫大なトラフィックに対応するには十分なモバイル用周波数の確保が必要であり、高い周波数帯の開拓と既存周波数帯の有効活用（周

波数共用と周波数再編の促進）が考えられる（NTTドコモ）
 周波数共用を実現するには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施するスキームが必要不可欠（NTTドコモ）
 周波数再編の際は不適切な電波混信が発生することが多くなることに留意し、周波数再編の促進と同時に、電波混信解消施策への電波利用料によ

る支援や様々なTV混信対策の連携方策の検討等の、より適切な電波監理制度の実現に向けた推進が重要（NTTドコモ）

 時間・場所・周波数を融通する電波管理により、周波数が時間と場所を限定して複数の利用者に活用されることで電波の有効利用が促進される。電
波管理を行うためのデータベースを国あるいは国の委託機関が管理・運用し、その費用は電波利用共益費用でまかない、各事業者は個人利用者
に対して無線回線を提供するための設備を共有して使用する方法が考えられる（ソニー）

 新たな無線システムの導入促進にあたっては既存システムとの整合性を考慮した導入が不可欠であり、既存システムに対して有害な影響が生じた
際はすみやかに対策が実施されるための施策を検討すべき（NHK)

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、海外からの無線システムの一時利用の場合の共用検討、同大会で利用された無線システムをレ
ガシーとして大会後に利用することを視野に入れた共用検討等について取り組むべき（モトローラ・ソリューションズ）

【その他】
 イノベーティブな無線技術の実用化加速に対する電波利用料による支援が期待される一方で、日本独自の技術と海外技術とのハーモナイゼーショ

ンの推進を希望（JVCケンウッド）
 新技術や新しいビジネスやサービスをデモンストレーションするための実験区域（特区）を適切な地域に設定し、性能評価と課題の抽出を行うべき（ク

アルコム）
 業務用無線は用途と場所によって多数の免許人が存在することから、中規模な地域単位でも一つのシステムを共同で利用できる制度を拡張してい

くことが、電波の有効利用とデジタル化の加速に必要（モトローラ・ソリューションズ）
 新たな無線システムの技術・周波数について、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への利用や当該大会を通じた普及促進も期待される

ことから、利用に係る制度の円滑な導入について配慮が必要（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 エリア放送が優位な小空間を対象とした小電力運用を普及させるためには送信機の低廉化が急務であるため、一定以下の小電力で，細かな設置

環境を考慮した補足資料を提出した場合はマスク要件を緩和し、それらを考慮した与干渉の有無を判断する審査を取り入れるべき（エリア放送開発
委員会）

 宇宙ビジネスに係わる法制度が整備されつつあることに伴い、宇宙事業に関わる既存の手続きが複雑化しないよう適切に電波法が改訂されるよう希
望（スカパーJSAT）

 新しい技術を他の主要地域に遅れることなく導入できるよう、日本においても5GHzの免許不要帯域について技術ニュートラルな規則にすべき（クア
ルコム）

 国際的動向も踏まえ、我が国においても、新たにIoTの普及も視野に入れた、平時にも利用できるLTEを活用したPublic Safety LTEシステムの導入
について、2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会での活用も視野に入れて至急検討を推進していくことが必要。また、条件不
利地域における構築について支援制度を創設すべき（移動無線センター他11者連名）

 千トンを越える船舶について、海上移動用基地局の設置により定期航路での安定した高速通信の確保を船内及び周辺に提供出来るよう、機器の開
発や法整備が必要（佐渡汽船）

 医用テレメータについて、大きな病院では空きチャネルが無い状況であるため、医用テレメータの周波数の拡大と、医用テレメータと同じ周波数が使
われているテレコンテレメータ(429MHz)との割当て周波数の分離を提案（フクダ電子）

 医療機関における無線LAN利用について、医療専用の周波数やチャネルの割当てや、例えば5GHzの一部のチャネルを医療優先とし、医療機関の
屋内に限ってDFSによる運用の免除、新たに割り当てる周波数に関して外部からの影響が問題となる業種等を優先する運用を考慮した周波数プラ
ンやチャネル運用が必要（個人）

 デジタルコミュニティ放送について、デジタルコミュニティ放送の普及やユーザーにとっての不利益とならないよう、事業者から民間団体発行の運用
規定をメーカーに開示できるよう制度整備を行うべき（個人）
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【免許制度】

 国や地方が防災目的で敷設する設備については、検査制度・免許制度から柔軟かつ迅速に対応できるよう関連制度の改正が必要（モトローラ・ソ
リューションズ）

 アマチュア無線局免許に係る周波数等の包括指定制度の導入を検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 アマチュア無線局において、一定条件のもとであれば、免許の範囲内での機種変更等は届出又は届出不要とする等の無線局の簡易な免許手続き

の改正を希望（日本アマチュア無線連盟）
 オリンピックを機に、諸外国から日本への短期訪問者について免許手続きを免除してアマチュア無線機器の持込み及び運用を可能とする措置の導

入検討を希望（日本アマチュア無線連盟）

【検査制度】
 電波法における航空機局、航空機地球局定期検査について、航空法における耐空性証明制度と同様なスキームで無線局の適正な運用を確保する

仕組みや無線装置の整備体制等の能力が条件を満たす免許人については定期的な検査を受けることを要しない仕組みとするよう要望（日本航空）
 航空機に設置された無線局の定期検査制度について、航空法における認定事業場制度のスキームを参照することで、整備体制や安全確保の能力

等を有する者について検査の間隔や方法の合理化を図ることが可能（全日本空輸）
 25kW以下の比較的小規模なレーダーについては、定期検査を不要とすべき（全国漁業無線協会）
 多層型MIMO化、Massive MIMO等送信規定点が増加することにより検査に必要な工数が非常に多くなると想定されることから、定期検査時における

携帯電話等サービスの利用者へのサービス一時停止を極力抑える方策を検討すべき（エリクソン）
 登録検査等事業者制度のもとに行われている無線局の点検及び検査が円滑かつ確実に実施されるよう、測定器の較正期間の柔軟化や業務実施方

法の簡素化を図るとともに、事業者間で点検や検査の実施等に差異なく適切な業務実行がなされるよう、点検の実施時に提出する書類様式の統一、
電子データの活用等について検討すべき（全国陸上無線協会）

 IoTが普及する時代においては、国内外で設計製造された機器・製品の流通の増大が予想されることから、国内外の自由な流通を阻害することがな
い範囲で利用環境の保護等に必要な機器・製品に係る適正な検査の導入が必要（Sensus Japan)

 近年の測定器の性能向上は著しいことから、使用する全ての測定器の較正周期を一律に規定するのではなく、実態に即して、較正周期の延長や柔
軟性のある規定とすることを検討することが必要（NICT）

５．電波の監理・監督に関する規律やその在り方

【開設計画認定制度】
 移動通信システムの監理・監督については、特定基地局の開設計画に基づく報告や電波利用状況調査により移動通信システムにおける電波の利用

状況を把握が可能であること、移動通信システムは他システムに比べ周波数の有効活用が相対的に進んでいること、規制コスト及び携帯事業者の業
務負担等が増加することを踏まえ、規制強化につながらないよう実施の可否を含め慎重に検討すべき（ソフトバンク）

 特定基地局の開設指針におけるMVNOへの提供計画の実行性を高めるため、提供計画の進捗状況の定期的公表、割当て済み周波数の免許更新
時の進捗状況審査、提供計画と実績に乖離がある場合のペナルティ付与、新規周波数割当て時に計画達成度評価に反映、割当済周波数更新時に
計画未達の場合に計画達成のための計画書の提出義務付ける等の措置を検討すべき。また、競争促進の観点から、周波数割当当時の審査におい
て、独立系MVNOへの提供計画を評価項目として加えるべき（ケイ・オプティコム）

【技術基準・測定方法】
 利用者の利便性、ビジネスの国際展開の観点から、無線LANの周波数、電力等の技術基準は極力国際的に共通な規定となるよう検討すべき（シスコ

システムズ）
 無線設備規則で規定する技術的条件を必要最小限とし、無線アクセス技術に依存しない内容とすることを提案（エリクソン）
 発射する電波が著しく微弱な無線局の電界強度の詳細な測定条件が告示に定められていないため、測定担当試験所によって異なる測定結果を生

じる可能性がある。測定条件に関し調査研究を行い、規律を検討すべき（テレコムエンジニアリングセンター）
 ビームフォーミングを実現する高度なアンテナアレイシステムのための不要輻射の測定基準を適切に定めることが重要（エリクソン）
 グローバル化の進展に伴い、多様な無線設備の一層の利用拡大が想定される中で、無線設備の適合性評価に関して、フェイクデータ等の取扱いに

ついて、諸外国の制度を参考にしつつ所要の対応策を検討していくことが必要（DSPリサーチ）

【電波監視】
 良好な電波環境の維持のため、国の電波監視機能の強化を期待（NHK）
 現在の組織・要員体制は全国各地で発生する混信妨害に臨機に対応するには十分でないため、問題発生時に地方総合通信局監視部門の指揮の

下、臨機に対応可能な、専門知識・技術能力と機動力を有する民間の体制を確保することも一案（電波技術協会）
 衛星通信において、衛星間の電波干渉防止のための運用条件に基づく運用であっても干渉事案が発生していることから、無線局運用開始後の電波

の管理・監督が重要。また、国として電波監視体制をより充実させ、安心して衛星通信を利用できる環境整備をすべき（スカパーJSAT）
 IoTの発達において、機器が微小な電力であっても無線機として電波を出し、その電波の種別や到来が判断しにくいものが増えると思われることから、

これらを適切に管理し監視するシステム開発等が重要な課題であり、研究が必要（TBS）
 大会の準備期間・開催期間において、既存の無線システムと共存しながら大会に使用する周波数を円滑に利用するために、電波の混信防止のため

の電波監視の強化を含む環境整備について配慮すべき（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、ラグビーワールドカップ2019組織委
員会、アンリツ）
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【資格制度・リテラシー向上】
 世界最高水準の高度情報通信確立のためには官民一体となった人材育成への取り組みが必要であり、人材育成に向けたプログラムの策定等を希

望（日本アマチュア無線連盟）
 無線従事者免許制度の継続的維持が必要（日立国際電気）
 第三級海上無線通信士資格（三海通）にはSTCW条約で規定される有効期限が設けられておらず三級海技士（電子通信）資格（三電通）を別途取得

する必要があるため、STCW条約に沿うよう三海通の資格を改めるべき。また、STCW条約締結国が発行する無線資格を自動承認する制度の確立を
要望（日本船主協会）

【その他】
 社会的影響等の観点から特に重要性の高い電波利用に対し、真に効果のある規律を最小限の範囲で適用していくといったメリハリの利いた対応が

一層重要。電波利用のグローバル化により海外で開発・製造された無線設備の導入の拡大が予想されることから、グローバル化の進展に見合った形
で監理・監督効果が発揮される規律を希望（テレコムエンジニアリングセンター）

 限りある電波資源の利用環境の保護、電波の質の確保のため、安易な規制緩和とせず適切な検討をすべき（日立国際電気）
 電子申請・届出システムLiteについて、より一層の利便性の向上を希望（日本アマチュア無線連盟）
 激甚災害に対応するため、中央防災無線から自治体の防災行政無線に至るまでの強化・準備を進めるためには、電波の管理に関する制度のあり方

についても検討を進めることが必要(モトローラ・ソリューションズ）
 電波環境を改善し、医療機関における無線機器の更なる導入を図るため、総務省による医療機関等の関係機関への周知活動に積極的に協力・支

援を希望（ARIB）
 無線と有線路上の信号の干渉条件等について規格を設けることの是非や対策方法等を含め、中長期での政策課題として取り組むことを希望（ジュピ

ターテレコム）
 旧JBO（遠洋船舶電話）波を全国共通周波や一般通信用に見直すべき（全国漁業無線協会）
 Wi-Fi及びその他の無線システムにおいて、不法に高出力の電波を出すアクセスポイントについて、流通元も含めた厳しい対応を行うべき（無線LAN

ビジネス推進連絡会）
 通信設備以外であって50W以下の高周波出力を使用する高周波利用設備が、他の無線局に干渉を与えている可能性があることから、何らかの規律

を検討すべき（テレコムエンジニアリングセンター）
 日本の各アマチュア無線局が東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催をPRできるよう、期間中の特別記念局の開設や特別な識別信号の使用

許可をする等の特例措置の検討を希望（日本アマチュア無線連盟）
 屋内GPS（IMES）について、衛星電波の管理や符号管理、位置情報の裏付けという面で公的な管理を行うべきものであり、総務省、国土地理院と

いった組み合わせでの認証が必要（個人）

※：（株）等は省略し、提出者の一部は次の略称で記載。
NTT＝日本電信電話、NHK＝日本放送協会、エリクソン＝エリクソン・ジャパン、 ARIB=電波産業会、５GMF＝第5世代モバイル推進フォーラム、CIAJ=情報通信ネットワーク産業協会、
NICT＝情報通信研究機構、ノキア＝ノキアソリューションズ＆ネットワークス、 クアルコム＝クアルコムジャパン、NEC=日本電気

（１）電波利用共益事務の範囲
 東京オリンピック・パラリンピックに向けた通信インフラの拡充や、IoTの実現・普及を促進するための新技術の研究開発・社会実装・関連ビジネスの

創出・国際展開の必要性・重要性の高まりに対応して、電波利用共益事務の維持・多様化及び予算の拡大が期待される（日本無線）
 電波利用料の使途については、電波環境改善に関する取り組みを充実するべき（UQコミュニケーションズ）
 電波の有効利用に資するという目的には、電波産業全体の育成という目的も包含されていると考えるので、産業育成に繋がる諸策の推進にも電波

利用料を使用していただく事を要望（スカパーJSAT）
 これまで放送分野においては、地デジ化をはじめとする放送の高度化や難視聴解消など、電波の能率的な利用に資する諸施策が行われてきた。こ

うした国の施策によって電波の有効利用や放送の確実な実施を図ることは免許人全体に裨益し、国民視聴者の利益にも適うものなので、今後も適
切に継続や拡充をしていただきたい（日本民間放送連盟、朝日放送）

 電波利用料の使途は、費用を負担している無線局免許人や国民全体の受益に真に必要な事項に限定されるよう要望（NHK）
 電波利用料の本来の制度趣旨を踏まえると、原則、使途の範囲は限定的であるべき（ソフトバンク)
 電波利用料を財源として、電波利用共益事務の範疇を超える施策を実施することは、無線局免許人の理解が得られない。電波利用料の使途は、厳

格に精査し、電波利用共益事務に限定することを強く要望（日本民間放送連盟、民放15者）
 無線局全体の受益を直接の目的としない地方創生、Wi-Fi環境整備及びIoTの拡充など国家・国民が必要とするより一般的な政策は、電波利用共

益事務としてではなく、一般財源により政策決定するべき（テレビ東京）
 国民的事業の成功や関連産業の振興は電波利用共益費用の使途としてふさわしい対象ではない（北日本放送）

（２）東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の国民的事業の確実な成功のために取り組むべきこと
【競技会場周辺等における電波監視体制の充実・強化】
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に際しては、競技の計測・記録、映像制作・配信、メディア取材、大会運営のために、電波を使用す

る大量の機器・設備の利用が見込まれる。大会の開催期間及び準備期間において、既存の無線システムと共存しながら大会に使用する周波数を円
滑に利用するために、電波の混信防止等の環境の整備が必要（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）

 ラグビーワールドカップ2019の運営にあたり、大会関係者、国内関係機関、報道関係等により電波を利用する機器が多数用いられることが予想され
る。大会の開催期間及び準備期間において、大会運営の安全を確保する観点から、電波の混信を防止するための電波監視の強化を含む環境の整
備が必要（ラグビーワールドカップ2019組織委員会）

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、警備当局、運営関係者、競技参加者、報道機関等が連絡手段として様々な無線機を運用す
ることが予想される。これらの無線機が既存の無線局と相互に混信なく使えることを事前に調査し確認しておくとともに、大会開催期間中に混信が発
生した時に問題解決に迅速に対応する体制を予め確保しておくことが極めて重要（電波技術協会）

６．平成29～31年度に必要となる電波利用共益事務の在り方
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 東京オリンピック・パラリンピック会場周辺では、多様な無線通信端末による干渉や妨害などにより競技の進行や大会の運営に支障をきたすことが想
定される。電波を常時監視し、妨害行為、電波障害、輻輳を回避し安全で信頼性の高い通信を可能とする通信最適化システムを構築すべき（アンリ
ツ）

 電波の管理・監督機能の強化に向けて、電波利用環境の監視強化（例えば、膨大なIoT機器の監視を行う電波監視システムの最新化や増強）を要
望（CIAJ）

【競技大会等への来場者の携帯電話利用環境充実のための電波遮へい対策の加速】
 現行の電波遮へい対策制度を、国の負担割合を引き上げる等により、活用しやすくするとともに、老朽化/陳腐化した「導入済み設備」を「電波の有

効利用促進を図るＬＴＥ等の方式や設備」へ更改する場合も補助の対象とすべき（NTTドコモ）
 国民、及び訪日する外国人旅行者の利便性の向上のため、2020年までに主要新幹線のトンネル対策実施を目指す必要があるが、これには短期間

に大規模な工事が必要となることから、既存の電波遮へい対策の補助率引き上げを要望（KDDI）
 2020年に向けた新幹線トンネルの遮へい対策整備を計画的に実施することは勿論のこと、電波利用料での負担割合を現行の１/３から増加させる支

援が必要不可欠（ソフトバンク）
 2020年の東京オリンピック・パラリンピックまでにすべての新幹線において携帯電話が快適に使える環境が整備されることを目指し、2017～19年度に

おける電波遮へい対策事業への集中的な投資が行われるよう要望（JR東日本、JR西日本、JR九州）
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の多数の観客の皆様の充実した観戦のためにも、携帯電話等のモバイルサービスの円滑な利用が

実現されることを要望（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、可及的速やかに北海道新幹線における携帯電話等の通信環境の整備に

取り組むべき（北海道）
 2020 年までに上越、北陸新幹線トンネル内の情報通信環境の整備を完了させるために、電波利用料財源を電波遮へい対策に効率的かつ集中的

に投資することが必要（新潟県、新潟経済同友会、新潟県商工会議所連合会、新潟県商工会連合会、新潟県観光協会）
 北陸新幹線の高崎・金沢間の不感を早急に解消するため、電波遮へい対策を推進すべき（石川県）
 九州新幹線は、現在、新幹線トンネル内での携帯電話による通話、データ通信の利用ができないため、国としても早急に対策を行うべき（熊本市、薩

摩川内市）
 九州エリアにおいては未整備の新幹線や高速道路トンネルが多いので、早期に携帯電話が利用可能となるよう、対策の強化を要望（九州経済連合

会、九州電力）

【競技大会等への海外等からの来場者のための公衆無線LAN環境整備支援】
 2020年東京オリンピック・パラリンピックにおいて訪日外国人に快適な通信環境・サービスを提供し、外国人観光客の訪日促進を図るため、Wi-Fi整

備に電波利用料の活用を検討すべき（KDDI)
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の多数の観客の皆様の充実した観戦のためにも、無線LAN等のモバイルサービスの円滑な利用が

実現されることを要望（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 災害発生時における通信環境の確保および災害情報配信、平時における観光客や住民へのインターネット接続環境の提供を目的として、電波利

用料を活用した地方自治体の公衆無線LAN整備のための財政支援を要望するとともに、回線使用料やプロバイダー経費、アクセスポイントの保守
運用経費等の公衆無線LANの維持費の支援も要望（6県、18市区町村、全国地域情報化推進協会）

 災害発生時における通信環境確保のために、地方公共団体の非常に厳しい財政状況を踏まえて、防災拠点での無線LAN環境整備のための補助
金、交付金等を要望（無線LANビジネス推進連絡会）

 東京オリンピック・パラリンピックを国民的なショーケースと捉え、特に訪日外国人の動線となる空港、鉄道、スタジアム、ホテルなどを中心に、次世代
無線LAN(IEEE802.1ax，11ay，11azなど)の先進的実証とインフラ整備を行うことで、４K・8Kなどのコンテンツの流通が加速される（パナソニック）

 無線LANの整備と利用促進（特に継続性の認められる運用計画を持つもの、災害時により有用となるもの）に対して電波利用料による積極的な整備
の支援を要望（シスコシステムズ）

 事業者主体でトラフィックオフロード用として敷設された無線ＬＡＮを、海外からの来訪者が無料でストレスなく利用できる環境とするため、シングル・
サイン・オンを実現する認証システムや、ＩＰトラフィックをアグリゲートするインフラ、無料化に向けた運用・保守等への支援が必要（CIAJ）

 Wi-Fiの重点整備箇所とされている公共的な施設における整備に向けて、採算性や費用対効果の観点から地域が主体的に取り組むことは困難であ
り、引き続き地方公共団体における費用負担の軽減を図るための制度的措置やスキームの適用が必要（日本ケーブルテレビ連盟）

 我が国の長期的な文化・経済基盤として、教育分野の情報インフラの整備は不可欠かつ急務であり、電波利用料の使途を拡大し、学校wifiや教育
情報端末の整備など、教育情報化の整備に当てることを可能とする措置を要望（デジタル教科書教材協議会）

 学校における電波利用環境の整備（校内無線LAN、公衆無線LAN等）を次期以降の電波利用料の使途として検討すべき（ICTCONNECT21（みら
いのまなび共創会議））

 学校教育用無線情報端末と利用環境の普及は、これからの学校教育の柱のひとつと考えるが、自治体予算だけでの推進は財政負担が重く、時間も
かかるため、公教育目的に特化した新たな無線情報端末及びサービスの低廉な料金での提供、低廉な料金化の原資として電波使用料の一部補填
を検討すべき（NTTラーニングシステムズ）

（３）5G、4K・8K等日本が先行する最先端かつイノベーティブな技術の実用化の加速
【5Gシステム総合実証試験】
 5Gが主流となる2020年代における膨大なトラフィック発生に対し、充分なモバイル用周波数幅を確保するために高い周波数帯を開拓するには、産

官学連携による研究開発の促進に加え、5GMFによる実証実験の推進が必要(NTTドコモ）
 新技術の世界に先駆けた導入により国際競争力を強化することは、日本の産業・経済の発展に大きく寄与するものと考えることから、5Gの新技術の

実用化を加速する実証実験・技術開発等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）
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 2020年に向けて技術開発等による新たな電波資源の拡大を図り、もって電波の能率的利用を確保する観点から、次世代通信技術の推進施策へ利
用することを要望（ソフトバンク）

 引き続き最低限現在と同程度の歳出規模を確保し、経済的波及効果が見込まれる我が国の5Gモバイルのビジネス育成のため、5G関連技術の研究
開発や総合実証試験の推進や整備等のために歳出を割り当てるべき（5GMF）

 新たな電波利用システムについて周波数の利用効率を拡大し有効利用を促進するための研究開発の強化と、それに加えて必要周波数の確保に関
して利害を一致する関係国及び海外の関連団体等と連携し、ITU、APTなどの国際機関に働きかけることが必要（ARIB）

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において、より高品質な５G移動通信システムの円滑な利用が実現されることを要望（東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織委員会）

 5Gモバイルに関しても、実用化を促進すべく引き続き重点的に取り組むことを要望（国際電気通信基礎技術研究所）
 5GMFにおいて計画されている総合実証に対する国の支援を要望。5Gが目指す高速大容量化・低遅延化の実現のために、無線技術の高度化、無

線に直結するモバイルフロントホール技術の高度化を、国の重点課題として推進すべき（三菱電機）
 5Gの実証実験において、オリンピック・パラリンピック大会における利用様態も勘案した検証を推進するとともに、ネットワーク内の分散制御機能やア

ンライセンストバンドを使ったサービス提供の実証を行うべき（富士通）
 5Gの技術開発を日本のメーカーが先行して進めるためにも、無線機、アンテナ等の装置開発だけでなく、測定器類、電波暗室等の周辺の開発環境

整備面での負担を軽減する戦略的な施策を要望（日本電業工作）
 5Gサービスの成功に向けて、干渉低減技術の有効性を確認するため、ビームフォーミングパターンを高精度、高速に測定する研究開発推進が必須。

5Gや車載レーダ等で利用拡大が期待されているミリ波帯の機器評価および検証に必要な測定設備をオープンラボとして整備・公開し、運用すること
で、機器メーカーや部品メーカー、研究機関などの初期参入を促し、国際競争力強化に資するべき（アンリツ）

 ５Ｇを核とした世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現に向けて、直近に迫っている５Ｇシステムの総合実証実験の加速化を要望。例えば、５Ｇならではの
アプリケーションの早期特定を目指し、その際に必要となる評価・シミュレーション等の設備の構築、また、アプリケーションの実現と同時に、コア技術
の検証のためのオープンな実証試験システムの構築を提案（CIAJ）

【5G等の先進的な無線システムについての電波の安全性に関する研究及び評価】
 ５Ｇ早期実現に向けて、６ＧＨｚ以上の高い周波数帯の生体防護研究調査を検討すべき（NTTドコモ）
 5G時代の高い周波数帯利用やワイヤレス電力伝送等の新技術導入、更にはIoT普及による新たな電波利用等、益々国民の電波に対する関心が高

まるため、今後も国際協調を図りつつ、電波の安全性・知識向上のための活動を強化すべき（KDDI）
 国民の電波に対する不安を取り除くための電波の安全・安心のための研究を検討するべき（UQコミュニケーションズ）
 電波が密集したエリアにおける周波数利用・共用のガイドラインや、新しいＩｏＴ機器が人体に与える影響の定量評価結果をもとにした電波利用のガ

イドラインの整備や内外の関係規程への反映等を提案（CIAJ）

【5G等の先進的な無線システムを国民が安全・安心に利用するためのリテラシーの向上のための活動】
 ５Ｇ早期実現に向けて、６ＧＨｚ以上の高い周波数帯の国民のリテラシー向上を検討すべき（NTTドコモ）

 ５G時代の高い周波数帯利用、ワイヤレス電力伝送等の新技術導入等、益々国民の電波に対する関心が高まると共に、国民の電波利用に関する知
識向上が求められるようになるため、今後も電波の安全性に関する国民への説明活動は更に重要（KDDI）

 国民の電波に対する不安を取り除くための電波の安全・安心のための国民に対する広報・啓発活動を検討するべき（UQコミュニケーションズ）
 ＩｏＴ、５Ｇ携帯電話、４Ｋ８Ｋテレビ等の技術が国民の利便性の向上や安心・安全な生活の確保につながるものであることを、官民が一体となって、若

者から高齢者まで幅広い層に関心と理解をしてもらうために電波教室等の拡充・拡大を図るべき（全国陸上無線協会）
 設備面の監理だけでなくその運用に責をもつ有資格者等の存在は電波の適正な利用に重要な要素であるため、電波利用料の使途に電波技術者

等の人材育成を追加することを検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 無線従事者の入門ともいえるアマチュア無線技士の資格取得の奨励および育成等を行うための指導者を全国に設置する等、官民一体となった人

材育成への取り組みが必要であり、人材育成に向けたプログラムの策定等を要望（日本アマチュア無線連盟）
 電波を利用した情報通信の情報リテラシー意識の向上の取り組みが必要（個人）

【IoT／ビッグデータ／AI時代の電波有効利用技術の研究開発・実証の推進】
 IoT/IoE普及・発展のため、無線技術とネットワーク技術一体で実現する技術（エッジコンピューティング、SDN/NFV技術等）の研究開発・実証や、多

様なニーズのデバイスがシームレスな接続性を実現するために様々なユーザが利用可能なオープンな試験環境構築に、電波利用料の活用を検討
すべき（KDDI）

 IoT機器の電波利用に則して、電波資源を有効に活用するための研究開発・実証を、国の電波政策のもとで強力かつ速やかに推進することが必要
（NTT）

 膨大な数のIoT機器の電波利用による混信排除等のために、有無線一体の周波数有効利用技術が必須であり、これらの技術等の開発・実証のため
の試験環境を横須賀リサーチパークのような無線通信技術の集積地に整備することを提案（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）

 IoT機器向けの無線通信システムの高信頼性を提供することによるワイヤレスビジネスの成長のために、IoT向け自営無線システム運用技術に関連
する研究開発、ビジネスに向けた実証環境に対する支援の充実を要望（国際電気通信基礎技術研究所）

 IoTシステムの特性を踏まえたシステム全体を通じた有線無線一体となった周波数有効利用技術の研究開発や、IoTシステムによるサービスの実証
や相互接続を行える環境整備に対して予算拡充を要望（シャープ）

 膨大な数のIoTデバイスが無線によってネットワークに接続されることによる周波数の逼迫や混信等の課題や、リアルタイム性が重要となるIoTシステ
ムが周波数を効率的に利用するための有無線一体となった課題についての研究開発・実証の推進を要望（沖電気工業）

 これまでにない膨大な数のIoT機器を周波数のひっ迫や他システムとの混信を回避しながら有効に使用するためには最適制御を超低遅延で稠密に
行う様な新技術の研究開発やテストベッド等での実証環境の整備などが必要（パナソニック）

 IoT 時代に即した電波資源拡大のための、モバイルトラフィック収容技術、周波数共用技術、高信頼通信技術、データ収集・配信最適化技術の研究
開発・実証を推進することが必要（NEC）

 IoT機器の十分なセキュリティの確保のために、無線IoT機器について、不正な通信を発生する機器を明らかにし、不正通信を抑制するための技術
の研究・実証を行い、有限な電波の有効利用を図ることが必要（日立製作所）

 移動通信技術の高度化及びIoTの普及のために、電波資源の逼迫に対し周波数を効率的かつ途切れずに利用可能な通信方式や、センサーや通
信モジュールの小型化、低消費電力化、低コスト化に関する研究開発に対する支援を要望（JVCケンウッド）
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 周波数を効率的に利用する新技術や周波数の共同利用を促進する新技術の研究開発、様々なユーザーが利用できる各種電波利用システムの無
線設備や測定装置を整備したオープンなテストベッド環境の構築、サイバー攻撃防御やセキュリティ技術の研究開発と早期実用化を提案（CIAJ）

 無線を使用するIoT機器について、不正な通信を発生するものを早期に発見する技術や、大量かつ不要な通信を抑制する技術等を研究・実証し、
有限な電波の有効利用を図るための適切な対策及び組織連携による防御活動等を効果的に行うことが可能な枠組みの構築に繋がる実証を要望
（日本データ通信協会テレコム・アイザック推進会議）

 IoT社会の実現に当たっては、様々なユーザが利用できる無線設備や測定装置を整備したオープンなテストベッド環境を整備することにより、例えば
多くのセンサからの情報を最適制御し、システム全体を通じ有無線一体となった周波数有効利用技術等の研究開発を官民一体で進めることが有効
（YRP研究開発推進協会）

 5G、Wi-SUN、Wi-Fi等様々な無線を活用するIoTシステムの利活用シーンに応じて電波の有効利用を可能とするシステムアーキテクチャの実現に
向けた実証的研究を、ワイヤレスIoTに適したセキュリティ技術や情報処理技術とともに、研究開発や技術試験を推進することが必要（個人）

【IoT/ビッグデータ/ＡＩ時代のICT人材育成】
 IoT普及による新たな電波利用等、益々国民の電波利用に関する知識向上が求められるようになるため、今後も国民への説明活動は更に重要

（KDDI）
 膨大な数のIoT機器、多様なシステム、長期の安定運用等の課題をクリアして利用を継続していくことは簡単ではなく、電波利用に関するリテラシー

の向上を目的として、IoTの電波利用に関する知見や、セキュリティ対策への知見等を高める人材育成施策を推進することが必要（NTT）
 大量の新規IoTユーザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とした

周知啓発事業等を推進することが必要。例えば、ドローン操作者の技術レベルを明確に示す仕組み作りが必要（NTTコミュニケーションズ、NTTアド
バンステクノロジ）

 複雑化、高度化、広範囲化するIoTシステムの開発・運用に携わる人材の育成やシステムを利用する一般人への電波技術の普及啓蒙（電波障害防
止や効率的利用など電波に関するリテラシー向上）が重要（国際電気通信基礎技術研究所）

 IoT時代の到来により、より多くの人が電波を利用し、そして新たな産業分野において電波の利用によって社会的課題の解消につなげて行くための
取り組みが加速していくことから、新たに無線事業に従事する人や無線を用いたサービスを享受する利用者のスキル向上に対する政策支援が必要
（シャープ）

 新しいIoTシステムのユーザに対して、周波数を適切に利用してもらう観点からも、電波利用他IoTに関するリテラシー向上を目的とした人材育成など
を推進することが必要（沖電気工業）

 新規の電波利用のユーザに関して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とし
た周知啓発事業等を推進することが必要（NEC）

 IoTにおける電波利用に関する知見を向上させるための人材育成を要望（CIAJ）
 急速に進展するIoT／ビッグデータ／AI時代において、電波利用技術、センサデータの効率的な受送信、受信データの分析技術など、幅広い技術

を有する技術者の育成が急務（モバイルコンピューティング推進コンソーシアム）
 IoT時代を想定すると、今後も益々厳しさを増すサイバーセキュリティに十分に対応できる体制の構築が急務であり、そのためのセキュリティ人材の育

成にも積極的に取組む方策が必要（日本データ通信協会テレコム・アイザック推進会議）

 IoT社会の実現に当たっては、様々な業種の人材・企業が関わってくることから、これまで電波利用システムの運用経験がないような大量の新規ユー
ザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を図ることが必要（YRP研究開発推
進協会）

 IoTを使いこなせる人材を増やすため、周波数の使用に関するリテラシーの向上、IoTの電波利用に関する知見の向上等を目的とした周知啓発事業
等の人材育成を推進すべき（横須賀市）

 5G・IoTの発展に向けた研究開発の必要性はますます増大している一方で、国内ICT産業の弱体化に伴い、それを担うべき国内の研究体制や人材
が弱体化する傾向にあることから、総務省やNICTの研究開発プロジェクトが、大学等における人材（研究人材、産業人材）の育成に役立つよう一層
配慮されることを強く期待（個人）

【地上テレビジョン放送高度化に向けた実証】
 地上放送の高度化に向け、研究・開発の推進と周波数確保の検討を期待（NHK）
 BS４Kの試験放送や実用放送の計画が予定される中では、４K８Kの技術の実用化の加速を示したことは、共益事務としては適切（日本民間放送連

盟、民放13者）
 総務省が描く４K８Kのロードマップには「2020年の目指す姿として、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の数多くの中継が、４K・８Kで放

送されている」と明記されています。このためには多額の設備投資が必要となることを理解頂き、その点を踏まえた使途の検討を要望（日本テレビ放
送網、テレビ信州、鹿児島読売テレビ）

 基幹放送の中核たる地上放送における４K８K放送は、技術的な可能性が検証されている段階ではありますが、将来的に重要な課題であると認識し
ており、使途として地上４K放送に向けた研究、実験の検討を要望（民放13者）

 ４K番組制作や放送に必要不可欠なFPU等の放送事業用システムの高度化も推進すべき（民放8者）
 地上デジタル放送対応の国庫による後年度負担が終了することを踏まえ、今後は4K8K等の放送の高度化に向けた研究開発や周波数有効利用技

術の開発に用途を転換していくべき（民放9者）
 2020年東京オリンピック・パラリンピックは、我が国の放送技術の先進性をアピールする絶好の場であり、それを機会にイノベーションを加速させ、製

造事業の活性化やグローバル市場における競争力の強化を図る足がかりになると考えることから、電波利用料の使途として、新たな伝送技術、映像
符号化技術の開発などを検討していくべき（テレビ朝日）

 地上放送の高度化を目指し、かつ周波数の効率化を実現するためには、オールジャパンでの取り組みの推進および強化が必要であるとともに、高
度な技術を確立するための財政的支援が必要であり、そうした取り組みに対する財源として電波利用料をより積極的に活用していくことが有効（名古
屋テレビ放送）

 新たな使途の例としては、地上波での4K・8K放送を実現するための研究開発が挙げられ、地上波での4K・8K放送が実現すれば4K・8Kが本格普及
することとなり、日本の放送事業や電気通信事業の発展につながる（ケイ・オプティコム）

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を目途に推進している４Ｋ・８Ｋ放送の実用化に向け、国内関連産業の強化につなげるべく、現行電
波利用料財源規模の継続的確保、また、Ｒ＆Ｄ、関連実証施策等への更なる投入規模の拡大を期待（日立国際電気）

 デジタル放送のハイブリッドキャスト方式での４Ｋ８Ｋ放送実現に向けた技術開発、実証実験、導入支援を実施すべき（メディアキャスト、ハートネット
ワーク）
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【4K・8K普及促進等のための衛星放送受信設備に関する調査等（BS/CS-IF干渉対策）】
 BS/CS-IF混信や700MHz帯TV混信のように、混信源が無線局ではない場合には、混信解消により長い時間がかかるため、電波混信解消施策への

電波利用料による支援や、様々なＴＶ混信対策の連携方策を産官が連携して検討するべき（NTTドコモ）
 近年問題となっているBS/CS-IFブースタからの漏えい電波による干渉問題の対処には、適切な工事業者による適切な処置、及びその仕組みの構

築が必要であるため、問題の根本原因を明らかにするための事前調査等に電波利用料を活用することを検討すべき（KDDI）
 衛星基幹放送における超高精細度テレビジョン放送の開始に伴う中間周波数の拡大により有害な干渉が発生する可能性や、携帯電話の電波が一

部の旧型テレビブースターにより増幅されることでテレビの受信に悪影響を及ぼす場合が考えられることから、通信と放送間の干渉を抑制し、円滑な
周波数共用に資するために、電波利用料の活用を要望（ソフトバンク）

 BS左旋偏波導入の導入に伴い、BSブースターや宅内配線等から既存無線局に干渉を与える妨害波を発生させることが考えられることから、干渉の
発生を防止するための事前調査や、実際に有害な干渉が発生した場合の除去対応の費用の一部を電波利用料から歳出することを検討すべき（UQ
コミュニケーションズ）

 新たな周波数帯を利用する４K・８K放送の普及・展開に向けて、受信環境の整備には国にも一定の役割を期待（NHK）
 4K･8K放送技術実用化の加速に加え、ゼロからのスタートとなる110度衛星(BS･CS)左旋円偏波の受信環境の早期整備とあわせて、受信機器の設置

工事不良により生じる中間周波数帯での電波漏洩の軽減対策を推進することへの支援を強く要望（スカパーJSAT）
 空中を伝搬する電波と有線路上の通信（放送を含む）の間では、これまでも干渉問題が発生しており、有無線それぞれのスムーズな利用とサービス

の発展を確保するために、無線と有線路上の信号との干渉条件等について規格を設けることの是非や対策方法等も含め、中長期での政策課題とし
て取り組むべき（ジュピターテレコム）

 電波の「融通」を促進するための施策として、偏波の多様化による伝送可能情報量の拡大、例えば衛星放送における左旋偏波の普及活動への支援
の財源に、電波利用共益費用を活かすことが有効（ソニー）

 4K、8K放送の実現のために右旋円偏波の帯域再編や左旋円偏波の使用が提案されているが、中間周波数（IF）変換でBS／CSの普及に大きく貢献
したマンションの共聴システムの変更に多額の費用がかかると想定され、住民が費用を分担することになると、4K、8Kの視聴に興味のない世帯の理
解を得るのは難しくなる（個人）

（４）電波利用・関連産業の振興や海外展開のために取り組むべきこと
【周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開】
 国際競争力強化のため、日本が誇る高い水準の無線関連の開発スキルや運用スキルを積極的に海外展開し、諸外国との協力関係を構築すると共

に、世界的に日本の技術のプレゼンスを高めることが必要であり、我が国のＩＣＴ製品・サービス等の海外市場への積極的な展開や、諸外国の情報
通信主管庁・オペレータ等への教育と人財交流のための日本受入施策等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）

 安心安全分野において我が国の無線システムを国際競争力のある将来の基幹産業として育成するための一助として、我が国で実績のある防災衛
星通信システムを、主として発展途上国の政府・公共機関が購入し、運用していくことを促進することが必要であり、国によるトップセールスやファイナ
ンス支援に加えて、実証実験や運用トレーニングを無償で提供し現地の人材を育成することで、我が国システムの導入決定を後押しすべき（スカ
パーJSAT）

 IoTの海外展開に必須となる国際標準化活動を活発化するため、ITU-Rなどのデジュール標準だけではなく、IEEE802.11やWi-Fiアライアンス、
Zigbeeなどの業界標準、デファクト標準への影響力を高めることや標準化をリードできる人材育成が、関連産業振興や海外展開に有効（パナソニッ
ク）

 ５Ｇ関連の標準化活動に従事する人材育成と活動の支援を要望（CIAJ）
 海外から我が国に期待されている防災・減災に関連したＩＣＴ基盤のグローバル展開の支援のために、公共施設の安全をまもるインフラシステムの水

平展開や、展開先相手国の状況を的確に判断すること、およびスムーズなシステム導入のための、ＦＳ（Feasibility Study）の実施等を要望（CIAJ）
 エリア放送を使った4K対応、IP技術を駆使したエリア放送経由での多言語字幕対応や自動翻訳放送の実用化等の検討成果をもって、わが国のワイ

ヤレスビジネスの戦略的な海外展開にも協力して参りたいと考えおり、そうした新たな取り組みを加速する枠組みの整備を要望（IPDCフォーラム）

（５）その他の電波利用共益事務として取り組むべきこと
【総合無線局監理システムの次期基盤への更改等】
 電子申請については、一定の仕組みが導入されているが、ユーザー視点でより利用しやすいようシステム等の改善を要望。無線局免許状等の電子

化など制度の見直しと併せ、時代に即したシステムの導入を検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 電子申請は、アマチュア無線家にも徐々に浸透してきており、手数料の軽減などで一定の評価も受けているが、依然、「入力が煩雑である」「わかり

づらい」「インターネット決済やATM支払いが面倒」などの声もあり、ユーザーのためのより一層の利便性の向上を要望（日本アマチュア無線連盟）

【次期技術試験衛星の開発】
 新技術の世界に先駆けた導入は国際競争力を強化することは、日本の産業・経済の発展に大きく寄与するものと考えることから、ETS-9(次期技術試

験衛星)等の新技術の実用化を加速する実証実験・技術開発等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）
 2020年に向けて技術開発等による新たな電波資源の拡大を図り、もって電波の能率的利用を確保する観点から、災害時における携帯用中継回線と

しての貢献等が期待される次期技術試験衛星の開発支援へ利用することを要望（ソフトバンク）
 通信衛星の高度化による周波数利用効率の向上は、ユーザーの便益を高め、衛星通信の利用分野拡大に大いに寄与するので、この方針に沿った

次期技術試験衛星の開発には電波利用料の活用も検討すべき（スカパーJSAT）
 今後Ka帯衛星通信の需要が増加するものと見込まれるが、限られた周波数帯で如何に実利用効率を高めるかが課題となるため、スループットの配

分やビーム配置を通信需要に応じて自在に変更できる「フレキシブルな衛星通信」の技術開発を次世代衛星通信における周波数有効活用に資す
る研究として推進することを要望（NEC）

 Ka帯の活用やブロードバンド環境提供に対応するため、ハイスループット衛星（HTS）が必須であり、トラフィック変動に対応したデジタルチャネライザ
技術、通信エリアフレキシビリティに対応したデジテルビームフォーミング技術、そして衛星能力を最大限に活用する地上設備の開発が必要（三菱電
機）

 Ka帯以上で広帯域を使用する衛星通信が期待されており、周波数有効利用の観点からも、大容量の伝送容量、かつ、需要に応じたスループットの
配分可能、かつ、軌道運用後でもビーム可変な柔軟性のあるミッション機器を開発・搭載した新たな技術試験衛星をぜひ実現すべき（個人）

 Ku帯など、現行の衛星通信システムで使用している周波数の一層の有効利用を図るための研究開発を進めることが国として不可欠（個人）
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【離島等の条件不利地域への携帯電話エリア拡大のための光ファイバ網整備支援】
 条件不利地域への携帯電話エリア拡大等に向けて、携帯電話エリア整備事業をはじめとする予算措置における補助の拡大、電波の有効利用促進

を図る方式や設備の導入への支援を検討すべき（NTTドコモ）
 高速・大容量の伝送路確保が困難なエリアへの携帯電話基地局等の早期導入に向け、光ファイバ網整備への支援を検討すべき（KDDI）
 地理的な条件等の問題によりモバイルブロードバンド環境が十分に整っていない地域において、利用環境を整備し電波の利用に関する不均衡を緩

和するため、過疎地、離島等の利用環境整備のために、基地局施設（鉄塔、無線設備等）及び基地局施設の開設に必要な伝送路設備（光ファイ
バ）の整備等に係る費用を電波利用料で負担することを要望（ソフトバンク）

【医療機関における電波利用環境整備支援】
 条件不利地域への携帯電話エリア拡大に向けて、基地局設置に際し、医療機器への配慮が必要な病院内のエリア整備を検討すべき（NTTドコモ）
 医療現場での携帯電話利用が望まれている一方、電波の医療機器への影響懸念から、現在、医療機関での携帯電話利用は限定的となっている状

況から、国民の安心・安全と利便性向上を実現する医療機関の電波環境整備（屋内対策工事等）の一部費用に電波利用料の活用を検討すべき
（KDDI）

 これからの医療においては、携帯電話等の活用や医療機器の無線化など、安全な医療サービスの提供や、患者の利便性の向上のために、病院内
での無線利用の需要は一層高まると考えられることから、医療分野における電波の更なる効率的な利用に向けて、国として、医療機関における最先
端のICTを導入する際のコスト等の課題を解決するための支援に関して検討すべき（ARIB、電波環境協議会）

 医療介護機関での電波空白地帯を解消するため、携帯電話等からの送信出力を低減することで医療機器への影響を低減可能な基地局・中継局設
置の補助が必要（個人）

 医療機関内の携帯電話等のインフラ整備に必要な費用に対して一定の国庫補助（電波利用料）を交付する制度や仕組みの整備が進められることを
期待するとともに、実際の携帯電話等のインフラ整備にあたっては、導入・運用時の医療機関利用者及び従事者の負担軽減を図るために「共用設
備を用いたインフラシェアリング」による整備が最適（JTOWER）

【周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築】
 周波数共用を実現するには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施するスキームが必要不可欠。例えば、第三者機関のデータベースに共用

調整パラメータを登録し、周波数共用性を把握することにより、迅速かつ公平に無線局を開設することが可能（NTTドコモ）
 3.5GHz帯の第4世代移動通信システムと衛星システム間の周波数共用等の共用システム間の干渉検討は第三者機関で実施することが適当であり、

且つ迅速な対応を実現するためには干渉検討のシステム化が必要であり、このようなステム及び体制の構築やその準備に対し、電波利用料を活用
することを検討すべき（KDDI）

 事前の周波数共用調整を円滑的に進めるためには効率かつ実用的なスキームが必要不可欠。例えば、第三者機関による混信防止のための相談・
検討業務を行うことができる体制に電波利用料を活用して整備することを要望（ソフトバンク）

 3.5GHz帯における第4世代移動通信システムと衛星通信システムの周波数共用を行うためには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施する
スキームが必要不可欠。例えば、第三者機関のデータベースに共用調整パラメータを登録し、周波数共用性を把握することで、迅速かつ公平に無
線局を開設することが可能。事後においては、共用条件が守られているかどうかの定期的な確認などを、第三者機関で実施（スカパーJSAT）

 時間・場所・周波数を融通する電波管理が可能な仕組みにより、周波数が場所と時間を限定して複数の事業者や利用者に活用されるようにするた
めに、電波管理を行うためのデータベース（GLDB：Geo-Location DataBase）等の管理・運用は、国あるいは国が委託した機関によって行われ、その
ための費用は電波利用共益費用によってまかなう方法を提案（ソニー）

【地上放送継続のためのバックアップシステムの整備支援】
 大災害に備え、民放各局ではBCPに基づく、放送継続のためのバックアップシステムなどの整備が必要。使途として、これらの設備投資や設備の保

守費用などへの検討を要望（日本テレビ放送網）
 これまで放送分野においては、地デジ化をはじめとする放送の高度化や難視聴解消など、電波の能率的な利用に資する諸施策が行われてきた。こう

した国の施策によって電波の有効利用や放送の確実な実施を図ることは免許人全体に裨益し、国民視聴者の利益にも適うものなので、今後も適切
に継続や拡充をしていただきたい（日本民間放送連盟）

【災害医療・救護活動に用いられる無線システムの普及支援】
 災害時に用いられる衛星通信回線等の無線システムを国民の生命・身体の保護のためのシステムとして一層活用するためには、電波利用料の新た

な使途として、①災害医療・救護活動に用いられる無線システムを取り扱う人材育成に対する補助、②災害医療・救護活動に用いられる無線システ
ムの整備補助、を要望（東北大学病院他32者連名）

 防災衛星通信システムは、大規模災害時の非常用通信手段として、医療機関に早期に整備を進めることが必要。電波利用料の新たな使途として、
災害医療向け衛星通信システムを医療機関が導入する際の設備整備費補助、上記システムを取り扱う人材育成に対する補助（災害医療機関職員
への研修・検定プログラムとその環境整備）、の検討を要望（スカパーJSAT）

 災害時に用いられる各種の無線システム（衛星携帯電話、ＭＣＡ無線、業務用無線機）を国民の生命・身体の保護のためのシステムとして一層活用
するためには、電波利用料の新たな使途として、災害医療・救護活動に用いられる無線システムの整備補助、災害医療・救護活動に用いられる情
報サービスと無線システムの共通化・標準化への補助、を要望（自治体衛星通信機構）

【電波資源拡大のための研究開発の対象範囲の拡大】
 電波資源拡大のための研究開発等においては、現状の「おおむね5年以内」よりも長期的な研究開発に取り組むべき具体的なニーズがあれば、柔

軟な対応を検討すべき（フジテレビジョン）
 国家戦略特区における、従前の電波の利用法に縛られない有効活用の促進及び次世代(5年以上先の実用化)の電波利用法の開拓に資する研究

開発についても電波利用料の使途となる措置を要望（CiP協議会）
 新たな利用形態を創出することは、電波の利用を拡大することすなわち電波の有効利用に他ならず、「電波の新たな利用形態を創出する技術」も

「周波数を効率的に利用する技術」とみなして電波利用共益事務における研究開発の対象に含めることを要望（国際電気通信基礎技術研究所）
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 電波資源拡大のための研究開発の項目は（１）周波数を効率的に利用する技術、（２）周波数の共同利用を促進する技術、（３）高い周波数への移行
を促進する技術、となっているが、（４）電波利用者の便益に寄与する、最先端・イノベーティブな技術の円滑な社会実装を推進する実証、を追加す
ることが有効（住友電気工業）

【周波数移行促進措置】
 今後は、公共業務用における無線局（国の無線局）が周波数移行の対象となることも想定され、国と民間事業者との間で調整・交渉が必要になって

くる可能性もあり、早期の移行を可能とするためには、国が関与するかたちで、電波利用料での移行費用の負担も含めた移行促進の仕組みを整備
することが必須（ソフトバンク）

【パブリックセーフティ用無線システムの推進】
 安心・安全の確保のためのネットワークの多様化・多層化を進め、災害時にも途絶しない無線通信を確保するために、平時にも利用できるLTEを活

用した Public Safety LTEシステムの導入について至急検討を推進し、2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会での活用も視野
にいれた構築の検討を進めるべき（移動無線センター他11者連名）

 パブリックセーフティ用無線システムについて、自治体のデジタル同報無線システムのデジタル移行加速と長期運用を維持するために、戸別受信機
の共通部品開発の予算支援や、業務用無線システムのPS分野での共同利用モデルを確立するための特定地域における実証実験・検証に取り組む
べき（パナソニック）

 多くの国民が利用する公共ネットワークの高度化に向けたＩＣＴ基盤の整備として、PS-LTEによる公共インフラの構築を提案（CIAJ）
 放送電波を活用した地域の安心・安全向上サービスの開発・導入のため、ワンセグデータ放送等を活用した公共・防災システム等の補助サービス機

能の開発、データ放送等を活用した受信者限定の公共サービス機能の開発が有益（ハートネットワーク）

【自営系業務用無線のデジタル化支援】
 自営系業務用無線の狭帯域デジタル化のさらなる推進及び普及促進を図るため、利用料財源の活用により電波の有効利用に資する整備上の補

助・支援を検討すべき（全国陸上無線協会）

【船舶、公共交通機関車両内部での携帯電話等のエリア拡大】
 船員が安全かつ安心して船舶で働けるよう、内航船の多くが航行する陸地から２０マイル（約３７ＫＭ）以内では常時、地デジＴＶ放送の受信、携帯電

話・スマホの通話が可能となるように、大至急改善を要望（日本内航海運組合総連合会）
 旅客の利用者の利便向上及び海上で働く船員の労働環境改善を図るため、陸上と海上との通信格差の解消に向けた、地上デジタル放送の受信環

境、海上移動用基地局の設置等による携帯電話、インターネットの通信環境の整備が必要（日本長距離フェリー協会、日本旅客船協会）
 海上緊急通報用電話番号「118番」の有効活用のためにも、海上における携帯電話の不感地帯の解消を要望（全日本海員組合）
 船上における衛星回線インターネット通信は陸上と比較して低速であり、日本沿岸海域においても携帯電話の使用可能エリアは限られているといっ

たように、船上で働く船員はデジタルディバイドの状況下におかれているので、一日でも早くデジタルディバイドが解消されることを期待（日本船主協
会）

 海上においても、海域によらず、陸上と同様レベルの安定した通信環境の整備を要望（商船三井フェリー）
 四方を海に囲まれた我が国にとっては海上のワイヤレスサービスが充実し、デジタルディバイドが解消されることこそが最も重要（近海郵船）
 マリンタイム（近海）や離島航路等の海上交通を利用する多くの利用者や地域住民も高速モバイル通信環境の地域格差の是正を要望（佐渡汽船）
 我が国の排他的経済水域内において電波遮蔽対策事業、携帯電話等エリア整備事業と類似した施策により、洋上通信の改善等を新たな電波利用

共益事務とすることが国益に叶う（匿名希望）
 鉄道やバスなどの内部が５Ｇ導入時に不感地帯となってしまうことは電波利用の公共性を一部毀損するとも考えられるので、これまで取り組まれてき

た携帯電話等エリア整備事業や電波遮蔽対策事業の一環として、電波利用料を財源とし、公共交通機関車両内部への５Ｇサービス提供に取り組む
ことは有意義（住友電気工業）

【送出マスター等の放送設備の更新の支援】
 2011年7月の完全デジタル化に合わせた送出マスターの設備更新が、2017年度～2019年度までの間に民放各局で実施されるが、地上デジタル対

策の後年度負担がなくなることも踏まえ、設備更新費用への使途の検討を要望（日本テレビ放送網）
 地上デジタル放送のネットワークの設備更新、中波ラジオの設備更新、ワイドＦＭの展開は、国土の２２％を占める広大な面積をカバーするために多

くの送信所を維持している北海道の基幹放送事業者には、設備更新に多額の投資が必要となる点を踏まえた使途の検討を要望（札幌テレビ放送）
 デジタル放送の大きなメリットの一つであるデータ放送を積極的に活用して、地域独自のコンテンツや各種イベント情報、自治体等と連携した防災情

報等を臨機応変に配信できるように、2016年以降に到来する地方民放局のマスター設備更改のタイミングに合わせて地方民放局の設備整備と技術
者等育成を支援すべき（個人）

【移動受信地上基幹放送の難視聴対策等】
 V-Lowマルチメディア放送についても、「難視聴対策 民放ラジオ難聴対策事業」、「トンネル、地下における難視聴対策事業」、「Wi-Fi 防災ステー

ション事業」等の適用範囲となることを要望（VIP）

【アマチュア無線資格の国家試験受験料や養成課程受講料の支援】
 小中学生等からアマチュア無線の利用を通じて電波に慣れ親しみ興味を持ってもらうために、青少年に対するアマチュア無線資格の国家試験受験

料や養成課程受講料へ、電波利用料による支援を要望（日本アマチュア無線振興協会）
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（６）現行の電波利用共益事務を引き続き実施すべきもの
【電波資源拡大のための研究開発等】
 国民競争力確保のための研究開発・実証試験等を取り組むべき（UQコミュニケーションズ）
 企業がリスクと見て投資できないような無線システムビジネスについて、官主導で積極的に投資を行い、実証実験し、新しい無線システムビジネスを

民間と共に開拓すべきであり、電波を利用したビジネスの実証などアプリケーションレイヤまで予算執行の幅を広げるべき（日立製作所）
 近年、各種無線システムに対する周波数の分配又は特定等の作業においては、技術の進展速度の影響を受ける機会が多々増えていることから、標

準化作業と電波資源拡大のための研究開発とは表裏一体に進めることが効率的である。（NICT）
 電波の利用に関しては国際標準化が極めて重要であり、今後一層強力に進めていくために国際標準化のための種々の活動に対する取組が必要

（国際電気通信基礎技術研究所）
 イノベーティブな無線技術の実用化加速等に対する電波利用料による支援が期待される一方で、日本独自の技術と、海外技術とのハーモナイゼー

ションの推進を要望（JVCケンウッド）
 IoTと4K・8K映像の普及により中長期的に電波利用の需要は爆発的に増えるため、周波数を共用する技術や施策の研究開発や実用化へ電波利用

料を活用すべき（ソニー）
 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた各種無線設備の一時利用の場合の共用検討、レガシー利用も視野に入れた共用検討などについ

て取り組むべき（モトローラ・ソリューションズ）
 電波関連の研究助成において、一部の周波数帯域の民間開放にむけた製品の展開、運用の課題洗い出しと、制度への提言を研究成果として要求

するタイプの助成は実施する価値がある（個人）
 ワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信の研究開発・制度整備に関する総務省から外部への業務委託に相当規模の予算が割り当てられる

ことが望ましい（個人）
 既存・新設の周波数帯を合わせて利用するための基盤となる無線アクセス技術の研究開発と実用化のために、世界的には未開拓の①変復調方式

と、②強力な干渉除去技術の研究開発ならびに実用化の推進を提案（個人）
 「安心・安全情報の提供に必要な情報配信システム」、「自動運転に必要な情報配信システム」、「IoTに必要な情報配信システム」の分野について放

送インフラの活用の研究、開発及び実用化を促進すること、これらの放送活用を海外に積極的に展開していくことが必要（VIP）
 2020年の東京オリンピック・パラリンピックにおける最先端かつイノベーティブな技術の具体化を進める目的から、エリア放送のIP対応を活用した技術

開発について是非とも政策的なご支援を要望（IPDCフォーラム）
 研究開発を促進するための助成金制度として、数年間のスパンで研究に取り組め、使途の柔軟性や使用の利便性について科学研究費補助金程度

のものを期待（個人）

【携帯電話等エリア整備事業】
 現行制度では自治体や事業者等の負担が大きく、要望があるにも関わらず制度の活用が進まない事業については、国の負担割合を引き上げる等

（自治体等は負担軽減）により、制度を活用しやすくすべき。（NTTドコモ）
 老朽化/陳腐化した「導入済み設備」を「電波の有効利用促進を図るＬＴＥ等の方式や設備」へ更改する場合も補助の対象とすべき。携帯電話等エリ

ア整備事業は「３Ｇ方式」のみが補助対象だが、ＬＴＥ等の「電波の有効利用を図る方式」も補助の対象とすべき（NTTドコモ）
 携帯電話サービスエリアの地域間格差については、国と通信事業者により改善を図るべき（熊野市）

 スマートフォンは情報通信端末として不可欠となっているが、過疎地・離島等、サービスを利用することが困難な地域があり、国民が平等に高度な情
報通信サービスが利用できることを目的に、自治体や通信事業者への整備支援の継続を要望（CIAJ）

 特定の携帯電話事業者・通信方式にしか対応していないスマートメーター・Ｍ２Ｍ等では未だ不感エリアが残っている状況にあり、離島や山間部な
ど条件不利地域の多い九州においては、携帯電話等エリア整備事業の継続を要望（九州電力）

【デジタル放送混信対策、民放ラジオ難聴対策】
 地上デジタル放送への外国波混信等の対策については、継続して実施を要望（NHK）
 地デジ化による放送の高度化や難視聴対策、ワイドＦＭなどを含むラジオの難聴解消への施策にこれまで電波利用料制度が活用されてきたことは

適切であり、引き続き電波利用料を活用していくのは広く国民利益にかなう（フジテレビジョン）
 民放ラジオの難聴解消・災害対策への支出は、東日本大震災時に改めて認識されたラジオ放送の有用性、「国民の安心・安全の確保、推進に寄与

する」ことからも継続するよう要望（青森放送）
 昨年制度が整えられたラジオのギャップフィラーの設置促進を含めて、FM放送によるラジオ放送受信環境の整備を進めるべき（北日本放送）
 国民の安心・安全を守るための電波利用を促進していく上で、災害時等における電波の確保を目的とする対策事業について、引き続き適切な支援

がおこなわれることを期待（山口放送）
 ラジオ放送に関しても災害時に有効なメディアとして確認はされておりますが、放送基盤のさらなる強靱化にも使途目的を広げていただけるよう要望

（四国放送）

（７）歳出規模の在り方
【歳出と歳入の一致】
 電波利用料の歳出額と歳入額はバランスを図るべき（UQコミュニケーションズ）
 2013年度、2014年度の決算では歳入と歳出の乖離が生じているが、乖離が生じないよう歳出と歳入の総額は一致させるべき（日本民間放送連盟、

民放24者）
 これまでの収支差額について、歳入が歳出を上回った場合には次年度以降に繰り越し電波共益業務などに活用できるなど柔軟な運用が可能な制

度への見直しを検討すべき（フジテレビジョン）

【歳出規模の抑制】
 電波利用料の負担軽減については、地上デジタル放送総合対策の終了を踏まえ、歳出を抑制するよう配慮すべき（NTTドコモ）
 地上デジタル放送移行対策の終了に伴い、電波利用料の全体の歳出規模は削減努力が必要（ソフトバンク）
 電波利用料予算の歳出構造の変化を踏まえ、無線局免許人の負担をできる限り軽減すべき（日本民間放送連盟、民放30者）
 電波利用料の歳入、歳出の規模はできる限り抑制し、無線局免許人の負担をできる限り軽減することを要望（VIP）
 これまで歳出の大部分を占めていた地上デジタル放送総合対策が終了する見込みだが、これまでの歳出規模の維持を目的とするのではなく、新た

な使途については日本が先行する最先端かつイノベーティブな技術の実用化の加速に資するものに限定する等、歳出規模を削減することも視野に
入れて検討いただきたい（ケイ・オプティコム）
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７．電波利用料額の見直しの考え方

（１）電波の経済的価値の反映の在り方】
【経済的価値の考え方】
 電波利用料制度における電波の経済的価値の反映を過度に進めることには賛成できない。電波利用料制度は、さまざまな無線システムの目的や社

会的意義に配慮し、バランスをとることが極めて重要。経済的価値の反映を追求するあまり、高い収益をあげうる電波利用システムばかりが存続し、
国民の安全・安心を確保するための公共性の高い無線システムが排除されるような仕組みでは、結果的に国民が不利益を被る（日本民間放送連盟、
民放26者）

 電波利用料は税ではなく、営業収益関連の指標と比較して多寡を論じるべきものではない（日本民間放送連盟、民放７者）
 地上波放送は国民に必要な情報を同時に輻輳なく伝送可能であり、「無線局全体のひっ迫対策」に十分貢献している。さらに放送方式、受信機が

長期にわたり変更が出来ない。その上携帯電話と違い、個別事業者専用の周波数割り当てで無いなど無線システムのあり方が携帯電話と大きく異
なる（民放５者）

 「電波の経済的価値」の考え方は、営利を目的としないNHKの電波利用の趣旨とはそぐわない部分があるので、その一層の拡大には賛成できない
（NHK）

 電波の経済的価値については、これまでの電波利用料見直しにおいても各種議論がされてきたところですが、単純に電波そのものの価値を評価す
ることは困難であり、経済情勢や電波利用方法を含む技術の進展、サービス利活用等に大きく左右される（KDDI）

【経済的価値を考慮した料額の設定（3.5GHz帯）】
 携帯事業者が負担する3.4～3.6GHzにおける電波利用料額は、周波数特性や同帯域が他システムとの共用であることも踏まえ、経済的な価値を考

慮し料額を引き下げるべき（ソフトバンク）
 無線局の電波利用料額については、料額設定当時の使用無線局数に基づき算定されたものであると認識。本年以降は、新たに3.5GHz帯携帯電

話システムによる無線局が開設され、現行電波利用料額が設定された当時を超える無線局の開設が想定されることから、将来的な無線局の開設数
を考慮することを希望（KDDI）

（２）電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方
【特性係数の適用】
 放送の電波利用料に係る特性係数は、法律に定められた①「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」、②「国民への電波利用の普及に係

る責務等」の２点を勘案して規定している。これは適切な措置なので、２つの特性係数と現行の乗率を今後も維持していただくよう要望（日本民間放
送連盟、民放２７者、VIP）

 放送は、①国民に必要な情報を同時に輻輳なく伝達可能であり、「無線局全体のひっ迫対策」に貢献するものであり、②放送方式や受信機が長期
間にわたり変更できず、③携帯電話と異なり個別事業者専用の周波数割り当てでないなど、無線システムのあり方が携帯電話と大きく異なる。電波
利用料制度の設計においては、こうした放送の特性にも配慮して欲しい（日本民間放送連盟、民放３者）

 携帯事業者と放送事業者の負担がアンバランスとの指摘があるが、負担の仕組みに差異があるので、こうした指摘は当たらない。通信は双方向であ
るため基地局と端末のそれぞれに電波利用料が課されているが、放送は単方向であるため放送局側のみに電波利用料が課されている。また、通信
の量が増えるほど利益が増える通信事業と、放送内容の質で利益を上げている放送事業とでは、電波の使用方法に違いがあることを鑑み、同じ基
準で電波利用料を課すべきではない（民放９者）

 国民共有の財産である電波の適正かつ有効な利用を確保する観点から、地上デジタル放送の特性係数については、周波数共用形態や放送事業
の有する公共性について今後とも十分に考慮されることを要望（NHK）

 衛星通信は東日本大震災等の大規模災害や緊急事態時等の確実な通信手段として、国民の生命、財産の保護に著しく寄与しているという重要性
等から、1/４の軽減をしているが、この重要性は2020年に向けて変わることなく、確実なライフラインの提供という公共性の高い通信システムということ
に勘案し、特性係数の維持を要望（スカパーJSAT）

 特定の無線局に軽減措置を適用するのではなく、各無線局に対し、適正な最低限度の電波利用料が設定されるべき。軽減措置（特性係数）の適用
にあたっては、周波数を共用する等、周波数の利用形態に応じた考え方による整理とすべき（KDDI）

 携帯電話が国民生活に必要不可欠なサービスになっており、公共性の観点では放送と同等と考えられるので、電波利用料における通信と放送のア
ンバランスは解消すべき課題。このアンバランスを解消するため、携帯電話についても地上テレビジョン放送事業者と同じ特性係数を適用し一律の
帯域料金を課すべき（ソフトバンク）

 デジタル投資の次は防災投資と続いているが、こうした活動、設備投資は利益最優先ではなく全ての国民・視聴者のためであり、電波利用料の軽減
や優遇措置の整備を希望。特に、ＦＰＵの電波利用額については災害などの非常時に使用する事例が多いので、特段のご配慮をお願いする（広島
テレビ放送）

【激変緩和措置の適用】
 無線システムを利用し事業を行う放送局にとって、電波利用料制度・料額の継続性、安定性はきわめて重要。３年毎の見直しで制度が大きく変わり、

想定外の料額増加が生じることは、ローカル局にとって経営上の大きな不安定要素となりかねず、慎重に検討すべき（日本民間放送連盟、民放１４
者）

【減免措置の適用】
 遭難自動通報局は、衛星EPIRBやSART又はPLBで構成され、船舶の遭難等人命の安全が危険な状態に陥ったときのみに利用されるため、電波利

用料については、全額免除されている防災無線や消防無線と同様に扱って欲しい（全国船舶無線協会）
 海岸局は設置が義務であり、海岸局の電波利用料を軽減して欲しい。また、海岸局の連絡回線用に使用している固定局の電波利用料についても、

免除又は軽減措置を講じて欲しい（石川県無線漁業協同組合）
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 準天頂衛星システムの一部の測位信号は、米国GPS・欧州Galileo等と同じ周波数を使用しており専有しているわけではないこと、さらに利用者側か
ら見た場合は、同時にすべての衛星を利用するわけではないという性質も併せて考慮し、測位衛星サービスという新たなワイヤレスビジネス・サービ
ス提供のために、人工衛星局の電波利用料負担について再考を希望（準天頂衛星システムサービス）

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な運用に向けて、必要な周波数を確保することが必要。また同競技大会の成功に向けては、国を挙
げてのイベントであることも加味し、大会用途を目的とした時限的な無線機器の利用に対して、電波利用料の軽減措置の検討をお願いする（NEC）

 今回の見直しにより、これまで同様に料額が一定率増加することとなった場合、日本国の事業者としての競争力がさらに低下し、国益にも適わない
のではないかと考える。係る状況を回避し競争力を高めるために外国向け提供の場合の特例処置として、新たな減額スキームの導入を要望（スカ
パーJSAT）

【その他】
 現在の制度では、電波利用料は1年分を前払いすることになっており、その期間の途中で無線局を廃局しても、支払った電波利用料は還付されない。

特に人工衛星局については、同一軌道において人工衛星を更改する場合、同一周波数を同時利用することは不可能であるにも係らず、衛星の更
改期間中は二重に電波利用料を支払うこととなることから、期間の途中で無線局を廃局した場合には、その期間に相当する電波利用料を還付する
制度の導入、若しくは後継衛星の免許申請時に後継衛星である事を確認し何らかの減免処置を導入することを要望（スカパーJSAT）

 現行の制度では、認定開設者が電波を利用できない状況であっても、認定から６ヶ月後には電波利用料が発生。さらに認定された開設計画では、
ブロック毎に放送開始年度が異なり、無線局免許もその計画に基づき順次取得していく。しかし、電波利用料については認定から６ヶ月後には全ブ
ロック分が発生する。通常の無線局免許では、電波利用料は無線局免許の取得日に発生することから、開設計画の認定事業者に対しても、電波利
用料は電波が利用できるようになった状態、すなわち無線局免許の取得時から発生すべき（VIP）

（３）電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方
【利用料額の負担軽減】
 センサーネットワークの電波利用実態を配慮し、電波利用料を非常に低廉におさえることにより、面的に数多くのセンサーを配置するサービスが可能

となり、住民サービスの向上や安全の向上に大きく寄与することが期待される（個人）
 ５Gネットワークにおける高密度のネットワーク展開では、トラヒックの負荷が高いホットスポットにおいて相当数の基地局や中継局を集中的に設置す

るようなネットワーク構成が想定される。また、高い周波数では帯域幅を広く使って高速のデータ通信を実現することが想定される。このような通信シ
ステムのネットワーク展開の負担にならないような措置が必要。また、IoTなどの普及により、センサーネットワークやウェアラブルデバイス等、非常に
多くの無線機器が利用されると予想される。このようなMTC（マシン型通信）の多数接続の普及発展には低コストの運用が必須なため、電波利用料
が負担とならないような措置が必要（ノキア）

 新たな社会インフラとして普及・発展が期待されているセンサーネットワークは、その一般的な通信特性（低い通信頻度、小さいデータ転送量等）を
踏まえると、周波数を占用する時間が小さくなると考えられることから、電波利用料の負担を引き下げることが望ましい（ケイ・オプティコム）

 前回の電波利用料の見直しにおいて、使用周波数あたりの無線局を基に上限が設定され、今後のＩＣＴインフラとしてのＭ２Ｍシステム等の普及促
進に寄与する。一方で、現状の上限額は、携帯電話及び携帯電話を利用するスマートメーター等を包括して設定されたものであり、スマートメーター
に利用する携帯電話回線の料金低減に繋がっていないのが現状。このため、電波利用料の公平・公正の観点から、毎月数ＧＢｙｔｅ程度のデータ通
信を行う携帯電話と、数ＭＢｙｔｅ程度にとどまるスマートメーター・Ｍ２Ｍとを区分した電波利用料の設定など算定方法の見直しを要望（九州電力）

【上限額設定の適用】
 当該周波数を利用したシステムによるサービスエリアの充実に際しては、周波数の伝搬特性の観点から従前の携帯電話システム以上の多数の基地

局開設が必要となることから、現状端末設備において導入されている上限設定等の適用措置を希望（KDDI）

【周波数帯域徴収への一本化】
 携帯事業者等は、トラヒック対策のための小セル化や、屋内対策でフェムトセル基地局によるトラヒックオフロードを行う等、電波の利用効率を高めて

いる。前回の電波利用料の見直しにおいて、Ｍ２Ｍやスマートメーター等の普及を考慮し上限額を設けたことは有益であるものの、今後のIoTの急速
な拡大等を踏まえ周波数有効利用のインセンティブをより働かせるためにも、携帯事業者等が使用する広域専用電波の電波利用料は帯域利用料
に一本化すべき（ソフトバンク）

 今後のIoTの本格的な普及においては、大量のセンサーの導入・設置等に伴うため、設置される機器の数、種類や回線数の増大に依存せずに構
築・運用できる免許等制度や電波利用料の設定が必要（Sensus Japan）

 広域専用電波を使用する無線局については、無線局毎の電波利用料徴収制度を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検
討すべき。これにより、無線局毎の電波利用料の請求、支払いに関する事務処理の軽減が図れる（UQコミュニケーションズ）

 IoTの実現においては、大量のセンサーの設置や回線接続（センサーネットワークの構築）が伴うため、機器や回線数の増大に依存せずに、より低コ
ストで構築・運用できる免許等制度や柔軟な電波利用料の考え方を導入することが望ましい（日本ケーブルテレビ連盟）

（４）その他
 電波利用料の見直しによって、NHKの負担増につながることのないよう要望（NHK）
 テレビジョン放送を行う基幹放送局の電波利用料について、空中線電力が20mW未満で1,000円という金額が、20mW以上では約200倍（192,300円）

になる。ギャップフィラーの出力上限が50mWということもあるが、電波利用料が1,000円で済む空中線電力の上限値を20mW未満から50mW未満に変
更することの検討の是非（福島中央テレビ）

 受益者である無線免許人が公平に利用料を負担するという電波利用料制度の趣旨を踏まえ、特定分野の事業者に負担割合が偏ることのないように、
電波利用料額の見直しの検討を要望（ケイ・オプティコム）
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電気通信事業者等
（８者）

放送事業者
（41者）

メーカー
（23者）

地方公共団体
（30者）

その他
（60者）

個人
（23者）

合計
（185者)

１ ワイヤレスビジネスの成長・海

外展開を戦略的に推進するため
の方策

7 7 17 1 18 15 65

２ ２０２０年に向けたモバイルサー

ビスの在り方 5 5 22 0 14 4 50

３ 周波数需要増大への対応方策

13 14 20 1 24 6 78

４ 新たな無線システム等の導入・

普及に向けた制度上の課題を解
決するための方策

5 5 11 0 12 7 40

５ 電波の監理・監督に関する規

律やその在り方 3 4 7 0 24 8 46

６ 平成29～31年度に必要となる

電波利用共益事務の在り方 21 75 28 34 61 11 230

７ 次期電波利用料額の見直しの

考え方 8 73 2 0 6 1 90

８ その他電波政策に関する検討

課題 0 0 3 0 12 11 26

合計
62 183 110 36 171 63 625

※ 提出された意見が関係する主な項目別に集計したもの。

（参考）検討項目ごとの提出意見数
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１．実施期間

２．意見提出者（提出順）

３．提出された意見 参考資料４－１のとおり。

平成28年6月7日（火） ～ 6月24日（金）

合計93者（複数者の連名は１者として集計）

【電気通信事業者 ：4者】
（株）ケイ・オプティコム、ソフトバンク（株）、（株）NTTドコモ、KDDI（株）

【放送事業者等 ：48者】
（株）サガテレビ、（株）テレビ金沢、日本テレビ放送網（株）、（株）テレビ信州、（株）放送衛星システム、南海放送（株）、（株）福島中央テレビ、日本放送協
会、福井放送（株）、（株）鹿児島讀賣テレビ、（株）CCJ、（株）新潟放送、日本海テレビジョン放送（株）、（株）CBCテレビ、四国放送（株）、東海テレビ放送
（株）、（株）静岡第一テレビ、（株）TBSテレビ、（株）宮城テレビ放送、（株）フジテレビジョン、青森放送（株）、山形放送（株）、（一社）日本民間放送連盟、

（株）テレビ岩手、広島テレビ放送（株）、朝日放送（株）、（株）テレビ新潟放送網、讀賣テレビ放送（株）、（株）テレビ東京、北日本放送（株）、（株）福岡放
送、 （株）長崎国際テレビ、札幌テレビ放送（株）、（株）山梨放送、スカパーJSAT（株）、中京テレビ放送（株）、 （株）秋田放送、北海道文化放送（株）、（株）

熊本県民テレビ、関西テレビ放送（株）、熊本朝日放送（株）、（株）エフエム熊本、（株）テレビ朝日、西日本放送（株）、（株）ハートネットワーク、（株）熊本
放送、（株）テレビ熊本、（一社）日本ケーブルテレビ連盟

【メーカー ：16者】
（株）IHI、日本アイ・ビー・エム（株）、 （株）デンソー、インテル（株）、沖電気工業（株）、（株）ミライト・テクノロジーズ、華為技術日本（株）、エリクソン・ジャ

パン（株）、富士通（株）、住友電気工業（株）、トヨタ自動車（株）、シスコシステムズ合同会社、（株）日立国際電気、ノキアソリューションズ＆ネットワーク
ス（株）、クアルコムジャパン（株）、ZTEジャパン（株）

【その他 ：12者】
九州電力（株）、（一財）テレコムエンジニアリングセンター、電波環境協議会、 （一財）日本アマチュア無線振興協会、（一社）日本アマチュア無線連盟、
第5世代モバイル推進フォーラム、阪神電気鉄道（株）、地域WiMAX推進協議会、綜合警備保障（株）、（一社）情報通信ネットワーク産業協会、東京電力
パワーグリッド（株）、センサスジャパン（株）

【個人 ：13者】

３７ 「電波政策2020懇談会 報告書（案）」に対する意見募集の結果

「第２章 2020年の社会を支えるワイヤレスサービスの推進」に対する主な意見

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

２ ワイヤレスビジネス
の成長・海外展開に向
けた検討
（１）IoT 社会を支える
ワイヤレスビジネス

• 原案に賛同。日本ケーブルテレビ連盟を中心に、ヘルスケアや宅内の無
線デバイスのネットワークシステムを利用したサービスを検討するため
の専門委員会を設置する動きがあり、特に宅内でのIoTシステムの展開
はケーブルテレビの役割が重要と考える。【ハートネットワーク】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

（３）今後に向けた提言
② ワイヤレスビジネス
の海外展開戦略

• ドローンの運行等のルール作りについて、グローバルに協調できるルー
ルとできないルールをうまく調整しながらのルール作りが肝要。国際的な
協調を図る活動でリーダーシップを取ることを期待。【インテル】

• ワイヤレスビジネスの海外展開戦略について賛同。無線システム等を上
市（販売）するには、その国の規格内であることと、認可の手続きが必要。
「（１）多様なニーズに対応できる総合的な取組の電波利用産業に係る海
外市場調査」で、その国の認証制度や認可手続方法、認可マーク表示
等も合わせて調査及び公表を要望。【CIAJ】

• 我が国の強みを活かし、ODAとの有機的な連携も強化して総合的な取
組を実施していく原案の戦略に賛同。しかしながら、我が国には、技術面
の強みだけでなく、例えば、過去の阪神・淡路、東日本大震災などでの
運用経験が、システム設計や運用面において、他国にない大きな強み。
こうした観点から、海外でのモデル実証実験で、ケースをあまり限定しす
ぎないような記述が適切。ODA 有償資金協力・無償資金協力終了後の
海外実証実験による引継ぎの場合の個所も同様【スカパーJSAT】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。
後段の御意見につきましては、現行の記
述もケースを限定しているものではありま
せんので、原案のとおりといたします。

③ワイヤレスビジネス
成長の研究開発及び
環境整備等

• 技術基準・検査制度の国際規格への適合など規制の合理化、特定の周
波数帯の利用に対する柔軟な対応、実験試験局の免許交付の迅速化
等の実施にあたっては、既存の放送システムに混信や妨害などの影響
を与えないよう要望。なお、既存の放送システムに対して有害な影響が
生じた際に、速やかに対策が実施されるための施策を要望。【NHK】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

④６つの重点取組分野
の実現目標と課題解
決に向けた取組

（ウ）電波監視システム

• 地上からの電波監視だけでは限界があり、小型無人機を利用し、より俯
瞰的に監視できる上空からの電波監視に賛同。【スカパーJSAT】

• 2020年以降に想定される５Ｇの実用化と本格的なＩｏＴ時代の到来により、
高周波数帯に対応する移動通信システムの普及が進み、無線局数の更
なる増加が予測され、健全な電波利用環境の維持の重要性が益々高ま
ることから、電波監視システムの開発・整備を進めるとする考えに賛同
【KDDI】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

（エ）ワイヤレス電力伝
送（WPT）

• 非接触で電力伝送を行うワイヤレス電力伝送技術は、あらゆる分野へ
の活用が期待されており、今後一層の発展・普及が見込まれると考える
ことから、ワイヤレス電力伝送システムの漏えい電波の低減技術や人体
安全性評価の開発、国際標準化等を推進することに賛同。【KDDI】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

（オ）小型無人機（ド
ローン）

• ドローンの見通し外飛行実現に向けた実証実験の早期実施は大変有意
義。特に離島、山間部等の地上系通信インフラ設備の整備が遅れてい
る地域において、衛星通信等を用いた見通し外通信の実証実験は有用。
【スカパーJSAT】

• 電波利用の高度化への取り組みは重要であり、ドローンの周波数有効
利用の研究開発等の実施に賛同。【KDDI】

• 宅配ドローンは、ユーザーが「どのような用事を片付けたいか？」という
顧客視点に立ったサービス価値の検討もドローン技術をイノベーション
へつなげる為に必要。また、5Gの利用シーンのひとつとして、スマートシ
ティでドローンを使う例（図2-3-32）も示され、ドローンに関する法・制度
の整備には5Gとの関連性も考慮した検討が必要。【インテル】

• ドローンの運行管理システム実現に向けた調査検討に賛同。見通し外を
飛行中のドローンの位置情報を把握するテレメトリー通信や、飛行禁止
区域（ジオフェンス）情報を提供するための通信インフラとしては、全国で
飛行するドローンを管制センターで一括管理できる衛星通信が安価且つ
効率的な運行管理に適している。またドローン用に特化した、小型、軽量、
低電力の衛星通信端末開発に向けて、世界に先駆けた研究開発促進
策を要望。【スカパーJSAT】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

（カ）航空宇宙ビジネス • 世界無線通信会議（WRC-15）で、新たに割り当てられたAISの情報チャ
ンネルは、世界的に今後利用が促進されていく分野。法制化を進め、国
際的に競争力のある制度を実現して頂くことを期待。【IHI】

• 海上におけるデジタル・ディバイド解消や日本近郊の離島、沿岸海域で
の緊急事態等における通信の確保は重要な課題となっているものと考
えることから、Ka帯を利用した衛星通信技術の高度化に向けた開発に賛
同。【KDDI】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

３．新たなモバイル
サービスの実現に向け
た検討
（１）次世代のモバイル
サービス実現に向けた
取組の現状と動向
①第５世代移動通信シ
ステム（５G）の現状と
動向

• 平成29年度からは、第5世代モバイル推進フォーラム(5GMF)において5G
システム総合実証試験の開始が計画されており、5Gモバイルの特長を
発揮したさまざまなユースケースの実証が行なわれ、ビジネス化に向け
た方向性がより明確になるものと期待。【沖電気工業】

• IoT時代の新しいセンサーネットワークシステムの導入促進には、IoTの
個別用途に適合した要件を満足し、かつ利用者のニーズを踏まえた実
現時期を考慮した、「多種多様なワイヤレスネットワーク」の導入の実現
が重要。特に、280MHｚ帯を活用したセンサー専用広域無線ネットワーク
の技術的検討、免許化の整備について早期検討を進め、高セキュリティ、
超低消費電力、高信頼性かつ安定性のあるシステムを必要とするユー
ティリティ事業者等が、早期にIoT専用無線ネットワークのを可能とするた
めの制度的枠組みの構築が必要。【ミライト・テクノロジーズ、センサス
ジャパン】

• 3GPPの標準化スケジュールは、図２－３－７ に示した作業スケジュー
ルより早まる可能性もあり、今後その動向をさらに注視して対応する必
要がある。【エリクソン】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

（２）解決すべき課題
①５Gの実現に向けて
解決すべき課題

• 2020年の5Gの実現に向けた研究開発推進に賛同。2017年度からの総
合実証においては、多様な分野からの参加者を募り、5Gの主要な要求
条件が満たされること、及び、提供されるサービスの有用性についての
実証を進めていくことが重要。利活用分野と推進モデルに沿って適切な
技術開発の選択と集中を行った上で、多くの分野からの多くの参加を促
すような施策が引き続き必要。【富士通】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

②次世代ITSの実現に
向けて解決すべき課
題

• 自動走行の実現に向け、車載センサーによる自律型システムと、次世代
ITSによるConnected Carに代表される協調型システムの統合が効率的
で信頼性の高いアプローチであることに同意。次世代ITSの開発は国全
体レベルでのシステム化開発や、付随する法制度の見直しが必要にな
るため、国際標準化への提案も含め、総務省のイニシアチブの元に、国
内関係企業が協調して開発に当たることが重要。【沖電気工業】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
②次世代ITSの実現に
向けて解決すべき課
題

• 通信需要の集中により地上通信システムが輻輳する可能性のある大都
市部や、地上通信システムの敷設が困難な山間部等においては、衛星
通信システムによる補完も有効だと考えられることから、活用すべき無
線システムとして「衛星通信システム」も追記すべき。【スカパーJSAT】

• 電波の有効利用方策として、さまざまな無線システムを最適に活用する
ことに賛同。高度化したシステムにおいて、周波数再編も視野に入れITS
高度化システムを対象とした専用周波数の割り当ても検討するべき。
ITS高度化システムについては国際標準に準拠し、3GPPで検討されてい
るLTE/5G-V2Xを考慮すべき。【クアルコム】

• 次世代ITSにおいて付加価値の高い新しいサービスを創出するためには、
様々な業界が相互に情報を利用し合うことが重要で、社会全体でオープ
ンな議論ができる場の設定と、抽出された新たなアイデアを早期に検証
する社会実験が有効。その際、想定されたサービスの要件にあった通信
手段を検討するとともに、プライバシーやセキュリティの担保により社会
的受容性を高めていく事が求められる。【トヨタ自動車】

• 電波の有効利用の観点からも、既存のインフラ、システムを有効に活用
することが重要。平時のみならず災害時においても安全・安心な交通環
境を維持するため、更には円滑な自動運転社会を実現するためにも、車
車間・路車間・路路間等の統合的な通信環境の確立に向けた制度整備
の推進を要望。【トヨタ自動車、住友電気工業】

• 報告書の書きぶりについては、記述はあく
まで例示であり、原案のとおりといたしま
す。頂いた御意見は、総務省における今
後の政策検討の際の参考とされるものと
考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 今後、報告書を踏まえ、「Connected Car」
など次世代ITSの社会実装・普及を加速
化させるため、700MHz帯高度道路交通シ
ステムや5.8GHz帯狭域通信システム
（DSRC）の最適な活用に向け、制度整備
も含めた検討を推進していく必要があると
考えます。

（３）モバイルサービス
の将来展望と具体的
方策
①次世代モバイル
サービス実現プロジェ
クトの推進

• 次世代モバイルサービスの実現に向け、具体的な９つの利活用分野を
明確化して、９つの先行的モデルに取り組むことは、今後の5Gの研究開
発において大変に有用。【富士通、ソフトバンク、５GMF、KDDI】

• プロジェクトの推進においては、プロジェクトで得られた成果やデータを
サービスやアプリケーション等に最大限有効活用し、ビジネスとしての実
現性を合わせて検証していくことが重要。【ソフトバンク】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

①次世代モバイル
サービス実現プロジェ
クトの推進

• ５Ｇを基盤とした次世代モバイルサービスの実現に向け、先行的モデル
を含む参加型のプロジェクトを設定し、国主導のもと、産官学が連携して
取り組んでいくことに賛同。【綜合警備保障】

• ５Gシステム総合実証試験で、現在実施している研究開発等における成
果を全面的に利用できるよう要望。【５GMF】

• Connected Car推進プロジェクトに賛同。3GPPで開発されるLTE-V2Xは、
自動走行や Connected Carを実現するにあたり有効な技術標準である
が、このような技術例を報告書のなかで触れるとよい参考ガイドになる
のではないか。【華為技術日本】

• 「d） 推進モデル」、「e） 推進戦略」とされている項目表記は、「b） 推進モ
デル」、「c） 推進戦略」とすべき。【華為技術日本】

• 次世代ITSプロジェクトについては、推進戦略に示された内容に沿って適
切に施策の選択と集中を進めると共に、5Gに向けた技術検討の中で「低
遅延」、「高信頼伝送」などの検討動向にも注意を払い、全体として整合
のとれた社会基盤整備が進むように取り組むことが重要。【富士通】

• 高速移動体向け超高速通信モデルの目標設定に賛成。5Gになりミリ波
の利用が進むと車両へ5G電波が届かなくなる可能性が高いため、混雑
した車内でも全ての乗客に10～20Mbps程度の安定した通信環境を提供
すべく、車両に中継器を搭載して5Gをバックホールとして接続し、車内に
次世代Wi-Fiを展開する等の技術検討を加えてほしい。【住友電気工業】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見を踏まえ修正いたします。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②プロジェクトの推進
方策

• プロジェクトの基本理念は、我が国おけるワイヤレスビジネスの成長と海
外展開にあたり重要。プロジェクト推進の視点、推進サイクル、プロジェク
ト実施の留意事項も適切。今後、プロジェクトを総合的な観点から推進す
る方策の具体化が重要。【５GMF】

• 我が国の企業等の国際競争力の強化については、国をあげて推進する
ことが重要。また、５Ｇシステムの研究開発、技術実証、社会実証におい
て、国が積極的に推進・実施における役割を果たすことは重要であり、
提言を支持。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

③研究開発・実証の推
進方策

• 図２－３－47の表において、各プロジェクト・モデルに対応する主な要素
技術を整理・提示したことは大変に有用。複数のモデルやプロジェクトに
共通して有用な技術については、今後の取り組みの中で、重点的・効率
的に開発を推進することが重要。【富士通】

• ５Ｇの実現に向けての要素技術に重点化した研究開発や総合的な実証
試験の推進は重要。また、モバイル海外市場の開拓の観点から、諸外
国との戦略的なパートナーシップは、研究開発や総合実証試験において
重要。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

④環境整備方策
（ア）５G実現に向けた
周波数確保

• 更なる高度な周波数有効利用技術の導入について、よい税政策や学術
機関を含む研究機関への支援、政府の研究開発促進の方針を支持。
【シスコシステムズ】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

＜４Gの高度化に向け
て利用が想定される周
波数帯＞

• 有限希少な周波数資源を有効活用するため、周波数共用や再編を図る
ことは有意義だが、具体的な検討にあたっては、既存無線システムの重
要性に配慮し、混信防止を確実に担保しながら慎重に進めることが必要。
【民放連、民放６者、NTTドコモ】

• 現在、欧米を中心に自動車分野（屋外使用）にて、超広帯域無線システ
ムの測距を応用した様々なアプリケーション等が研究され、普及されよう
としており、国際協調の観点、また日本国民の利益及び財産を守るため
に超広帯域無線システムの屋外使用の許可が必要。【デンソー】

• 既存の無線システムが存在する場合、そ
の運用に支障が認められない範囲におい
て周波数共用等を推進することが求めら
れると考えます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
＜４Gの高度化に向け
て利用が想定される周
波数帯＞

• 3.6GHz-3.8GHz帯は、3.6GHz以下の周波数帯におけるIMTとの共用のた
めに当該周波数帯を利用するシステムの移設や既存設備の改修を予定
していることに加え、高稼動率回線を実現する上で重要な周波数帯であ
ることから、本周波数帯に5Gを導入して様々な影響が出ることを懸念。
また、同周波数帯は、他国でも広く衛星システムに使用されており、国際
調和の観点でも充分留意すべき。【スカパーJSAT】

• 3GPPの国際標準バンドはすでに国内または海外において製品開発や
ネットワーク展開も進んでおり、直近の移動通信トラフィックの増大に伴う
周波数需要に速やかに対応することが可能になるため、周波数共用、
移行、再編を積極的に進めていくべき。【ノキア、NTTドコモ、KDDI】

• 1.7GHz帯、2.3GHz帯、2.6GHz帯の周波数については、事業計画に予見
性が働くよう、5Gの割当てに先駆け、いくつかの周波数帯をまとめて
2018年度までに割当てを行えるよう、割当てまでのロードマップを周波数
再編アクションプランに反映して頂くことを要望。【ソフトバンク】

• 今後の追加周波数は既存免許人が存在し、既存免許人と周波数共用を
行う場合が益々増加するものと考えられるため、事前調整を効率的かつ
確実に実施することが重要となることから、そのための具体的な方策、
スキームの構築について検討を推進することに賛同。【KDDI、シスコシス
テムズ】

• 「電波政策ビジョン懇談会最終報告書」には、「放送メディアの重要性に
鑑み、放送業務に必要な周波数を引き続き確保する必要がある」こと、
2020年の東京五輪では無線局利用が増大するため「入念な準備の必要
性」があること、テレビホワイトスペースの利用にあたっては、「放送用周
波数が高密度に利用されている」日本固有の事情を踏まえること、など
の提言があり、本報告書でも尊重することが重要。【テレビ朝日】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。なお、既存の無線
システムが存在する場合、その運用に支
障が認められない範囲において周波数共
用等を推進することが求められると考えま
す。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 既存の無線システムが存在する場合、そ
の運用に支障が認められない範囲におい
て周波数共用等を推進することが求めら
れると考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
＜５Gの実現に向けて
利用が想定される周波
数帯＞

• 2020年に５Ｇ無線システムを国内で立上げて更にその後の発展に繋げ
ていくため、それを実現するための５G向けの周波数帯の確定が早期に
必要。【華為技術日本、富士通、ソフトバンク、NTTドコモ、５GMF、KDDI】

• 国際的な連携・協調を進めながら、WRC-19 でIMT-2020 の検討対象と
された周波数帯（24.25GHz-86GHz （11 バンド））、6GHz 帯以下の周波
数帯（3.6-4.2GHz、4.4-4.9GHz）、米国等で具体的な検討が進んでいる
周波数帯（27.5-29.5GHz）の検討を進める事が重要。【ノキア、インテル、
エリクソン、華為技術日本、ソフトバンク】

• 2020年より前に5Gが利用できるようになるため、3.6-4.2 GHz、4.4-4.9 
GHz及び27.5-29.5 GHzは、なるべく早い段階（2016年度中）で5G周波数
として特定されることを希望。【クアルコム】

• 周波数割当については、国際協調をできるだけ図ることが重要。WRCの
会合に先立って割り当てる際には、産業としての意向や、実際の割当て
可能性に注意を払うことが重要。【シスコシステムズ】

• ５Gのサービスや無線技術においては、周波数によらない技術的な中立
性が、ユーザやマーケット需要にマッチした適切な無線技術の選択に繋
がるため、今後は特定の世代の無線システムを特定の周波数バンドに
紐づけることは避けるべき。【華為技術日本】

• ５Gについては、複数の周波数帯を組み合わせた利用を念頭に、幅広い
周波数帯の確保の検討が重要。5G導入初期段階においては、アンライ
センストバンドなども含めた6GHz以下の帯域の効率的な利活用の促進
を検討すると共に、今後導入される6GHzを超える帯域を使ったシステム
との前方互換性にも配慮した研究開発が重要。【富士通】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
＜５Gの実現に向けて
利用が想定される周波
数帯＞

• ５Ｇで利用が想定される周波数について、他業務との共用調整が容易と
なる方策の検討が必要。例えば、衛星業務との共用について、明確な地
域割りや地理的条件も踏まえた周波数分割利用など、国際協調も踏ま
えつつ慎重な検討を行うことを希望。【KDDI】

• 27.5GHz-29.5GHz帯については、我が国では小規模地球局(VSAT)の導
入が認められており、欧州では移動プラットフォーム上地球局(ESOMP)と
いった衛星システムが導入されており、我が国や米国等以外の国では
周波数共用の問題になることを懸念。【スカパーJSAT】

• 周波数有効利用技術の確立に向け、産・学・官連携の研究開発、技術
実証試験、国際連携及び国際標準化の各方策を推進することは適切。
【５GMF】

• 図２－３－50の表題は「 WRC-19 におけるIMT候補周波数」となっている
が、この図表内の「日本提案、CEPT提案、CITEL提案」とその「結果」は
すべてWRC-15 における事象を示す言葉であるため、図の標題を適切
に改めることが望ましい。【華為技術日本】

• P109の記述「なお、①、③などで検討される予定の24GHz 帯以上のミリ
波帯等の周波数帯については、…」については、「なお、a)、c)などで検
討される予定の24GHz 帯以上のミリ波帯等の周波数帯については、…」
のことではないか。【華為技術日本】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 表題については、図表内の「日本提案、
CEPT提案、CITEL提案」は「WRC-15への
提案」として明記していること、「結果」は
WRC-19議題1.13の検討対象周波数を示
しているため、原案のままといたします。

• 頂いた御意見を踏まえ、該当箇所を「なお、
a)、c)などで検討される予定の24GHz 帯
以上のミリ波帯等の周波数帯については、
…」と修正いたします。

＜無線LANの周波数
帯＞

• ５GHz帯の免許不要帯域については、広くオープンにして将来の多様な
無線サービスのニーズに応えられる体系とすることが、ユーザー層を広
げ、選択肢と利便性を高めることにつながる。【華為技術日本】

• 5GHz帯でLTE方式を利用する技術については、高度な無線アクセス方
式の採用により周波数の有効利用が図れる可能性があるため、このよう
な新しい技術の採用を積極的に検討すべき。【エリクソン、ノキア】

• 5GHz帯のLTE方式を利用する技術につい
ては、国際的な動向を注視しながら対応
する必要があると考えます。

• 5GHz帯のLTE方式を利用する技術につい
ては、国際的な動向を注視しながら対応
する必要があると考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
＜無線LANの周波数
帯＞

• 5GHz帯のアンライセンスバンドの拡張にあたっては、国際協調を見据え
て検討すべき。屋外利用や使用周波数帯の拡張について検討を進めて
いくことが必要。【ソフトバンク、ノキア】

• Wi-Fiの将来に向け、5GHzを使った免許を受けない技術の発展を支持。
他システムとの帯域共有について、Wi-Fiが他の帯域に干渉しないよう既
存の事業者と共存することを提案。【シスコシステムズ】

• 諸条件が整い次第、速やかに5GHzの免許不要帯域の有効活用につい
て制度整備を行うことを要望。【クアルコム、インテル】

• 5GHz帯無線LANの周波数拡大について
は、国際動向を踏まえ、対応する必要が
あると考えます。

• 5GHz帯無線LANの周波数拡大について
は、国際動向を踏まえ、対応する必要が
あると考えます。

• 5GHz帯無線LANの周波数拡大について
は、国際動向を踏まえ、対応する必要が
あると考えます。

④環境整備方策
（イ）周波数有効利用
技術の研究開発

• 実証試験における特区の活用や他業種・分野へのアウトリーチについて
の提言を支持。また、データの流通・利活用については、ルール化も含
め重要な提言であり支持する。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

⑤地方への展開方策 • 地方への展開方策は、長期的に人材育成や地方の活性化に寄与すると
考えられ、適切であり提言を支持。【５GMF】

• 地方における５Ｇ実証実験の実施にあたっては、産学官の連携と、地方
自治体や地域企業等の協力が必要不可欠であるため、関係者間の協
力環境の構築のため、今回の電波政策2020懇談会の取り纏め結果等
の周知・広報活動を引き続き推進されることを希望。【KDDI】

• 5Gなど次世代ワイヤレス技術の地方への展開方策にあたっては、地域
事業者が地域インフラを活用するとともに、地方自治体や地域産業の関
係者と連携しながら、地域のきめ細かなニーズに配慮した取り組みを進
めることが重要。そのために、電波利用料の使途として充てられた先進
的なワイヤレス技術の開発・実証環境や検証環境（テストベッド等）につ
いて、各地域の事業者が利用できる環境整備への配慮が重要。【日本
ケーブルテレビ連盟】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。なお、次世代モバ
イルサービス実現プロジェクトの効果的な
推進にあたっては、地域活性化に資する
地方への展開を進めることが重要である
と考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

⑥国際標準化・国際展
開方式

• 2020年に5Gの実用化を目指すロードマップに賛同。５G実用化にあたり、
（１）3GPPによるグローバルスタンダードの採用、（２）国際的に調和の取
れた周波数の利用、（３）世界市場とのユースケースのすり合せと優先順
位付け、に留意することが重要。【ZTEジャパン】

• ５Ｇシステム推進の一環として、国際標準化活動と国際展開を戦略的に
連携させていくとした原案に賛同。なお、５Ｇのネットワーク設計を考える
場合、ユーザへのサービスリンクだけでなく基地局間のバックホール回
線も重要な要素であるが、国際展開を考えた場合に、５Ｇのネットワーク
設計に衛星通信を組み込むことが重要。【スカパーJSAT】

• 国際標準化・国際展開の方策は、電波利活用産業界が国際ビジネス展
開を検討するうえで重要な指針であるため提言を支持。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

⑦プロジェクト推進の
ためのロードマップ

• プロジェクト推進のためのロードマップは活動計画の指針として適切であ
るため提言を支持。【５GMF】

• 総合推進方策とＰＤＣＡサイクルの推進について、適切であり支持。【５
GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
４．総合的推進方策
（１）次世代モバイル
サービスアクション

• 新しい分野の推進はまさに適切である。追加的に望まれる方策として、
既存の無線技術からの発展型や類似技術（例えば無線アクセスの一部
パラメータが異なる場合など）について、スムーズな導入のための制度
面や省令面での配慮が望まれる。想定される事例として、ITSにおいて
LTEから発展するLTE-V2Xや、IoTにおいてやはりLTEからの発展型であ
るNB-IOTといった無線技術の導入の場面において、新規省令の策定、
無線設備の再認証、無線局の別ライセンスなど、可能な限り冗長は抑え
て従来の枠組みでカバーするなどの配慮がなされれば円滑な導入には
ずみがつくものと考える。【華為技術日本】

• 新ビジネス・新市場の創出のため、４つの方策は適切であり、提言を支
持。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

１．電波利用料の見直
しに関する基本方針

• 利用料が不定期に変動することは事業者の経営上の不確定要素となり
かねず、制度の継続性・安定性は極めて重要。そのため、３年毎の見直
しという原則を維持することが望ましく、慎重な対応を要望。【民放連、民
放22社】

• 電波利用料制度については、これまでも
必要に応じて３年よりも短い期間で見直し
を行っています。制度の見直しにあたって
は免許人に過度な負担にならないよう配
慮することが適切と考えます。

（２）電波利用共益事
務の在り方
①次期における電波
利用共益事務の範囲

• 次期電波利用料共益事務の範囲について、現行の電波利用料制度の
主旨に明確に合致することを前提としていることから適切。【ＮＴＴドコモ】

• 「電波利用を通じて、社会への貢献や社会的課題の解決にも有効な施
策」については妥当。【静岡第一テレビ】

• 「電波と直接関係のない一般的な施策」を範囲外としたことは適切。【静
岡第一テレビ、讀賣テレビ放送、テレビ東京、北日本放送】

• 社会への貢献や社会的課題の解決にも有用な施策を採り上げるに当
たっても、利用料が受益者負担金であることも踏まえ、制度が抑制的に
かつ安定して運営されるよう要望。【北日本放送】

• 無線局全体の受益を直接の目的とするもので、電波の適正利用確保の
ために不可欠なものという要件に合致した使途に限り利用するという電
波利用料本来の制度の在り方を踏まえれば、共益事務として認められる
使途の範囲は必要最小限であるとする基本的考え方は維持すべき。【ソ
フトバンク】

• 2020年に開催予定の東京オリンピック・パラリンピックは世界の注目を集
めるイベントであり、日本の先進的な取り組みを電波の利用領域におい
ても示す絶好の機会であると考えられことから、このような社会的課題へ
の電波利用料の投入は適切。【５GMF】

• 次期の電波利用共益事務の範囲において、電波の利用を通じて、社会
への貢献や社会的課題の解決にも有用な施策の候補例として、５Ｇの
実現が取り上げられたことは適切。【５GMF】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

「第３章 制度見直しの方向性」に対する主な意見

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

①次期における電波
利用共益事務の範囲

• 共益事務の範囲についても、歳出規模の不必要な拡大につながらない
よう、３年毎という原則にとらわれることなく、適切なタイミングにおいて柔
軟に見直しを図るべき。見直しにあたっては、実際に電波利用料を負担
している免許人の意見・提案の反映、レビューや精査のプロセスへの免
許人の関与等も積極的に行っていくべき。【ソフトバンク】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

②次期における電波
利用料の使途

• 使途については、電波利用共益事務に限定すべき。【民放12者】

• 使途毎の金額規模は示されていないが、その規模は共益事務としての
必要性を検証し、十分な効率化と精査を行った上でメリハリの効いた実
施内容とすべき。【ソフトバンク】

• 表３－１－９にある次期の電波利用料の使途の候補は「電波利用共益
事務」の範囲として妥当。【山梨放送】

• 従来の「研究開発」から「実証・総合実証」をも含める方針が示されたこと
により、技術の実用化、利活用が進むものと期待する。その上で、従来
から実施されてきた「研究開発」においても、競争力のベースとなる（シス
テムの実現を支える）モジュール、デバイス、材料の研究開発への支援
となる「電波資源拡大のための研究開発」が、手薄になることなくより一
層の支援を期待。【住友電気工業】

• 電波利用料の使途として挙げられたもののうち、以下のものは、電波利
用共益事務として賛同。
 「周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構

築」【TBSテレビ、スカパーJSAT、華為技術日本、ソフトバンク、NTTド
コモ、KDDI】

 「電波資源拡大のための研究開発」【フジテレビジョン、NTTドコモ、住
友電気工業、個人】

 「５Ｇ実現に向けた研究開発・総合実証」【富士通、ソフトバンク、
５GMF、ノキア、KDDI】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

 「ＩｏＴの社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証」【富
士通、５GMF、ノキア】

 「次世代ＩＴＳの実現に向けた研究開発・総合実証」【5GMF、ノキア】
 「４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証」【民放連、

NHK、民放25者、ケイ・オプティコム、住友電気工業、日立国際電気】
 「安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発」

【富士通、日立国際電気】
 「無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連絡調整事務」

【５GMF】
 「周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開」

【５GMF、KDDI】
 「電波の安全性の調査及び評価技術」【NTTドコモ、５GMF、CIAJ、

個人】
 「携帯電話等エリア整備事業」【ソフトバンク、NTTドコモ】
 「電波遮へい対策事業」【NTTドコモ、個人】
 「公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用

環境整備支援」【電波環境協議会 医療機関における電波利用推進
部会（日本医師会、日本病院会他多数）、NTTドコモ、KDDI】

 「公衆無線ＬＡＮ環境の整備支援」【シスコシステムズ、日本ケーブル
テレビ連盟】

 「地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援」【民放
連、NHK、民放23者】

 「４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援
等（ＢＳ／ＣＳ－ＩＦ干渉対策）」【放送衛星システム、民放連、NHK、民
放９者、ソフトバンク、NTTドコモ】

 「民法ラジオ難視聴解消支援」【民放連、民放17者】
 「電波の安全性に関するリテラシー向上」【５GMF、NTTドコモ、KDDI、

個人】

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

• ５Gについてもアプリケーションによっては超低遅延である必要はなく、衛
星回線の遅延を許容できるものもあると予想されるため、災害時や船舶
/航空機との通信、或いはマルチキャストのために衛星系を活用すること
も検討対象に加えるべき。【スカパーJSAT】

• 「ＩｏＴの社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証」につい
ては、受益者負担、利用者の公平な負担という観点での制度整備を要
望。【広島テレビ放送】

• 今後普及が進むと考えられる10Gｂｐｓ光アクセス回線に光IPベースで、
４K・８Kテレビ映像を素材供給側、視聴者側が共に利用できる技術開
発・実用化を推進する支援にも期待する。【住友電気工業】

• 「４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証」について、４
Ｋ番組の制作設備に対しても、使途の一つとして検討することを要望。
【四国放送】

• ４Ｋ・８Ｋ実現の技術的な可能性を検証していく上で、実環境を用いた技
術実証で既存の地上テレビジョン放送に影響が生じないようにすること
や、共同実証設備整備に国が支援することを要望。【NHK】

• ４Ｋ・８Ｋテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証試験について、
共同実証設備を用いた技術実証においては関東圏だけではなく、地方
エリアの様々な地形的な実環境の下で実施されることを要望。【関西テ
レビ放送】

• ４Ｋ・８Ｋの受信設備が普及期に入る前に、電波漏洩を防止するための
規格を定めることが重要。技術的な規格の策定に加えて、受信設備の
適切な施工を担保できる仕組みや漏洩電波を監視する仕組みの構築も
合わせて検討することを要望。【スカパーJSAT】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

• 離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網の整
備にあたっては、光ファイバ網構築後の維持費用が事業者にとって過度
な負担にならないよう配慮されることを希望。【KDDI】

• 2020年までに新幹線全区間対策完了を目指すことに賛同するが、以下
の点について留意することを要望。
１,対策にはトンネル区間とオープンエリア区間で連続性を担保する必要
があり携帯電話事業者を動かし並行させて対策すべき。
２,各新幹線の対策する順序はどうあるべきか、充分に検討すべき。
３,新幹線の定義とは何か。新幹線は対策するがその他在来線は対策し
ない理由等、しっかりと整理すべき。【個人】

• 電波遮へい対策において、携帯電話の電波中継施設の整備に加えて、
ＦＭラジオ電波の中継施設の整備も検討を要望。トンネル内の車や新幹
線車内でＦＭ放送が聞けることは災害時、非常時に有効なことに加え、
スマートフォンへFMチューナーが搭載されれば、非常時に災害情報等を
スマートフォンのFMチューナーより入手することで通信トラフィックの輻
輳や遅延の回避にも効果があると考ええられる。今後、ＦＭチューナー
搭載スマートフォンのように電波の効率的な使用を推進する機器の普及
を進めることも電波利用共益事務として妥当。【北日本放送】

• 電波遮へい対策事業について「５Gになりミリ波の利用が進むと列車・バ
スなどの車両内へ５Gの電波が届かなくなる可能性」を解消させる必要
があるが、その対応は「不感地対策」の一環と位置付けられるのでは無
いかと考える。専用の車両中継器を導入する事業者への助成措置や電
波利用料の減免等の検討を要望。【住友電気工業】

• 2020 年までに新幹線トンネルの全区間について対策完了を目指すこと
に賛同。なお、短期間での対策が必要となる場合には、時限的にでも補
助率の引き上げを検討することを要望。【ソフトバンク、KDDI】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

• 公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用環
境整備支援について、支援対象を共用設備に限定する場合、制度が有
効に利用されないことが懸念されることから、複数の事業者が個別の設
備を同時に導入、施工する場合など、効率性が認められるケースについ
ても支援の対象とするなど、柔軟な運用の検討を希望。【NTTドコモ】

• 事業者間や工事関係者との調整が複雑化するなどの理由によって適用
が遅延しないよう、活用し易いルール、支援の仕組みが構築されること
を希望。【KDDI】

• 2018年に開始予定のBSによる４Ｋ・８Ｋ実用放送の実現に向けて受信環
境のテストセンター構築や帯域再編が行われた場合に必要な費用の支
援などを強く要望。【テレビ朝日】

• 「民放ラジオ難聴解消支援」について山間地等のラジオの難聴解消のた
め、事業にラジオのギャップフィラー設備の整備を加えるよう要望。【北
日本放送】

• 民放ラジオ難聴解消支援事業については、短い年数の間ですべての対
策を完了するのは財政的に困難なため、平成31年度以降も数年間、補
助事業の継続を希望。【山梨放送】

• 研究開発等の使途に関わる期間について、現状の「おおむね５年以内」
よりも長期的な研究開発に取り組むべき具体的なニーズがあれば、期
間の延長を可能とする仕組みを検討すべき。【フジテレビジョン】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 民放ラジオ難聴解消支援事業において、
平成28年度より、ラジオのギャップフィラー
設備の整備についても補助対象としてい
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• ご指摘の長期的な研究開発については、
電波利用料により実施することが適当か
どうか十分な検討を行う必要があると考え
ます。頂いた御意見は、総務省における
今後の政策検討の際の参考とされるもの
と考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

• 「地上基幹放送継続のための施設整備支援」について、放送継続のた
めのバックアップシステムの整備に関わる設備投資、保守費等の支援に
ついて、使途として検討を要望。【民放18者】

• 「送出マスター等の放送設備更新支援」について2018年度以降において
BSでの４Ｋ実用放送が予定されているが、その実施に当たっては４Ｋ放
送マスター設備の構築や、４Ｋ番組制作及び放送に必要不可欠なFPU
等の放送事業用システムの高度化等が必要であり、これらへの支援も
電波利用料使途の対象となるよう再度の検討を要望。【日本テレビ放送
網、南海放送、鹿児島読売テレビ、中京テレビ放送、西日本放送】

• 「アマチュア無線資格の国家試験受験料等の支援」について、施策目的
が明確でないため、「ICT人材育成のためのアマチュア無線資格の国家
試験受験料等の支援」に修正頂きたい。その上で、将来に向けたICT人
材育成は、重要な課題であり、ICT全般にその受益が及ぶものであるこ
とから、その実効ある方策として、青少年等を対象としたアマチュア無線
資格の国家試験受験料や養成課程受講料への支援は、今後の電波利
用共益事務のテーマとして十分該当するものと考える。さらには、今回
使途の候補とされている「電波の安全性や適正利用に関するリテラシー
の向上」の一つの手段としても、最も実効性のある施策であると考える。
【日本アマチュア無線振興協会】

• 大災害に備えた放送継続のためのバック
アップシステムは重要と考えます。しかし、
本使途については、個別分野の対策であ
り特定の者のみが受益するものであるこ
とから、検討の結果、推進すべき課題とし
なかったものです。

• 放送事業用設備の高度化等は重要と考
えます。総務省では、FPUの高度化につ
いて、４K・８K用FPUの技術的条件の検討
を行っているほか、さらなる高度化に向け、
電波利用料による研究開発を行っていま
す。しかし、放送マスター設備の構築につ
いては、個別分野の対策であり特定の者
のみが受益するものであることから、検討
の結果、推進すべき課題としなかったもの
です。

• 電波の安全性や適正利用に関するリテラ
シーの向上及びICTの人材育成は重要で
あり、報告書（案）において充実･強化すべ
きとしています。しかし、本使途について
は、個別分野の対策であり特定の者のみ
が受益するものであることから、検討の結
果、推進すべき課題としなかったものです。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②次期における電波
利用料の使途

• 通信全体を圧迫する迷惑メールや違法動画投稿サイトへのアクセス等
の不正規なトラヒック量を減らす方策の検討が必要。【民放６者】

• 被災時の迅速な放送復旧に資するよう、受信者対策や送信設備復旧の
ため電波利用料を財源とした施策の検討を要望。【熊本県民テレビ、熊
本朝日放送、エフエム熊本、熊本放送、テレビ熊本】

• 迷惑メール等の不正規なトラヒック量を削
減していくことは重要と考えます。ただし、
本件については、電波利用共益事務に合
致するか慎重な検討が必要と考えます。

• 被災時における放送復旧に関する支援は
重要と考えます。ただし、本件については、
電波利用共益事務に合致するか慎重な
検討が必要と考えます。

③次期における歳出
規模の在り方

• 各年度の歳入と歳出の関係を一致させる必要がある旨が明記されたこ
とは適切。【民放連、民放29者】

• 電波利用共益事務として実施する各事業の効率化や必要性の検証を強
化・徹底すると共に、歳出規模の抑制に努めることを強く要望。【民放連、
民放18者、ソフトバンク、NTTドコモ】

• 次期の電波利用料の歳出規模の検討に当っては、これまでの歳出規模
の維持を目的とするのではなく、使途の候補として挙げられた個々の事
業について、電波利用共益事務としての適合性の担保や、効率化や必
要性の検証を徹底していただくことを要望。【ケイ・オプティコム】

• 地上デジタル放送対策の負担である約300億円がなくなることも踏まえ、
歳出総額を大幅に抑制・削減するよう要望。【民放16者】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 次期における歳出規模の在り方について
は、地上デジタル放送総合対策事業が終
了する反面、IoTや５Ｇ、４Ｋ・８Ｋ等の新た
な使途の追加も見込まれることから、更な
る効率化や必要性の検証を徹底し、検討
することが必要と考えます。頂いた御意見
は、総務省における今後の政策検討の際
の参考とされるものと考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

③次期における歳出
規模の在り方

• 既存使途の歳出も含めて、適切な状況になっているか、歳出額に見合う
効果が得られているかを可視化して評価できるスキームを整備すること
が必要。【ソフトバンク】

• 歳入が歳出を上回った場合に、次年度以降に繰り越し、電波共益業務
に活用できるようにするなど、柔軟な運用を可能とする制度を検討すべ
き。【フジテレビジョン】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• まずは平成29年度以降の歳入と歳出を一
致させる必要があると認識しています。ま
た電波法第103条の３第２項において前年
度以前の電波利用料の繰り越しについて
規定されています。頂いた御意見は、総
務省における今後の政策検討の際の参
考とされるものと考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

（３）電波利用料額の
見直しの在り方
①電波の利用価値の
反映の在り方

• 今後の見直しにおいても経済的価値が電波利用料制度に過度に反映さ
れることには賛成できない。【民放15者】

• 次期においても電波の利用価値の向上につながる事務(a群)に要する費
用に係る各無線システムの料額を算定することは適切。【民放連、民放
６者】

• 「電波の経済的価値」という用語が今回から「電波の利用価値」に変わっ
たことは適切。【民放連、民放17者】

• 各無線局の電波利用料の料額も低減の方向での検討を要望。【長崎国
際テレビ】

• 3.4～3.6GHzにおける電波利用料額は、周波数特性や同帯域が他シス
テムとの共用であることも踏まえ、料額を引き下げるべき。【ソフトバンク】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 具体的な料額は、今後、総務省において
検討されるものですが、その際には、本報
告書を踏まえて、適正に電波利用料額が
算定されることが期待されます。

• 具体的な料額は、今後、総務省において
検討されるものですが、その際には、本報
告書を踏まえて、適正に電波利用料額が
算定されることが期待されます。

②電波利用料の軽減
措置（特性係数）の在
り方

• 現状適用されている特性係数が維持されることは適切。【民放連、NHK、
民放33者】

• 今後も特性係数の見直しによって放送事業者の負担増とならぬよう要望。
【NHK】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②電波利用料の軽減
措置（特性係数）の在
り方

• 携帯電話事業者にも地上テレビジョン放送事業者と同じ特性係数を適用
すべき。【ソフトバンク】

• 料額の増加率を一定の範囲に抑える激変緩和措置が継続されることは
適切。【民放連、民放24者】

• 電波の経済的価値の向上につながる事務に要する費用については、外
国向け衛星の免許人は受益者となり得ないことから、電波利用料負担
が海外展開という市場拡大に向けての商業活動に支障をきたす水準に
達しつつあることを考慮し、将来的な改善策 (衛星についてもa群に関わ
る費用にサービスエリアの場所を考慮する等) についての検討を要望。
【スカパーJSAT】

• 人工衛星局について同一軌道で人工衛星を更改する場合の電波利用
料の徴収方法について、電波利用料の趣旨が無線局全体の受益を直
接の目的として行う事務の処理に要する費用の財源に充てるものである
ことを考慮すると、１年分の電波利用料を負担することにより無線局を廃
局したような場合に、当該局を運用していない期間も費用負担すること
の必然性に疑問を感じる。特に、1局あたりの額が大きな局を少数運用
する場合にはその負担が事業に大きく影響することから、将来的な改善
（１年分ではなく月単位で費用負担する、新旧両無線局免許の一本化
等）についての検討を要望。【スカパーJSAT】

• 「国民への電波利用の普及に係る責務
等」については、電気通信事業法に「あま
ねく普及努力義務」が規定されていないこ
とや、人口カバー率ベースでは概ね100％
エリア展開しているが、特定基地局開設
指針における普及目標（カバー率の値や
算出方法）について、放送と差があること
等を考慮し、現時点においては当該特性
係数については、適用すべきではないと
考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

③電波を稠密に利用し
ている無線システムの
料額設定の在り方

• 前回の見直しにおいて、設定された現行の上限額はユーザー料金の低
減に反映されていないため、スマートメーターやM2Mシステム等が優先
的に負担軽減措置を享受できるような方策を検討することを要望。【九州
電力】

• 現行の上限額を適用することによる負担軽減措置は有益であるものの、
今後のIoTの急速な拡大等を踏まえ周波数有効利用のインセンティブを
より働かせるためにも、携帯電話事業者等が使用する広域専用電波の
電波利用料は帯域利用料に一本化すべき。【ソフトバンク】

• 使用周波数幅に基づいた負担の一本化について、「既に上限額に達し
ている携帯電話事業者等については、負担総額には影響を与えずに、
事務負担を軽減するような徴取手続きを検討することが適当である」と
の方向性に賛同。【NTTドコモ】

• 電波利用料制度を免許人が電波を有効に利用すればするほど電波利
用料額にメリットがあるような制度に変えていくことが重要。引き続きの
検討の継続を要望。【NTTドコモ】

• スマートメーターやM2Mシステムについては、公共利用を目的としたICT
インフラとして急速な普及が見込まれるため、電波利用料の負担軽減措
置についてはこうした情勢を踏まえ今後も継続的な検討を要望。【東京
電力パワーグリッド】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 本懇談会の検討では、現行の料額の算定
方法が適切とされており、帯域課金への
一本化は困難と考えます。一方で、各通
信事業者の上限額の適用状況を踏まえて、
免許人の事務負担の軽減を検討すべきと
しています。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
④公平な負担の在り方 • 免許不要局の電波利用料の負担方法について早期に検討を行い、すべ

ての利用者が公平に電波利用料を負担するような制度整備を要望。【民
放６者】

• IoT 機器の普及が大きく見込まれ､今後､間違いなく増加する免許不要局
も､電波やその共益事務の受益者であり､公平な受益と負担の観点から､
その電波利用料負担について､検討すべきとされたことは適切。セキュ
アな無線LANインフラの維持等のためにも､すべての利用者が公平に電
波利用料を負担するような制度整備を要望。【中京テレビ放送】

• 免許不要局への電波利用料の負担は慎重に検討することが必要である
ものの、電波利用料の使途については負担者である免許人の便益につ
ながるものに重点を置いて実施することを基本的な考え方とすべき。【ソ
フトバンク】

• 今後、新たなビジネスが創出されていく中で、組込み型、モジュール型の
端末はますます重要視されていくことが予想されるため、こうした端末に
ついては、公共性や今後の普及等に鑑みた制度設計を要望。特に免許
不要局については、電波の適正利用に大きな混乱を生じさせる恐れが
ほとんどなく、排他的権利も有さず、受益は間接的である等の理由から、
従来通り非徴収とするべき。【トヨタ自動車】

• 免許不要局の電波利用料の負担方法について、慎重な調査検討を要望。
免許不要局の多数は電気通信機器の相互承認協定（MRA）を利用した
海外の製造者の無線設備であり適合表示無線設備は様々な流通で無
線設備及び機器に組み込まれ流通・販売されるため、実際に徴収するに
は、様々な流通での徴収や海外の製造者からの徴収等が予想され徴収
することは電波法の枠組みには限界があるのではと思う。【CIAJ】

• 今後の無線局の普及状況や諸外国にお
ける動向等を考慮し、必要に応じて制度
検討が行われるものであり、頂いた御意
見は、総務省における今後の政策検討の
際の参考とされるものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 今後の無線局の普及状況や諸外国にお
ける動向等を考慮し、必要に応じて制度
検討が行われるものであり、頂いた御意
見は、総務省における今後の政策検討の
際の参考とされるものと考えます。

• 今後の無線局の普及状況や諸外国にお
ける動向等を考慮し、必要に応じて制度
検討が行われるものであり、頂いた御意
見は、総務省における今後の政策検討の
際の参考とされるものと考えます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

④公平な負担の在り方 • 今後のギャップフィラーの増加の状況などを見ながら、引き続き電波利
用料額の料額区分について検討を要望。【福島中央テレビ、静岡第一テ
レビ】

• 電波利用料の歳入総額に占める割合で、通信事業者と放送事業者との
負担額の割合に大きな隔たりがあり、不公平との指摘があるが、通信と
放送では、システムの特性や電波の使用方法に差異があり、同一の基
準で電波利用料の負担額の総額や割合を論ずるべきではない。【テレビ
新潟放送網】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

２．電波の監理・監督
に関する制度見直し
（２）制度見直しの具体
的な方向性
①新たな無線システム
の導入・普及等に対応
した免許制度関係

• 3GPPは、既存LTEをベースとしたワイヤレスIoT用技術（カテゴリM1、
NB-IoT）の標準化を完了しているため、これらの技術に基づくIoTサービ
スの提供を可能とする国内制度（無線設備規則等）の整備を急ぐべき。
【エリクソン】

• IoTの新たな無線システムの導入に向けた適切な周波数割当てや周波
数の確保に賛同。特に、すでに海外でも導入されつつあるLoRaに代表さ
れるLPWA（Low Power Wide Area）は、長距離を小電力で伝送できること
で、国内の中山間地を含め広範囲の危険箇所や農業等の監視やデータ
収集を実現でき、より安価にIoTのサービスの活用が可能となり、今後ま
すますニーズが高まると予想されるため、国際的な動向に合わせ、LoRa
をはじめとしたLPWAの早期の普及促進を期待。【シスコシステムズ】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②開設計画認定制度
関係

• 表3-2-1 携帯電話等への周波数の割当状況（平成27年12月）について
は、携帯電話及びPHS帯域が記載されているが、移動通信事業者への
割当ての観点では、2.6GHzの衛星電話システムについても占有バンドで
あり携帯電話同様に090番号等を用いて音声・データ通信を提供してい
るため、追加記載すべき。また、PHSについては、公衆サービスにおいて
も3事業者にて周波数共用が可能であり、現時点でも、各事業者の制御
チャネル用専用周波数が確保された状態であるため、「共用バンド」であ
ることの記載が適切。【ソフトバンク】

• 開設計画認定の審査基準において、新規参入やMVNO等による競争促
進を含めた当該周波数を用いる事業者間の公平性の観点を考慮するこ
とに賛同。【ケイ・オプティコム】

• 周波数ひっ迫度が同等となって初めて公平な競争環境が実現されること
から、事業者間の周波数ひっ迫度の差を考慮して割当て幅を変えること
により、周波数ひっ迫度のアンバランスを解消する審査基準にすべき。
また、今後、周波数を他業務と共用する機会が多くなっていくと想定され
るが、共用帯域と専用帯域では、基地局設置や運用における環境が大
きく異なるため、審査基準においても共用帯域か否かを踏まえた柔軟な
基準設定が適切。【NTTドコモ】

• 移動通信システムは、今後更なる需要の増加や、技術進展が見込まれ
る成長分野であるため、規制強化につながる拙速な制度見直しは行うべ
きでない。「周波数の有効活用に関する計画及びその進捗状況の確認・
公表」については、新たな報告制度を設けるのではなく現行の「電波の
利用状況調査」を活用する等の方策を検討すべき。また、報告書案の内
容は定性的であり、本パブリックコメントでは意見提出の機会としては不
十分のため、あらためて携帯電話事業者、並びに有識者等の意見を聴
取する等のオープンな場での議論が必要。【ソフトバンク】

• 開設計画の実効性を高めるための監督について、開設計画の実効性を
高めるための手段が必要であるという主旨に賛同。【NTTドコモ】

• 「表3-2-1 携帯電話等への周波数の割当
状況（平成27年12月）」については、移動
業務に使用できる周波数として、周波数
割当計画において割り当てられている周
波数を記載しているものです。また、現在、
公衆PHSの免許人は1者のみであること
から原案どおりといたします。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。なお、移動通信システム向け周波
数については、今後も通信トラヒックの増
加が予想されること及び新規の追加割当
ての可能性が限定的であることから、電
波の有効利用と公平な利用を継続的に確
保していくための制度的枠組みを導入す
ることが必要だと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②開設計画認定制度
関係

• 開設計画の実効性を高める措置としての様々な強弱の監督手段を組み
合わせた重層的な措置の確保、認定期間終了後における周波数の有効
利用の確保のために利用計画及び進捗状況を確認・公表する仕組み、
システム全体としての周波数の有効利用状況を踏まえた再免許審査、と
いった措置を検討することに賛同。具体的な制度設計に当たっては、多
様なサービスを提供するMVNO（特にMNOと資本関係の無い独立系
MVNO）へのネットワークの開放が促進され、更なる電波の有効活用に
資する制度となるような検討を希望。【ケイ・オプティコム】

• 認定期間終了後の周波数の有効利用に関する計画及びその進捗状況
の確認・公表について、電波の有効利用のため主旨に賛同。他方、認定
期間後は携帯電話事業者には排他的な免許申請が認められていないこ
とも鑑み、有効利用状況の確認は、開設計画に基づいていない他業務
の免許人についても同様に定期的に適用すべき。【NTTドコモ】

• 認定期間終了後の周波数有効利用の確保については、電波利用状況
調査制度を出来るだけ活用することとし、仮に、その結果有効利用が十
分でないと判断された周波数があれば、当該周波数について定期報告
の対象とする等、過度な作業負担とならないよう検討されることを希望。
【KDDI】

• 再免許が認められる基準等の予見可能性を高めることに賛成。特に電
気通信事業に使用される無線局は定期検査を省略する等の方策が有
効。【エリクソン】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。なお、国民の日常
生活に不可欠となり、我が国の社会経済
活動や国民生活の重要な基盤を構成する
携帯電話については、他のサービスとは
異なり、今後も通信トラヒックの著しい増
加が予想されること及び新規の追加割当
ての可能性などを考慮すれば、認定期間
終了後の周波数の有効利用の確保に向
けたインセンティブを継続的に確保する観
点から進捗状況の確認、公表等に取り組
むべきものと考えます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。なお、無線設備等
が法令の規定に合致していない場合に、
他の無線局との干渉等の可能性があるこ
とから、定期検査を省略する等とすること
については、慎重な検討が必要と考えま
す。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

②開設計画認定制度
関係

• 移動通信システム単位による再免許について、電波の有効利用のため
主旨に賛同。現状、国内の携帯電話サービスは、３Ｇ、ＬＴＥ等の複数の
システムで構成されているので、今後、移動通信システム単位での再免
許を検討するのであれば、システム単位で分けるのではなく、事業者の
周波数帯を単位にすることも検討すべき。【NTTドコモ】

• システム単位の再免許審査については、個別の免許単位での申請・審
査を前提とした現行法の趣旨を踏まえた十分な検討が必要。また、周波
数有効利用が必要なことは全ての無線局に共通な事項であり、再免許
に当たって周波数有効利用の度合いをより考慮するのであれば、開設
計画認定制度を適用するシステムのみでなく、その他のシステムにも適
用するなど、無線局全体の平等性確保への配慮を希望。【KDDI】

• 「移動通信システム単位による再免許」については、事業の根幹である
免許制度に関わる見直しのため、事業の安定的な継続性の確保や市場
への影響など検証が必要な課題が多く、見直しの可否から議論を尽くす
べき。また、報告書案の内容は定性的であり、本パブリックコメントでは
意見提出の機会としては不十分のため、あらためて携帯電話事業者、
並びに有識者等の意見を聴取する等のオープンな場での議論が必要。
【ソフトバンク】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。なお、国民の日常生活に不可欠と
なり、我が国の社会経済活動や国民生活
の重要な基盤を構成する携帯電話につい
ては、他のサービスとは異なり、今後も通
信トラヒックの著しい増加が予想されるこ
と及び新規の追加割当ての可能性などを
考慮すれば、認定期間終了後の周波数
の有効利用の確保に向けたインセンティ
ブを継続的に確保する観点から進捗状況
の確認、公表等に取り組むべきものと考
えます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。なお、移動通信システム向け周波
数については、今後も通信トラヒックの増
加が予想されること及び新規の追加割当
ての可能性が限定的であることから、電
波の有効利用と公平な利用を継続的に確
保していくための制度的枠組みを導入す
ることが必要だと考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

③周波数調整・共用・
再編関係

• 実績のある運用調整の仕組み（例：「TVホワイトスペース等利用システ
ム運用調整協議会」）を参考にしながら、確実な混信防止が実現できる
よう慎重に検討を進めていくべき。【フジテレビジョン】

• 今後の周波数割当てを見据えて共用の仕組みの検討を実施すべき。周
波数の共用可能性の判断や免許人間の調整等を容易にするための仕
組み・運用調整のシステム等の検討を進めるとの方針に賛同。今後、割
当てが想定されている帯域の多くは共用バンドであると考えられるため、
共用の仕組み・調整システム等の検討を速やかに進めるべき。【ソフトバ
ンク】

• 今後周波数共用を前提とした周波数割当ての機会が増えてくると思料。
周波数共用可能性の確認・調整システムを構築することは、将来の電波
の有効利用促進に直結することから、報告書（案）記載の主旨に賛同。
【NTTドコモ】

• 共用可能性の確認・調整システムについ
ては、双方の無線システムの運用に支障
を与えないよう構築することが求められる
と考えます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
④地域BWA関係 • 地域に密着した公共の福祉を増進する観点からその制度について一定

の期間維持をすべきであるとする原案に賛同。【CCJ、ハートネットワー
ク】

• 地域 BWA の周波数の有効利用を確保する観点から、制度趣旨や有用
性の認知度を向上させるように、地域におけるサービス提供主体となる
企業や地方自治体等に対して一層の周知・広報を行うとともに、活用事
例の横展開を図るための情報共有を進めることが望ましいとする原案に
賛同。【CCJ、ハートネットワーク】

• 地域BWAは、地方創生、防災減災、高齢者や学童の安心安全、地域医
療・福祉、教育などの観点からも維持すべきであり、制度の維持を原則
とする本指針について賛同。地域BWAの更なる推進にあたっては、自治
体における費用負担という構造的な課題がある一方、合意に向けた手
続きにおいても、自治体側の担当部署が定まらない、自治体によって
ルールが統一されておらずかつ不透明である、といった問題もあり、免
許取得に相当な時間を要すケースが多く発生しており、地域BWAの導入
促進とともに、こうした実務上の課題に対しても、引き続き調整の簡素化
と迅速化のためのルールの明確化や周知徹底等の工夫が必要。【日本
ケーブルテレビ連盟】

• 原案に賛同。地方自治体との地域公共サービスに関する協定締結等の
協議に相当の時間を要するため、制度維持の期間について配慮を期待。
【阪神電気鉄道・阪神ケーブルエンジニアリング・ベイ・コミュニケーション
ズ・姫路ケーブルテレビ】

• 原案に賛同。現在、高度化での事業を目指す地域事業者は、自治体等
に対し制度や有用性について周知を図るとともに、さらに進んだ地域事
業者においては、設備、エリア計画の立案、また自治体等との調整を開
始して具体的な検討、協議に入ろうとしているところもあるが、地方の各
エリア、その進捗には格差があり、今しばらく時間の猶予が必要。【地域
WiMAX推進協議会】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
④地域BWA関係 • 地方自治体に制度の趣旨をご理解頂くのに多大な労力を要しているの

で、制度趣旨や有用性の認知度向上について、一層の周知・広報が実
施されることを期待。【阪神電気鉄道・阪神ケーブルエンジニアリング・ベ
イ・コミュニケーションズ・姫路ケーブルテレビ】

• 自治体等を含め地方への周知については、地域情報化の促進策として
総務省の方からも推奨の言葉をいただきたい。【地域WiMAX推進協議
会】

• 報告書（案）記載の主旨に賛同。今後、一定期間が過ぎた後も有効利用
がなされていない場合は、速やかに全国事業者への割当てを含めた見
直しを検討すべき。【NTTドコモ】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
⑤検査制度関係 • 登録検査等事業者制度は、免許人の負担を軽減し有効に機能している

制度であるが、毎年の校正が義務付けられている測定器等の校正費用
は高額であり、実務の現場では毎年校正する必要性は薄いように感じる。
そのため、今回の報告書案で打ち出した較正等の期間の延長等、規律
の柔軟化について大いに賛同。今後この懇談会報告書を受けて、特に
更正等の期間が延長されるよう要望。【北日本放送】

• 適切な規律を確保し、較正等の期間延長や方法の多様化等、規律の柔
軟化について賛同。登録検査等事業者にとって較正には費用がかかり
負担でもあるから、登録検査等事業者等が使用する測定器等について、
較正等の期間の延長等、規律の柔軟化をお願いしたい。また、登録検
査事業者登録更新は例えば10年延長や、登録点検業務実施方法書変
更届は変更前に予め届け出が必要であり、修理代替え（計測器レンタ
ル）等時も変更前届出、計測器修理後変更前届出と負担があり規律の
柔軟化を希望。【CIAJ】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

⑥技術基準・測定方法
関係

• 基準認証データベース（仮称）の構築に賛成。基準認証に関する正確な
情報の容易な閲覧環境は非常に有効であり、FCC ID Searchのように、
試験レポート、写真、認証マークのアートワーク、証明機関等とのやりと
り記録等の豊富な情報を含むデータベースであるべき。【日本IBM】

• 微弱な無線設備において、測定方法の検討と同時に、違反する製品の
販売業者・輸入業者・販売業者等を直接罰則の適用対象とすべき。【日
本IBM】

• 違法無線局を開設・運用した者だけを罰するのではなく、その無線機を
販売した者にも罰則を科すべき。かつて違法無線機を販売した者を幇助
罪で罰した事例があるようだが、法律で明確に販売した者も処罰の対象
にするようにすべき。【個人】

• 微弱な無線設備の測定方法や測定条件について調査を行い、必要な見
直しについて賛同。諸外国も参考に測定方法や測定条件について調査
を行い、既に販売済みの微弱な無線設備に影響がないよう必要な見直
しを希望。【CIAJ】

• 日本と米国の無線機器に対する基準認証制度は大きく異なるため、米
国の制度の一部分のみ取り入れても、我が国の基準認証制度との整合
が取れない。我が国の基準認証制度が、登録証明機関の能力と信頼性
に立脚し、可能な限り認証申込者の負担を軽減することを基本に制度が
作られてきている点に配慮しつつ、政策目的を達成するために必要とな
る範囲でデータベース化等を進めていくことが必須。【TELEC】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 無線設備の製造業者、輸入業者又は販
売業者に対しては、電波法第102条の11
の規定に基づき、電波法第３章に定める
技術基準に適合しない無線設備を製造、
輸入又は販売しないよう努力義務が課さ
れています。さらに、他の無線局に対し混
信その他の妨害を与えた技術基準に適合
しない無線設備の製造業者、輸入業者又
は販売業者は、同条の規定に基づく勧
告・公表・命令の対象となり、当該命令に
違反した場合は罰則が適用されることと
なっています。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

⑥技術基準・測定方法
関係

• 海外では、電気通信機器の相互承認協定(MRA)に基づく登録外国適合
性評価機関（以下「海外の証明機関」という。）による事業が浸透してきて
いる中で、国内の登録証明機関だけが厳密な実測データの提出・確認
を求められるような仕組みとなるとほとんどの製造事業者等は海外の証
明機関での証明にシフトしかねず、逆効果になってしまう恐れもある。政
策目的を達成するためには内外無差別に取り扱うことが必須。【TELEC】

• 報告事項の拡充は、内容によっては、登録証明機関のみならず認証取
扱業者等にとってもかなりの負担増になることから、その範囲や方法に
ついては、フェイクデータ問題の要因とその重大性並びにその対策とし
ての有効性を十分検討し、必要最小限の範囲で措置されるべき。例えば、
問題が発生している又は問題の発生が予想される一方で利用者がそれ
を見抜くことが困難な種別や国の監理が届きにくい種別などに限定して
データベース化を進めるといった措置が適当。【TELEC】

• 試験データの改ざん等を見抜くのは登録証明機関等の技量であり、当
該技量は登録証明機関等の審査時に適正に適否の判断が行われてい
るのではないか。また、平成16年総務省告示第88号の測定方法が理解
できない又は外国人が日本語の測定方法を理解できない等の実態があ
るのか、年間認証件数に対し何件試験データ改ざんがあるのか等、数
値等の公表やデータベースの公開以外の是正処置も希望。

• 無線設備の情報公開については、製造メーカの無線技術のノウハウで
あり反対。最終的に無償でワイヤレスビジネス無線技術の海外流出とな
り、結果国内メーカの無線産業が縮小してしまう恐れがあり、日本の関
連産業への悪影響を懸念。まずは公開前に是正処置等を行うことと、関
係する産業界等のヒアリングを要望。【CIAJ】

• 受信設備に係る技術的な規格の策定は、「４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための
衛星放送受信環境整備に関する支援等」を実効的に進めていくためにも
必要な施策であり、積極的に推進するよう要望。【フジテレビジョン】

• 受信設備からの漏洩電波による干渉被害については、適切な基準、規
格作りが有効と考えられるため、報告書（案）記載の主旨に賛同。また、
規格作りだけではなく、関係業界への適切な装置製造、取り付け等に関
する意識付け、ルール作り等の活動も必要。【NTTドコモ】

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、総務省における今後の
政策検討の際の参考とされるものと考え
ます。

• 頂いた御意見は、基準認証データベース
（仮称）の整備や現在公表している内容等
今後のフェイクデータ対策を検討する上で、
参考として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。また、総務省にお
ける今後の政策検討の際の参考とされる
ものと考えます。
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項目 主な意見 意見に対する考え方（案）

⑦高周波利用設備に
適用される制度関係

• 設置許可が不要とされている高周波利用設備が無線局に干渉を与えて
いる可能性について、許可を不要とする要件を微弱無線局の要件と混
同しているのではないか。ICタグの多様化や、鉄道信号用デジタル伝送
化したATS装置は、電磁結合を利用した誘導式通信設備となると思われ、
搬送波はMHzであるなど無線局への干渉等が少ないとは限らない。設
置許可を受けていない高周波利用設備について、無線局への干渉等の
実態調査と高周波利用設備の法整備を進めるべき。【個人】

• 高周波利用設備の型式指定表示についての電磁的表示の条件緩和に
ついて賛同。利用者が直接的に型式指定を受けたことが確認できるよう
に規律の柔軟化を希望。また、出来るだけ速やかに電磁的表示の条件
緩和も合わせて実施するよう希望。【CIAJ】

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

• 頂いた御意見は、報告書（案）に対する賛
同意見として承ります。

項目 主な意見 意見に対する考え方（案）
その他 • 58頁の図２－３－２及び117頁の図２－４－１は、他の図と同様に本文で

の引用箇所の後に記載したほうがよい。
• 60頁の最終行「図３－２－３」は「図２－３－３」の誤記ではないか。【個

人】

• 技術適号番号があるものに関しては、一定のルールを作り、その中で届
出不要とする等の無線局の簡易な免許手続きの改正を希望。【個人】

• アマチュア局にて使用する機器を問わず周波数を包括免許とする方法
は諸外国では一般的であり、現状の補償認定制度をもって自作機を免
許申請している局も待ちのぞんでいる周波数包括免許は積極的に進め
てほしい。【個人】

• 全てのアマチュア無線の免許は開局時（再免許時）に無線従事者の有
する操作範囲を全て指定された包括指定とし、免許された範囲内であれ
ば、送信機の増設、取り替え等については許可を受けたり届け出する必
要がなくなれば、免許人は大いに自作を楽しむことができ、アマチュア無
線は発展するだろう。【個人】

• 欧州郵便電気通信主管庁会議（CEPT)では母国の上級アマチュア無線
資格保持者を対象に、相互に手続きなく訪問先国での短期間のアマチュ
ア無線運用を許容する協定を締結し、CEPT域外の国にもこの協定への
参加を認めている。イコールフィッティングの民間国際交流の機会拡大を
効果的に推進する上でアマチュア無線の果たす役割を認識し、我が国も
相互に手続きなく訪問先国での短期間のアマチュア無線運用を許容す
る協定への参加を推進するべき。【日本アマチュア無線連盟】

• 特定の業界が仕事上の連絡をアマチュア無線で違法に行っている。一
部二部上場などの大手建設会社への現状説明と要請文の送付並びに
上記違法運用者への行政処分を強く求める。【個人】

• 頂いた御意見を踏まえ修正いたします。

• 周波数等を包括的に指定し、無線設備の
変更の届出等を不要とすることは、他の
無線局との整合性、電波監理上の影響等
から困難と考えますが、頂いた御意見は、
総務省における今後の政策検討の際の
参考とされるものと考えます。

• アマチュア無線による活動は国際交流の
一つの機会となるものと考えられますが、
手続なくアマチュア無線を持込み可能とす
ることは、他の無線局への影響などから、
慎重な検討が必要と思われます。頂いた
御意見は、総務省における今後の政策検
討の際の参考とされるものと考えます。

• 関係団体に対しては、様々な機会を捉え
て電波利用ルールの周知に努めるととも
に、電波適正利用に関する周知広報活動
の実施についての協力要請を行っていま
す。

※：（株）等は省略し、提出者の一部は次の略称で記載。
NHK＝日本放送協会、民放連＝日本民間放送連盟、エリクソン＝エリクソン・ジャパン、 ノキア＝ノキアソリューションズ＆ネットワークス、クアルコム＝クアルコムジャパン、 
TELEC＝テレコムエンジニアリングセンター、５GMF＝第5世代モバイル推進フォーラム、CIAJ=情報通信ネットワーク産業協会
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修正箇所 頁 修正内容 修正後

第2章 2020年の社会を支えるワイヤレスサービス
の推進
3. 新たなモバイルサービスの実現に向けた検討

(1) 次世代のモバイルサービス実現に向けた取組
の現状と動向

①第5世代移動通信システム（５Ｇ）の現状と動向

本文
58頁

図２－３－２を本
文の引用箇所の
後に配置

本文
61頁

本文の記述を右
記のとおり修正

「（図２－３－３参照）」

第2章 2020年の社会を支えるワイヤレスサービス
の推進
3. 新たなモバイルサービスの実現に向けた検討
(3) モバイルサービスの将来展望と具体的方策
①次世代モバイルサービス実現プロジェクトの推進

本文
95頁

本文の記述を右
記のとおり修正

「b) 推進モデル」
「c) 推進戦略」

本文
108頁

本文の記述を右
記のとおり修正

「なお、a)、c)などで検討される予定」

第2章 2020年の社会を支えるワイヤレスサービス
の推進
4. 総合的な推進方策
(2) 海外市場開拓アクション
③電波システム海外展開プロジェクトの推進

本文
118頁

図２－４－１を本
文の引用箇所の
後に配置

意見募集結果を踏まえた修正箇所

（参考）検討項目ごとの提出意見数
電気通信
事業者等
（４者）

放送事
業者
（48者）

メーカー
（16者）

その他
（12者）

個人
（13者）

合計
（93者）

全般 １ １
はじめに
第１章
電波利用
の現状

①電波利用システムの変遷
②移動通信システムの発展
③テレビジョン放送の発展
④IoT時代の到来

⑤2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に向けた対応

第２章

2020年の
社会を支
えるワイ
ヤレス
サービス
の推進

１．検討の
背景

（１）新たなモバイルサービスの実現
（２）ワイヤレスビジネスの成長への期待

（３）移動通信トラヒックの増大
①関連技術の動向

②現下の社会情勢

２．ワイヤレ
スビジネス
の成長・海
外展開に向
けた検討

（１）IoT社会を支えるワイヤレスビジネス １ １
（２）ワイヤレスビジネスによる国内成長・
海外展開政策

１ １

（３）今後に向けた提言

①基本的な方向性

②ワイヤレスビジネスの海外展開戦
略

１ １ １ ３

③ワイヤレスビジネス成長の研究開
発及び環境整備等

１ １

④６つの重点取組分野の実現目標と
課題解決に向けた取組

４ ３ ２ ９

⑤重点６分野横断でパッケージ化し
た総合的なプロジェクトの推進

２ ２

※ 提出された意見が関係する主な項目別に集計したもの。
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※ 提出された意見が関係する主な項目別に集計したもの。

電気通信
事業者等
（４者）

放送事
業者
（48者）

メーカー
（16者）

その他
（12者）

個人
（13者）

合計
（93者）

第２章

2020年の社
会を支える
ワイヤレス
サービスの
推進

３ 新たなモバ
イルサービス実
現に向けた取
組の現状と動向

（１）次世代のモバイルサービス
実現に向けた取組の現状と動
向

①第5世代移動通信システム（５G）の
現状と動向

２ ３ ５

②ITS（高度道路交通システム）の現状
と動向

（２）解決すべき課題
①５Gの実現に向けて解決すべき課題 １ ２ ３
②次世代ITSの実現に向けて解決すべ
き課題

１ ４ ５

（３）モバイルサービスの将来展
望と具体的方策

①次世代モバイルサービス実現プロ
ジェクトの推進

２ ４ ２ ８

②プロジェクトの推進方策 ５ ５
③研究開発・実証の推進方策 １ １ １ ３
④環境整備方策 ９ ９ 18 ４ 40
⑤地方への展開方策 １ １ １ ３
⑥国際標準化・国際展開方策 １ １ １ ３
⑦プロジェクト推進のためのロードマッ
プ

１ １ ３ ５

４．総合的推進
方策

（１）次世代モバイルサービスア
クション

①先行的モデルシステムの実現
②５Gテストベッドの展開
③グローバルな周波数の確保

④国際協調の推進

（２）海外市場開拓アクション
①安心・安全ワイヤレスサービスの国
内外普及
②ワイヤレス海外新市場の創出
③電波システム海外展開プロジェクト
の推進

※ 提出された意見が関係する主な項目別に集計したもの。

電気通信
事業者等
（４者）

放送事
業者
（48者）

メーカー
（16者）

その他
（12者）

個人
（13者）

合計
（93者）

第３章 制度
見直しの方
向性

序文 23 23
１．電波利用料
の見直しに関す
る基本方針

（１）電波利用料制度の概
要

①電波利用料制度の概要
②平成26～28年度における電波利用料制
度の実施状況
③平成29～31年度に向けた電波利用料制
度の見直しの観点
④諸外国における電波利用料制度の現状

（２）電波利用共益事務の
在り方

①次期における電波利用共益事務の範囲 ２ ３ ２ ７
②次期における電波利用料の使途 18 53 ７ ９ ２ 89
③次期における歳出規模の在り方 ２ 33 35

（３）電波利用料額の見直し
の在り方

①電波の利用価値の反映の在り方 １ 14 15
②電波利用料の軽減措置（特性係数）の在
り方

１ 38 １ 40

③電波を稠密に利用している無線システム
の料額設定の在り方

２ ２ ４

④公平な負担の在り方 １ ４ １ １ ７
２．電波の監
理・監督に関す
る制度見直し

（１）近年の制度改正
（２）制度見直しの具体的な
方向性

①新たな無線システムの導入・普及等に対
応した免許制度関係

２ ４ ６

②開設計画認定制度関係 ９ １ 10
③周波数調整・共用・再編関係 ２ １ ３
④地域BWAシステムの無線局関係 １ ５ ２ ８
⑤検査制度関係 １ １ ２
⑥技術基準・測定方法関係 １ １ ３ ５ １ 11
⑦高周波利用設備に適用される制度関係 １ １ ２

おわりに
その他 １ ２ ３ ６
合計 57 196 52 48 13 366
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